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令和 4年 11月 
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平成 29年度原子力施設等防災対策等委託費（防護措置の実効性向上に関する調査研究）事業報告書に

おいて、誤記がありましたので、下記の通り訂正いたします。 

 

正誤箇所 誤 正 

P3-22 

表 3.3 

 

放出場所：

チェルノブ

イリ 

 

測定場所：

日本 

I2 HOI CH3I 粒子状ヨ

ウ素 

19±9 5±2 6±3 70±11 
 

I2 HOI CH3I 粒子状ヨ

ウ素 

5±2 6±3 70±11 19±9 
 

P3-22 

表 3.3 

 

放出場所：

福島第一 

測定場所 

測定期間 

茨城 

2016/3/14–16 

福島第一 

2016/3/19–26 

福島第二 

2016/3/19–26 

茨城 

2016/3/19–26 

福島第一、二 

2016/3/29–31 

茨城 

2016/3/29–31 
 

測定場所 

測定期間 

茨城 

2011/3/14–16 

福島第一 

2011/3/19–26 

福島第二 

2011/3/19–26 

茨城 

2011/3/19–26 

福島第一、二 

2011/3/29–31 

茨城 

2011/3/29–31 
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1. 実施計画 

1.1 事業名 

平成 29年度原子力施設等防災対策等委託費（防護措置の実効性向上に関する調査研究）事業 

 

1.2 事業の目的 

原子力災害時には、原子力施設から異常な水準で放射線または放射性物質が放出される前に

屋内退避を実施することにより、被ばく線量を低減することができる。 

この屋内退避の実効性を向上させるため、屋内退避による被ばく線量の低減効果に関する技

術的知見をより詳しく整備する必要がある。屋内退避時の被ばく経路には、屋外からもたらされ

る外部被ばくと、屋内に侵入した放射性物質によりもたらされる吸入被ばくがあり、本事業で

は、この双方における被ばく線量の低減効果に関する技術的知見を整備する。 

 

1.3 事業の内容 

本委託事業は、平成 27年度原子力施設等防災対策等委託費（防護措置の実効性向上に関する

技術的知見の整備）事業及び平成 28年度原子力施設等防災対策等委託費（防護措置の実効性向

上に関する調査研究）事業において得られた成果等を踏まえ、必要な文献調査を追加的に実施す

るとともに、吸入被ばくの低減効果の定量的な効果に資するラボ実験及び実家屋実験、並びに外

部被ばくの低減効果の定量的な評価のための解析等を進める。また、併せて、本年度までに得ら

れた成果について整理する。 

なお、これら作業の実施に当たっては、必要に応じて専門家へのヒヤリング等を実施する。 

 

1.3.1 吸入被ばくの低減効果の評価 

吸入被ばくの低減効果の定量的な評価のため、平成 28年度原子力施設等防災対策等委託費（防

護措置の実効性向上に関する調査研究）事業で整理した、残されている課題や不明点・問題点を

解決するとともに、必要な根拠等を得ることを目的として、以下の項目についてのラボ・実家屋

実験等を行う。 

 

① ラボ実験 

吸入被ばくの低減効果に影響を与える以下の因子について、ラボ実験を実施する。 

a. 室内沈着率 

物理・化学形状／壁面と床面の材質／壁面と床面の電荷／体積表面積比／換気率／粒径等 

b. 浸透率 

物理・化学形状／隙間の材質／隙間の形状／隙間の電荷／換気率／粒径等 

また、上記 a及び b以外に重要な影響因子があれば、その影響特性を把握するためのラボ実

験を追加して行う。同時に、事故中の物理・化学形状を把握するため、事故により環境中へ放

出された放射性ヨウ素の化学・物理形態に関する情報の収集、および、可能ならばそのための

実験を行う。 

得られた知見については、平成 28 年度原子力施設等防災対策等委託費（防護措置の実効性

向上に関する調査研究）事業に示した建屋分類に対応させた吸入被ばくの低減係数として整理

する。 

 

② 実家屋実験 

吸入被ばくの低減係数に影響を与える自然換気率については、建屋分類、建築年、季節、室
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内外温度差、風速等を考慮した実家屋実験を行う。また、ラボ実験で得られた結果の実家屋へ

の適用可能性を検討するため、エアロゾル（粒子状物質想定）を対象に室内での沈着率及び浸

透率の実家屋実験を行う。 

 

1.3.2 車による避難時の吸入被ばくの評価 

車による避難時の吸入被ばくを評価するため、必要な根拠等を得ることを目的として、以下の

項目についての実験等を行う。 

a. 換気率 

 車の速度／エアコン稼動の有無／内気/外気モード／車種等 

b. 車内での沈着率 

 車の速度／エアコン稼動の有無／内気/外気モード／車種等 

c. 浸透率 

 車の速度／エアコン稼動の有無／内気/外気モード／車種等 

上記以外の重要な影響因子があれば、その影響特性を把握するための実験を追加して行う。 

 

1.3.3 外部被ばくの低減効果の評価 

外部被ばくの低減効果に関して、平成 28 年度までに分類した住宅家屋及び公共施設の壁材に

使用される材料に加えて、壁面汚染や、屋根汚染の影響に関して文献調査を追加的に実施すると

共に、得られた知見を踏まえて、これらの汚染の影響に関する解析を実施する。 

 

1.3.4 概要版の作成 

本年度の事業までに得られた成果を基に、吸入被ばく、外部被ばくの低減効果の定量的な評

価結果について、主な変動要因・変動幅等を中心に概要版として整理する。1 

その際、本年度までに得られた知見等を基に、防護効果をより高める観点から屋内退避中に

取ることが望ましい行動や注意事項等があれば、併せて整理する。 

 

1.4 実施方法 

１）計画書の策定 

受注者は、「1.3 事業の内容」を具体的に進めるにあたっての計画書（作業体制、実施スケ

ジュール、管理方法等）を作成し、事前に原子力規制庁担当者の了解を得る。 

 

２）専門家による検討の場の設定 

委託事業を効率的に進めるため、実施に当たって建築等の専門家による検討の場を設定し、

仕様書に記載の事業目的に合致した調査、解析、実験等の進め方の検討を行うとともに、その進

捗状況、成果の評価及びその後の進め方について検討を行う。 

                                                        
1 規制庁からの依頼された仕様書中の要求事項として、「本年度の事業までに得られた成果を基

に、吸入被ばく、外部被ばくの低減効果の定量的な評価結果について、代表値と主な変動要因・

変動幅等を中心に概要版として整理する。」との旨が記載されているが、防護効果は種々のパラ

メータに大きく依存し、それらのパラメータは事故のシナリオ等に大きく依存するものであり、

さらに各パラメータは単独で防護効果に影響を及ぼすものではなく、相互に関連を持つものであ

るため、代表値を得るために各パラメータを一定の値に定めることは不可能であることが明らか

となった。従って、概要版や報告書においては代表値を求めず、各パラメータに対する防護効果

の変動幅を示すこととする。 
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３）事業の進捗報告 

委託事業の進捗について、原子力規制庁担当者に定期的に報告を行う（報告の頻度は、２ヶ

月に１回程度）。報告方法については、原子力規制庁担当者と調整する。 

 

４）事業成果報告書の作成 

上記「1.3 事業の内容」の結果を事業成果報告書としてまとめる。 
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2. 屋内退避による吸入被ばくと外部被ばくに関連する低減効果評価のパラメータ 

 第 2章では、屋内退避による吸入被ばくと外部被ばくに共通する低減効果評価のパラメータを

記載する。屋内退避の対象となることが想定される原子力発電所及び再処理施設（以下、原子力

関連施設）周辺の住宅家屋の構造、建築年度、建築面積などの建築分類、及び事故時の被ばく経

路、放出核種、放射線エネルギーを調査した結果を記載する。 

 

2.1 建物分類 

屋内退避による吸入被ばくと外部被ばくの低減効果は、建物の構造、建築年、建築面積等によ

って変動すると考えらえる。ここでは、外部被ばく低減効果の検討対象とする建物を提示すると

ともに、吸入被ばくと外部被ばくに関連する低減効果の検討に先立って原子力関連施設の周辺自

治体を対象として、当該自治体の住宅家屋の構造、建築年度、建築面積を調査した。 

 

2.1.1 対象建物 

本事業では、原子力事故後の屋内退避施設として、（i）住宅家屋、（ii）集合住宅、（iii）教育施

設、（iv）病院、（v）体育館を対象とした（表 2. 1）。それぞれの建物をモデル化する際に必要な幾

何形状と建材の情報は、先行研究（古田・高橋, 2014）を利用した。ただし、この先行研究は福島

県の建物事情を反映して構築されているため、本事業では、原子力関連施設周辺の自治体の建物

事情に合わせて修正した。 

 

表 2. 1 本事業で対象とする建物 

建物の用途 階数 主要建材 
先行研究(1)との対応 

名称 ID 

住宅家屋 2階建 木材、日本瓦 一戸建て・在来工法（市街地 1） hj1 

集合住宅 5階建 コンクリート 共同住宅・マンション（鉄筋造） am1 

教育施設 3階建 コンクリート 中学校 gs3 

病院 6階建 コンクリート 病院 2 ph2 

体育館 1階建 重量鉄骨造 体育館 gg1 

(1) 古田・高橋（2014） 

 

2.1.2 住宅家屋の建築年数、構造等の調査 

原子力関連施設の立地都道府県、または周辺の都道府県において原子力防災関連の地域防災計

画を作成している自治体を対象に、住宅家屋の建築年、構造等のデータを調査した。調査には、

平成 25年度住宅土地統計調査（統計局, 2013）を利用した。なお、住宅土地統計調査結果の町村

別データは、人口 1万 5千人以上の町村を対象（市は全て）としているため、原子力関連施設の

周辺の全て町村が含まれていない。また、建築面積の調査対象は各都道府県の県庁所在地と代表

的な都市部のみであるため、立地とその周辺都道府県のデータで代用した。住宅家屋の築年、構

造等の調査対象とする市町村を以下にまとめる。 

 

(1) 調査対象地域 

（a）北海道 

 北海道の原子力関連施設は古宇郡泊村に位置する北海道電力（株）泊原子力発電所である。北

海道地域防災計画（原子力防災計画編）（北海道, 2015）では、原子力災害対策を重点的に実施す

べき地域の範囲として、泊原子力発電所から概ね 5 km の範囲で設けられる「予防的防護措置を
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準備する区域（PAZ）」と概ね 30 kmの範囲で設けられる「緊急時防護措置を準備する区域（UPZ）」

の 2つが指定さている。 

地域防災計画を作成すべき市町村として、泊発電所を中心とした半径 30 km 以内の UPZ に含

まれる 13町村が指定されている。これらの町村を表 2. 2に示す。この中で、平成 25年度住宅土

地統計調査の対象となっている町村は倶知安町、余市町の 2つである。 

 

（b）青森県 

青森県の原子力関連施設は日本原燃（株）の再処理工場と東北電力（株）東通原子力発電所で

ある。青森県地域防災計画（原子力防災計画編）（青森県, 2014）では原子力災害対策を重点的に

実施すべき区域を含む市町村として、表 2. 2の市町村を指定している。この中で、平成 25年度住

宅土地統計調査の対象となっている市町村は、むつ市である。 

 

（c）宮城県 

 宮城県の原子力関連施設は東北電力（株）女川原子力発電所である。宮城県地域防災計画（原

子力災害対策編）（宮城県, 2016）では、原子力災害対策を重点的に実施すべき区域を含む市町村

として、表 2. 2の市町村を指定している。この中で、平成 25年度住宅・土地統計調査の対象とな

っている市町村は、石巻市、登米市、東松島市、涌谷町、美里町、南三陸町の合計 6市町である。 

 

（d）福島県 

 福島県の原子力関連施設は東京電力（株）福島第一原子力発電所と福島第二原子力発電所であ

る。福島県地域防災計画（原子力災害対策編）（福島県, 2016）では、原子力災害対策重点区域を

有する市町村と地域防災計画（原子力災害対策編）を作成すべき市町村として、表 2. 2の市町村

を指定している。一方、平成 25年度の住宅・土地統計調査では、福島第一原子力発電所事故によ

り避難地域等に指定されている地域は抽出の対象外としている。その市町村は以下となっている。 

 

・全ての地域を除外 

  楢葉町、富岡町、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯館村 

 

・一部の地域を除外 

  田村市、南相馬市、川俣町、広野町、川内村 

 

表 2. 2の市町村からこれらの市町村を除外すると、平成 25年度の住宅・土地統計調査の対象とな

っている市町村は、いわき市、南相馬市、田村市、川俣町である。 

 

（e）茨城県 

 茨城県の原子力関連施設は、日本原子力発電（株）東海第二原子力発電所を始めとして、国立

研究開発法人日本原子力研究開発機構が所有する原子炉施設等があり、これらは東海村、大洗町、

鉾田市、那珂市に位置する。茨城県地域防災計画（原子力災害対策計画編）（茨城県, 2015）では、

原子力災害対策を重点的に実施すべき区域内には、表 2. 2の市町村が含まれている。この中で、

平成 25年度の住宅・土地統計調査の対象となっている市町村は、東海村、水戸市、日立市、常陸

太田市、高萩市、笠間市、ひたちなか市、常陸大宮市、那珂市、鉾田市、茨城町、大洗町、城里

町、大子町である。 
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（f）新潟県 

 新潟県の原子力関連施設は東京電力（株）柏崎刈羽原子力発電所である。新潟県地域防災計画

（原子力災害対策編）（新潟県, 2014）では、同発電所の PAZとUPZに含まれる市町村として表

2. 2の市町村が含まれている。この中で、平成 25年度の住宅土地統計調査の対象となっている市

町村は、柏崎市、長岡市、小千谷市、十日町市、見附市、燕市、上越市である。 

 

（g）静岡県 

 静岡県の原子力関連施設は中部電力（株）浜岡原子力発電所である。静岡県の地域防災計画（静

岡県, 2017）では、同発電所の PAZとUPZに含まれる市町村として表 2. 2の市町村が含まれてい

る。この中で、平成 25年度の住宅・土地統計調査の対象となっている市町村は、御前崎市、牧之

原市、菊川市、掛川市、吉田町、袋井市、焼津市、藤枝市、島田市、森町、磐田市である。 

 

（h）石川県と富山県 

 石川県の原子力関連施設は北陸電力（株）志賀原子力発電所である。石川県の地域防災計画（石

川県, 2015）において「発電所に係る原子力防災に関して、県、関係市町及び防災関係機関が処理

すべき事務又は業務の大綱」にて規定されている関係市町を石川県における対象市町とした。こ

れらは志賀原子力発電所から半径 30km 圏内に含まれている市町であり、富山県氷見市も含まれ

る（富山県,2017）。これらの市町村を表 2. 2に示す。この中で、平成 25年度の住宅・土地統計調

査の対象となっている市町村は、石川県志賀町、七尾市、輪島市、羽咋市、かほく市、中能登町、

富山県氷見市である。 

 

（i）福井県と京都府 

福井県の原子力関連施設は、敦賀原子力発電所、美浜原子力発電所、大飯原子力発電所及び高

浜原子力発電所に加えて、複数の原子力関連施設が立地している。福井県の地域防災計画（福井

県, 2016）では、同発電所の PAZ と UPZ に含まれる市町村として表 2. 2 の市町村が含まれてい

る。さらに、大飯原子力発電所のUPZ関係市町及び高浜原子力発電所の PAZとUPZの関係市町

には一部京都府の自治体も含まれているため、京都府の地域防災計画（京都府, 2017）に基づいて、

これらの情報も併せて表 2. 2に整理した。この中で、平成 25年度の住宅・土地統計調査の対象と

なっている市町村は、福井県：福井市、敦賀市、越前市、小浜市、鯖江市、越前町、若狭町、京

都府：京都市、舞鶴市、綾部市、南丹市、宮津市、福知山市、京丹波町である。 

 

（j）島根県と鳥取県 

島根県の原子力関連施設は松江市に立地する島根原子力発電所である。島根県の地域防災計画

（島根県, 2017）及び隣接県である鳥取県（鳥取県,2015）において島根原子力発電所の PAZとUPZ

に含まれる自治体として表 2. 2が含まれている。この中で、平成 25年度の住宅・土地統計調査の

対象となっている市は、鳥取県：境港市、米子市、島根県：松江市、出雲市、安来市、雲南市で

ある。 

 

（k）愛媛県 

 愛媛県の原子力関連施設は伊方原子力発電所である。愛媛県の地域防災計画（愛媛県, 2017）で

は、表 2. 2に示した自治体が原子力災害対策重点区域に指定されている。この中で、平成 25年度

の住宅・土地統計調査の対象となっている市町は、八幡浜市、大洲市、西予市、宇和島市、伊予
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市、内子町である。 

 

（l）佐賀県、福岡県及び長崎県 

佐賀県の原子力関連施設は玄海原子力発電所である。佐賀県の地域防災計画（佐賀県, 2017）で

は、同原子力発電所の PAZ と UPZ として、玄海町全域、唐津市全域、伊万里市全域が指定され

ている。さらに、福岡県には原子力関連施設は存在しないものの玄海原子力発電所を中心とする

30km圏内に糸島市が含まれており、福岡県の地域防災計画（福岡県, 2016）では、防災対策を重

点的に充実すべき地域として糸島市が対象となっている。また、長崎県の地域防災計画（長崎県, 

2017）では、玄海原子力発電所に関するUPZに含まれる市町村として、佐世保市、平戸市、松浦

市、壱岐市が含まれている。これらをまとめて、玄海原子力発電所に関連して防災計画を作成す

べきとされている自治体を表 2. 2に示す。この中で、平成 25年度の住宅・土地統計調査の対象と

なっている自治体は佐賀県玄海町を除いた 7市である。 

 

（m）鹿児島県 

 鹿児島県の原子力関連施設は九州電力（株）川内原子力発電所である。鹿児島県の地域防災計

画（鹿児島県,2017）に記載されている同原子力発電所の PAZとUPZに含まれる自治体を表 2. 2

に示す。この中で、平成 25年度の住宅・土地統計調査の対象となっている市町は、薩摩川内市、

いちき串木野市、阿久根市、鹿児島市、出水市、日置市、姶良市、さつま町である。 

 

(2) 調査項目 

地域防災計画の調査結果から得られた自治体を対象に、平成 25年度の住宅・土地統計調査（統

計局, 2013）を基に、建物構造、建築年度、及び建築面積を調査した。住宅・土地統計調査の対象

家屋は、居住を目的とする住宅であり、商店、飲食店等の店舗と居住用の部分とが結合している

住宅も含まれる。建物の構造の区分は以下に記載する通りである。なお、二つ以上の構造からな

る場合には、床面積の広い方の構造に分類される（統計局, 2008） 

  

・木造（非防火木造） 

  建物の主な構造部分のうち、柱・はりなどの骨組みが木造のもの。ただし、「防火木造」に該

当するものは含めない。以下、非防火木造家屋と書く。 

  

・防火木造 

  柱・はりなどの骨組みが木造で、屋根と外壁などに、モルタル、サイディングボード、トタ

ンなどの防火性能を有する建材を利用した建物。 

  

・鉄筋・鉄骨コンクリート造 

 建物の骨組みが鉄筋コンクリート造、鉄骨コンクリート造、または鉄筋・鉄骨コンクリート

造のもの。 

  

・鉄骨造 

 建物の骨組みが鉄骨造（柱・はりが鉄骨のもの）の建物。 

 

・その他 

  上記以外のもので、例えば、ブロック造、レンガ造など。 
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(3) 調査結果 

（i）住宅家屋の構造の割合 

 全国の集計結果として、本稿で対象とした原子力施設立地とその周辺道府県別の住宅家屋構造

の割合を表 2. 3と図 2. 1に示す。全ての道府県に対して、木造家屋（防火木造＋非防火木造）の

割合が 60％以上を占めている。最大は富山県、石川県の 94％であった。非防火木造と防火木造家

屋の割合は地域によって異なり、北の方で防火木造の割合が多くなる傾向である。対象とした道

府県全体で見ると、非防火木造家屋の割合が大きい。 

  

（ii）家屋構造別の建築年度分布 

① 非防火木造家屋 

非防火木造家屋に対する建築年度別分布を図 2. 2に示す。平成 2年度までに建築された築 20年

以上の住宅の割合が 60％以上の割合を占めている。 

 

② 防火木造家屋 

防火木造家屋に対する建築年度別分布を図 2. 3 に示す。平成 2年度までに建築された築 20 年

以上の住宅の割合は 60％以下であり、非防火木造家屋と比較して少ない傾向である。一方、平成

13年以降に建築された住宅の割合は、非防火木造家屋と比較して多い傾向である。 

 

③ 鉄筋・鉄骨コンクリート造住宅 

鉄筋・鉄骨コンクリート造住宅に対する建築年度別分布を図 2. 4に示す。平成 2年度までに建

築された住宅の割合は、およそ 20–50%の割合である。 

 

④ 鉄骨造住宅 

 鉄骨造住宅に対する建築年度別分布を図 2. 5に示す。平成 2年度までに建築された住宅は少な

く、平成 3年以降に建築された住宅が対象としたほとんどの道府県で 60％以上である。 

 

（iii）一戸建て住宅の建築面積 

本調査で対象となる全ての市町村について、一戸建て住宅（借家は除く）の建築面積分布及び

1住宅当たりの建築面積の平均値を表 2. 4に示す。全ての都府県に対して、50–99 m2の間に建築

面積の最頻値があり、1住宅当たりの建築面積の平均値は 93 m2であった。 
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表 2. 2 原子力関連施設立地県及び隣接県における地域防災計画を作成すべき自治体 

道府県名 原子力事業所 自治体名(1) 

北海道 泊原子力発電所 泊村、共和町、岩内町、神恵内村、寿都町、蘭越町、ニセコ町、倶

知安町、積丹町、古平町、仁木町、余市町、赤井川村 

青森県 東通原子力発電所 

その他原子力関連施設 
東通村、むつ市、野辺地町、横浜町、六ヶ所村 

宮城県 女川原子力発電所 女川町、石巻市、登米市、東松島市、涌谷町、美里町、南三陸町 

福島県 福島第一原子力発電所 

福島第二原子力発電所 

いわき市、田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、富岡町、

川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、飯舘村 

茨城県 東海発電所 

東海第二発電所 

原子力研究開発関連施設等 

東海村、水戸市、日立市、常陸太田市、高萩市、笠間市、ひたちな

か市、常陸大宮市、那珂市、鉾田市、茨城町、大洗町、城里町、大

子町 

新潟県 柏崎刈羽原子力発電所 柏崎市、刈羽村、長岡市、小千谷市、十日町市、見附市、燕市、上

越市、出雲崎町 

静岡県 浜岡原子力発電所 御前崎市、牧之原市、菊川市、掛川市、吉田町、袋井市、焼津市、

藤枝市、島田市、森町、磐田市 

石川県・ 

富山県 

志賀原子力発電所 石川県：志賀町、七尾市、輪島市、羽咋市、かほく市、宝達志水町、

中能登町、穴水町 

富山県：氷見市 

福井県・ 

京都府 

敦賀原子力発電所 

大飯原子力発電所 

高浜原子力発電所 

美浜原子力発電所 

福井県：福井市、敦賀市、美浜町、南越前町、越前市、越前町、若

狭町、小浜市、池田町、鯖江市、高浜町、おおい町、 

京都府：京都市、福知山市、舞鶴市、綾部市、宮津市、南丹市、京

丹波町、伊根町 

島根県・ 

鳥取県 

島根原子力発電所 島根県：松江市、出雲市、安来市、雲南市 

鳥取県：境港市、米子市 

愛媛県 伊方原子力発電所 伊方町、八幡浜市、大洲市、西予市、宇和島市、伊予市、内子町 

佐賀県・ 

福岡県・ 

長崎県 

玄海原子力発電所 佐賀県：玄海町、唐津市、伊万里市 

福岡県：糸島市 

長崎県：佐世保市、平戸市、松浦市、壱岐市 

鹿児島県 川内原子力発電所 薩摩川内市、いちき串木野市、阿久根市、鹿児島市、出水市、日置

市、姶良市、さつま町、長島町 

(1) 平成 25年度の住宅・土地統計調査の対象となる自治体は自治体名を太字で表した 
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表 2. 3 住宅家屋の構造の割合 

道府県 非防火木造 木造 
鉄筋・鉄骨 

コンクリート造 
鉄骨造 その他 

北海道 19% 65% 12% 2% 2% 

青森県 29% 63% 6% 2% 0% 

宮城県 44% 40% 6% 7% 2% 

福島県 31% 42% 11% 13% 3% 

茨城県 38% 37% 15% 10% <1% 

新潟県 37% 48% 9% 6% <1% 

静岡県 39% 34% 15% 12% <1% 

石川県・富山県 70% 24% 4% 2% <1% 

福井県・京都府 48% 26% 18% 8% <1% 

島根県・鳥取県 51% 22% 19% 7% <1% 

愛媛県 62% 21% 15% 2% <1% 

佐賀県・福岡県 60% 22% 13% 4% 1% 

鹿児島県 28% 33% 33% 5% <1% 

合計 41% 34% 17% 8% <1% 

 

 

表 2. 4 住宅家屋の建築面積の分布及び 1住宅当たりの建築面積の平均値 

 住宅家屋の建築面積の分布 1住宅当たり

建築面積の 

平均値

（m2） 
道府県 <19 m2 20–29 m2 30–39 m2 40–49 m2 50–74 m2 75–99 m2 100–124 m2 125–149 m2 >150 m2 

北海道 <1% 1% 2% 5% 46% 31% 9% 4% 3% 79 

青森県 <1% <1% 1% 3% 28% 30% 16% 11% 11% 99 

宮城県 <1% 1% 1% 3% 31% 28% 15% 10% 11% 97 

福島県 <1% <1% 1% 3% 26% 29% 17% 11% 13% 102 

茨城県 <1% 1% 2% 4% 35% 27% 14% 9% 9% 92 

新潟県 <1% <1% 1% 3% 27% 27% 16% 11% 14% 104 

静岡県 <1% 1% 2% 6% 38% 28% 12% 7% 6% 86 

石川県・富山県 <1% <1% 1% 3% 24% 25% 15% 12% 20% 111 

福井県・京都府 <1% 4% 9% 12% 32% 19% 10% 6% 9% 82 

島根県・鳥取県 <1% 1% 2% 4% 22% 23% 17% 12% 19% 110 

愛媛県 <1% 1% 3% 6% 35% 27% 13% 7% 8% 88 

佐賀県・福岡県 <1% <1% 1% 3% 24% 28% 18% 12% 14% 105 

鹿児島県 <1% 1% 2% 4% 28% 31% 17% 11% 6% 92 

合計 <1% 1% 2% 5% 33% 27% 14% 9% 10% 93 
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図 2. 1 住宅家屋の構造の割合図 

 

 

 

図 2. 2 非防火木造家屋の建築年度別分布 
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図 2. 3 防火木造家屋の建築年度別分布 

 

 

 

図 2. 4 鉄筋・鉄骨コンクリート造住宅の建築年度別分布 
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図 2. 5 鉄骨造住宅の建築年度別分布 
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過した後、クラウドシャインからの空間線量率に対する各核種の寄与割合 𝐶𝑖,𝑐𝑙𝑜𝑢𝑑 とグラウンド

シャインからの空間線量率に対する各核種の寄与割合 𝐶𝑖,𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑 は以下の式で表される。 

 

ここで、 

 𝐴𝑖 ：核種 iの放射能 

 𝑘𝑖,𝑐𝑙𝑜𝑢𝑑 ：核種 iからのクラウドシャインに関する実効線量への換算係数 

 𝑘𝑖,𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑 ：核種 iからのグラウンドシャインに関する実効線量への換算係数 

である。 

核種 iから放出される j番目の放射線エネルギーEi,jについて、その放出率を 𝑟𝑖,𝑗 とすると、核

種 iから放出される放射線の平均エネルギーEiは以下のように表される。 

核種 iの空間線量率に対する核種 iの寄与割合を Ciとすると、放出核種全体からの平均エネルギ

ーE(t)は以下のように表すことができる。 

 

 

（1）放出核種の平均エネルギーと組成 

 原子力事故時に放出される核種組成の違いによって平均エネルギーがどのくらい変動するかを

調べるためには、放出核種の平均エネルギーと組成が必要である。放出核種からのガンマ線エネ

ルギーと放出割合、及び親核種に対して半減期の短い子孫核種からのガンマ線の放出割合の計算

は IAEA TECDOC 1162（IAEA, 2000）とアイソトープ手帳（日本アイソトープ協会, 2011）を参考

にした。子孫核種から放出されるガンマ線の放出割合𝑟𝑖,𝑗はアイソトープ手帳を参考にして、子孫

核種の放出割合に親核種のベータ壊変率を掛けた値とした。本評価で利用した主要核種からの平

均エネルギーを表 2. 5に示す。 

本事業の解析に用いた放出核種の組成を算出するためには、（i）放射性核種の炉内内蔵量、

（ii）炉内内蔵量に対する核種の放出割合が必要である。本事業では、これらの値として 1F事

故時のデータと代表的な事故シナリオに基づくデータを利用した。1F事故時のデータとして、

各号機の炉内内蔵量と放出割合を、それぞれ西原他（2012）と IAEA閣僚会議に対する日本国政

府の報告書（原子力災害対策本部, 2011）を参照した。また、代表的な事故シナリオにおける炉

内内蔵量と放出割合として本間他（2000）の値を利用した。これらの放出割合の値を表 2. 6と表

2. 7に示す。それらの放出割合を基にTakahara et al. (2018)が計算した各事故シナリオの放出され

た核種の相対値を表 2. 8に示す。炉内内蔵量の値についてはそれぞれの文献を参照されたい。 

 

（2）原子炉停止からの経過時間による放出核種全体からの平均エネルギーE(t)の変動 

これらの値を式（2. 1）から式（2. 4）に代入して放出核種全体からのエネルギーE(t)を計算した。

1F 事故時の放出条件及び代表的な事故シナリオでの放出条件による平均エネルギーE(t)を原子炉

𝐶𝑖,𝑐𝑙𝑜𝑢𝑑(𝑡) =
𝑘𝑖,𝑐𝑙𝑜𝑢𝑑 ∙ 𝐴𝑖(𝑡)

∑ 𝑘𝑖,𝑐𝑙𝑜𝑢𝑑 ∙ 𝐴𝑖(𝑡)𝑖
 （2. 1） 

𝐶𝑖,𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑(𝑡) =
𝑘𝑖,𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑 ∙ 𝐴𝑖(𝑡)

∑ 𝑘𝑖,𝑔𝑟𝑜𝑢𝑛𝑑 ∙ 𝐴𝑖(𝑡)𝑖
 （2. 2） 

𝐸𝑖 =
∑ ∙ 𝑟𝑖,𝑗 ∙ 𝐸𝑖,𝑗𝑗

∑ 𝑟𝑖,𝑗𝑗
 （2. 3） 

𝐸(𝑡) =
∑ 𝐶𝑖(𝑡) ∙ 𝐸𝑖𝑖

∑ 𝐶𝑖(𝑡)𝑖
 （2. 4） 
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停止からの経過時間の関数としてそれぞれ図 2. 6と図 2. 7に示す。なお、この図に示した平均エ

ネルギーE(t)は各 24時間での平均値である。 

原子炉が停止すると短半減期核種の壊変により、クラウドシャインとグラウンドシャインのい

ずれについても、被ばくに寄与する平均エネルギーE(t)は時間とともに変化する。クラウドシャイ

ンの場合、1F事故時の放出条件と代表的な事故シナリオのいずれについても、平均エネルギーE(t)

は原子炉停止後に約 1.6 MeVであった。その後の数日から 1週間までの期間では、1F2号機の放

出条件で 0.5 MeV程度、管理放出での放出条件で 0.1 MeV未満となったのを除いて、平均エネル

ギーE(t)は 0.3–0.4 MeV程度で推移した。 

クラウドシャインからの被ばくに対する各核種の寄与割合の時間変化を図2. 8と図2. 9に示す。

1F事故時の放出条件と代表的な事故シナリオのいずれにおいても、原子炉停止直後に最も大きく

寄与する核種はガンマ線エネルギーの高いKr-88（Ei = 2.3 MeV, T1/2 = 2.8 h）である。特に、1F事

故時の 1号機と 3号機、並びに管理放出においてはKr-88の寄与は 60%以上に達する。このため、

平均エネルギーE(t)も他の条件と比べて高く 1.7 MeV程度となっている。Kr-88は半減期が 2時間

程度と非常に短く、同核種の壊変とともに、エネルギーの低いXe-133（Ei = 0.066 MeV, T1/2 = 5.3 

d）を中心に放射性ヨウ素と放射性セシウムの寄与が大きくなることで、1F2号機と管理放出を除

く放出条件では数日目以降、約 0.4 MeV程度で推移した。 

1F2号機の放出条件の場合、Te-132とその子孫核種 I-132（Ei = 0.66 MeV, T1/2 = 3.3 d）の寄与に

加え、I-131（Ei = 0.37 MeV, T1/2 = 8.1 d）と放射性セシウムの寄与が他の条件よりも大きくなるこ

とで、Xe-133 が支配的な状況よりも平均エネルギーE(t)が高くなっている。また、管理放出にお

いては、希ガス以外の核種の放出はほとんどないので、Xe-133の寄与が 90%以上であり、他の放

出条件よりも高い。これによって放出核種全体からの平均エネルギーE(t)はほぼXe-133の平均エ

ネルギーと等しくなり、他の条件での平均的な 0.4 MeVを下回って 0.1 MeV未満になった。 

グラウンドシャインの場合、平均エネルギーE(t)は 1F事故時の放出条件と代表的な事故シナリ

オのいずれの放出条件についても、原子炉停止直後の約 0.8–0.9 MeVであり、その後の期間で約

0.6 MeV程度となった。グラウンドシャインからの被ばくに対する各核種の寄与を図 2. 10と図 2. 

11に示す。原子炉停止直後の平均エネルギーE(t)が 0.8–0.9 MeVとなるのは、I-135（Ei = 1.2 MeV, 

T1/2 = 6.6 h）の寄与が大きいためである。その後、同核種の壊変とともに平均エネルギーE(t)は低

下し、I-131、Te-132（子孫核種である I-132の寄与含む）及びCs-134の寄与が増えることで、こ

れらの核種の平均エネルギーである約 0.6 MeV程度で推移することになる。特に後期大規模放出

については、Te類の放出割合が小さいので Te-132とその子孫核種である I-132の寄与が小さくな

り、I-131の寄与が他の放出条件よりも大きくなっている。I-131の平均エネルギーは 0.37 MeVで

あり 0.6 MeVと比べて低めとなるものの、平均エネルギーが高いCs-136（Ei = 0.94 MeV, T1/2 = 13 

d）の寄与が大きくなることで最終的には 0.6 MeV程度で平均エネルギーE(t)が推移する。 

 

（3）本事業で屋内退避効果の計算に利用するガンマ線のエネルギー 

原子炉事故時に各経路から被ばくする放射線エネルギーは、（i）放出条件と（ii）原子炉停止後

の経過時間に依存して変化する。クラウドシャインの場合、図 2. 6 (a)と図 2. 7 (a)よりガンマ線の

エネルギーは特に原子炉停止後の経過時間に依存して、1.6 MeV程度から 0.1 MeV程度まで大き

く変動することが示された。本事業では、原子炉停止から放出までの時間と放射性プルームが屋

内退避該当地域まで移行するまでの時間を考慮したうえで、原子炉停止後数時間以降程度の範囲

においてこれらのエネルギーの変動を包絡できるように、0.4 MeV、1 MeV及び 1.5 MeVのガン

マ線に対して屋内退避効果を計算することにした。 

グラウンドシャインの場合、ガンマ線のエネルギーは、クラウドシャインの場合と比べて原子
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炉停止後の経過時間にあまり依存せず、約 0.9 MeVから約 0.6 MeV程度まで変動する（図 2. 6 (b) 

と図 2. 7 (b)）。グラウンドシャインに対する屋内退避はプルームに対する場合よりも長期間を考

えるべきであり、OIL2の判断や一時移転の実施猶予などを考慮すれば、2日間から 1週間を考え

る必要がある。したがって、同経路に対する低減効果を評価する際には、既存データの多く存在

するCs-137のエネルギーを使用するのが良いと考えられる。また、グラウンドシャインに対する

屋内退避効果の放出核種全体からの平均エネルギーによる変動はエネルギーの変化幅が大きく

ないため、あえて考慮しなくて良いと考えられる。 

再処理施設における放射性物質の放出事故の場合、実用炉のような時間による変化は考える必

要は無いが、屋内退避による防護効果の評価において、上記の実用炉のケースとの違いを明確に

理解しておかなければならない。再処理施設における重畳事故時に放出される放射性核種の割合

は Pu-241が 64%、Cs-137 + Ba-137mが 17%、Sr-90 + Y-90が 12%であり、被ばく経路としては吸

入被ばくによる実効線量が主たる問題となる。クラウドシャインやグラウンドシャインからの線

量寄与は小さいが、それらの被ばくに対する屋内退避の防護効果を検討するには、Cs-137 とその

子孫核種であるBa-137mからのガンマ線のエネルギー0.662 MeVを考慮すると良い。 

したがって、再処理施設の屋内退避の防護効果を考える時、吸入被ばくに対しては粒子状の物

質としてフィルタリングを考慮できるのが望ましい。一方、クラウドシャインとグラウンドシャ

インからの被ばくに対してはCs-137のエネルギーを考慮すれば良い。 
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表 2. 5 主要核種に関するガンマ線平均エネルギー 

核種名 i 半減期 T1/2 
主なガンマ線エネルギー Ei,j（keV） 

（放出割合（%）） 

平均エネルギー Ei 

（keV） 

Kr-85m 4.4 h 
150 

(74%) 

305 

(13%) 
    201 

Kr-87 1.3 h 
403 

(87%) 
     403 

Kr-88 2.8 h 
2195 

(13%) 

2392 

(35%) 
    2343 

Xe-133 5.3 d 
30.9 

(41%) 

81 

(38%) 
    66 

Xe-135 9.2 h 
250 

(90%) 

608 

(2.9%) 
    280 

Zr-95(1) 65.2 d 
236(1) 

(0.27%) 

724 

(44.3%) 

757 

(54.4%) 
   742 

Nb-95 35 h 
766 

(99.8%) 
     766 

Mo-99(2) 2.8 d 
141(2) 

(82.7%) 

740 

(12.1%) 
    482 

Ru-103(3) 39.5 d 
497 

(91.0%) 

610 

(5.8%) 
    506 

Sb-127 3.9 d 
473 

(25.8%) 

686 

(36.8%) 

784 

(15.1%) 
   659 

I-131 8.1 d 
365 

(81.7%) 
     365 

I-133 21 h 
530 

(87%) 
     530 

I-134 0.9 h 
595 

(11.1%) 

622 

(10.6%) 

847 

(95.4%) 

884 

(64.9%) 

1073 

(14.9%) 

1136 

(9.1%) 
878 

I-135 6.6 h 
527 

(13.4%) 

1132 

(22.6%) 

1260 

(28.7%) 

1678 

(9.6%) 
  1226 

Te-131m 1.3 h 
334 

(12.5%) 

774 

(49.9%) 

794 

(18.1%) 

852 

(27.0%) 

1125 

(14.9%) 

1207 

(12.7%) 
888 

Te-132(4) 3.3 d 
228 

(88.0%) 

668 

(98.7%) 

773 

(75.6%) 
   662 

Cs-134 2.1 y 
569 

(15.4%) 

605 

(97.6%) 

796 

(85.5%) 
   699 

Cs-136 13 d 
818 

(99.7%) 

1048 

(79.7%) 
    935 

Cs-137 30.1 y 
662 

(85.1%) 
     662 

Ba-140(5) 12.8 d 
329 

(20.3%) 

487 

(45.5%) 

537 

(24.4%) 

816 

(23.3%) 

1596 

(95.4%) 
 1285 

Np-239 2.4 d 
103 

(39.9%) 

106 

(27.2%) 

118 

(11.5%) 

228 

(10.8%) 

278 

(14.4%) 
 191 

(1) 子孫核種Nb-95m、(2) 子孫核種Tc-99m、(3)子孫核種Rh-103m、(4) 子孫核種 I-132、(5)子孫核種La-140 
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表 2. 6 1F事故時における核種の放出割合（原子力災害対策本部, 2011） 

 放出割合(1) 

希ガス I類 Cs類 Te類 Ba類 Ru類 Ce類 La類 

1号機 9.5E-01 6.6E-03 2.9E-03 1.1E-02 4.0E-05 9.0E-10 1.4E-07 1.2E-07 

2号機 9.6E-01 6.7E-02 5.8E-02 3.0E-02 2.6E-04 5.4E-10 4.0E-06 8.4E-07 

3号機 9.9E-01 3.0E-03 2.7E-03 2.4E-03 4.3E-04 8.6E-10 5.0E-08 1.3E-07 

 (1) 炉内内蔵量に対して放出された割合 

 

表 2. 7 代表的な事故シナリオにおける核種の放出割合（本間他, 2000） 

シナリオ 放出開始時間(1) 
放出割合(2) 

希ガス I類 Cs類 Te類 Ba類 Ru類 Ce類 La類 

早期大規模 3 1.0E-00 7.9E-02 1.1E-02 2.6E-02 1.1E-08 1.0E-02 

(3) 

1.0E-02 

後期大規模 27 9.5E-01 3.3E-02 2.8E-02 2.9E-04 1.6E-08 3.8E-11 6.4E-12 

管理放出 12 8.7E-01 9.1E-04 7.5E-04 3.2E-04 2.0E-08 3.4E-11 6.5E-12 

(1) シャットダウンからの経過時間に等しい 
(2) 炉内内蔵量に対して放出された割合。本間他（2000）を引用 
(3) Ce類はLa類に含まれる 
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表 2. 8 各事故シナリオにおける放出された核種の相対値（Takahara et al., 2018） 

核種 
放出された放射能の相対値 

早期大規模 後期大規模 管理放出 1F1号機 1F2号機 1F3号機 

Kr-85m 7.68 × 101 7.68 × 101 2.67 × 103 8.64 × 102 5.93 × 101 1.29 × 103 

Kr-87 1.48 × 102 1.48 × 102 5.07 × 103 1.24 × 103 8.67 × 101 1.86 × 103 

Kr-88 2.14 × 102 2.14 × 102 7.33 × 103 1.69 × 103 1.20 × 102 2.57 × 103 

Xe-133 6.07 × 102 6.07 × 102 2.07 × 104 4.41 × 103 3.00 × 102 6.29 × 103 

Xe-135 1.71 × 102 1.71 × 102 5.87 × 103 1.69 × 103 1.00 × 10−7 2.29 × 103 

Zr-95(1) 1.00 × 10−4 3.39 × 10−9 1.27 × 10−7 4.24 × 10−4 1.93 × 10−4 6.29 × 10−4 

Nb-95 1.02 × 10−4 3.39 × 10−9 1.33 × 10−7 3.73 × 10−4 1.60 × 10−4 5.57 × 10−4 

Mo-99(2) 2.68 × 10−4 2.14 × 10−8 7.33 × 10−7 3.90 × 10−6 1.60 × 10−7 5.71 × 10−6 

Ru-103(3) 2.32 × 10−4 1.79 × 10−8 6.13 × 10−7 2.88 × 10−6 1.07 × 10−7 4.14 × 10−6 

Sb-127 2.32 × 10−1 9.64 × 10−3 3.93 × 10−1 8.64 × 10−1 1.53 × 100 3.00 × 100 

I-131 9.46 × 100 1.02 × 101 1.07 × 101 1.51 × 101 1.07 × 101 2.14 × 101 

I-133 1.96 × 101 2.14 × 101 2.13 × 101 3.22 × 101 2.20 × 101 4.57 × 101 

I-134 2.14 × 101 2.32 × 101 2.33 × 101 3.56 × 101 2.47 × 101 5.14 × 101 

I-135 1.79 × 101 1.96 × 101 2.00 × 101 3.05 × 101 2.07 × 101 4.43 × 101 

Te-131m 3.04 × 10−1 1.32 × 10−2 5.40 × 10−1 5.76 × 100 1.07 × 100 8.43 × 100 

Te-132(4) 3.04 × 100 1.29 × 10−1 5.27 × 100 3.56 × 101 6.67 × 100 5.29 × 101 

Cs-134 1.18 × 100 1.18 × 100 1.20 × 100 9.32 × 10−1 1.07 × 100 1.04 × 100 

Cs-136 4.11 × 10−1 4.11 × 10−1 4.07 × 10−1 2.71 × 10−1 3.13 × 10−1 3.43 × 10−1 

Cs-137 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 1.00 

Ba-140(5) 3.75 × 10−2 8.75 × 10−6 4.07 × 10−4 1.69 × 10−1 7.33 × 10−2 2.43 × 10−1 

Np-239 1.23 × 10−3 4.11 × 10−8 1.60 × 10−6 5.08 × 10−9 1.67 × 10−9 4.86 × 10−9 

(1) 子孫核種Nb-95m、(2) 子孫核種Tc-99m、(3)子孫核種Rh-103m、(4) 子孫核種 I-132、(5)子孫核種La-140 
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（a）クラウドシャインからの平均エネルギーE(t) 

 

 

（b）グラウンドシャインからの平均エネルギーE(t) 

 

図 2. 6 福島原子力発電所事故時の放出核種組成に基づく放出核種全体からの平均エネルギー

E(t)の変化 
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（a）クラウドシャインからの平均エネルギーE(t) 

 

 

 
（b）グラウンドシャインからの平均エネルギーE(t) 

 

図 2. 7 代表的な事故シナリオの放出核種組成に基づく放出核種全体からの平均エネルギーE(t)

の変化 
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（a）1号機からの放出の場合 

 
（b）2号機からの放出の場合 

 

（c）3号機からの放出の場合 

図 2. 8 1F事故時の放出核種組成による各核種の被ばくへの寄与割合（クラウドシャイン）  
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（a）早期大規模放出の場合 

 

（b）後期大規模放出の場合 

 

（c）管理放出の場合 

図 2. 9 代表的シナリオの放出核種組成による各核種の被ばくへの寄与割合（クラウドシャイ

ン） 

0.0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1.0

0 24 48 72 96 120 144 168

Kr-85m Kr-87 Kr-88 Xe-133 Xe-135

Zr-95+Nb-95m Te-132+I-132 Te-131m I-135 I-134

I-133 I-131 Sb-127 Ru-103+Rh-103m Mo-99+Tc-99m

Nb-95 Cs-134 Cs-136 Cs-137 Ba-140+La-140

Np-239

被
ば
く
に
対
す
る
寄
与
割
合 Xe-133

Te-132 + I-132

I-131

Cs-134
Cs-136

Cs-137

I-133

I-135

I-134

Xe-135

Kr-88

Kr-87
Kr-85m

原子炉停止後の経過時間（h）

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

0 24 48 72 96 120 144 168

Kr-85m Kr-87 Kr-88 Xe-133 Xe-135

Zr-95+Nb-95m Te-132+I-132 Te-131m I-135 I-134

I-133 I-131 Sb-127 Ru-103+Rh-103m Mo-99+Tc-99m

Nb-95 Cs-134 Cs-136 Cs-137 Ba-140+La-140

Np-239

被
ば
く
に
対
す
る
寄
与
割
合 Xe-133

I-131

Cs-134
Cs-136 Cs-137

I-133

I-135

I-134

Xe-135

Kr-88

Kr-87
Kr-85m

原子炉停止後の経過時間（h）

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

0.6

0.7

0.8

0.9

1

0 24 48 72 96 120 144 168

Kr-85m Kr-87 Kr-88 Xe-133 Xe-135

Zr-95+Nb-95m Te-132+I-132 Te-131m I-135 I-134

I-133 I-131 Sb-127 Ru-103+Rh-103m Mo-99+Tc-99m

Nb-95 Cs-134 Cs-136 Cs-137 Ba-140+La-140

Np-239

被
ば
く
に
対
す
る
寄
与
割
合

Xe-133

Xe-135

Kr-88

Kr-87
Kr-85m

原子炉停止後の経過時間（h）



2-21 

 

 

（a）1号機からの放出の場合 

 

（b）2号機からの放出の場合 

 
（c）3号機からの放出の場合 

図 2. 10 1F事故時の放出核種組成による各核種の被ばくへの寄与割合（グラウンドシャイン）  
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（a）早期大規模放出の場合 

 

（b）後期大規模放出の場合 

 

（c）管理放出の場合 

図 2. 11 代表的シナリオの放出核種組成による各核種の被ばくへの寄与割合（グラウンドシャ

イン） 
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3. 屋内退避による吸入被ばくの低減効果 

 第 3章では屋内退避による吸入被ばくの低減効果を検討する。始めに吸入被ばくの低減効果を

評価するために必要なパラメータに関して文献調査とヒヤリング調査した結果を示す。文献調査

とヒヤリング調査で十分に情報を得られなかったパラメータに対して、ラボ実験と実家屋実験し

た結果を示す。ラボ実験と実家屋実験で得られたパラメータを用いて解析した吸入被ばくの低減

効果を示す。最後に車両による吸入被ばく低減効果の評価に必要なパラメータ調査と解析結果を

示す。 

 

3.1 吸入被ばくの低減効果を評価するためのパラメータ 

屋内の放射能濃度の時間変化を把握するために、多くの研究者が放射性物質の挙動を模擬した

コンパートメントモデル（以下、CPモデル）を作成した（Brenk and Witt, 1987; Roed, 1991; Hussein 

et al., 2015; Thornburg et al., 2001）。これらの文献を基にCPモデルを作成した（図 3. 1）。このモデ

ルは屋外空気、屋内空気、及び屋内壁面の 3 つの CP から成る。屋外と屋内の空気交換は自然換

気と強制換気のみであるとした。ここでは、空気交換の移行速度をそれぞれ自然換気率 λe、強制

換気率 λtと表す。屋外からの侵入は隙間、亀裂、換気扇のフィルターなどへの沈着による放射性

物質のフィルタリングを考慮した。本事業ではフィルタリングを表す物理量として浸透率 Pを用

いる。浸透率の定義は屋外から侵入する物質の量に対する、隙間の壁面等に付着せずに実際に屋

内に侵入した物質の割合である。屋内の空間と壁面の放射性物質の交換は沈着と再浮遊のみであ

るとした。それぞれの移行速度を沈着率 λd、再浮遊速度 λrと表す。なお、屋内の再浮遊速度 λrは

他の移行速度に比べて 2桁以上小さいため、ほとんどの文献で再浮遊の寄与は無視されており、

本事業でも無視する。 

You and Wan (2015)は屋内への感染症の取り込みに対する新たなリスク評価手法としてCPモデ

ルを利用した。このCPモデルは図 3. 1に示したCPモデルに加えて、強制換気口からの再浮遊と

呼吸が考慮されている。このうち強制換気口からの再浮遊は、事故以前から換気口に放射性物質

が付着している場合には考慮する必要がある。しかし本事業で扱うシナリオでは事故以前には換

気口に放射性物質が付着していないとしており、換気口からの再浮遊は他の経路に比べて屋内濃

度への影響が十分に小さいため、本事業ではこの項を無視する。屋内外での呼吸率を同じと仮定

すると、呼吸率を考慮してもしなくても屋内外の積分濃度比と屋内外での放射性物質吸入量の比

は同じである。そのため、図 3. 1に示したパラメータのみで吸入被ばくの低減効果を十分に評価

することは可能である。 

吸入被ばく低減効果を求める上で必要な屋内放射能濃度に係るパラメータをまとめたものを

図 3. 2に示す。この図は 3.1.1–3.1.6項に記載されている各パラメータの文献調査とヒヤリング調

査結果を基に作成した。屋内の放射能濃度を決定するパラメータは自然換気率、屋内での沈着率、

浸透率、強制換気、再浮遊、屋内ソースである。このうち、再浮遊と屋内ソース（換気口からの

再浮遊も含む）は前述したように事故初期時では他のパラメータに比べて屋内濃度への影響が十

分に小さいため、本事業では無視する。図 3. 2に示したパラメータのうち、建屋分類の違いによ

って、異なりうるパラメータは自然換気率に係る隙間相当面積、沈着率に係る摩擦速度、浸透率

に係る流速である。 

3.1.1–3.1.6 項に図 3. 2 に示された各パラメータの変動要因と変動幅に関して文献調査とヒヤリ

ング調査した結果を記載する。換気率に関するヒヤリング調査は建築を専門とする大学教授、建

築メーカーに対して行い、文献調査は主に日本建築学会論文集、日本建築学会技術報告集、空気

調和･衛生工学会論文集に対して行った。沈着率、浸透率に関する文献調査は主に Indoor air、

Aerosol Science and Technology、Atmospheric Environmentを対象に行った。ヒヤリング調査結果の
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詳細を付録 1に示す。 

 

 

図 3. 1 屋内放射性物質の挙動を表したCPモデルの概要図。Cは各CPの空気中濃度、Oは壁面

上濃度、λは各CP間の移行速度、Pは浸透率。 

 

 

図 3. 2 屋内濃度に係るパラメータのまとめ 
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3.1.1 自然換気率 

 図 3. 2より、自然換気率は住宅の隙間相当面積1（C値とも呼ばれる）と屋内外の圧力差に依存

する。隙間相当面積は建築年、地域、建屋分類に依存し、屋内外の圧力差は屋外の風速と屋内外

の温度差に依存する（吉野他, 1984, 1987; 赤林他, 1994）。赤林他 (1994)は自然換気率と隙間相当

面積、風速、グロス建蔽率2（以下、単純に建蔽率と示す）の関係図（図 3. 3）を作成した。この

関係図は風洞実験を基に作成された。ヒヤリング調査により、図 3. 3を使用する際の注意点とし

て、戸建住宅にしか適用できず、マンションなどの集合住宅には適用できないことを赤林は指摘

した。さらに、図 3. 3では屋内外の温度差が考慮されておらず、温度差を考慮する場合は吉野他 

(1984)の関係図（図 3. 4）を基に考慮しても良いことを赤林は指摘した。 

次に図 3. 3 を用いる上で必要な戸建住宅の隙間相当面積と屋内外の圧力差に係るパラメータ

（風速、屋内外の温度差、建蔽率）の調査結果を示し、調査結果を基に推定した自然換気率と文

献調査で得られた自然換気率を示す。 

 

(1) 隙間相当面積 

 建築年毎の隙間相当面積は、建築学会の報告書（村上他, 1982; 吉野他, 1987; 吉野, 1990; 吉野

他, 1995; 村上他, 2006; 謝他, 2007; 藤原他, 2008; 吉野他, 2009; 三原他, 2004; 藤川他, 2010; 鳥海

他, 2016; 林・大澤, 2012; 林他, 2015; 齋藤他, 2008など）に多くまとめられている。建築年毎の戸

建住宅と集合住宅の隙間相当面積を図 3. 5に示す。図 3. 5に示されるように、戸建住宅の隙間相

当面積は年々小さくなっており、特に旧省エネルギー基準が告示された 1980 年と新省エネルギ

ー基準が告示された 1992 年の翌年に隙間相当面積が小さくなっており、それ以降はほぼ横ばい

である。戸建住宅と集合住宅を比較すると、1995年までは集合住宅の隙間相当面積が小さい傾向

であり、それ以降では集合住宅と戸建住宅で大きな差異はない。 

戸建住宅に対して、建築分類ごとに示した隙間相当面積と建築年の関係を図 3. 6に示す。木造

以外の建築分類のデータ数は少ないものの、建築分類の違いによる隙間相当面積の違いはない。

それ故、本事業では建築分類の違いによる隙間相当面積の違いはないとした。 

戸建住宅に対して、地域ごとに示した隙間相当面積と建築年の関係を図 3. 7に示す。ここで、

北海道、東北、北陸地方を北地域、その他を南地域と分類した。どの年代においても、北地域の

隙間相当面積が南地域よりも小さい傾向である。北地域と南地域で建築年毎に隙間相当面積をま

とめると、北地域では 1980年以前に建築された住宅の隙間相当面積は約 15 cm2 m−2、1980–1992

年に建築された住宅で約 5 cm2 m−2、1993年以降に建築された住宅で約 2 cm2 m−2であり、南地域

では 1980年以前に建築された住宅の隙間相当面積は約 17 cm2 m−2、1980–1992年に建築された住

宅で約 8 cm2 m−2、1993年以降に建築された住宅で約 5 cm2 m−2である。 

 

(2) 屋内外の圧力差 

① 風速 

屋内外の圧力差に影響を与えるパラメータは風速、建蔽率、屋内外の温度差である。この中で、

風速は自然換気率に最も影響を与えるパラメータである。そこで日本での原子力施設周辺の自治

体における風速を調査した。期間は 2011–2015 年である。使用した風速は、アメダス（地上高さ

                                                        
1 隙間相当面積は建築面積あたりの隙間の面積として定義される。住宅の気密性能の尺度の一つ

として使用される。 
2 空き地、道路、公園なども含めたある地域全体の面積に対して、建物の建築面積の総合計が何

パーセントを占めているのかを表している建蔽率。 
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10 m）で測定された 1時間の平均風速である。各市町村の風速の頻度分布を図 3. 8に示す。付録

2には季節ごとの風速の頻度分布を示す。風速の中央値は自治体によって異なり、1–4 m s−1であ

った。どの年、季節においても御前崎と敦賀で風速が大きく、唐津、浪江、六ヶ所で風速が小さ

い傾向は変わらなかった。対象地域全体での風速の中央値は 2 m s−1、風速の大きい御前崎と敦賀

での中央値は 4 m s−1、風速の小さい唐津、浪江、六ヶ所での中央値は 1 m s−1であった。 

 

② 屋内外温度差 

 屋内外の温度差を調査するために、風速の調査と同じ地点・期間で屋外温度の調査を行った。

使用した屋外温度はアメダスで測定された 1日間の平均温度である。屋内外の温度差が大きくな

るのは、冷暖房を使用する夏と冬である。各市町村の夏（7–9月）と冬（1–3月）の屋外温度の頻

度分布を図 3. 9と図 3. 10に示す。付録 2には春、秋の屋外温度の頻度分布も示す。屋外温度の最

頻値は自治体によって異なり、夏で 19–28℃、冬で−3–8℃であった。 

張他 (2009)が全国の屋内温度を調査しており、夏季（7、8月）における屋内温度は北部（北海

道、東北、北陸）で平均 25℃、南部（北部以外）で平均 27.5℃、冬季（1、2月）における屋内温

度は北部で平均 20℃、南部で平均 16.5℃であった。 

以上より、屋内外の温度差は夏季に 5℃程度、冬季に最大で 20℃程度である。 

  

③ 建蔽率 

 建蔽率を調査するために、Google mapを用いて各原子力施設周辺の自治体の建蔽率の調査を行

った。本事業ではUrban（駅近く、市街地など住宅が込み入っている場所）、Suburban（市街地か

ら離れた場所、公園または学校近くなど住宅が込み入っていない場所）、Rural（散村）に分類して

調査した。各原子力施設につき、Urbanと Suburbanに対して無作為に 9つの対象家屋を選び、そ

の対象家屋の建蔽率を調査した（図 3. 11）。周囲の建物が対象家屋に及ぼす影響の範囲はヒヤリ

ング調査結果から、建物高さの約 3倍とした。一般家屋の高さは 6 m程度であるため、ここでは

対象家屋から 20 m 離れたエリア内で建物の建築面積が占める割合を求めた（式(3. 1)）。Rural の

ように家屋が散在するエリアでは建蔽率がほとんど 0％となるため、調査を行わなかった。 

 

 

 調査した結果、Suburbanでの建蔽率は約 20％、Urbanでは約 40％であった。Urbanでは建蔽率

が 40％を超える地点も存在した。しかし建蔽率が 40％以上では、建蔽率が増加しても対象家屋に

及ぼす影響はほとんど変わらないため、建蔽率が 40％を超える家屋では建蔽率を全て 40％とし

た。 

 

(3) 自然換気率推定値と文献調査結果 

 上述した自然換気率に係るパラメータのまとめを表 3. 1に示す。表 3. 1に示した値と赤林の関

係図（図 3. 3）を用いて、戸建住宅の自然換気率を推定した（表 3. 2）。文献調査により、自然換

気率と建築年の両方が記載されている戸建住宅と集合住宅の自然換気率と建築年の関係を図 3. 

12 に示す。集合住宅で自然換気率を測定した例がほとんどなく、今回の調査では建築年 1975 年

と 2003年の集合住宅しか見つからなかった。 

  

建蔽率=
エリア内に存在する建物の総建築面積（図中の青面積）

対象家屋を除いたエリア面積（図中の太線内の面積ー赤面積）
 (3. 1) 
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表 3. 1 文献調査した各パラメータのまとめ 

  備考 

隙間相当面積の平均値 

15 cm2 m−2 1980年以前、北 

17 cm2 m−2 1980年以前、南 

5 cm2 m−2 1980–1992年、北 

8 cm2 m−2 1980–1992年、南 

2 cm2 m−2 1993年以降、北 

5 cm2 m−2 1993年以降、南 

風速の中央値 

2 m s−1 対象地域全体 

4 m s−1 最大地点（御前崎、敦賀） 

1 m s−1 最小地点（唐津、浪江、六ヶ所） 

屋内外温度差 

0 °C 春、秋 

5 °C 夏 

20 °C 冬、北 

建蔽率 

0% 散村地域 

20% 市街地から離れた町部など 

40% 市街地など 

 

 

表 3. 2 自然換気率推定値 (h−1)のまとめ 

建蔽率 隙間相当面積 
温度差なし 温度差 20 °C 

1 m s−1 2 m s−1 4 m s−1 1 m s−1 2 m s−1 4 m s−1 

0％ 

2 cm2 m−2 0.05 0.1 0.3 0.15 0.2 0.4 

5 cm2 m−2 0.1 0.3 0.8 0.4 0.5 1.0 

8 cm2 m−2 0.2 0.4 1.2 0.7 0.8 1.6 

15 cm2 m−2 0.4 0.8 2.0 1.1 1.5 3.5 

17 cm2 m−2 0.5 1.0 3.0 - - - 

20% 

2 cm2 m−2 0.05 0.1 0.15 0.2 

5 cm2 m−2 0.1 0.3 0.4 0.45 

8 cm2 m−2 0.2 0.4 0.7 0.8 

15 cm2 m−2 0.4 0.8 1.1 1.3 

17 cm2 m−2 0.5 1.0 - - 

40% 

2 cm2 m−2 0.05 0.15 

5 cm2 m−2 0.1 0.4 

8 cm2 m−2 0.2 0.7 

15 cm2 m−2 0.4 1.1 

17 cm2 m−2 0.5 - 
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図 3. 3 隙間相当面積と自然換気率の関係。 自然換気率と換気回数は同義。右側の値はグロス建

蔽率を表している（引用：赤林他, 1994）。 

 

 

図 3. 4 隙間相当面積と自然換気率の関係。 自然換気率と換気回数は同義。周辺状況 Iは風上側

に障害物がない場合、周辺状況 IIは周囲に建物が立て込んでいる場合（引用：吉野他, 1984）。 
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図 3. 5 隙間相当面積と建築年の関係。隙間相当面積は各年の平均値と標準偏差を示す。 

 

 

 

 

図 3. 6 建築分類ごとに示した戸建住宅の隙間相当面積と建築年の関係。隙間相当面積は各年の

平均値と標準偏差を示す。図 3. 5または図 3. 6の一方にしか示されていない点は、分類するため

の情報が得られなかったことによる。 
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図 3. 7 地域ごとに示した戸建住宅の隙間相当面積と建築年の関係。隙間相当面積は各年の平均

値と標準偏差を示す。 
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図 3. 8 各市町村の 1時間平均風速の頻度分布（1/2） 
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図 3. 8 各市町村の 1時間平均風速の頻度分布（2/2）。全体は対象地域の合計である。 
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図 3. 9 夏季（7–9月）における各市町村の 1日間平均温度の頻度分布（1/2）。 
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図 3. 9 夏季（7–9月）における各市町村の 1日間平均温度の頻度分布（2/2）。 
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図 3. 10 冬季（1–3月）における各市町村の 1日間平均温度の頻度分布（1/2）。 
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図 3. 10 冬季（1–3月）における各市町村の 1日間平均温度の頻度分布（2/2）。 
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図 3. 11 建蔽率算出例（左：Suburban 建蔽率 20％、右：Urban 建蔽率 40％）。赤は対象家屋、

青はエリア内に存在する建物、黒枠は対象家屋から 20 m離れた位置。 

 

 

 

 

図 3. 12 文献調査で得られた戸建住宅と集合住宅の自然換気率実測値と建築年の関係 
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3.1.2 屋内での沈着率 

屋内の沈着率は放射性物質の化学的性質と粒径、壁面材質、及び体積表面積比に依存する。原

子力発電所事故時に放出される核種のうち、甲状腺被ばくに最も寄与するヨウ素の放出形態は元

素状ヨウ素（I2）、有機状ヨウ素（CH3Iなど）、粒子状ヨウ素の 3つに大別される。元素状ヨウ素

と有機状ヨウ素はともにガス状であるものの、それぞれ異なった挙動を示す。元素状ヨウ素は反

応性が高く、空気中の水分や粒子、屋内の壁面等に付着しやすく、一方で有機状ヨウ素は反応性

が低く、屋内の壁面等に付着しにくいと報告されている（Bunch, 1968; Sehmel, 1980; Roed, 1988, 

1990; EPA, 1978）。Sehmel (1980)、Nakamura and Ohmomo (1980a, b)、Maqua et al. (1987)は過去の原

子力発電所事故時の測定値を基にヨウ素の物理・化学形状ごとに屋外での沈着速度を求めた。粒

子状物質（粒子状ヨウ素、粒子状セシウム）の沈着速度は 0.01–10 cm s−1程度3、I2の沈着速度は

0.02–20 cm s−1、CH3Iの沈着速度は 10−4–10−2 cm s−1と推定された。屋内での沈着率に関する文献は

エアロゾルなどの粒子状を対象としたものが主であり、I2、CH3I などのガス状を対象としたもの

は見つからなかった。そこで本事業では、ガス状の沈着率を導出するため、3.2節に示すラボ実験

を行う。 

 放射性物質が周囲のエアロゾルと付着した状態（以下、粒子状放射性物質）の挙動はエアロゾ

ルの挙動と類似していると報告されている（Voillelique, 1979; Jost et al., 1986）。エアロゾルの沈着

率は主に粒径に依存する（原子力発電所事故時に測定された粒子状放射性物質の粒径は 3.1.5(2)で

示す。）。理論的には粒径 0.2 μm以下では粒径が小さいほどブラウン運動が激しくなることにより

沈着率が大きく、粒径 1 μm 以上では粒径が大きいほど重力沈降の影響が大きくなることにより

沈着率が大きく、粒径が 0.2–1 μmの粒子の沈着率は他の粒径よりも小さいことが報告されている

（Sehmel, 1973; Byrne, 1994; Schnerider et al., 1994; Reist, 1984）。この傾向はエアロゾルの沈着率を

求める実験でも再現されており、屋内での沈着率は粒径が 0.01–1 μm の粒子では 0.1–1 h−1 であ

り、1 μm以上の粒子では 0.2–3 h−1 である（図 3. 13）。 

実家屋で沈着率を導出した例として、Thatcher et al. (2003)は実家屋でエアロゾル環境を変えて

屋内での沈着率を導出する実験を行った。粒径が 0.1–1 μm の粒子の沈着率は 0.1–1 h−1の値を示

し、1 μm以上の粒子では粒径が大きいほど沈着率が大きい傾向を示した。注意点として、実験で

は屋内でファンを動かしていたため、沈着率が他の実験よりも高い可能性が指摘されている。 

 Lai and Nazaroff (2000)、野口他 (2011)は沈着率に依存するパラメータを把握するために、粒子

の沈着過程をモデル化した。彼らの計算によると、摩擦速度が沈着率において重要であることを

示した。さらに粒径が 0.1 μm未満の粒子では面の向きに沈着率は依存しないものの、0.1 μm以上

の粒子では床面以外への沈着はほとんど起こらないことを示した。 

 Lai (2004)、伊藤他 (2011)は過去に報告された沈着速度のレビューを行った（図 3. 14）。今まで

の知見をまとめると、強制対流がある場合に沈着速度は大きく、表面粗さが粗いほど沈着速度が

大きい傾向であった。これらの傾向が 0.1 μm未満の粒子ほど顕著に見られることを示した。 

 Otani et al. (1989)、Opiolka et al. (1994)、山下他 (1991)は粒子の電荷による沈着速度への影響をモ

デル計算と実験により調査した。電荷が大きいほど沈着速度が大きい傾向を示した（図 3. 15）。

この傾向は 1 μm未満の粒子で顕著であり、1 μm以上の粒子では重力沈降が支配的であるため、

電荷による影響が小さいことを示した。 

  

                                                        
3 これら文献で用いられている沈着速度は大気中から地面方向へ落下する速度を表しているた

め、単位に長さの次元が含まれている。なお、長さの次元が含まれているものを「沈着速度」、

含まれていないものを「沈着率」と区別している。 
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図 3. 13 粒径と沈着率の関係（引用：Long et al. (2001)） 

 

 

図 3. 14 粒子状物質の沈着速度と粒径の関係図（引用：伊藤他 (2011)）。 
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図 3. 15 粒子の電荷の違いによる沈着速度への影響（引用：Opiolka et al. (1994)） 

 

 

3.1.3 浸透率 

屋外に存在する放射性物質が屋内に侵入する場合、その全てが屋内に侵入せず、一部は屋内に

侵入する過程で壁等に付着する可能性がある。ここでは、実際に屋内に侵入した放射性物質の割

合を浸透率と定義した。浸透率は放射性物質の化学的性質と粒径、隙間の材質に依存すると考え

られるものの、浸透率に関する知見は少ない。特にガス状ヨウ素の浸透率の知見は無い。そこで

本事業では、浸透率を導出するため、3.2節と 3.3節に示すラボ実験と実家屋実験を行う。 

Mcfarland et al. (1997)、Mosley et al. (2001)、Liu and Nazaroff (2001, 2003)はチャンバーを用いて、

チャンバーから隙間を通って排出されるエアロゾル濃度を測定することによって、浸透率を導出

するラボ実験を行った。ラボ実験により、隙間間の圧力差が大きいほど浸透率が大きく、特に粒

径が 0.1 μm未満の粒子と 1 μm以上の粒子ではその傾向が顕著であることを示した。隙間の材質

を変えた実験では、粒径が 0.1–0.4 μmの粒子で浸透率の違いが見られたものの、他の粒径では違

いが顕著ではなかった。粒径が 0.1–0.4 μmの粒子でのみに、表面粗さが浸透率に影響を与えるこ

とを示した。隙間の形状を変えた実験では、隙間の大きさが小さいほど、隙間の長さが長いほど、

浸透率が小さい傾向を示した。この傾向は反応性の高いガスでも同じであることを示した。 

Thatcher et al. (2003)は実家屋でエアロゾル環境を変えて浸透率を導出する実験を行った。粒径

0.05–2 μmの粒子の浸透率は 0.6–1の値を示し、0.05 μm未満の粒子では粒径が小さいほど、2 μm

以上の粒子では粒径が大きいほど浸透率が小さい傾向を示した。 

Chen and Zhao (2011)は実家屋での実験値とラボでの実験値を比較し、類似点と相違点をまとめ

た（図 3. 16）。ラボと実家屋での実験値は似た傾向を示したものの、0.4 μm以上の粒子ではラボ

実験と実家屋での実験値に差異が生じた。この原因として、隙間形状、圧力差がラボ実験と実家

屋で異なるためと考察された。一方、0.4 μm未満の粒子では、隙間形状に浸透率は依存しないた

め、ラボと実家屋の実験値がよく一致した可能性が指摘された。 
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図 3. 16 浸透率と粒径の関係図（引用：Chen and Zhao (2011)） 

 

 

3.1.4 24時間換気 

24時間用換気扇の実装割合と稼働率についてヒヤリング調査を行った。その結果、最近の家で

は 24 時間用換気扇を実装することが義務化されているものの、常時運転している家は 3 割程度

であると指摘された。稼働率が低い理由として、騒音、冷気の侵入などが挙げられる。また、24

時間用換気扇を稼動していなくても法令上違反になることはないため、運転するかの判断は住民

に依存していることも稼働率が低い原因であると指摘された。 

文献調査を行った結果、24 時間用換気扇の稼働中の換気率は 0.3–0.7 h-1 程度である（服部他, 

2008 など）。24 時間換気の設置は 2003 年 7 月の建築基準の改正により義務付けられたものの、

一部例外として設置が免除されるものもある（倉渕, 2008）。24時間換気の使用状況について、鳥

海他 (2012)が行った東京の集合住宅 330家屋に対する聞き取り調査によると、認知度は 90％、常

時使用は 67％（戸建住宅では 26％）、給気口の開閉状況について常に全居室で開は 50％、常に全

居室で閉は 17％であった。萬羽他 (2013)が行った関西の戸建住宅 24 家屋に対する聞き取り調査

によると、常時使用は 29–42％（冬に低く、夏に高い）、給気口の開閉状況について常に全居室で

開は 54％、常に全居室で閉は 27％であった。 

 

 

3.1.5 過去の原子力発電所事故時に放出された放射性物質の形態 

(1) 物理・化学形状の組成 

上述したように、沈着率と浸透率は核種の物理・化学形状によって異なる（特にヨウ素）。その

ため、屋内退避による吸入被ばくの低減効果を求めるためには物理・化学形状の情報が必要であ

る。本事業では、スリーマイルアイランド事故時、チェルノブイリ事故時、福島第一原子力発電

所事故時、ハンフォードでのヨウ素放出を対象に文献調査し、その結果を示す（表 3. 3）。 

 

① スリーマイルアイランド事故 

 Bellamy (1981)はスリーマイルアイランド事故時に原子炉補助建屋で浮遊ヨウ素の物理・化学形
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状の組成を測定した。その結果、I2が 25.1%、HOIが 18.0%、CH3Iが 29.6%、粒子状ヨウ素が 27.3%

であった。 

 

② チェルノブイリ事故 

 IAEA の EMRAS ワーキンググループはモデルの妥当性とチェルノブイリ事故評価を行うため

に、チェルノブイリ事故時にヨウ素の濃度を物理・化学形状別に測定した結果を収集した（IAEA, 

2012）。その結果を図 3. 17–図 3. 19 に示す。モデルの妥当性確認のために入力されたヨウ素の物

理・化学形状の組成比を表 3. 4に示す。 

 ワルシャワでは比較的細かくヨウ素濃度が収集されており、濃度が 1 Bq m−3以上での物理・化

学形状の組成比は粒子状：I2：CH3I＝60：40：<1、濃度が 0.01–1 Bq m−3での物理・化学形状の組

成比は粒子状：I2：CH3I＝30–50：40–50：10–20、濃度が 0.01 Bq m−3未満での物理・化学形状の組

成比は粒子状：I2：CH3I＝20–40：20–30：30–60であった。 

 プラハでは 1 日ごとに濃度が示されており、I2 と CH3I は区別されずにガス状と識別されてい

た。プラハでの物理・化学形状の組成比は粒子状：ガス状（I2＋CH3I）=20–40：60–80であった。 

 スロバキアでは 1日ごとに濃度が測定されていたものの、濃度の絶対値は示されていない。I2、

CH3I、粒子状に加えて、無機状ヨウ素（HOI）も測定されていた。スロバキアでの物理・化学形

状の組成比は粒子状：I2：CH3I：HOI＝20–30：20–40：30–60：<1であった。 

 モデルに入力された値を見ると（表 3. 4）、モデル創設者により入力値は異なるものの、粒子

状とガス状（I2＋CH3I）の比は概ね 1:1または 1:2である。ガス状のうち I2の割合は概ね 50–100％

である。 

 

IAEA以外にも、Noguchi and Murata (1988)はチェルノブイリ事故時に日本でヨウ素の物理・化

学形状の組成を測定した。その結果、I2が平均で 5%、HOIが平均で 6%、CH3Iが平均で 70%、粒

子状ヨウ素が平均で 19%であった。 

 

③ 福島第一原子力発電所事故 

 Lebel et al. (2016)は福島第一原子力発電所事故時に茨城県、福島第一、福島第二で測定されたヨ

ウ素の物理・化学形状の組成をまとめた。彼らはシビアアクシデント時に環境中に放出されるヨ

ウ素の形態はガス状（I2、有機ヨウ素）と粒子状（CsIなどのヨウ素塩）として、セシウムはほと

んどが粒子状であることを示した。I2 は放出時にはヨウ素の大半を占めているものの、沈着率が

速いため、遠方地域では有機状ヨウ素または粒子状ヨウ素が主となる。測定された物理・化学形

状の組成比はガス状の割合は日によって異なり、15～70％であることを示した。 

 

④ ハンフォードのヨウ素放出 

ハンフォードは原子力発電所事故ではないが、スタックからの距離ごとに物理・化学形状の組

成比がまとめられている。また、スタック放出時のヨウ素の形態は I2がほぼ 100％であり、炉の

解析で示された福島第一原子力発電所事故時の形態（Ishikawa el al., 2015）と類似している。各文

献で示された形態を表 3. 5–表 3. 7に示す。BIOMASSプロジェクトでモデルに入力された物理・

化学形状の組成比を表 3. 8に示す（IAEA, 2003）。 

 スタックでのヨウ素の物理・化学形状はほとんどが I2である。スタックからの距離が遠いほど

ガス状の割合が少なくなり、粒子状の割合が多くなる傾向を示している。これは輸送されるうち

に I2が周囲のエアロゾルに付着することに起因しているのではないかと指摘されている。スタッ

クから 30 km付近では、粒子状は全体の 30％程度、I2は 40％程度である。 
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(2) 粒径 

上述したように、粒子状放射性物質の沈着率と浸透率は粒径によって異なる。そのため、屋内

退避による吸入被ばくの低減効果を求めるためには粒径の情報が必要である。本事業では、過去

の原子力発電所事故時に放出され、環境測定が行われたものを対象に文献調査した結果を示す（表

3. 9）。 

福島第一原子力発電所事故時にKaneyasu et al. (2012)はつくば（福島第一原子力発電所から南西

に 170 km）でセシウムの放射能粒径分布を測定した。その結果、2011年 4月 28日–5月 12 日ま

での測定では粒径が 0.2 μmと 0.6 μm付近にピークが見られ、同年 5月 12日–26日の測定では 0.6 

μm付近にのみピークが見られる粒径分布であった（図 3. 20）。同時に測定されたエアロゾルの各

成分の粒径分布は、非海塩性硫酸塩4とアンモニウムイオンで約 0.6 μmにピークが見られ、NO3
−、

Na+、Si、及びCaで約 8 μmにピークが見られた（図 3. 21）。セシウムのピークが 0.6 μm付近に

見られたことから、福島原子力発電所事故では一般環境に存在する非海塩性硫酸塩が輸送の媒体

である可能性を指摘した。 

 チェルノブイリ事故時には、多くの研究者が 30 km圏内を含む多地点で放射能粒径分布を測定

した（Tschiersch and Georgi, 1987; Ogorodnikov et al., 1994; Baltensperger et al., 1987）。測定されたセ

シウム、テルル、及びルテニウムの粒径分布は 0.7–1 μm付近にピークを持つ分布であった（図 3. 

22）。ヨウ素は 0.3–1 μm にピークを持つ分布であり、他の核種と比べて小さい粒径にもピークが

見られる傾向であった。131Iのみ分布形状が異なる理由として、131Iはほとんどがガス状であるた

め、測定地点周辺のエアロゾルの影響を受けたと考察された。一方 131I 以外の核種は、チェルノ

ブイリ付近のエアロゾルに付着し、凝集・除去プロセスを経て測定地点まで到達した放射性エア

ロゾルを測定したと考察された。原子力発電所付近ではホットパーティクルが観測され、それら

の粒径は 25–50 μmであった。 

 

                                                        
4 非海塩性硫酸塩は二酸化硫黄が大気中で気層・液層反応を経て生成されたものであり、海水の

飛沫を起源としないものである。 
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表 3. 3 放出された 131Iの物理・化学形状の組成比（％） 

放出場所 
測定場所 

測定期間 
I2 HOI CH3I 粒子状ヨウ素 

ハンフォード 

スタック 30–90 - 

残りが

CH3I

か？ 

0–6 

スタックから 5km

まで 
49–82 - 10–30 

スタックから 

5–10km 
35–48 - 5–14 

スタックから

10km以上 
≈40 - ≈35 

TMI-2 
TMI原子炉補助建

屋 
25.1 18.0 29.6 27.3 

チェルノブイリ 

日本 

1986/5/6–19 
19±9 5±2 6±3 70±11 

ワルシャワ 

1986/4/27–6/15 
20–40 - 0–60 20–60 

プラハ 

1986/4/29–5/8 
60–80 (ガス状として分類) 20–40 

スロバキア 

1986/5/1–12 
20–30 ≈0 30–60 20–30 

福島第一 

茨城 

2016/3/14–16 
50 (ガス状として分類) 50 

福島第一 

2016/3/19–26 
60 (ガス状として分類) 40 

福島第二 

2016/3/19–26 
15 (ガス状として分類) 85 

茨城 

2016/3/19–26 
50 (ガス状として分類) 50 

福島第一、二 

2016/3/29–31 
30 (ガス状として分類) 70 

茨城 

2016/3/29–31 
70 (ガス状として分類) 30 
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表 3. 4 モデルに入力された大気中 131Iの物理・化学形状の組成比 

場所 粒子状 I2 CH3I 

プラフスク 

100 0 0 

1 1 1 

1 1 2 

ワルシャワ 

60 40 0 

50 40 10 

40 30 30 

プラハ 
40 50 10 

1 1 1 

*同じ場所での組成比の違いはモデル創設者の入力値の違いによる 

 

表 3. 5 ハンフォードの 131I 放出時に測定された大気中 131I の物理・化学形状の組成比（引用：

Ramsdell et al., 1994） 

スタックからの距離 (km) 粒子状 反応性の高いガス状 I2 

0 0–6 30–90 

0.2–3.2 10–30 49–82 

5–8 5–14 35–48 

2–40 4–42 ? 

 

 

表 3. 6 ハンフォードの 131I放出時に測定された大気中 131Iの粒子状の割合（％）（引用：Parkins, 

1963） 

スタックからの距離 (km) 粒子状 

1 12 

3 8 

5 20 

10 34 

20 38 

25 34 
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表 3. 7 ハンフォードの 131I放出時に測定された大気中 131Iのガス状の割合（％）（引用：Parkins, 

1964） 

スタックからの距離 (km) ガス状 

0 >99 

1 73 

3 90 

5 92 

10 92 

25 96±10 

  

0 >99 

1 82 

3 82 

5 81 

10 58±20 

*二つはサンプル日時が異なる 

 

表 3. 8 モデルに入力された大気中 131Iの組成比（引用：IAEA, 2003） 

粒子状 I2 CH3I 

5–45 40–60 ≈35 

 

表 3. 9 原子力発電所事故時に放出された粒子状放射性物質の空気力学的放射能中央径（AMAD: 

μm） 

事故場所 
測定場所 

測定期間 
ヨウ素AMAD セシウムAMAD 参考文献 

チェルノブイリ 

ミュンヘン 

1986/5/6 
0.3–1 0.7–1 

Tschiersch and 

Georgi, 1987 

チェルノブイリ

30km圏内 
0.3–0.5 0.6–0.7 

Ogorodnikov et 

al., 1994 

チューリッヒ、シ

ュピーツ 

1986/4/30–5/13 

0.35 0.7–1 

Baltensperger et 

al., 1987 

ヘルシンキ 

1986/5/7–9 
0.33–0.57 0.65–0.93 

Kaupplen et al., 

1986 

チェコ 

19865/3–20 
0.25–0.48 0.15–1.00 

Mala et al., 2013 

福島第一 

つくば 

2011/4/28–5/26 
- 0.53–0.63 

Kaneyasu et al., 

2012 

チェコ 

2011/3/24–4/13 
0.35–0.53 0.25–0.71 

Mala et al., 2013 
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図 3. 17 ワルシャワで測定された大気中 131I濃度（左）とその組成比（右） 

 

 

図 3. 18 プラハで測定された大気中 131I濃度（左）とその組成比（右） 

 

 

図 3. 19 スロバキアで測定された大気中 131Iの組成比 
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図 3. 20 福島原子力発電所事故後につくばで測定されたセシウムの粒径分布（A：2011年 4月 28

日–5月 12日、B：2011年 5月 12日–同月 26日, 引用：Kaneyasu et al., 2012） 

 

 

 

 

図 3. 21 福島原子力発電所事故後につくばで測定されたエアロゾルの各成分の粒径分布（A：2011

年 4月 28日–5月 12日、B：2011年 5月 12日–同月 26日, 引用：Kaneyasu et al., 2012） 
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図 3. 22 チェルノブイリ原子力発電所事故後にMunichで測定された粒径分布（引用：Tschiersch 

and Georgi, 1987） 

 

  



3-28 

 

 

3.1.6 プルーム通過継続時間 

プルーム通過継続時間はプルームの大きさ、風速、及び風向に依存する。福島第一原子力発電

所事故時に 1F から 30 km 圏内に設置されているモニタリングポストで観測された空間線量率の

時間変化（図 3. 23）を用いると、プルーム通過継続時間は 15から 60分程度と考えられる。 

 

 

 

図 3. 23 福島第一原子力発電所の空間線量率測定値例（上：MP4、下：正門付近） 
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3.2 ラボ実験  

3.2.1 ラボ実験概要 

 ラボ実験の目的は、吸入被ばくの低減効果の評価に必要なガス状ヨウ素と粒子状物質の沈着率

と浸透率を得ることである。前節で述べたようにガス状ヨウ素の沈着率と浸透率に関する知見は

少なく、吸入被ばくの低減効果を正確に求めることができない。ラボ実験を行うことにより、ガ

ス状ヨウ素の沈着率と浸透率に関する知見を得ることで吸入被ばく低減効果の評価が可能となる。 

しかしながら、ラボ実験値を実家屋にそのまま適用できるとは限らない。ラボ実験の環境と実

家屋の環境が異なるため、その相違によってラボ実験値と実家屋での値が異なる可能性がある。

本事業では、その相違を調査するため、粒子状物質に対してはラボ実験と 3.3 節で述べる実家屋

実験を行った。それらの結果を相互に比較することによって、ラボ実験値を実家屋に適用する際

の注意点についてまとめた（3.3.6節）。 

 

3.2.2 実験設備 

実験設備は仮想屋外と仮想屋内を想定した二つのチャンバーを用意し、その二つのチャンバー

間に隙間を模擬した試験体を設置した。チャンバー内の対象物質の濃度を連続的に測定すること

により、沈着率と浸透率を導出した。以下では、実験設備と装置の詳細を述べる。 

 

(1) チャンバー 

チャンバーは、中央に設置する試験体ユニットを境に屋外を模擬する空間と屋内を模擬する空

間に分けられる（図 3. 24）。外部からチャンバー内の粒子の動きを観測できるように、チャンバ

ーは透明なアクリル製となっている。チャンバー内壁面は帯電による沈着率の影響を抑えるため

に、帯電しにくい材質となっている。チャンバー両端にはポンプを取り付けており、チャンバー

内の気体の流量を調整できる。屋外を模擬する空間は、上流用ポンプによる加圧口（図 3. 24のチ

ャンバーの左端）から軸方向に 307.5 mm のスペースに粒子のコンタミネーションを防ぐプレフ

ィルターとバグフィルターを設置した。同じくフィルターから 205 mmの間隔で押し込み側の空

気の流れを整える整流板を 2ヶ所設置した。上流側には 7ヶ所のポートが設けられており、試験

粒子や試験ガスを導入できる。605 mm の長さの空間が試験粒子と試験ガスを混合する空間であ

り、7 ヶ所のサンプリング口が上流側と下流側に設置されている。試験体ユニットを挟んで下流

の1007.5 mmが家屋屋内を模擬した空間である。7ヶ所のサンプリング口が5列設けられている。

後ろ側から 310 mmの空間は排気時に粒子を除去するためのプレフィルターとバグフィルターが

備えられている。チャンバーの断面積は 800 mm×800 mm であり、屋内を模擬した空間は 0.645 

m3ある。仮想屋外と仮想屋内チャンバーそれぞれに攪拌器を設置しており、攪拌器を稼動させる

ことによりチャンバー内の濃度を均一化させることをできる。 

隙間を模擬した試験体ユニットは変更することができ、様々な隙間に対して同じチャンバーを

用いて浸透率の実験が可能である。本事業では、粒子状物質の屋外から屋内への主たる侵入経路

と考えられる窓枠を設置した壁を試験体ユニットとして採用した。 

 

(2) 粒径分布及び粒子濃度測定器 

チャンバー内の粒径分布は Scanning Mobility Particle Spectrometer (SMPS, TSI Model3938)と

Optical Particle Sizer (OPS, TSI Model 3330)、粒子濃度はCondensation Paricle Counter (CPC, TSI Model 

3775)を用いて測定した。 

SMPS は粒子の電気移動度を利用した測定機器である。サンプリングする粒子を中和器と呼ば

れる両極イオンにより電気量的に中和し、静電気力と空気抵抗の関係を利用した二重円筒の分級
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器 Differential Mobility Analyzer（DMA）でスキャンしながら粒子カウンターでスキャン中の粒子

濃度を計測することで粒径分布を得る。SMPS は測定条件に依存するが、粒径 2.5 nm から 1 μm

までの粒子の濃度を粒径ごとに測定することができ、本事業で対象とする粒径ごとの浸透率と沈

着率を導出することができる。 

OPSはレーザー散乱を利用した測定機器である。吸引されたエアロゾルはレーザーと交差させ

ることで光パルスを検出させ、光の強度によりカウントと粒子サイズを求め、粒径分布を得る。

OPS は 0.3–10 μmの粒径範囲を測定することができ、SMPS よりも大粒径の粒子の濃度を粒径ご

とに測定することができる。 

CPCはレーザー散乱を利用した測定機器である。OPSとは異なり、吸引されたエアロゾルはア

ルコールとともに凝集させ、粒子濃度を得る。2.5 nmの微小な粒子も測定できる装置であるもの

の、粒径ごとに粒子濃度を測定することはできない。現状では、SMPS が 1 台しかないため、も

う一台必要である SMPS の代用品として CPC を利用した。測定精度を高めるため、仮想屋外チ

ャンバーの濃度を SMPSで測定し、粒径が単一であることを確認し、仮想屋内チャンバーの濃度

をCPCで測定した。 

 

(3) 気中分子濃度測定器 

 気中分子濃度を測定するため、ICP（Inductively Coupled Plasma）を用いた。高周波誘導結合プ

ラズマをイオン源あるいは光源とする分析法である。アルゴンガスに高電圧をかけプラズマ化し、

プラズマに導入された試料の質量あるいは発光分光の波長から元素の定性・定量を行う。元素に

依存するが、1 ppt以上の濃度を測定することができる。 

 ICP はアルゴン以外のガスを直接プラズマに導入することができないため、ガス中の微粒子の

成分分析を行うために前処理が必要であり、本実験では気体試料導入装置を設置した。本装置の

ガス交換器は、多孔質膜を内部にもつガラス製二重管で構成され、導入されたサンプルガスは二

重管の中心を形成する多孔質膜の内外のガスの分圧（濃度）差が推進力となり、多孔質膜の外側

に拡散する。一方、外管と多孔質膜の間に導入される高純度アルゴンガスは、内側に拡散するこ

とで、サンプルガスに含まれる微粒子の拡散速度は相対的に遅く、多孔質膜を通過せずにアルゴ

ンガスと共にガス交換器から排出される。この装置を使用することで、試料ガス中の微粒子をア

ルゴンガス中に移動することができ、ICP で気中分子濃度を測定できるようになる。 

 

(4) 粒子発生装置 

 本事業では任意の粒径のエアロゾルを発生させるため、2 種類の粒子発生装置を使用した。本

事業で対象とする粒径は文献調査で過去の原発事故に測定された 0.1–1 μmであり、2種類の粒子

発生装置を使用することにより、対象範囲をカバーする。 

 

① 6-Jetアトマイザー（TSI Model 9306） 

この粒子発生装置は霧吹きの原理と同じく、発生器にキャリアガスの圧力をかけることで負圧

を発生させて液を吸い上げるチューブから、試験粒子の溶液を吸い上げ噴霧する。発生できる粒

径は数百 nmから数 μmである。6-Jetアトマイザーで使用した液体は、超純水と各流径の SiO2粒

子（10 mg mL−1）の水分散体またはポリスチレンラテックス粒子の懸濁液を体積比 20:1で混合し

たものである。 

 

② エレクトロスプレー（TSI Model3480） 

この粒子発生器は、先端のとがった容器に高電圧を加えることで、電解集中により液体をスプ
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レーする。発生できる粒径は数十 nmから数百 nmである。エレクトロスプレーで使用した液体

は、20 mMになるよう希釈した酢酸アンモニウムと各粒径の SiO2粒子の水分散体を体積比 5:1で

混合したものである。 

 

(5) CO2センサー 

 CO2濃度を測定するために、非分散型赤外線吸収（Non Dispersive InfraRed, NDIR）法を用いた。

選択されたガス種 (分子) の共振波長と一致するごく狭いスペクトル領域内で、吸収される光の

量を検出することにより、そのガス種固有の分子数を他のガス種による干渉を受けることなく測

定することができる。測定範囲は 0–5000 ppmである。 

 

(6) 温湿度センサー 

温度は、高精度な微細熱電対を用いたサイクロメーターによる wet および dry 温度計で測定し

た。湿度は、サイクロメーターを通して結露による露点レベルを塩化リチウムセンサー（生理食

塩水の平衡によるポリマーの誘電体の変化を捉える静電容量センサー）で温度計測と同時に測定

した。測定範囲は相対湿度が 0–100%RH、温度が−30–70℃である。 
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図 3. 24 チャンバー全体図（上）と写真（下） 
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3.2.3 実験・導出方法 

(1) 粒子状物質の沈着率 

 実験体系を図 3. 25に示す。本実験では、粒子の荷電状態による沈着率への影響を合わせて調査

した。粒子発生装置から発生した粒子から単一の荷電状態の粒子を抽出するため、DMA、中和器
5、電気集塵装置6を用いた。今回対象とした粒子の荷電状態は+1 価、−1 価、0 価、中和7である。

その粒子を仮想屋内チャンバーに一定時間注入した。粒子を注入する際、チャンバー内で粒子の

凝集が起こらないように、チャンバー内の粒子濃度を 104 個 cm−3 を超えないように粒子の注入

量を調整した。粒子を注入している間、チャンバー内の粒子濃度を均一にするために攪拌器を稼

動させた。粒子濃度が時間によらず一定になったタイミングで粒子の注入をやめ、攪拌器を止め

た。その後の粒子濃度の時間変化を 30 分間連続的に測定した。30 分間測定した後、チャンバー

内の粒子をポンプによって排出し、再度同様の手順で粒子の注入を行った。1 つの粒径、荷電状

態につき、5回の測定を行った。 

 粒子状物質の沈着率は、粒子の注入を止め、攪拌器を止めた後の粒子濃度の時間変化を用いた。

仮想屋内チャンバーの粒子濃度の時間変化は次式で表される。 

ここで、CIは仮想屋内チャンバー内の粒子濃度（m−3）、λdは沈着率（h−1）、λeはチャンバーから

の空気の漏れを含む換気率（h−1）である。λeは事前にCO2を用いてチャンバーからの空気の漏れ

をほとんど無いことを確認しており、この実験では 0とした。測定された粒子濃度の時間変化と

式（3. 2）の計算値の差の二乗和が最小になるように沈着率 λdを決定した。 

 

 

図 3. 25 粒子状物質の沈着率導出実験の概要図 

  

                                                        
5 内蔵されたAm-241から α線が放射され、導入されたガスを電離することで正および負のイオ

ンが同濃度で発生し、発生した両極イオンが粒子と付着することで安定した既知の帯電量分布を

与える。 
6 二重円筒の電極間に中和した粒子を導入し、電極間に電界を与えることで帯電した粒子を電極

で捕集し、無帯電の粒子が通過する。 
7 粒径ごとの価数分布が正規分布になった状態を中和状態と呼ぶ。 

𝑑𝐶𝐼
𝑑𝑡

= −(𝜆𝑑 + 𝜆𝑒)𝐶𝐼 （3. 2） 
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(2) 粒子状物質の浸透率 

 実験体系を図 3. 26に示す。本実験では、換気率と粒径による浸透率への影響を合わせて調査し

た。今回対象とした換気率は 0.3 h−1、0.7 h−1、1.0 h−1である。チャンバー内の換気率が対象とした

換気率になるように、実験中常にポンプを稼動させた。今回対象とした粒径は 0.4 μmと 1 μmで

ある。粒子発生装置から発生した粒子から中和状態の粒子を抽出するため、中和器を用いた。そ

の粒子を仮想屋外チャンバーに一定時間注入した。粒子を注入する際、チャンバー内で粒子の凝

集が起こらないように、チャンバー内の粒子濃度を 104 個 cm−3 を超えないように粒子の注入量

を調整した。さらに、仮想屋外チャンバーに注入した粒子の仮想屋内チャンバーへの侵入量をな

るべく少なくするため、注入時間を 5分程度とした。粒子を注入している間、仮想屋外チャンバ

ー内の粒子濃度を均一にするために攪拌器を稼動させた。粒子注入後約 5分で粒子の注入をやめ、

攪拌器を止めた。その後の仮想屋外と屋内チャンバー内の粒子濃度の時間変化を 30 分間連続的

に測定した。30分間測定した後、チャンバー内のエアロゾルを排出し、再度同様の手順で粒子の

注入を行った。1つの粒径、換気率につき、3回の測定を行った。 

 粒子状物質の浸透率は、粒子の注入を止め、攪拌器を止めた後の粒子濃度の時間変化を用いた。

仮想屋内チャンバーの粒子濃度の時間変化は次式で表される。 

ここで、CIは仮想屋内チャンバー内の粒子濃度（m−3）、COは仮想屋外チャンバー内の粒子濃度

（m−3）、λeは換気率（h−1）、λdは沈着率（h−1）、P は浸透率（-）である。測定された粒子濃度

の時間変化と式（3. 3）の計算値の差の二乗和が最小になるように浸透率Pを決定した。ここで、

沈着率 λdは前述の沈着率導出実験で得られた値を用いた。 

 

 

図 3. 26 粒子状物質の浸透率導出実験の概要図 

  

𝑑𝐶𝐼
𝑑𝑡

= −(𝜆𝑒 + 𝜆𝑑)𝐶𝐼 + 𝑃𝜆𝑒𝐶𝑂 （3. 3） 
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(3) ヨウ素（I2）の沈着率と浸透率 

 本実験は高橋(1967)による拡散チューブ法を基にし、ICP を用いてヨウ素を検出できるように

設計した。実験体系を図 3. 27に示す。I2は反応性が高く、一回の実験で測定系に多くの I2が付着

し、測定精度に影響を及ぼす可能性がある。本実験では、粒子状物質での実験で用いたチャンバ

ーを使用せずに、より小さな系で I2の沈着率と浸透率の導出実験を行った。小さな系を使用して

いることと I2の高い反応性のため、I2濃度を連続的に測定しても系内の I2濃度がすぐに検出限界

以下になる。そこで本実験では、基準ルートと対照ルートの I2 濃度を測定し、相互に比較した。

さらに他の実験で沈着率と浸透率が既知である粒子状物質を用いて同じ系で同様の実験を行い、

その結果と相互に比較することにより I2の沈着率と浸透率を導出することにした。 

 基準ルートには、透過率が 99.25±0.023% (n=6)とほぼ 100%である内径 3 mm、長さ 50 cmのテ

フロンチューブを用いた。この基準となるチューブを元に、様々なチューブや容器、テフロンバ

ッグを比較対象のルートに取り付け、相対比較を行った。対照ルートのリストを表 3. 10に示す。

ヨウ素ガス流量はチューブと容器については 0.1 L min−1で行った。テフロンバッグについては、

容積が 5 Lあるため封入に時間を要することから、0.2 L min−1とした。ICP でヨウ素を検出するた

め、ICPの出力値が安定するまで待ち、安定したところで測定値を得た。 

 I2ガスの発生には固体ヨウ素が封入された ICP 用標準ガス発生器を用いた。アルゴンガスをキ

ャリアガスとして、室温環境下で昇華したヨウ素ガスを実験で使用し、ヨウ素の検出には ICP を

利用した。 

 粒子は 20 mM酢酸アンモニウム溶液に混合した 300 nmの SiO2粒子（300 μL-SiO2/1000 μL-酢酸

アンモニウム溶液）をエレクトロスプレーを用いて発生させた。発生させた SiO2粒子は残渣など

を排除するため DMA を用いて分級を行い、帯電量を中和するために中和器を通して比較を行う

ラインに粒子を輸送した。粒子数の検出にはCPCを利用した。また、ヨウ素ガスと滞留時間を等

しくするため、CPC入口で 0.2 L min−1の清浄空気を加え、試験流路には 0.1 L min−1となるよう制

御した。 

  

 

 

図 3. 27 ヨウ素（I2）の沈着率と浸透率の導出実験の概要図 
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表 3. 10 対照ルートのサンプル 

 
 体積 

(cm3) 

表面積 

(cm2) 

流速 

(cm s−1) 

滞留時間 

(s) 

基準 
テフロンチューブ 

（長さ 50 cm、内径 φ3 mm） 
3.53 47.27 0.04 2.12 

対照 

テフロンチューブ 

（長さ 50 cm、内径 φ3 mm） 
3.53 47.27 0.04 2.12 

テフロンチューブ 

（長さ 90 cm、内径 φ3 mm） 
6.36 85.11 0.02 3.82 

テフロンチューブ 

（長さ 40 cm、内径 φ6 mm） 
12.02 85.53 0.02 7.21 

テフロンチューブ 

（長さ 80 cm、内径 φ6 mm） 
23.33 160.93 0.01 14.00 

テフロンチューブ 

（長さ 40 cm、内径 φ8 mm） 
20.81 111.10 0.02 12.49 

テフロンチューブ 

（長さ 80 cm、内径 φ8 mm） 
40.92 211.63 0.01 24.55 

100 mL ポリエチレンボトル 130.57 162.38 0.01 78.34 

250 mL ポリエチレンボトル 301.99 276.66 0.01 181.19 

500 mL ポリエチレンボトル 605.74 438.64 0.004 363.44 

5 L ポリフッ化ビニリデン

バッグ 
5000 1909 0.002 1500 

塩化ビニル管 

（長さ 40 cm、内径 φ6 mm） 
12.02 85.53 0.02 7.21 

塩化ビニル管 

（長さ 80 cm、内径 φ6 mm） 
23.33 160.93 0.01 14.00 
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3.2.4 ラボ実験結果 

(1) 粒子状物質の沈着率 

 ラボ実験で得られた粒子状物質の沈着率と粒径の関係を図 3. 28 に示す。沈着率は今回対象と

した粒径範囲では 0.1–1 h−1であり、図 3. 13 に示された過去の実験結果と同様の値であった。沈

着率の粒径依存性を見ると、沈着率は粒径が 0.1–1 μm付近で最小値をとり、その粒径よりも小さ

いまたは大きくなるほど沈着率が大きくなった。この沈着率と粒径の関係は過去の文献調査結果

と同様であった。沈着率の電荷依存性を見ると、沈着率は電荷にほとんど依存していない。電荷

依存性が現れなかった要因のひとつとして、チャンバー内壁面に導電性フィルムを貼付しており、

チャンバー壁面に電場が生じなかったためであると考えられる。実際の家屋では、壁面に電場が

生じる可能性があるため、今後電荷依存性について詳細に検討する必要がある。 

 

 

図 3. 28 沈着率と粒径の関係。プロットは各粒径、電荷での沈着率の幾何平均値であり、エラー

バーは幾何標準偏差である。 
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(2) 粒子状物質の浸透率 

ラボ実験で得られた粒子状物質の浸透率と換気率の関係を図 3. 29 に示す。浸透率は今回対象

とした粒径及び換気率の範囲では 0.3–0.9であった。浸透率の粒径依存性を見ると、粒径 1 μmの

粒子の浸透率が粒径 0.4 μmの粒子よりも小さい傾向である。過去の文献によると、粒径 0.1–1 μm

付近で浸透率は最大値をとり、それより粒径が大きくなるほど浸透率は小さくなると報告され、

その傾向と同様であった。浸透率の換気率依存性を見ると、両粒径ともに換気率が大きいほど浸

透率が大きい傾向であった。過去の文献では、隙間間の圧力差が大きい（換気率が大きい）ほど

浸透率が大きく、特に粒径が 0.1 μm未満の粒子と 1 μm以上の粒子ではその傾向が顕著であると

報告されている。本実験結果から、この浸透率と換気率の傾向は粒径 0.1–1 μm付近でも見られる

ことを示した。 

 

 

 

図 3. 29 浸透率と換気率の関係。プロットは各換気率での浸透率の平均値であり、エラーバーは

標準偏差である。 
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(3) ヨウ素（I2）の沈着率と浸透率 

 ラボ実験で得られた I2と粒子状物質の基準ルート（In）と参照ルート（Out）の濃度比（Out/In

比）を滞留時間ごとに図 3. 30に示す。滞留時間が長いほど、I2と粒子状物物質のOut/In比が小さ

い。I2のほうが粒子状物質よりもOut/In比の減少速度が早いことが分かる。 

物質の沈着による濃度の時間変化は次式で表される。 

ここで、C(t)は時刻 tの物質の濃度（m−3）、λdは沈着率（h−1）である。図 3. 30から I2の沈着率は

粒子状物質の 3–4 倍程度であることが推定できる8。それ故、粒径 0.3 μm の粒子状物質の沈着率

が 0.1 h−1であったため、I2の沈着率は 0.3 h−1と推定される。 

 

 浸透率の定義は、屋外から侵入する物質の量に対する、隙間の壁面等に付着せずに実際に屋内

に侵入した物質の割合である。図 3. 30に示したOut/In比は浸透率と同義である。そこで、同じ滞

留時間のときの I2のOut/In 比と粒子状物質のOut/In 比の関係をプロットしたものを図 3. 31 に示

す。沈着率の結果から分かるように、I2 は粒子状物質よりも沈着しやすいため浸透率も粒子状物

質よりも小さい。 

 

 本実験は I2の付着しにくいテフロンで行ったものである。材質を塩化ビニルに変えた実験結果

を含めたものを図 3. 32に示す。I2では塩化ビニルに変えた場合に同じ滞留時間であってもOut/In

比は 0.1 以下と小さい。一方、粒子状物質は塩化ビニルに変えた場合でも Out/In 比に違いが見ら

れなかった。この結果は I2の付着効率は材質に大きく依存していることを示している。実際の家

屋への侵入経路、壁面はアルミ、木材などでできており、実際の家屋内での I2の挙動を調査する

ためにはこれらの材質に対する I2の付着効率を調査する必要がある。本事業では、被ばく低減係

数の結果が保守的になるが、その他材質に関するデータが不足しているため I2が付着しにくいテ

フロンでの実験結果で推定した沈着率と浸透率を被ばく低減係数の計算に使用する。 

 

 

 

図 3. 30 I2と粒子状物質の基準ルートと参照ルートの濃度比（Out/In） 

 

                                                        
8 実験結果では粒子状物質の沈着率が 4.6 h−1となっているが、体積表面積比の大きなチューブで

の実験結果であるため、ヨウ素実験で得られた沈着率をそのまま適用することはできない。 

𝐶(𝑡) = 𝐶(0)exp(−λdt) （3. 4） 
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図 3. 31 I2と粒子状物質の浸透率の関係 

 

 

図 3. 32  I2 と粒子状物質の基準ルートと参照ルートの濃度比（Out/In）。塩化ビニル管のケース

も含む。 
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3.3 実家屋実験 

3.3.1 実家屋実験概要 

屋内退避の吸入被ばくの低減効果を導出するために必要な自然換気率、沈着率、及び浸透率を

実家屋実験によって導出した。戸建住宅に対する自然換気率の調査はあるものの、集合住宅の調

査は少なく、赤林は隙間相当面積から自然換気率を推定する手法を集合住宅に適用できないこと

を指摘した。そこで建築年数の異なった集合住宅をメインに自然換気率の調査を行った。さらに

ラボ実験で得られた沈着率と浸透率を実家屋に適用できるかを検証するため、実家屋での沈着率

と浸透率を導出した。本事業では、粒子状物質のみを対象に行った。 

 

3.3.2 実験対象家屋 

対象は集合住宅（茨城県那珂郡東海村）、戸建住宅（茨城県常陸太田市、福島県大熊町、双葉町）

であり、表 3. 11にそれらの簡単な特徴を示す。集合AとCでは、自然換気率調査を 1ヶ月以上

行い、自然換気率と風速または屋内外温度差の依存性を詳細に調査した。集合 Eは今回対象とし

た部屋の中で最も容積が小さく、エアコンの影響が最も大きく現れると考え、エアコン稼動によ

る自然換気率への影響を調査した。 

 

表 3. 11 各住宅の特徴のまとめ 

住宅名 建築年 造 備考 

集合A 1994 鉄筋コンクリート造 メゾネット 

集合B 1994 鉄筋コンクリート造 メゾネット 

集合C 1975 鉄筋コンクリート造  

集合D(1) 1999 鉄筋コンクリート造  

集合D(2) 1999 鉄筋コンクリート造  

集合E(1) 1983 鉄筋コンクリート造 1F, 6畳の 1R 

集合E(2) 1983 鉄筋コンクリート造 4F, 6畳の 1R 

常陸太田 1 2001 木造戸建 常陸太田市 

福島 1* 1993 木造戸建 大熊町 

福島 2* 2001 木造戸建 大熊町 

福島 3* 1995 木造戸建 双葉町 

*福島県の家屋は地震等による損傷（ひび、窓の損傷）を目視では確認できなかった。 

 

3.3.3 実験方法と自然換気率、沈着率、及び浸透率の導出方法 

(1) 実験方法 

 自然換気率導出実験は JIS1406 (1974)に基づいてCO2を用いた。各住宅の各階の中央付近でCO2

を散布し、その後のCO2濃度の時間変化を計測した。 

 沈着率と浸透率導出実験はThatcher et al. (2003)の実験手法を基に行った。沈着率を求める場合、

CO2散布と同時にホウキで約 1 分間床を掃き、粒子を再浮遊させ、屋内のエアロゾル濃度が高い

環境を作り、その後約 3時間のエアロゾル濃度の時間変化を計測した。浸透率を求める場合、CO2

散布と同時に空気清浄機を稼動させ（風量：5.3 m3 min−1）、屋外よりも屋内のエアロゾル濃度を

大幅に低減させた。空気清浄機はタイマーにより 1時間で電源が切れるようにし、その後約 3時

間のエアロゾル濃度の時間変化を計測した。なお、沈着率導出実験は集合Cと福島 1～3、浸透率

導出実験は集合A、Cと福島 1～3の家屋で行った。 

屋内外の CO2濃度は T&D 社製のおんどとり TR-76Ui（以下、おんどとり）、屋内外のエアロ
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ゾル濃度は日本カノマックス社製のレーザーパーティクルカウンタMODEL3886とTSI社製のオ

プティカルパーティクルサイザー（OPS）を用いて測定した。環境因子として、屋外の風速、屋

外の風向、屋内外の温度も同時に測定した。風向風速計はなるべく周囲に建物、樹木がない場所

を選んだ。部屋の間取り、測定器の配置、測定環境の写真を付録 3に示す。地上高さ 10 mの風速

は、東海村での測定の場合には、日本原子力研究開発機構原子力科学研究所敷地内の風速計、常

陸太田市と福島県での測定の場合には、付近のアメダスのデータを用いた。 

実験を行う間は人の出入りが無く、人の行動による実験値への影響は無い。 

 

(2) 自然換気率の導出方法 

 屋内のCO2濃度の時間変化は以下の式で表される。 

ここで、CIは屋内のCO2濃度（ppm）、COは屋外のCO2濃度（ppm）、λeは自然換気率（h−1）であ

る。測定されたCO2濃度変化と式（3. 5）の計算値の差の二乗和が最小になるように自然換気率 λe

を決定した。 

 

(3) 沈着率の導出方法 

屋内のエアロゾル濃度の時間変化は以下の式で表される。 

ここで、CIは屋内のエアロゾル濃度（m−3）、COは屋外のエアロゾル濃度（m−3）、λeは換気率（h−1）、

λdは沈着率（h−1）、Pは浸透率（-）である。 

 沈着率 λdを導出する際、自然換気率 λeはCO2を用いて導出した値とした。再浮遊により屋内の

エアロゾル濃度が高い環境を作ったため、エアロゾル濃度の時間変化は屋内での沈着項が支配的

になり、外からの侵入項（式（3. 6）の右辺第 2項）の影響は小さくなる。そのため、外からの侵

入項を 0とし、測定されたエアロゾル濃度変化と式（3. 6）の計算値の差の二乗和が最小になるよ

うに沈着率 λdを決定した。 

 

(4) 浸透率の導出方法 

 浸透率Pを導出する際、自然換気率 λeはCO2を用いて導出した値とした。空気清浄機を用いて

屋内のエアロゾル濃度を屋外よりも大幅に低減させたため、エアロゾル濃度の時間変化は外から

の侵入項が支配的になり、屋内での沈着項（式（3. 6）の λdCI）の影響は小さくなる。そのため、

λd＝0とし、測定されたエアロゾル濃度変化と式（3. 6）の計算値の差の二乗和が最小になるよう

に浸透率Pを決定した。 

 

3.3.4 測定結果 

(1) 自然換気率 

測定結果の例として、集合C でのCO2濃度、風速、風向、温度の時間変化を図 3. 33 に示す。

屋内での CO2濃度（おんどとり I）は放出時間に鋭いピークを持ち、そのあとは時間とともに指

数関数的に減少した。屋外での CO2濃度（おんどとり O）はどの期間も概ね 400 ppm であった。

これらの傾向はほかの住宅でも同様であった。 

 本実験ではほとんどの場合、エアコンなどの空調機を使用していないため、屋内外の温度差は

𝑑𝐶𝐼
𝑑𝑡

= 𝜆𝑒(𝐶𝑂 − 𝐶𝐼) （3. 5） 

𝑑𝐶𝐼
𝑑𝑡

= −(𝜆𝑒 + 𝜆𝑑)𝐶𝐼 + 𝑃𝜆𝑒𝐶𝑂 （3. 6） 
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小さかった。屋内外の温度差は平均 5℃程度であった。集合 E でエアコンを使用した際、屋内外

の温度差は最大で 20℃であった。 

 

(2) 沈着率 

測定結果の例として、集合 C でのエアロゾル濃度の時間変化を図 3. 34 に示す。屋内でのエア

ロゾル濃度（エアロゾル I）は再浮遊時間直後に鋭いピークを持ち、そのあとは時間とともに指数

関数的に減少した。OPSで測定した結果を見ると、粒径 0.4 μm以上のエアロゾル濃度は再浮遊に

より上昇したものの、粒径 0.4 μm未満のエアロゾル濃度は上昇しなかった。そのため、沈着率の

導出は粒径 0.4 μm以上の粒子のみを対象に行った。 

 

(3) 浸透率 

測定結果の例として、集合 C でのエアロゾル濃度の時間変化を図 3. 35 に示す。屋内でのエア

ロゾル濃度（エアロゾル I）は空気清浄機を稼動させることにより減少し、空気清浄機の電源が切

れた後は時間とともにエアロゾル濃度が上昇した。空気清浄機によるエアロゾルの捕集効率が不

明であるため、本事業では空気清浄機の効果を考慮する必要の無いエアロゾル濃度の立ち上がり

部分（空気清浄機の電源が切れた後）を用いて浸透率を導出した。 

 

 

 

 

図 3. 33 集合C（2017年 6月 1日）でのCO2濃度、温度、風向風速の時間変化 
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図 3. 34 集合C（2017年 11月 15日）での沈着率導出時のエアロゾル濃度の時間変化。右下の図

はOPSで測定した結果、それ以外はパーティクルカウンターで測定した結果。9時 30分と 12時

45分に粒子を再浮遊させた。 

 

 

 

図 3. 35 集合C（2017 年 6 月 1 日）での浸透率導出時のエアロゾル濃度の時間変化。9 時 10 分

から 10時 10分と 12時 20分から 13時 20分は空気清浄機を稼動。 
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3.3.5 変動要因の検討 

(1) 自然換気率 

実験により求めた自然換気率及び文献調査で得られた自然換気率と建築年の関係を図 3. 36に、

対象家屋全体、集合 A、C での自然換気率と風速の関係及び自然換気率と屋内外温度差の関係を

それぞれ図 3. 37と図 3. 38に示す。次に自然換気率に係るパラメータの建築年、風速、屋内外温

度差、建築分類（戸建住宅または集合住宅）による自然換気率への影響を示す。 

 

① 建築年 

図 3. 36に示されるように、集合住宅において建築年が新しいほど自然換気率が小さい。これは

戸建住宅と同様の結果であり、集合住宅の場合でも、建築年が新しいほど住宅の気密性能が上昇

し、自然換気率が小さくなったと考えられる。 

今回の実験で得られた自然換気率は過去の実験値及び赤林の関係図からの推定値と同様の値

を示した。1980年以前の集合住宅では今回の実験値のほうが低いが、文献では外部風速の条件が

記されておらず、風速による差異であるか、住宅の気密性能の差異であるかは調査できなかった。 

 

② 風速 

図 3. 37に示されるように、風速が強いほど自然換気率が大きい。これは赤林の関係図で示され

た戸建住宅の傾向と同様の結果である。さらに建築年が古い集合Cのほうが風速の変化による自

然換気率の変化が大きく、この傾向も赤林の関係図で示された戸建住宅の傾向と同様の結果であ

る。 

 

③ 屋内外温度差 

 図 3. 38 に示されるように、今回の実験では屋内外温度差による自然換気率への影響がほとん

ど表れなかった。 

 

④ 戸建住宅と集合住宅 

 図 3. 36と図 3. 37に示されるように、戸建住宅と集合住宅では、建築年が新しいほど、または

風速が弱いほど自然換気率が小さい傾向は同様であった。1980年以前に建築された家屋では集合

住宅のほうで自然換気率が小さい傾向であるものの、1981年以降に建築された家屋では集合住宅

と戸建住宅の自然換気率はほぼ同等であった。 

 1980年以前に建築された戸建住宅の自然換気率は概ね 1 h−1であり、1992年以前に建築された

集合住宅と 1981–1992年に建築された戸建住宅の自然換気率は概ね 0.3 h−1であり、1993年以降に

建築された家屋の自然換気率は概ね 0.12 h−1である（図 3. 36）。自然換気率は建築年と家屋によっ

て大きく異なるものの、3種の家屋に大別されうることが示されている。 

 

⑤ エアコン稼動 

 集合 E で行ったエアコン稼動有無による自然換気率への影響調査の結果を図 3. 39 に示す。図

3. 39に示されるように、エアコン稼動は自然換気率にほとんど影響しなかった。今回使用したエ

アコンは外部空気を取り入れないものである。現在ではほとんど普及していないものの、一部機

種では外部空気を取り入れるものもあり、このエアコンを使用した場合の自然換気率への影響は

異なる可能性がある。 
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図 3. 36 自然換気率と建築年の関係。縦軸のエラーバーは実験または文献調査で得られた標準偏

差、横軸（建築年）のエラーバーは隙間相当面積の平均値を算出するために使用した範囲を表し

ている。文献戸建と文献集合は自然換気率が文献にそのまま記載されているものを使用（図 3. 12）。

文献推定は文献調査で得た戸建住宅の隙間相当面積から赤林の関係図を用いて推定した自然換気

率を示している。実験戸建と実験集合は表 3. 11 に示した家屋で行った自然換気率実験の結果を

示している。風速の自然換気率への影響をなるべく小さくするため、地上 10 mでの風速が 3 m s−1

を超えるものは除いた。 文献戸建の 1988年に 1点飛び出ている点は、隙間相当面積が同年代の

他の家屋と比べて高い（18 cm2 m−2）ことに起因するものと考えられる。しかしながら、隙間相当

面積が高い原因は文献調査で得られなかった。 
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図 3. 37 実験で導出した自然換気率と風速の関係 
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図 3. 38 実験で導出した自然換気率と屋内外温度差の関係。風速の影響を小さくするため、地上

10 mでの風速が 3 m s−1以上のものは除外した。 
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図 3. 39 集合Eでの自然換気率と風速（上）、自然換気率と屋内外温度差（下）の関係 
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(2) 沈着率 

集合 C で行った沈着率導出実験の沈着率と粒径の関係を図 3. 40 に示す。福島 1–3 で行った沈

着率導出実験の沈着率と粒径の関係を図 3. 41 に示す。集合 C で行った沈着率導出実験の沈着率

と自然換気率の関係を図 3. 42に示す。 

集合Cでは、沈着率は 1 μm未満の粒子では概ね 0.1 h−1であり、粒径が大きくなるほど、沈着

率は大きくなった。福島の戸建住宅では、沈着率は 1 μm 未満の粒子では概ね 0.4 h−1であり、粒

径が大きくなるほど、沈着率は大きくなった。これら沈着率と粒径の関係は過去の実験結果と同

様の結果であった。 

福島の戸建住宅で沈着率が集合住宅よりも大きい要因の一つとして、粒子の凝集が考えられる。

Yu et al. (2013)は、エアロゾル濃度が 104 cm−3を超えると、粒子の凝集が顕著になり、沈着率が見

かけ上大きくなると示した。集合Cでの実験中のエアロゾル濃度は 104 cm−3未満であり、エアロ

ゾルの凝集の効果は小さいと考えられる。一方、福島戸建住宅での実験中のエアロゾル濃度は 104 

cm−3以上であり、エアロゾルの凝集の効果により、沈着率が大きく推定されたと考えられる。今

後沈着実験を行う際には、凝集効果の影響を小さくするため、再浮遊させた後のエアロゾル濃度

に留意する必要がある。 

図 3. 42 に示されるように、今回測定された範囲内では、沈着率と自然換気率に相関はなかっ

た。 

 

 

図 3. 40 集合Cでの沈着率と粒径の関係 
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図 3. 41 福島戸建住宅での沈着率と粒径の関係 

 

 
図 3. 42 集合Cでの粒径 1 μmの沈着率と自然換気率の関係 
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(3) 浸透率 

図 3. 43 に浸透率と自然換気率の関係を示す。福島 1–3 で行った浸透率導出実験の浸透率と粒

径の関係を図 3. 44に示す。 

粒径 0.3–1 μmの粒子では、浸透率は自然換気率によって異なり、0.5–1 の値であった。浸透率

と自然換気率の関係を見ると、自然換気率が 1 h−1以上では浸透率が概ね 1であり、1 h−1以下では

自然換気率が小さくなるにつれ、浸透率も小さい。家屋が異なっても、上述した浸透率と自然換

気率の関係に顕著な違いがなかった。ただし、戸建住宅に関しては自然換気率が小さい場合（0.8 

h−1以下）のケースがなく、戸建住宅に対しても同様の傾向があるかは確かではない。 

図 3. 44に示されるように、自然換気率が比較的大きい場合のみであるものの、粒径が 0.3–1 μm

で浸透率は最大値をとり、1 μm以上では粒径が大きいほど浸透率が小さい。この浸透率と粒径の

関係は Thatcher et al. (2003)の実家屋実験での結果、他の研究者によって行われたラボ実験結果

（Mcfarland et al., 1997など）と同様の傾向であった。これらの結果より、浸透率に影響を与える

主な因子として自然換気率と粒径が挙げられる。 

 

 
図 3. 43 浸透率と自然換気率の関係（1/2） 
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図 3. 43 浸透率と自然換気率の関係（2/2） 

 

図 3. 44 福島戸建での浸透率と粒径の関係 
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3.3.6 ラボ実験結果との比較 

(1) 沈着率 

 ラボ実験と実家屋実験（福島戸建住宅での実験を除く）で得られた沈着率と粒径の関係を図 3. 

45 に示す。両方の実験結果のある粒径 0.4–2 μm の範囲を見ると、実家屋実験値は誤差が大きい

ものの、その平均値はラボ実験値の 3分の 1程度である。沈着率は粒径が大きいほど大きい傾向

は同様であった。 

 ラボ実験値と実家屋実験値が異なった要因の一つとして体積表面積の違いが挙げられる。沈着

率の理論式（Okuyama et al., 1985）によると、沈着率は部屋の体積表面積比に依存する。ラボ実験

のチャンバーの体積表面積比は 7 m−1、実家屋の体積表面積比は約 2.1 m−1であり、体積表面積比

は約 3.5倍異なる。そこで、ラボ実験値を 3.5で割ることで実家屋と同じ体積表面積比に換算した

結果（図 3. 46）、ラボ実験値と実家屋実験値は実験誤差の範囲内で一致した。 

 以上の結果より、小さなチャンバーでのラボ実験で得られた沈着率を実家屋に適用するには、

体積表面積比を考慮する必要性が示された。 

 

(2) 浸透率 

 ラボ実験と実家屋実験で得られた沈着率と自然換気率の関係を図 3. 47 に示す。両実験とも浸

透率は自然換気率が大きいほど 1に近づく傾向は同様であった。ラボ実験値は実家屋実験値と誤

差の範囲で一致しているものの、自然換気率が小さくなるにつれ、ラボ実験値は実家屋実験値よ

りも小さい値を取り、その差は大きくなっている。この要因の一つとして、実家屋ではラボ実験

で考慮していない隙間からの粒子の侵入があったと考えられる。浸透率は様々な隙間からの平均

で表されると考えられる。ラボ実験で対象とした窓枠の浸透率は実家屋で考慮していない隙間の

浸透率よりも小さかったため、ラボ実験値は実家屋よりも小さくなった可能性がある。 

 

 

図 3. 45 ラボ実験と実家屋実験で得られた沈着率と粒径の関係の比較 
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図 3. 46 ラボ実験と実家屋実験で得られた沈着率と粒径の関係の比較。ラボ実験値を実家屋と同

様の体積表面積比に換算するため、全体を 3.5で除した。 

 

 

図 3. 47 ラボ実験と実家屋実験で得られた浸透率と自然換気率の関係の比較。(a) 粒径 0.3 μmと

0.4 μm、(b) 粒径 1 μm。 
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3.4 吸入被ばく低減効果の解析 

3.4.1 条件設定 

 本事業では、CPモデルで十分に空気交換を表せることから、そのモデルを用いて屋内退避によ

る吸入被ばく低減効果の解析を行った。想定する核種は主に I-131 であり、ヨウ素の物理・化学

形状を元素状ヨウ素（I2）、有機状ヨウ素（CH3I）、粒子状ヨウ素の三種類に分類して解析を行っ

た。さらに表 2.8に示した核種組成に関しても解析を行った。表 2.8に示した核種組成に関して解

析を行った場合と I-131 のみの場合の被ばく低減係数の差異は 0.02 程度であったため、本稿では

I-131のみの場合を示す。付録 4に表 2.8に示した核種組成を使用した場合の解析結果を示す。 

本事業では屋内退避による吸入被ばくの低減効果を表す尺度として線量比（以下、被ばく低減

係数）を用いた。被ばく低減係数の定義は核種 i の空気中放射能濃度のプルーム通過開始から時

刻 t までの積分値（Si(t)）に吸入摂取による甲状腺等価線量への換算係数（ei）をかけた値の屋内

と屋外の比Din(t)/Dout(t)である。なお、プルーム通過開始時から常に窓等は閉め切った状態を保っ

た場合の計算である。 

各核種の eiは ICRP Publ. 119の値を用いた（表 3. 12）。本事業では、1歳児の甲状腺等価線量の比

を計算したが、大人の甲状腺等価線量の比を計算しても、線量比の差異は 0.01程度であった。屋

内の放射能積分値 Si,in(t)と屋外の放射能積分値 Si,out(t)は以下の手順で導出される。 

 CPモデルから屋内の放射能濃度CIは次式で表される。 

ここで、 

Co ：屋外の放射能濃度 (Bq m−3) 

λe ：自然換気率 (h−1) 

λd ：屋内での沈着率 (h−1) 

λ ：壊変定数 (h−1) 

P ：浸透率 (-) 

である。式（3. 8）の解析解は 

 

 

 

と表せる。ここで、t=0はプルーム通過開始時刻、T1はプルーム通過継続時間 (h)である。プルー

ム通過時の屋内の積算放射能濃度 S1（式（3. 9）を時間 0から T1まで積分した値）は 

と表せ、プルーム通過後の屋内の積算放射能濃度 S2(t)（式（3. 10）を時間 T1から tまで積分した

𝐷𝑖𝑛(𝑡)

𝐷𝑜𝑢𝑡(𝑡)
=

∑ 𝑆𝑖,𝑖𝑛(𝑡) ∙ 𝑒(𝑖)i

∑ 𝑆𝑖,𝑜𝑢𝑡(𝑡) ∙ 𝑒(𝑖)i
 （3. 7） 

𝑑𝐶𝐼
𝑑𝑡

= 𝑃𝜆𝑒𝐶0 − (𝜆𝑒 + 𝜆𝑑 + 𝜆) ∙ 𝐶𝑙 （3. 8） 

𝐶𝐼 =
𝜆𝑖𝑛 ∙ 𝐶0
𝜆𝑜𝑢𝑡

[1 − 𝑒𝑥𝑝(−𝜆𝑜𝑢𝑡𝑡)] （プルーム通過時：0≦t≦T1） （3. 9） 

𝐶𝐼 =
𝜆𝑖𝑛 ∙ 𝐶0
𝜆𝑜𝑢𝑡

[1 − 𝑒𝑥𝑝(−𝜆𝑜𝑢𝑡𝑇1)] ∙ 𝑒𝑥𝑝[−𝜆𝑜𝑢𝑡(𝑡ー𝑇1)] 
（プルーム通過後：

T1≦t） 
（3. 10） 

𝜆𝑖𝑛 = 𝑃𝑒𝜆𝑒 （3. 11） 

𝜆𝑜𝑢𝑡 = 𝜆𝑒 + 𝜆𝑑 + 𝜆 （3. 12） 

𝑆1 =
𝜆𝑖𝑛 ∙ 𝐶0
𝜆𝑜𝑢𝑡

[𝑇1 −
1

𝜆𝑜𝑢𝑡
(1 − 𝑒𝑥𝑝(−𝜆𝑜𝑢𝑡𝑇1))] （3. 13） 
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値）は 

と表せる。式（3. 13）と式（3. 14）の和より、プルーム通過による屋内の積算放射能濃度 Sin(t)は

次式で表せる。 

プルーム通過時の屋外の積算放射能濃度 Soutは、 

と表される。 

 

被ばく低減係数を求めるために、屋内の放射能濃度の時間変化が必要である。屋内の放射能濃

度を導出するために必要な自然換気率、沈着率、浸透率は以下の手順で導出した。 

自然換気率の導出手順は以下の通りである。①日本の原子力発電所立地付近の実際の風速をラ

ンダムに 1 日間抜き出した。②1 時間ごとに風速の 1 時間平均値から赤林他（1994）の関係図を

用いて自然換気率を導出した。③1 時間ごとに求めた自然換気率の 1 日間の平均値を被ばく低減

係数導出のために使用した。ここで実験調査と文献調査の結果から、自然換気率は大きく分けて

3タイプに分類される。①建築年が 1980年以前の木造家屋（以降、1980年以前の木造家屋）、②

建築年が 1981–1992 年の木造家屋と、建築年が 1992 年以前のコンクリート家屋、集合住宅（以

降、1981–1992年の家屋）、③建築年が 1993年以降の木造家屋、コンクリート家屋、集合住宅（以

降、1993年以降の家屋）。本事業では、この 3種の家屋について被ばく低減係数の評価を行う。 

沈着率は粒子状物質の場合、実家屋実験で得られた粒径 0.3 μmの沈着率の幾何平均値（0.1 h−1）

を用いた。CH3Iは、反応性の低いガス状物質と扱われるため、沈着率は 0 h−1とした。I2の場合、

ラボ実験で粒子状物質に比べて沈着率が約 3倍と示されたため、0.3 h−1を用いた。 

浸透率は粒子状物質の場合、実家屋実験で得られた粒径 0.3 μmの浸透率と自然換気率の実験式

（浸透率＝0.5×自然換気率＋0.5）から求めた。CH3Iは、反応性の低いガス状物質と扱われるため、

浸透率は 1 とした。I2の場合、ラボ実験で示された浸透率の粒子状物質と I2の関係図（図 3. 31）

を用いて、粒子状物質の浸透率から I2の浸透率を求めた。 

 

その他の条件として、プルーム通過継続時間は福島第一原子力発電所事故時のモニタリングポ

ストの線量率の時間変化から 15–60分とした。 

プルーム中ヨウ素の物理・化学形状の組成は 3.1.5(1)に示されるように事故シナリオ、事故から

の経過時間、測定地点によって異なる。本事業では極端な例として全て粒子状の場合と全て不活

性なガス状の場合を計算した。さらに I2が含まれる例として、過去の原子力発電所事故時に測定

された範囲内である I2:CH3I:粒子状＝1:1:1についても計算した。 

屋外の放射能濃度はプルーム通過期間中では計算上常に全て合わせて一定濃度の 1 Bq m−3とし、

プルーム通過後瞬時に 0 Bq m−3になるとした。 

  

𝑆2(𝑡) =
𝜆𝑖𝑛 ∙ 𝐶0

𝜆𝑜𝑢𝑡
2

[1 − 𝑒𝑥𝑝(−𝜆𝑜𝑢𝑡𝑇1)][1 − 𝑒𝑥𝑝(−𝜆𝑜𝑢𝑡(𝑡 − 𝑇1))] （3. 14） 

𝑆𝑖𝑛(𝑡) = 𝑆1 + 𝑆2(𝑡) =
𝜆𝑖𝑛 ∙ 𝐶0
𝜆𝑜𝑢𝑡

𝑇1 +
𝜆𝑖𝑛 ∙ 𝐶0

𝜆𝑜𝑢𝑡
2 [𝑒𝑥𝑝(−𝜆𝑜𝑢𝑡𝑡) − 𝑒𝑥𝑝(−𝜆𝑜𝑢𝑡(𝑡 − 𝑇1))] （3. 15） 

𝑆𝑜𝑢𝑡 = 𝐶0𝑇1 （3. 16） 
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表 3. 12 各核種の半減期と放射能から吸入摂取による甲状腺等価線量への換算係数（1歳児、粒

径 0.3 μm）（ICRP, 1995, 2012） 

核種 壊変定数 (h-1) 粒子状のタイプ*または化学形態 甲状腺等価線量 (Sv Bq-1) 

Zr-95 4.5×10−4 M 2.5×10−9 

Nb-95m 8.0×10−3 M 1.3×10−10 

Nb-95 8.2×10−4 M 1.0×10−9 

Mo-99 1.1×10−2 M 1.4×10−10 

Tc-99m 1.2×10−1 M 5.7×10−11 

Ru-103 7.4×10−4 M 1.0×10−9 

Rh-103m 7.4×10−1 M 8.0×10−14 

Sb-127 7.5×10−3 M 2.0×10−10 

Te-131 1.7 M 4.6×10−10 

Te-132 8.9×10−3 M 5.3×10−8 

I-131 3.6×10−3 CH3I 2.5×10−6 

I-131 3.6×10−3 I2 3.2×10−6 

I-131 3.6×10−3 F 1.4×10−6 

I-132 3.0×10−1 CH3I 3.3×10−8 

I-132 3.0×10−1 I2 3.8×10−8 

I-132 3.0×10−1 F 1.6×10−8 

I-133 3.3×10−2 CH3I 6.3×10−7 

I-133 3.3×10−2 I2 8.0×10−7 

I-133 3.3×10−2 F 3.5×10−7 

I-134 7.9×10−1 CH3I 7.3×10−9 

I-134 7.9×10−1 I2 7.3×10−9 

I-134 7.9×10−1 F 3.1×10−9 

I-135 1.0×10−1 CH3I 1.3×10−7 

I-135 1.0×10−1 I2 1.6×10−7 

I-135 1.0×10−1 F 7.0×10−8 

Cs-134 3.8×10−5 F 6.3×10−9 

Cs-136 2.2×10−3 F 3.9×10−9 

Cs-137 2.6×10−6 F 4.4×10−9 

Ba-140 2.3×10−3 M 1.4×10−9 

La-140 1.7×10−2 M 3.0×10−10 

Np-239 1.2×10−2 M 4.2×10−11 

*粒子状の場合、Type F, M, S の 3 タイプに分類されている。本事業では ICRP が推奨しているタ

イプ、または保守的な結果となるタイプを対象とした。 
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3.4.2 解析結果 

 被ばく低減係数の時間変化を図 3. 48 に示す。各条件で求めた被ばく低減係数と風速の関係

を図 3. 49–図 3. 58に示す。各条件で求めたプルーム通過開始からの経過時間ごと被ばく低減係数

を表 3. 13–表 3. 15に示す。次に、プルーム通過継続時間、プルーム通過開始からの経過時間、風

速、屋内外の温度差、建蔽率、物理・化学形状の組成の違いによる低減効果への影響について解

析した結果を記す。 

 

(1) プルーム通過継続時間とプルーム通過開始からの経過時間 

 図 3. 48と図 3. 49に示されるように、自然換気率が 0.1–1.0 h−1の変動幅を持ったとしても、プ

ルーム通過開始から 3時間以上経過すれば、プルーム通過継続時間が異なっても、被ばく低減係

数は変わらない。被ばく低減係数はプルーム通過継続時間にあまり依存しないので、仮に 30分と

した場合の値を表 3. 13–表 3. 15に示す。 

 図 3. 48に示されるように、プルーム通過開始からの経過時間が長くなるにつれ、被ばく低減係

数はある一定値に近づく。この一定値を決定するのは、自然換気率、沈着率、浸透率の値である。

一定値に近づくまでの時間は自然換気率が大きいほど短い。自然換気率が 0.5 h−1 程度であれば、

被ばく低減係数はプルーム通過開始から 6 時間後で、ある一定値に収束する。自然換気率が 0.1 

h−1の場合、プルーム通過開始から 6 時間後での被ばく低減係数はある一定値の半分程度である。 

 

(2) 風速 

 風速が大きいほど、家屋内外の圧力差が大きくなり、自然換気率が大きくなり、ともに浸透率

も大きくなる。建築年の新しい家屋では、風速の違いによる自然換気率の差異は小さいものの、

自然換気率が 1 h−1を下回っており、風速の違いによる浸透率の差異が大きくなる。そのため、新

しい家屋ほど風速の違いによる被ばく低減係数への影響は大きくなる。ヨウ素の組成比を I2:CH3I:

粒子状=1:1:1、温度差 0℃、建蔽率 0％の条件で、風速が地域による風速中央値の変動幅である 1–

4 m s−1異なった場合、建築年 1980年以前の木造家屋（図 3. 50 (a)）では、被ばく低減係数は 0.5–

0.9の値をとり、1981–1992年の家屋（図 3. 50 (b)）では、被ばく低減係数は 0.2–0.7の値をとり、

1993年以降の家屋（図 3. 50 (c)）では、被ばく低減係数は 0.1–0.4の値をとる。 

 

(3) 屋内外の温度差 

温度差が大きいほど、家屋内外の圧力差が大きくなり、自然換気率が大きくなる。特に風速が

弱いほど、温度差による自然換気率への影響が大きい。さらに建築年が新しい家屋ほど、温度差

による自然換気率への影響が大きい。ヨウ素の組成比を I2:CH3I:粒子状=1:1:1、建蔽率 0％、風速

2 m s−1の条件で温度差が 0–20℃異なった場合、建築年 1980 年以前の木造家屋（図 3. 50 (a)）で

は、被ばく低減係数は約 0.9であり、温度差による差異はほとんどなく、1981–1992年の家屋（図

3. 50 (b)）では、被ばく低減係数は 0.4–0.6の値をとり、1993年以降の家屋（図 3. 50 (c)）では、

被ばく低減係数は 0.2–0.4の値をとる。 

 

(4) 建蔽率 

建蔽率が大きくなるほど、住宅の高さでの風速がより小さくなるため、自然換気率が小さくな

り、ともに浸透率も小さくなる。温度差 0℃、風速 2 m s−1の条件で建蔽率が 0–40％異なった場合、

建築年 1980 年以前の木造家屋（図 3. 50–図 3. 52 (a)）では、被ばく低減係数は 0.2–0.9 の値をと

り、1981–1992年の家屋（図 3. 50–図 3. 52 (b)）では、被ばく低減係数は 0.1–0.4の値をとり、1993

年以降の家屋（図 3. 50–図 3. 52 (c)）では、被ばく低減係数は 0.1–0.3の値をとる。なお、温度
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差 20℃、風速 2 m s−1の条件で建蔽率が 0–40％異なった場合、建築年 1980年以前の木造家屋（図

3. 50–図 3. 52 (a)）では、被ばく低減係数は約 0.9であり、建蔽率よる差異はほとんどなく、1981–

1992 年の家屋（図 3. 50–図 3. 52 (b)）では、被ばく低減係数は 0.5–0.6 の値をとり、1993 年以降

の家屋（図 3. 50–図 3. 52 (c)）では、被ばく低減係数は 0.3–0.4の値をとり、被ばく低減係数の差

異が小さくなる。 

 

(5) 物理・化学形状の組成 

不活性なガス状の割合が多くなると、床面等への沈着とフィルタリングの影響を受けないため、

低減係数は大きくなる。温度差 0℃、風速 2 m s−1、建蔽率 0％の条件では、建築年 1980年以前の

木造家屋（図 3. 50、図 3. 53、図 3. 56 (a)）では、核種組成の違いにより被ばく低減係数は 0.8–1の

値をとり、1981–1992年の家屋（図 3. 50、図 3. 53、図 3. 56 (b)）では、被ばく低減係数は 0.4–0.8

の値をとり、1993年以降の家屋（図 3. 50、図 3. 53、図 3. 56 (c)）では、被ばく低減係数は 0.2–

0.5の値をとる。なお、全て不活性なガス状の場合、放射性物質がいったん屋内に侵入し、プルー

ム通過後に窓を開ける等をしなければ、いずれ被ばく低減係数は 1になる。 
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表 3. 13 I2:CH3I:粒子状=1:1:1 としたときの、プルーム通過開始からの経過時間ごとの被ばく低減係数。プルーム通過継続時間 30 分。 

建蔽率 

(%) 

屋内外温度差 

(℃) 

風速      

(m s−1) 

プルーム通過開始からの経過時間 (h) 

1 3 6 12 24   1 3 6 12 24   1 3 6 12 24 

1980 年以前の木造家屋   1981–1992 年の家屋   1993 年以降の家屋 

0 

0 

1 0.17  0.41  0.52  0.55  0.55    0.03  0.09  0.17  0.26  0.35    0.02  0.07  0.13  0.22  0.31  

2 0.50  0.84  0.87  0.88  0.88    0.11  0.30  0.42  0.48  0.49    0.04  0.14  0.23  0.33  0.40  

4 0.76  0.93  0.94  0.94  0.94    0.34  0.64  0.71  0.71  0.71    0.11  0.30  0.42  0.48  0.49  

20 

1 0.55  0.86  0.89  0.89  0.89    0.15  0.37  0.48  0.52  0.53    0.06  0.18  0.29  0.38  0.43  

2 0.65  0.91  0.91  0.91  0.91    0.23  0.51  0.59  0.61  0.61    0.09  0.24  0.36  0.44  0.47  

4 0.87  0.95  0.95  0.95  0.95    0.50  0.84  0.87  0.88  0.88    0.20  0.45  0.55  0.57  0.57  

20 

0 

1 0.08  0.22  0.34  0.43  0.46    0.02  0.06  0.11  0.19  0.28    0.02  0.06  0.11  0.19  0.28  

2 0.16  0.39  0.50  0.54  0.54    0.04  0.14  0.23  0.33  0.40    0.02  0.07  0.13  0.22  0.31  

4 0.42  0.74  0.79  0.79  0.79    0.11  0.30  0.42  0.48  0.49    0.04  0.12  0.20  0.30  0.38  

20 

1 0.54  0.86  0.89  0.89  0.89    0.16  0.39  0.50  0.54  0.54    0.05  0.17  0.27  0.37  0.42  

2 0.56  0.87  0.89  0.89  0.89    0.16  0.39  0.50  0.54  0.54    0.06  0.18  0.29  0.38  0.43  

4 0.62  0.89  0.91  0.91  0.91    0.20  0.45  0.55  0.57  0.57    0.08  0.23  0.35  0.44  0.46  

40 

0 

1 0.02  0.07  0.13  0.22  0.31    0.02  0.06  0.11  0.19  0.28    0.02  0.06  0.11  0.19  0.28  

2 0.06  0.18  0.29  0.38  0.43    0.03  0.09  0.17  0.26  0.35    0.02  0.06  0.11  0.19  0.28  

4 0.15  0.37  0.48  0.52  0.53    0.05  0.15  0.25  0.35  0.41    0.02  0.07  0.13  0.22  0.31  

20 

1 0.50  0.84  0.87  0.88  0.88    0.16  0.38  0.49  0.53  0.53    0.05  0.17  0.27  0.37  0.42  

2 0.50  0.84  0.87  0.88  0.88    0.16  0.38  0.49  0.53  0.53    0.05  0.17  0.27  0.37  0.42  

4 0.50  0.84  0.87  0.88  0.88    0.16  0.40  0.51  0.54  0.54    0.06  0.19  0.30  0.39  0.44  
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表 3. 14 核種を全て粒子状としたときの、プルーム通過開始からの経過時間ごとの被ばく低減係数。プルーム通過継続時間 30 分。 

建蔽率 

(%) 

屋内外温度差 

(℃) 

風速     

(m s−1) 

プルーム通過開始からの経過時間 (h) 

1 3 6 12 24   1 3 6 12 24   1 3 6 12 24 

1980 年以前の木造家屋   1981–1992 年の家屋   1993 年以降の家屋 

0 

0 

1 0.19  0.45  0.56  0.58  0.58    0.03  0.09  0.15  0.21  0.23    0.02  0.07  0.12  0.17  0.19  

2 0.50  0.86  0.91  0.91  0.91    0.13  0.32  0.44  0.48  0.48    0.05  0.14  0.22  0.28  0.30  

4 0.77  0.95  0.95  0.95  0.95    0.37  0.70  0.77  0.77  0.77    0.13  0.32  0.44  0.48  0.48  

20 

1 0.56  0.89  0.92  0.92  0.92    0.16  0.40  0.51  0.54  0.54    0.06  0.18  0.28  0.34  0.35  

2 0.66  0.93  0.94  0.94  0.94    0.26  0.56  0.65  0.66  0.66    0.09  0.25  0.36  0.42  0.42  

4 0.88  0.97  0.97  0.97  0.97    0.50  0.86  0.91  0.91  0.91    0.22  0.50  0.60  0.61  0.62  

20 

0 

1 0.08  0.23  0.34  0.40  0.41    0.02  0.06  0.10  0.14  0.17    0.02  0.06  0.10  0.14  0.17  

2 0.18  0.43  0.53  0.56  0.56    0.05  0.14  0.22  0.28  0.30    0.02  0.07  0.12  0.17  0.19  

4 0.44  0.79  0.84  0.85  0.85    0.13  0.32  0.44  0.48  0.48    0.04  0.12  0.19  0.25  0.27  

20 

1 0.55  0.89  0.92  0.92  0.92    0.18  0.43  0.53  0.56  0.56    0.06  0.17  0.26  0.32  0.34  

2 0.57  0.90  0.92  0.92  0.92    0.18  0.43  0.53  0.56  0.56    0.06  0.18  0.28  0.34  0.35  

4 0.63  0.92  0.93  0.93  0.93    0.22  0.50  0.60  0.61  0.62    0.09  0.24  0.35  0.41  0.42  

40 

0 

1 0.02  0.07  0.12  0.17  0.19    0.02  0.06  0.10  0.14  0.17    0.02  0.06  0.10  0.14  0.17  

2 0.06  0.18  0.28  0.34  0.35    0.03  0.09  0.15  0.21  0.23    0.02  0.06  0.10  0.14  0.17  

4 0.16  0.40  0.51  0.54  0.54    0.05  0.15  0.23  0.29  0.31    0.02  0.07  0.12  0.17  0.19  

20 

1 0.50  0.86  0.91  0.91  0.91    0.17  0.42  0.53  0.56  0.56    0.06  0.17  0.26  0.32  0.34  

2 0.50  0.86  0.91  0.91  0.91    0.17  0.42  0.53  0.56  0.56    0.06  0.17  0.26  0.32  0.34  

4 0.50  0.86  0.91  0.91  0.91    0.18  0.43  0.54  0.57  0.57    0.07  0.19  0.29  0.35  0.36  
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表 3. 15 核種を全てガス状としたときの、プルーム通過開始からの経過時間ごとの被ばく低減係数。プルーム通過継続時間 30 分。 

建蔽率 

(%) 

屋内外温度差 

(℃) 

風速     

(m s−1) 

プルーム通過開始からの経過時間 (h) 

1 3 6 12 24   1 3 6 12 24   1 3 6 12 24 

1980 年以前の木造家屋   1981–1992 年の家屋   1993 年以降の家屋 

0 

0 

1 0.28  0.70  0.92  0.99  0.99    0.06  0.20  0.37  0.60  0.83    0.04  0.15  0.29  0.50  0.74  

2 0.52  0.93  0.99  1.00  1.00    0.20  0.56  0.82  0.96  0.99    0.09  0.28  0.49  0.74  0.92  

4 0.80  1.00  1.00  1.00  1.00    0.43  0.87  0.98  1.00  1.00    0.20  0.56  0.82  0.96  0.99  

20 

1 0.57  0.96  1.00  1.00  1.00    0.25  0.65  0.88  0.98  0.99    0.11  0.35  0.60  0.84  0.96  

2 0.68  0.99  1.00  1.00  1.00    0.34  0.79  0.96  0.99  0.99    0.16  0.47  0.73  0.92  0.98  

4 0.90  1.00  1.00  1.00  1.00    0.52  0.93  0.99  1.00  1.00    0.30  0.74  0.94  0.99  0.99  

20 

0 

1 0.14  0.44  0.70  0.90  0.98    0.04  0.13  0.25  0.44  0.67    0.04  0.13  0.25  0.44  0.67  

2 0.26  0.67  0.90  0.98  0.99    0.09  0.28  0.49  0.74  0.92    0.04  0.15  0.29  0.50  0.74  

4 0.48  0.91  0.99  1.00  1.00    0.20  0.56  0.82  0.96  0.99    0.07  0.24  0.43  0.68  0.88  

20 

1 0.56  0.95  1.00  1.00  1.00    0.26  0.67  0.90  0.98  0.99    0.11  0.34  0.57  0.82  0.95  

2 0.59  0.96  1.00  1.00  1.00    0.26  0.67  0.90  0.98  0.99    0.11  0.35  0.60  0.84  0.96  

4 0.65  0.98  1.00  1.00  1.00    0.30  0.74  0.94  0.99  0.99    0.15  0.45  0.71  0.91  0.98  

40 

0 

1 0.04  0.15  0.29  0.50  0.74    0.04  0.13  0.25  0.44  0.67    0.04  0.13  0.25  0.44  0.67  

2 0.11  0.35  0.60  0.84  0.96    0.06  0.20  0.37  0.60  0.83    0.04  0.13  0.25  0.44  0.67  

4 0.25  0.65  0.88  0.98  0.99    0.09  0.30  0.52  0.77  0.93    0.04  0.15  0.29  0.50  0.74  

20 

1 0.52  0.93  0.99  1.00  1.00    0.26  0.66  0.89  0.98  0.99    0.11  0.34  0.57  0.82  0.95  

2 0.52  0.93  0.99  1.00  1.00    0.26  0.66  0.89  0.98  0.99    0.11  0.34  0.57  0.82  0.95  

4 0.52  0.93  0.99  1.00  1.00    0.27  0.68  0.91  0.99  0.99    0.12  0.37  0.62  0.85  0.96  
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図 3. 48 被ばく低減係数の時間変化。(a) 自然換気率＝0.1 h−1、(b) 自然換気率＝0.5 h−1、(c) 自然

換気率＝1.0 h−1。ヨウ素の物理・化学形状の組成は I2:CH3I:粒子状=1:1:1。凡例の時間はプルーム

通過継続時間を表す。 

 

 

図 3. 49 3つの異なるプルーム通過継続時間に対するプルーム通過開始から 6時間後の被ばく低

減係数と風速の関係。ヨウ素の物理・化学形状の組成は I2:CH3I:粒子状=1:1:1。1981–1992 年の家

屋、屋内外温度差 0℃、建蔽率 0％の条件で導出したもの。 

  



3-65 

 

 

 

図 3. 50 ヨウ素の物理・化学形状の組成を I2:CH3I:粒子状=1:1:1、建蔽率 0％、プルーム継続時間

30 分としたときの、温度差ごとのプルーム通過開始から 6 時間後の被ばく低減係数と風速の関

係。(a) 1980年以前の木造家屋、(b) 1981–1992年の家屋、(c) 1993年以降の家屋。 
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図 3. 51 ヨウ素の物理・化学形状の組成を I2:CH3I:粒子状=1:1:1、建蔽率 20％、プルーム継続時間

30 分としたときの、温度差ごとのプルーム通過開始から 6 時間後の被ばく低減係数と風速の関

係。(a) 1980年以前の木造家屋、(b) 1981–1992年の家屋、(c) 1993年以降の家屋。 
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図 3. 52 ヨウ素の物理・化学形状の組成を I2:CH3I:粒子状=1:1:1、建蔽率 40％、プルーム継続時間

30 分としたときの、温度差ごとのプルーム通過開始から 6 時間後の被ばく低減係数と風速の関

係。(a) 1980年以前の木造家屋、(b) 1981–1992年の家屋、(c) 1993年以降の家屋。 
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図 3. 53 核種を全て粒子状、建蔽率 0％、プルーム継続時間 30分としたときの、温度差ごとのプ

ルーム通過開始から 6 時間後の被ばく低減係数と風速の関係。(a) 1980 年以前の木造家屋、(b) 

1981–1992年の家屋、(c) 1993年以降の家屋。 
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図 3. 54 核種を全て粒子状、建蔽率 20％、プルーム継続時間 30分としたときの、温度差ごとの

プルーム通過開始から 6 時間後の被ばく低減係数と風速の関係。(a) 1980 年以前の木造家屋、(b) 

1981–1992年の家屋、(c) 1993年以降の家屋。 
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図 3. 55 核種を全て粒子状、建蔽率 40％、プルーム継続時間 30分としたときの、温度差ごとの

プルーム通過開始から 6 時間後の被ばく低減係数と風速の関係。(a) 1980 年以前の木造家屋、(b) 

1981–1992年の家屋、(c) 1993年以降の家屋。 
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図 3. 56 核種を全てガス状、建蔽率 0％、プルーム継続時間 30分としたときの、温度差ごとのプ

ルーム通過開始から 6 時間後の被ばく低減係数と風速の関係。(a) 1980 年以前の木造家屋、(b) 

1981–1992年の家屋、(c) 1993年以降の家屋。 
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図 3. 57 核種を全てガス状、建蔽率 20％、プルーム継続時間 30分としたときの、温度差ごとの

プルーム通過開始から 6 時間後の被ばく低減係数と風速の関係。(a) 1980 年以前の木造家屋、(b) 

1981–1992年の家屋、(c) 1993年以降の家屋。 
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図 3. 58 核種を全てガス状、建蔽率 40％、プルーム継続時間 30分としたときの、温度差ごとの

プルーム通過開始から 6 時間後の被ばく低減係数と風速の関係。(a) 1980 年以前の木造家屋、(b) 

1981–1992年の家屋、(c) 1993年以降の家屋。 
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3.5 車の吸入被ばく低減効果の検討 

車9の吸入被ばく低減効果に係るパラメータは屋内退避による吸入被ばく低減効果に係るパラ

メータと同様である。しかしながら、材質の違いによる沈着率、浸透率の違い、車の走行による

換気率の違いが生じる。本事業では、車走行時の吸入被ばく低減係数を導出するために必要なパ

ラメータ（換気率、沈着率、浸透率）を実験的に導出した。実験的に求めた値を用いて車走行時

の吸入被ばく低減係数を導出した。 

 

3.5.1 実験方法 

実験方法は家屋で行った実験とほとんど同様である。換気率を導出するために、CO2 を車内に

散布した。その後の CO2濃度の時間変化から換気率を導出した。沈着率を導出するために、CO2

を散布した後、車内のシートを約 1分間たたくことにより、粒子を再浮遊させ車内のエアロゾル

濃度が高い環境とした。その後のエアロゾル濃度の時間変化から沈着率を導出した。浸透率を導

出するために、CO2 を散布した後、空気清浄機を稼動させ、車内のエアロゾル濃度が車外のエア

ロゾル濃度よりも低い環境とした。空気清浄機を 10分程度稼動させ、その後のエアロゾル濃度の

時間変化から浸透率を導出した。それぞれの値の導出方法は 3.3.3 節で記載されている実家屋実

験と同様である。 

左右からの風による換気率への影響を小さくするため、左右に壁がある場所で実験を行った。

車走行時を模擬するため、車の前にサーキュレーターを設置した（図 3. 59）。時速は車前の風速

計の指示値から換算した。風速はサーキュレーターの強度、車とサーキュレーター間の距離を変

えることによって調整した。なお、本事業では渋滞を想定し、速度は 0–15 km h−1の範囲で行った。

本事業では速度、内気/外気、エンジンの稼働の有無、エアコンの稼働の有無、車種の依存性につ

いて調査した。ただし、沈着率と浸透率を導出する際、エアコンフィルター等による除去と区別

するため、エンジンとエアコンを稼働させなかった。本事業で対象とした車種はコンパクトカー

（NOTE）、セダン（プリウス）、ミニバン（フリード）である。 

 

 

図 3. 59 実車実験概要図（左：上から見た図、右：実験写真） 

 

3.5.2 実験結果 

(1) 換気率 

実験結果例を図 3. 60に示す。実家屋での実験と同様に、CO2を散布した直後は高濃度空気塊を

                                                        
9 本事業での車は、自家用車とバスを意味する。吸入被ばく低減効果の調査の対象は自家用車の

みであるが、外部被ばく低減効果の調査の対象は自家用車とバスの両方である。 
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捕らえたことにより、スパイク上に濃度が上昇し、その後は指数関数的に濃度が減少している。 

 図 3. 61に換気率と速度の関係を各条件でまとめたものを示す。図 3. 62はコンパクトカーで、

内気モード、エンジン未稼働、エアコン未稼働、速度 0–4 km h−1を基準とした場合の各条件での

換気率の比を示す。外気モードでエンジンとエアコンをともに稼動させた条件を除けば、換気率

は 0.1–1.5 h−1程度であり、外気モードでエンジンとエアコンをともに稼動させた条件では換気率

は 30 h−1以上であった。速度依存性についてみると、速度が大きくなるにつれ、換気率が大きく

なっており、外気モードのほうが速度依存性は顕著である。エンジン稼動による換気率依存性を

見ると、エンジン稼動による換気率の有意な差はなかった。エアコン稼動による換気率依存性を

見ると、エアコンを稼動させることにより、換気率が大きくなった。特に外気モードでは換気率

が 10倍以上大きくなった。換気モードによる換気率依存性を見ると、外気モードのほうが内気モ

ードよりも換気率が大きい傾向であった。車種による換気率依存性を見ると、車種による換気率

の有意な差はなかった。 

 

(2) 沈着率 

 粒径と沈着率の関係を図 3. 63に、沈着率と時速の関係を図 3. 64に示す。コンパクトカーでは、

沈着率は 0.3 μmの粒子で約 1 h−1、0.5 μmの粒子で約 1.5 h−1、1 μmの粒子で約 2.5 h−1であった。

セダンでは、沈着率は 0.3 μmの粒子で約 0.7 h−1、0.5 μmの粒子で約 1 h−1、1 μmの粒子で約 2 h−1

であった。ミニバンでは、沈着率は 0.3 μmの粒子で約 0.7 h−1、0.5 μmの粒子で約 1 h−1、1 μmの

粒子で約 1.7 h−1であった。これらの値は家屋内に比べて約 5～10倍大きい値である。車体が大き

い車種ほど、沈着率が小さい傾向であり、この原因の一つとして車内の体積表面積比の違いが考

えられる。内気と外気モードによる沈着率平均値の違いはあるものの、誤差が大きく優位な差で

はなかった。図 3. 64に示されるように、沈着率の換気率依存性はなかった。 

 

(3) 浸透率 

 粒径と浸透率の関係を図 3. 65に、浸透率と時速の関係を図 3. 66示す。粒径 0.3–1 μmの粒子で

は、浸透率の平均値はどの車種でも約 0.9であるが、図 3. 66に示されるようにほとんどの場合に

浸透率は 1であった。浸透率の時速依存性、車種依存性、及び外気/内気モードの違いはなかった。 

 

 

 

図 3. 60 CO2濃度と風速の測定結果例（2017年 9月 27日）。エンジン未稼働、エアコン未稼働、

青背景が外気モード、赤背景が内気モード。 
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図 3. 61 速度と換気率の関係。(a) コンパクトカー、(b) セダン、(c) ミニバン。 
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図 3. 62 コンパクトカーでエンジン未稼働、エアコン未稼働、内気モード、速度 0～4 km h−1を

基準とした場合の各条件の換気率の比。上図：内気モード、下図：外気モード。横軸の番号 1、

5、9は速度 0～4 km h−1、番号 2、6、10は速度 4～10 km h−1、番号 3、7、11は速度 10 km h−1以

上。 
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図 3. 63 粒経と沈着率の関係（内気と外気の粒径を±0.1 μmずらして表示）。沈着率は平均値と標

準偏差を示す。(a) コンパクトカー、(b) セダン、(c) ミニバン。  
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図 3. 64 沈着率と換気率の関係。全車種に対して実験毎の値をプロットした。 
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図 3. 65 粒経と浸透率の関係（内気と外気の粒径を±0.1 μmずらして表示）。浸透率は平均値と標

準偏差を示す。(a) コンパクトカー、(b) セダン、(c) ミニバン。 
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図 3. 66 浸透率と自然換気率の関係。全車種に対して実験毎の値をプロットした。 

 

 

  



3-82 

 

 

3.5.3 車両による吸入被ばく低減効果の解析 

被ばく低減係数を求めるために、家屋を対象にした場合と同様に、車内の放射能濃度の時間変

化が必要である。車内の放射能濃度を導出するために必要な換気率、沈着率、浸透率は以下の値

を入力した。 

換気率は、外気モード、エンジンとエアコン稼動時を除く、時速 0–15 km h−1で測定された範囲

として 0.1–1.5 h−1とした。 

沈着率は粒子状物質の場合、実車実験で得られた粒径 0.3 μmが取りうる範囲として 0.5–1.5 h−1

を用いた。CH3Iは、反応性の低いガス状物質と扱われるため、沈着率は 0 h−1とした。I2の場合、

ラボ実験で粒子状物質に比べて沈着率が約 3倍と示されたため、1.5–4.5 h−1を用いた。 

浸透率は粒子状物質の場合、実車実験で得られた粒径 0.3 μm の浸透率 1 を用いた。CH3I は、

反応性の低いガス状物質と扱われるため、浸透率は 1 とした。I2の場合、粒子状物質の浸透率が

1であるため、浸透率を 1とした。 

その他の条件として、仮にプルーム通過継続時間を 30分とした場合の値を表 3. 16から表 3. 18

に示す。物理・化学形状の組成は家屋の場合と同様に全て粒子状、全てガス状、または I2:CH3I:粒

子状ヨウ素＝1:1:1とした。 

屋外の放射能濃度はプルーム通過期間中では計算上常に全て合わせて一定濃度の 1 Bq m−3とし、

プルーム通過後瞬時に 0 Bq m−3になるとした。 

 

 物理・化学形状の組成比を I2:CH3I:粒子状＝1:1:1 とした場合の車での避難時間ごとの被ばく低

減係数を表 3. 16 に、全てガス状とした場合を表 3. 17 に、全て粒子状とした場合を表 3. 18 に示

す。物理・化学形状の組成比が I2:CH3I:粒子状＝1:1:1の場合（表 3. 16）、車での避難時間が仮に 6

時間としたときの被ばく低減係数は沈着率と換気率の違いにより 0.2–0.7 の値をとる。全てガス

状の場合（表 3. 17）、車での避難時間が 6時間時に被ばく低減係数は換気率の違いにより 0.4–1.0

の値をとる。全て粒子状の場合（表 3. 18）、車での避難時間が 6 時間時に被ばく低減係数は沈着

率と換気率の違いにより 0.1–0.8の値をとる。 
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表 3. 16 車での避難時間ごとの被ばく低減係数。I2:CH3I:粒子状＝1:1:1 の場合。プルーム通過継続時間 30 分。 

 粒子状物質の沈着率 0.5 h−1 粒子状物質の沈着率 1.0 h−1 粒子状物質の沈着率 1.5 h−1 

車での避難時間 (h) 1 3 6 12 24 1 3 6 12 24 1 3 6 12 24 

換気率(h−1) 

0.1 0.05 0.12 0.19 0.28 0.36 0.04 0.10 0.17 0.25 0.33 0.04 0.09 0.15 0.24 0.32 

0.5 0.22 0.44 0.53 0.56 0.56 0.19 0.37 0.45 0.48 0.48 0.17 0.33 0.41 0.44 0.44 

1.0 0.38 0.62 0.66 0.66 0.66 0.33 0.53 0.56 0.56 0.56 0.30 0.48 0.51 0.51 0.51 

1.5 0.50 0.71 0.72 0.72 0.72 0.44 0.61 0.62 0.62 0.62 0.40 0.55 0.56 0.56 0.56 

 

 

表 3. 17 車での避難時間ごとの被ばく低減係数。全てガス状の場合。プルーム通過継続時間 30 分。 

車での避難時間 (h) 1 3 6 12 24 

換気率(h−1) 

0.1 0.06 0.20 0.38 0.61 0.84 

0.5 0.26 0.68 0.90 0.99 0.99 

1.0 0.46 0.90 0.99 1.0 1.0 

1.5 0.60 0.96 1.0 1.0 1.0 

 

 

表 3. 18 車での避難時間ごとの被ばく低減係数。全て粒子状の場合。プルーム通過継続時間 30 分。 

 粒子状物質の沈着率 0.5 h−1 粒子状物質の沈着率 1.0 h−1 粒子状物質の沈着率 1.5 h−1 

車での避難時間 (h) 1 3 6 12 24 1 3 6 12 24 1 3 6 12 24 

換気率(h−1) 

0.1 0.05 0.12 0.16 0.17 0.17 0.04 0.08 0.09 0.09 0.09 0.04 0.06 0.06 0.06 0.06 

0.5 0.23 0.45 0.49 0.50 0.50 0.20 0.32 0.33 0.33 0.33 0.18 0.25 0.25 0.25 0.25 

1.0 0.40 0.64 0.66 0.67 0.67 0.35 0.49 0.50 0.50 0.50 0.31 0.40 0.40 0.40 0.40 

1.5 0.53 0.74 0.75 0.75 0.75 0.47 0.60 0.60 0.60 0.60 0.42 0.50 0.50 0.50 0.50 
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3.6 吸入被ばく低減効果に係るパラメータと低減効果のまとめ 

 第 1章に示したように、規制庁からの依頼された仕様書中の要求事項として、「本年度の事業ま

でに得られた成果を基に、吸入被ばく、外部被ばくの低減効果の定量的な評価結果について、代

表値と主な変動要因・変動幅等を中心に概要版として整理する。」との旨が記載されている。しか

し、防護効果は種々のパラメータに大きく依存し、それらのパラメータは事故のシナリオ等に大

きく依存するものであり、さらに各パラメータは単独で防護効果に影響を及ぼすものではなく、

相互に関連を持つものであるため、代表的な被ばく低減係数を得るために各パラメータを一定の

値に定めることは不可能であることが明らかとなった。したがって、本報告書においては代表的

な被ばく低減係数を求めずに、各パラメータに対する防護効果の変動を示す。前節までに示した

ように、得られた被ばく低減係数の変動幅に各パラメータが及ぼす影響を評価するためには、一

部のパラメータを固定する必要があり、その値を以下の記載では「パラメータの評価値」と表現

した。 

屋内退避による吸入被ばく低減係数に係るパラメータの評価値、取りうる範囲、変動要因を表

3. 19に、各建屋に対して屋内退避による吸入被ばく低減係数の年代別、物理・化学形状別、プル

ーム通過開始からの経過時間に対する変動幅を表 3. 20 に、避難に車を用いた時の吸入被ばく低

減係数に係るパラメータの評価値、取りうる範囲、変動要因を表 3. 21に、避難に車を用いた時の

吸入被ばく低減係数の物理・化学形状別、車での避難時間に対する変動幅を表 3. 22に示す。屋内

退避による吸入被ばく低減効果に係るパラメータは自然換気率、沈着率、浸透率、物理・化学形

状、プルーム通過継続時間、プルーム通過開始からの経過時間である。避難に車を用いた時の吸

入被ばく低減係数に係るパラメータは換気率、沈着率、浸透率、物理・化学形状、プルーム通過

継続時間、車での避難時間である。 

 家屋での自然換気率は風速、屋内外の温度差、建蔽率に依存する。原子力発電所立地付近での

風速の中央値は場所によって異なり、1–4 m s−1の値をとる。風速の評価値は全原子力発電所立地

付近での風速の中央値である 2 m s−1 とした。屋内外の温度差は季節と場所によって異なり、0–

20℃の値をとる。屋内外の温度差の評価値は 1 年の中で期間が最も長い 0℃とした。建蔽率は場

所によって異なり、0–40％の値をとる。建蔽率の仮の評価値は 0％とした。これら条件では、自

然換気率は 1980年以前の木造家屋では 0.06–3.5 h−1の値をとり、評価値は 1.0 h−1、1981–1992年の

家屋では 0.05–1.0 h−1の値をとり、評価値は 0.30 h−1、1993年以降の家屋では 0.05–0.5 h−1の値をと

り、評価値は 0.12 h−1とした。家屋での粒子状物質の沈着率の評価値は実験で求めた粒径 0.3 μm

の平均値である 0.10 h−1とした（図 3. 46）。CH3Iは反応性の低いガスであるため、沈着率は 0 h−1

とした。I2の沈着率は実験結果より粒子状物質よりも約 3倍大きいことが示された（図 3. 30）た

め、0.30 h−1とした。家屋内への粒子状物質の浸透率は実験で得られた浸透率と自然換気率の関係

図（図 3. 47）を用いると、1980 年以前の木造家屋では 0.55–1 の値をとり、評価値は 1.0、1981–

1992 年の家屋では 0.5–1 の値をとり、評価値は 0.65、1993 年以降の家屋では 0.5–0.75 の値をと

り、評価値は 0.56とした。CH3Iは反応性の低いガスであるため、浸透率は 1.0とした。I2の浸透

率は実験で求めた粒子状物質の浸透率と I2の浸透率の関係図（図 3. 31）を用いると、1980年以前

の木造家屋では 0.1–1 の値をとり、評価値は 1.0、1981–1992 年の家屋では 0.1–1 の値をとり、評

価値は 0.23、1993年以降の家屋では 0.1–0.4の値をとり、評価値は 0.14とした。物理・化学形状

の組成は、地表面への沈着率、降雨による除去率がヨウ素の物理・化学形状によって異なるため、

距離に応じて異なる。ハンフォードのヨウ素放出でスタックから 10 km離れた場所で測定された

I2:CH3I:粒子状=1:1:1や粒子状のみ、ガス状のみの組成に対して計算した。プルーム通過継続時間

はプルーム形態、風速等によって異なり、15–60分の値をとる。 

 上記条件で求めた被ばく低減係数は自然換気率、浸透率の違いによって 0.1 未満から 1 と幅広
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に値をとる。どのケースでもプルーム通過からの経過時間が短いほど、被ばく低減係数が小さく、

時間が経つにつれてある一定値に近づく。全てガス状の場合、隙間・床面等への付着がないため、

新しい家屋の場合でも条件によってはプルーム通過開始から 6時間後で被ばく低減係数は 1程度

になる。一方粒子状または I2が含まれる場合、隙間・床面等への付着により、被ばく低減係数は

1 よりも小さくなる。ただし、古い家屋では隙間への付着の効果がほとんど見込まれなく、被ば

く低減係数は 1に近い値をとる。 

 

 避難に車を用いた時の換気率は車のスピード、換気モード、エアコンの稼動の有無に依存する。

時速 0–15 km h−1（ただし、外気モードでエンジンとエアコンをともに稼動させた場合は除く）で

は、換気率は 0.1–1.5 h−1の値をとる（図 3. 61）。換気率の評価値は内気モードでエンジンのみを稼

動させた場合の平均値である 0.85 h−1とした。車内での沈着率を実験で求めた結果（図 3. 63）、粒

径 0.3 μmの粒子状物質の沈着率は 0.5–1.5 h−1の値をとり、評価値は平均値である 1.0 h−1とした。

CH3Iは不活性ガスであるため、沈着率は 0 h−1とした。I2の沈着率は実験結果より粒子状物質より

も約 3倍大きいことが示されたため、評価値は 3.0 h−1とした。粒子状物質の浸透率を実験で求め

た結果（図 3. 65）、概ね 1.0の値をとっており、評価値として 1.0を用いた。CH3Iは反応性の低い

ガスであるため、浸透率は 1.0とした。I2の浸透率は粒子状物質と同じく 1.0とした。上記条件で

求めた被ばく低減係数は換気率、沈着率の違いによって 0.1未満から 1と幅広に値をとる。 

 

 課題点として、今回評価した値の信頼性向上のために、各パラメータの精緻化が必要である。

例えば、ヨウ素の浸透率に関して材質依存性がラボ実験で示され、実際の家屋での浸透率を得る

ために材質依存性を評価する必要がある。また、防護効果をより高めるための行動に関して、そ

の行動を講じた場合の防護効果を定量的に評価する必要がある。例えば、本ラボ実験で I2の反応

性の高さが示されたものの、マスク、集塵機等への吸着率について評価したものはなく、それら

について評価する必要がある。 
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表 3. 19 屋内退避による吸入被ばく低減係数に係るパラメータの評価値と変動幅。自然換気率と

浸透率の評価値は風速を 2 m s−1、温度差を 0℃、建蔽率を 0％と設定したときの値である。（）内

の数字は変動幅を示し、自然換気率と浸透率の場合は風速を 1–4 m s−1、温度差を 0–20℃、建蔽率

を 0–40％と変動させた時の最小値と最大値を示す。 

パラメータ 
評価値 

（変動幅） 
条件 変動要因、備考 

自然換気率 

1.0 h−1 

(0.06–3.5 h−1) 
1980年以前の木造家屋 

風速、屋内外の温度差、

建蔽率、建築年 

0.30 h−1 

(0.05–1.0 h−1) 
1981–1992年の家屋 

0.12 h−1 

(0.05–0.5 h−1) 
1993年以降の家屋 

沈着率 

0.10 h−1 粒子状物質 
粒径、物理・化学形状、

体積表面積比、壁の材質 
0 h−1 CH3Iなどの不活性なガス 

0.30 h−1 I2 

浸透率 

1.0 

(0.55–1.0) 

粒子状物質、 

1980年以前の木造家屋 

粒径、物理・化学形状、

隙間の材質、流速（換気

率） 

0.65 

(0.5–1.0) 

粒子状物質、 

1981–1992年の家屋 

0.56 

(0.5–0.75) 

粒子状物質、 

1993年以降の家屋 

1.0 CH3Iなどの不活性なガス 

1.0 

(0.1–1.0) 
I2、1980年以前の木造家屋 

0.23 

(0.1–1.0) 
I2、1981–1992年の家屋 

0.14 

(0.1–0.4) 
I2、1993年以降の家屋 

物理・化学形

状の組成 

1：1：1 

I2:CH3I:粒子状の比率- 
事故シナリオ、シャット

ダウンからの経過時間 

0：0：1 

（粒子状のみ） 

0：1：0 

（ガス状のみ） 

プルーム通過

継続時間 
（15–60分） - 気象条件、放出継続時間 
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表 3. 20 各建屋の被ばく低減係数の変動幅。風速を 1–4 m s−1、温度差を 0–20℃、建蔽率を 0–40％

と変動させた時の被ばく低減係数の最小値と最大値を示す。プルーム通過継続時間は全ての条件

で仮に 30分とした場合である。 

物理・化学

形状の組成 
建屋 

プルーム通過開始からの経過時間 (h) 

1 3 6 12 24 

I2:CH3I:粒子

状＝1:1:1 

1980年以前の

木造家屋 
0.02～0.87 0.07～0.95 0.13～0.95 0.21～0.95 0.31～0.95 

1981–1992年

の家屋 
0.02～0.50 0.06～0.84 0.11～0.87 0.19～0.88 0.28～0.88 

1993年以降の

家屋 
0.02～0.20 0.06～0.45 0.11～0.55 0.19～0.57 0.28～0.57 

粒子状のみ 

1980年以前の

木造家屋 
0.02～0.88 0.07～0.97 0.12～0.97 0.17～0.97 0.19～0.97 

1981–1992年

の家屋 
0.02～0.50 0.06～0.86 0.10～0.91 0.14～0.91 0.17～0.91 

1993年以降の

家屋 
0.02～0.22 0.06～0.50 0.10～0.60 0.14～0.61 0.17～0.62 

ガス状のみ 

1980年以前の

木造家屋 
0.04～0.90 0.15～1.00 0.29～1.00 0.50～1.00 0.74～1.00 

1981–1992年

の家屋 
0.04～0.52 0.13～0.93 0.25～0.99 0.44～1.00 0.67～1.00 

1993年以降の

家屋 
0.04～0.30 0.13～0.74 0.25～0.94 0.44～0.99 0.67～0.99 

 

表 3. 21 避難に車を用いた時の吸入被ばく低減係数に係るパラメータの評価値と変動幅。（）内

の数字は変動幅を示す。 

パラメータ 
評価値 

（変動幅） 
条件 変動要因、備考 

換気率 
0.85 h−1 

(0.1–1.5 h−1) 

時速 0–15 km h−1の値。 

内気モード、エンジンのみ稼

動時。 

車のスピード、内気/外

気、エンジンとエアコン

の稼動の有無 

沈着率 

1.0 h−1 

(0.5–1.5 h−1) 
粒子状物質（粒径 0.3 μm） 

粒径、物理・化学形状、

体積表面積比（車種） 
0 h−1 CH3Iなどの不活性なガス 

3.0 h−1 

(1.5–4.5 h−1) 
I2 

浸透率 1.0 - - 

物理・化学形状

の組成 

1：1：1 

I2:CH3I:粒子状の比率- 
事故シナリオ、シャット

ダウンからの経過時間 

0：0：1 

（粒子状のみ） 

0：1：0 

（ガス状のみ） 

プルーム通過継

続時間 
（15–60分） - 気象条件、放出継続時間 
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表 3. 22 避難に車を用いた時の吸入被ばく低減係数の変動幅。換気率を 0.1–1.5 h−1、粒子状物質

の沈着率 0.5–1.5 h−1、I2の沈着率 1.5–4.5 h−1と変動させた時の被ばく低減係数の最小値と最大値を

示す。プルーム通過継続時間は全ての条件で仮に 30分とした場合である。 

物理・化学形状の組成 
車での避難時間 (h) 

1 3 6 12 24 

I2:CH3I:粒子状＝1:1:1 0.04～0.50 0.09～0.71 0.15～0.72 0.24～0.72 0.32～0.72 

粒子状のみ 0.04～0.53 0.06～0.74 0.06～0.75 0.06～0.75 0.06～0.75 

ガス状のみ 0.06～0.60 0.20～0.96 0.38～1.00 0.61～1.00 0.84～1.00 
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4. 屋内退避による外部被ばくの低減効果 

第 4章では屋内退避による外部被ばくの低減効果を検討する。始めに外部被ばくの低減効果を

評価するために必要なパラメータに関して文献調査、ヒヤリング調査した結果を示す。それら調

査結果を用いて解析した外部被ばく低減効果を示す。最後に車両による外部被ばく低減効果の評

価に必要なパラメータ調査と解析結果を示す。 

 

4.1 建物による被ばく低減効果の検討 

4.1.1 外部被ばく低減効果に関するパラメータ等の調査  

(1) 戸建住宅の分類 

 2 章で報告した平成 25 年度住宅・土地統計調査（総務省統計局, 2013）の建屋分類に基づいて

外部被ばく低減効果の検討では、戸建住宅を、防火木造住宅、非防火木造住宅、鉄骨造住宅、鉄

筋コンクリート造住宅に分類した。防火木造住宅に関しては、建築物の外壁や軒裏の構造に、建

築基準法第二条第八号に記載されている構造基準に適合している材料が使用されていれば、その

住宅は防火住宅と見なすことが出来る。外装材が上記の技術基準に適合しているか否かの確認方

法は、具体的に以下の 2つがある。 

 

・国土交通大臣が定めた構造方法 

防火構造の構造方法を定める件（平成 12年 5月 24日 建設省告示 1359号）を参照して、外

装材あるいは外装材と内装材の組み合わせが、防火構造基準に適合しているかを確認する。 

・国土交通大臣の認定 

外装材メーカーのカタログを参照し、防火構造基準に関する国土交通大臣の認定を受けている

かを確認する。国土交通大臣が定めた構造方法と同様、外装材単独で認定を受けるわけではな

く、防火構造基準を満たす外装材と内装材の組み合わせがある。 

 

上記の基準を満たさない木造住宅が非防火構造の木造住宅と考えられる。 

 

以下に記載するカタログ等の調査では、防火構造に関する国土交通大臣認定を取得しているこ

とが確認できた場合には防火木造住宅の外装材と考える。一方、非防火木造住宅に関して、外部

被ばく評価上保守側になるように、内装材を板張りとした。 

  

(2) 戸建住宅の外壁構造 

外部被ばく低減効果の評価対象の一つとなる戸建住宅に関する外壁の構造を調査した。外壁の

構造は、外部被ばく低減効果を左右すると考えられる。日本における代表的な木造住宅の工法で

ある木造軸組み工法における外壁を図 4. 1に示す（住宅金融支援機構, 2015）。住宅の軸組み工法

に対する外壁は、柱を挟んで屋外側に外装材、室内側に内装材、外装材と内装材の間に断熱材が

挟まれる構造が基本である。 

 外装材として、後述する窯業系サイディング材、モルタル、軽量気泡コンクリート（ALC）パ

ネル等が挙げられ、これらは胴縁と呼ばれる下地板の上に施工される。また、耐震性を強化する

などの目的で、構造用合板が柱と胴縁の間に張られる場合がある。外装材がモルタル塗りの場合、

胴縁の上にラス下地面材及びメタルラスが張られ、その上にモルタルが塗られることが多い。 

鉄骨造住宅の場合、鉄骨製の柱の屋外側に外装仕上げ材及び外装下地材、屋内側に内装材が配

置され、木造住宅と基本的な構造は同一である。鉄筋コンクリート造の場合、外装材に相当する

部分が鉄筋コンクリートとなり、壁となる鉄筋コンクリートの内側に断熱材と仕上げ材が貼り付
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けられる構造が代表的である（建築環境・省エネルギー機構, 1999）。 

 

 

図 4. 1 住宅の外壁構造の一例（木造住宅 軸組み工法） 

 

(3) 外装材の種類に関する統計調査 

① 外装材の統計 

日本サッシ協会は沖縄県を除く全国 3,000戸の新築住宅に対して建材の使用頻度の統計調査を

実施している（日本サッシ協会, 2016）。なお、この調査の対象住宅は木造軸組み工法、枠組壁工

法、及びプレハブ建築で建設された住宅である。 

日本サッシ協会が行った平成 27年度調査の新築の外装仕上げの構成比を表 4. 1に示す。なお、

表 4. 1の集合・長屋建て住宅1は木造と鉄骨造のみであり、コンクリート造は含まれていない。戸

建住宅で最も多く占めている仕上げ材は窯業系サイディング材であり、78.8%であった。次に、モ

ルタルの 8.2%、アルミサイディング、スチールサイディング、木、軽量気泡コンクリート（ALC）

の順となっている。また、古いデータとして、住宅金融支援機構が整理した平成 11年度のデータ

（住宅金融支援機構, 1999）を表 4. 2、昭和 62年に整理したデータ（住宅金融支援機構, 1987）を

表 4. 3に示す。古い家屋でも窯業系サイディング材、モルタル、ALC、金属サイディング材が多

い。昭和 62年の調査では他の年の調査と比較して土壁の割合が多い。 

  

                                                        
1 「長屋建て」と「集合住宅」は、住宅・土地統計調査で用いられている用語であり、以下のよう

に定義されている。長屋建て：二つ以上の住宅を一棟に建て連ねたもので，各住宅が壁を共通に

し，それぞれ別々に外部への出入口をもっているもの。いわゆる「テラスハウス」と呼ばれる住

宅も含まれる。集合住宅：一棟の中に二つ以上の住宅があり，廊下・階段などを共用しているも

のや二つ以上の住宅を重ねて建てたもの。1階が商店で，2階以上に二つ以上の住宅がある場合も

「集合住宅」とした。 
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表 4. 1 平成 27年度における新築戸建住宅と集合住宅の外装仕上げ材の構成比（日本サッシ協会, 

2016） 

名称 
割合(％) 

戸建住宅 集合住宅 

窯業系サイディング 78.8 82.1 

モルタル 8.2 4.9 

複合金属サイディング(スチール＋アルミ) 8.8 8.6 

木材 1.0 0.8 

軽量気泡コンクリート 0.6 1.9 

その他 2.6 1.8 

 

表 4. 2 平成 11 年における新築戸建住宅の外装仕上げ材と下地材の構成比（住宅金融支援機構, 

1999） 

外装下地材  外装仕上げ材 

名称 割合(%)  名称 割合(%) 

構造用合板 28.9  窯業系サイディング 56.9 

構造用合板以外の 

ボード類 
18.0 

 
リシン吹きつけ 14.0 

軽量気泡コンクリート 7.7  吹きつけタイル 7.0 

モルタル 7.4  タイル張り 3.0 

小舞土壁 2.2  金属系サイディング 2.0 

コンクリートブロック 0.2 
 プラスターまたは 

漆喰塗り 
1.0 

その他 28.9  板張り 1.0 

無回答 6.7  その他 13.0 

－ －  無回答 2.0 

 

表 4. 3 昭和 62年における新築戸建住宅の外装仕上げ材の構成比（住宅金融支援機構, 1987） 

名称 割合(％) 

乾式 

サイディング張り 36 

軽量気泡コンクリート板 5.2 

板張り 1.5 

その他 8.3 

湿式 

モルタル 34 

土壁 7.0 

プラスター 1.9 

その他 0.9 

なし 3.9 

不明 0.5 
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② 外装材の選択 

上述した統計調査結果に基づき、本事業で評価対象とした外装材を以下に示す。 

 

・窯業系サイディング材 

・複合金属サイディング材（金属サイディング材） 

・軽量気泡コンクリート（ALC） 

・モルタル 

  ・セラミックタイル 

  ・土壁 

  ・漆喰塗り 

 

外装材の詳細について以下に記述する。 

 

A. 窯業系サイディング材 

窯業系サイディング材は、主原料としてセメント、ケイ酸質原料、繊維質原料、混和材料など

を用いて板状に成形された建築物の外装材に使用されるものである（JIS A 5422, 2014）。 

 

B. 複合金属サイディング材（金属サイディング材） 

複合金属サイディング材は、屋外側に用いる金属材料の成形板である表面材、表面材と複合さ

れて強度を保持する材料で作られた芯材、及び芯材を被覆する裏面材を複合した製品である（JIS 

A 6711, 2004）。表面材の代表的な材料として、表面処理鋼板、アルミニウム合金塗装板、塗装ス

テンレス鋼板が挙げられる。芯材の代表的な材料として、石膏ボード、ロックウール化粧吸音板、

硬質プラスチックフォームが挙げられる。なお、JISでは複合金属サイディング材と呼ばれている

が、本報告書では金属サイディング材と呼ぶ。 

 

C. 軽量気泡コンクリート（ALC） 

 セメント、石灰質原料、及びケイ酸質原料を主原料とし、高温高圧蒸気養生されたコンクリー

トのことを軽量気泡コンクリートと呼ばれる（ALC協会, 2013）。英語ではAutoclaved Lightweight 

aerated Concreteと呼ばれ、その略称でALCと呼ばれることも多いため、以下、本報告書ではALC

と呼ぶ。 

ALCはパネルと呼ばれる板状に加工される。日本工業規格（JIS A 5416, 2016）によると、厚さ

75 mm以上 180 mm以下の厚形パネルと厚さ 35 mm以上 75 mm未満の薄形パネルに分類されて

いる。厚形パネルは、鉄骨造、鉄筋コンクリート造などに使用され、外壁用の厚さは 100 mm以

上 180 mm以下とされている。一方、厚さ 75 mm未満の薄形パネルの規格として、代表的なもの

は 50 mm、35 mm、37 mmの三種類があり、厚さ 50 mmは鉄骨造と木造建築物に、厚さ 35 mmと

37 mmは木造建築物に使用される（ALC協会, 2013）。 

 JIS A 5416によると、ALCの品質に関して、圧縮強度は 3.0 N mm−2以上、密度は 450 kg m−3を

超え、550 kg m−3未満としなければならないと規定されている。 

 

D. モルタル 

モルタルは、セメントモルタルと軽量セメントモルタルに大別される。木造住宅用には軽量セ

メントモルタルが主に使用され、ラスを下地としていることからラスモルタル、またはラス下地

用既調合軽量セメントモルタルなどと呼ばれる。セメント約 50 wt%に、ケイ砂や寒水石等の砂、
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パラーイト等の軽量骨材、繊維、増粘剤等の混和剤が工場で調合され、現場で水が加えられて使

用される（日本建築仕上材工業会, 2005）。 

 

E. セラミックタイル 

セラミックタイルは、主に壁・床の装飾または保護のための仕上げ材料として用いられ、粘土

またはその他の無機質原料を成形し、高温で焼成した厚さ 40 mm未満の板状の不燃材料とされて

いる（JIS A 5209, 2014）。 

 

F. 土壁 

日本における伝統的な木造住宅の壁に使用されてきた。小舞下地の上に砂とわらずさを混入さ

せ、練り置きした荒木田土に代表されるような土を塗り壁とするものである（住宅金融支援機構, 

2015）。近年では、土壁を用いた住宅の建設比率は減少している。 

 

G. 漆喰塗り 

漆喰塗りは、石灰・砂・のり・すさを主な材料として、これらを水でよく練って塗られたもの

である。古くからある壁塗り工法である（住宅金融支援機構, 2015）。 

 

(4) 各外装材の密度と厚さに関する調査 

 上述した外装材の厚さと密度に対して、国内の住宅での使用頻度等の実態に関する統計結果は

ない。専門家へのヒヤリングにおいても同様の旨が指摘された。このため、建材メーカーのカタ

ログ調査、建築基準法等の法令、及び JIS 規格を調査することにより、厚さと密度の傾向を把握

することにした。また、鉄筋コンクリート造の建屋も対象とするため、コンクリート壁に対する

調査結果も示す。 

 

① 窯業系サイディング材 

窯業系サイディング材に関して、4 社（ニチハ株式会社、ケイミュー株式会社、旭トステム外

装株式会社、東レACE株式会社）合計 36データを収集した。厚さと密度の分布を図 4. 2に示す。 

 カタログ調査の結果、窯業系サイディング材の厚さは厚いものでは 21 mm、25 mmの 2製品が

存在したものの、おおむね 14–18 mmの間であった。算術平均値と最頻値はともに 16 mmであっ

た。日本窯業外装材協会に問い合わせたところ、2015年において出荷量が最も多い厚さは 15–16 

mmであるとの回答を得た。 

密度は 0.85–1.2 g cm−3の間であった。算術平均値と最頻値はともに 1.1 g cm−3であった。また、

木造下地あるいは鉄骨下地に対して内装材が石膏ボートの場合に防火造認定を受けていることを

確認した。解析では、窯業系サイディング材は防火木造住宅と鉄骨住宅に対して採用し、その厚

さを 16 mm、密度を 1.1 g cm−3とした。 
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図 4. 2 窯業系サイディング材の厚さ（左）と密度（右）の分布 

 

② 金属サイディング材 

 1 社（ニチハ株式会社）のカタログによると、金属サイディング材は表面材として塗装高耐食

GL めっき鋼板が使用されており、その厚さは 0.27–0.35 mm、芯材は硬質ウレタンフォームまた

はイソシアヌレートフォームであり、軽量な材質である。また、内装材が石膏ボートの場合にそ

の組み合わせで防火造認定を受けていることを確認した。解析では、金属サイディング材は防火

木造住宅と鉄骨住宅に対して採用し、その厚さを 0.3 mm、密度を鉄の密度である 7.6 g cm−3とし

た。 

 

③ モルタル 

モルタルには、セメントモルタルと軽量セメントモルタルの二種類がある（日本建築仕上材工

業会,2005）。住宅用とされている軽量モルタルに関して 7 社（株式会社豊運、太平洋マテリアル

株式会社、昭和電工建材株式会社、株式会社トクヤマエムテック、秩父コンクリート工業株式会

社、二瀬窯業株式会社、日本化成株式会社）のカタログ調査を実施した。なお、カタログには密

度が記載されていない場合が多いため、その場合には、カタログに記載されている「練りあがり

量」を、「標準施工面積×標準塗り厚」で除した値をモルタルの密度とした。その結果、軽量セメ

ントモルタルの密度は 1.2–1.4 g cm−3の間であった。 

建設省告示第 1359号によると、屋外側がモルタル塗り単一層の場合、防火構造となる最小厚さ

は鉄骨住宅の場合に 15 mm、木造住宅の場合に 20 mmとされている。屋内側に関しては、木造住

宅、鉄骨住宅ともに厚さ 9.5 mm以上の石膏ボードを張る、または厚さ 75 mm以上のグラスウー

ルもしくはロックウールを充填した上に、厚さ 4 mm 以上の合板、構造用パネル、パーティクル

ボードもしくは木材を張ることで防火構造認定を受けることができる。一方、軸組み防火構造の

国土交通大臣認定条件一覧（NPO法人 湿式仕上げ技術センター）によると、防火構造認定の基

準は外装材の最小厚さ 15 mm、内装材として石膏ボード（9.5–15 mm）、または強化石膏ボード

（12.5–25 mm）とされている。鉄骨造では建設省告示第 1359号に準じた基準であった。 

 

④ 木製サイディング材 

木製サイディング材に関して、3 社（株式会社ナガイ、チャネルオリジナル株式会社、中本造

林株式会社）の合計 20データを収集した。厚さの分布を図 4. 3に示す。大きく分けて、10 mmの

製品と 18 mmの製品の 2つに分類される。一部 11 mm、14 mm、15 mm、及び 19 mmの製品が存

在した。10 mmの製品は和風の木造住宅用であり、18 mmの製品は洋風住宅用であった。解析で

は、厚さを最頻値の 18 mm、密度を後述するようにスギの気乾比重に相当する 0.38 g cm−3とした。 
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図 4. 3 木製サイディング材の厚さ分布 

 

⑤ セラミックタイル 

セラミックタイルに関して、2 社（株式会社 LIXIL グループ、株式会社アイコットリョーワ）

合計 29データを収集した。厚さと密度の分布を図 4. 4に示す。 

 厚さは、7–20 mmの間であり、算術平均値は 11 mm、最頻値は 8 mmであった。密度は、1.6–

2.4 g cm−3の間であり、算術平均値は 1.9 g cm−3、最頻値は 2.1 g cm−3であった。解析では、厚さを

最頻値の 8 mm、密度を最頻値の 2.1 g cm−3とした。また、内装材が石膏ボートの場合にその組み

合わせで防火造認定を受けていることを確認した。 

 

 

図 4. 4 セラミックタイルの厚さ（左）と密度（右）の分布 

 

 

⑥ 漆喰 

木造住宅工事仕様書（住宅金融支援機構, 2015a）、枠組壁工法住宅工事仕様書（住宅金融支援機

構, 2015b）、及び鉄骨造等住宅工事仕様書（住宅金融普及協会, 2011）によると、標準塗厚は 15 mm

とされている。建築基準法告示 1359 号によると、塗厚 20 mm以上（＋石膏ボードとの組み合わ

せ）が防火構造のための条件となっている。 

本年度調査した漆喰メーカーの情報（株式会社井助商店）によると、漆喰の密度は1.4±0.1 g cm−3、

下地材の比重が 1.0±0.1 g cm−3と示されている。本事業では密度を保守側となる下地材の比重であ

る 1.0 g cm−3とした。 
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⑦ 土壁 

鈴木（2004）の報告では、断熱した土壁外壁構造の例として土壁 60 mmが挙げられていた。住

宅の平成 25年省エネルギー基準の解説（一般財団法人 建築環境・省エネルギー機構, 2015）に

は、土壁造住宅の外壁躯体内部に 60–70 mm程度の土壁が施工され、その密度は 1.28 g cm−3と記

述されている。カタログ等による厚さなどの規定はない。 

 建築基準法告示 1359 号によると、土塗真壁造で、塗厚が 40 mm以上のもの、もしくは屋内側

で塗厚が 30 mm以上のものかつ屋外側が 20 mm 以上（下見板をはったものを含む）の土塗り壁

の場合に、防火構造基準を満たすとされている。これらのことから、土壁の厚さを 60 mm、密度

を 1.28 g cm−3とした。 

 

⑧ 鉄筋コンクリート壁 

本事業で対象とする鉄筋コンクリート造建屋に関する壁厚に関する統計データは無かった。

一方、国土交通省告示第 1026号「壁式鉄筋コンクリート造の建築物又は建築物の構造部分の構

造方法に関する安全上必要な技術的基準を定める件」（国土交通省, 2001）において、コンクリー

ト造建物の耐力壁に関して構造耐力上安全となるための最小厚さが示されており、1階建の建築

物が 12 cm、2階建の建築物が 15 cm、3階建以上の建築物が 18 cm（但し建築物最上階は 15 

cm）とされている。本事業では全ての鉄筋コンクリート建物に対して、鉄筋コンクリートの壁

厚を、上述した告示中の 2階建建物の最小厚さに相当する 15 cmとした。 

 

(5) 木材の密度 

木造住宅の壁材には、風圧、地震等の荷重に耐えるための構造用合板が使用される場合がある。 

構造用合板の手引き（日本合板工業組合連合会）によると、構造用合板に使用される樹種として、

以下の樹種があげられる。 

 

表 4. 4 構造用合板に使用される樹種（日本合板工業組合連合会） 

国産材 スギ、カラマツ、アカマツ、トドマツ、ヒノキ これらの樹種の複合 

例）カラマツ-スギ など 外国産材 ラーチ、ベイマツ、ラジアータパイン、ラワン 

 

平成 26年木材統計（農林水産省）によると、平成 26年の木材の素材供給量は、国産材が全体

の 77.8%を占めている（表 4. 5）。国産材の樹種別素材供給量を見ると、合板で使用される国産の

樹種として、スギが国産全体の 66.2%を占めている（表 4. 6）。 

以上のことから、モデルに使用する木材としてスギを選定した。密度はスギの気乾比重の平均

値である 0.38 g cm−3とした（林業試験場, 1958）。 
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表 4. 5 平成 26年の木材素材供給量 

区分 全国（千m3） 対前年比（％） 構成比（％） 

国産材 19,913 101.4 77.8 

外材 5,669 88.8 22.2 

合計 25,582 98.3 100.0 

 

表 4. 6 平成 26年の国産材の樹種別供給量 

 

 

(6) 屋根 

① 下地野地板 

 木造住宅工事仕様書（住宅金融支援機構, 2015a）と枠組壁工法住宅工事仕様書（住宅金融支援

機構, 2015b）では、合板野地板（屋根下張材）の最小厚みは 9 mmと規定されている。このこと

から、屋根の下地材である野地板の厚さは 9 mmとした。 

 

② 屋根厚さ 

既往研究（古田・高橋, 2014）の設定では、木造住宅では 20 mm厚の粘土瓦（密度 2.2 g cm−3）、

鉄骨造住宅では 20 mm厚のサイディング材（密度 1.1 g cm−3）としていた。「フラット 35 住宅仕

様実態調査報告」（住宅金融支援機構）によると、木造住宅の屋根葺き材の種類として、粘土瓦、

スレート瓦、金属板の 3種類が挙げられており、平成 24年 4月 1日以降に設計検査申請・合格し

た木造軸組み工法による新築住宅のうち、全国で最も多く占めている屋根葺き材はスレート瓦で

あり、全体の 39.3%を占めていた。この他に屋根材の分布に関するデータは無かった。技術資料

スレートボード（せんい強化セメント板協会, 2015）によると、スレート平板の標準厚さは 5 mm

とされている。JIS A 5430 (2013)によると、平板スレートの密度は 1.5 g cm−3とされている。本報

告書では、木造住宅と鉄骨造住宅の屋根をともに既往研究よりも保守側の設定となるスレート屋

根とした。組成は、窯業系サイディング材と同じとした。 

 

(7) 天井 

 既往研究の設定（古田・高橋, 2014）では、木造戸建住宅の天井板を 6 mm厚の木材、鉄骨造戸

建住宅と鉄筋コンクリート造住宅では 9.5 mm 厚の石膏ボードとしていた。天井板の厚さの例と

して、化粧張り天井板の厚さは 5.5–6.3 mm程度（日本木材総合情報センター）が挙げられている

ものの、鉄骨造住宅の天井材に関しての新たな情報を得ることができなかった。このことから、

木造住宅の天井を 6 mm 厚の化粧天井板張り、鉄骨造住宅と鉄筋コンクリート造住宅の天井を昨

小計
あかまつ・
くろまつ

すぎ ひのき からまつ
えぞまつ・
とどまつ

その他

合計 19,913 17,741 674 11,193 2,395 2,369 958 152 2,172

製材用 12,211 12,116 176 7,872 2,039 1,270 704 55 95

合板用 3,191 3,177 152 2,111 126 681 94 13 14

木材チップ用 4,511 2,448 346 1,210 230 418 160 84 2,063

合計 101.4 102.9 108 102.7 104.1 104.7 94.7 104.8 90.5

製材用 101.3 101.5 128.5 100.6 104.4 110.1 87.5 94.8 75.4

合板用 105.8 105.7 107 109.8 121.2 92.9 103.3 92.9 140

木材チップ用 98.7 106.1 100.3 104.8 94.7 111.2 137.9 115.1 91.1

合計 100.0 89.1 3.4 56.2 12 11.9 4.8 0.8 10.9

製材用 100.0 99.2 1.4 64.5 16.7 10.4 5.8 0.5 0.8

合板用 100.0 99.6 4.8 66.2 3.9 21.3 2.9 0.4 0.4

木材チップ用 100.0 54.3 7.8 26.8 5.1 9.3 3.5 1.9 45.7

構成比
(％)

合計

針葉樹

広葉樹

供給量

(千m
3)

対前年比
(％)
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年度の既往研究の設定を踏襲した 9.5 mm厚の石膏ボードとした。 

 

(8) 床 

 既往研究（古田・高橋, 2014）の設定では、木造戸建住宅と鉄骨造戸建住宅の床板を 15 mm厚

の木材、鉄筋コンクリート造住宅では 35 mm厚のコンクリートとしていた。木造住宅工事仕様書

（古田・高橋, 2014）によると、普通床板として厚さ 15 mm以上と規定されている。本年度調査

したカタログ（中本造林）によると、床板用の板として 3データが得られ、その厚さは全て 15 mm

であった。これらのことから床板の厚さを、木造住宅と鉄骨造住宅では 15 mm厚の板とした。鉄

筋コンクリート造住宅では新たな情報は得られなかったので、既往研究の設定を踏襲した 35 mm

厚のコンクリートとした。 

 

(9) 窓ガラス 

ガラス工学ハンドブック（丸善, 1999）では、板ガラスの密度は 2.5 g cm−3が挙げられている。

建築工事標準仕様書 17番・ガラス工事（日本建築学会, 2003）では、ガラス厚さの最小値は 3 mm

である。このことから全ての住宅に対して、窓ガラスの厚さを 3 mm、密度を 2.5 g cm−3とした。 

 

(10) 戸建住宅、集合住宅、長屋建て、及び公共施設の建築面積に関する統計調査 

① 戸建住宅の建築面積 

平成 25 年住宅・土地統計調査では、一戸建住宅の建築面積に対する階層別内訳（1 階建て、2

階建て）、建屋構造別（木造住宅、鉄骨造住宅、鉄筋・鉄骨コンクリート造等）は示されておらず、

表 2.4 はこれら全てを包含した集合に対する建築面積の分布である。外部被ばく低減効果の解析

では、戸建住宅の建築面積は階層、建屋構造によらず一律に表 2.4に示した全国平均である 93 m2

とした。 

 

② 長屋建てと集合住宅の建築面積 

平成 25年住宅・土地統計調査に基づき、長屋建てと集合住宅の建築面積の分布を表 4. 7と表 4. 

8 にそれぞれ示す。なお、戸建住宅とは異なり、長屋建てと集合住宅の建築面積の平均値は示さ

れていなかった。 

 長屋建ては建築面積が 199 m2未満で最頻値をとっており、199 m2未満の家屋は 8 割程度であ

る。集合住宅は建築面積が 100–199 m2で最頻値をとっており、全体の 4割程度である。木造・鉄

骨造の集合住宅と長屋建て住宅は、既往研究（古田・高橋, 2014）に基づいたモデルを採用し、建

築面積は木造、鉄骨造ともに既往研究と同じ 130 m2とした。 
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表 4. 7 長屋建て住宅の建築面積の分布 

 

 

表 4. 8 集合住宅の建築面積の分布 

 

 

 

③ 体育館の床面積 

 平成 20年度体育・スポーツ施設現況調査（総務省統計局）に基づき、体育館の床面積の分布を

表 4. 9に示す。なお、上記調査の対象とされた体育館は、学校・スポーツ施設、大学・高専体育

施設、公共スポーツ施設、及び民間スポーツ施設に分類されているものである。本事業では、4.1.1 

(11)に記述するように、運動場部分がバスケットコート一面分に相当する建築面積が 900 m2の体

育館に対する解析を実施する。 

  

99㎡以下 100～199㎡ 200～299m
2

300～399m
2

400～499m
2

500～699m
2

700～999m
2

1,000～1,499m
2

1,500m
2以上

北海道 26.7% 54.5% 15.2% 2.8% 0.5% 0.3% 0.0% 0.0% 0.0%

青森県 44.0% 38.0% 14.0% 4.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

宮城県 42.7% 42.7% 10.7% 4.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

福島県 40.3% 43.5% 12.9% 3.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

茨城県 36.9% 49.2% 9.2% 4.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

新潟県 32.5% 45.0% 15.0% 5.0% 0.0% 2.5% 0.0% 0.0% 0.0%

静岡県 54.8% 35.6% 8.2% 1.4% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

石川県、富山県 35.1% 40.5% 16.2% 2.7% 2.7% 2.7% 0.0% 0.0% 0.0%

福井県、京都府、滋賀県 44.9% 38.2% 10.3% 4.4% 2.2% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

鳥取県、島根県 47.1% 37.3% 11.8% 3.9% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

愛媛県 43.9% 42.1% 10.5% 1.8% 0.0% 1.8% 0.0% 0.0% 0.0%

福岡県、佐賀県、長崎県 52.4% 39.7% 6.3% 1.6% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

鹿児島県 34.0% 52.0% 12.0% 2.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

合計 38.1% 45.8% 12.0% 3.1% 0.6% 0.4% 0.1% 0.0% 0.0%

都道府県

長屋建て住宅の建築面積の分布（％）

99㎡以下 100～199㎡ 200～299m
2

300～399m
2

400～499m
2

500～699m
2

700～999m
2

1,000～1,499m
2

1,500m
2以上

北海道 18.2% 48.7% 16.9% 6.1% 3.6% 3.4% 1.7% 0.9% 0.5%

青森県 20.6% 49.4% 18.9% 5.6% 2.8% 1.7% 0.6% 0.6% 0.0%

宮城県 17.5% 48.4% 16.3% 7.9% 3.7% 2.7% 1.7% 1.2% 0.5%

福島県 16.8% 45.7% 19.1% 8.6% 4.7% 3.1% 1.2% 0.4% 0.4%

茨城県 17.2% 46.8% 19.2% 8.2% 4.2% 2.7% 1.0% 0.5% 0.2%

新潟県 20.0% 45.3% 18.1% 7.2% 4.2% 2.6% 1.5% 0.8% 0.4%

静岡県 21.7% 43.2% 18.0% 7.5% 3.5% 3.0% 1.7% 0.8% 0.5%

石川県、富山県 12.7% 40.9% 23.6% 9.7% 5.9% 3.4% 2.5% 0.8% 0.4%

福井県、京都府、滋賀県 15.3% 36.9% 21.0% 10.8% 5.5% 4.9% 2.8% 1.5% 1.1%

鳥取県、島根県 20.1% 41.0% 18.0% 9.4% 5.0% 2.9% 2.9% 0.7% 0.0%

愛媛県 18.5% 42.2% 18.5% 9.2% 5.2% 4.0% 1.7% 0.6% 0.0%

福岡県、佐賀県、長崎県 28.2% 41.2% 14.4% 6.5% 3.7% 3.2% 1.9% 0.5% 0.5%

鹿児島県 24.1% 41.6% 17.1% 8.2% 4.3% 2.3% 1.2% 0.8% 0.4%

合計 19.0% 43.7% 18.1% 8.0% 4.4% 3.6% 1.9% 0.9% 0.5%

都道府県
集合住宅の建築面積の分布（％）
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表 4. 9 体育館の床面積の分布（平成 20年度 体育・スポーツ施設現況調査より抜粋） 

都道府県 

床面積 

132 m2以上 

659 m2未満 

660 m2以上 

1299 m2未満 
1300 m2以上 計 

北海道 711 1,686 557 2,954 

青森 225 487 142 854 

宮城 214 537 234 985 

福島 330 699 231 1,260 

茨城 261 657 230 1,148 

新潟 352 762 267 1,381 

富山 135 346 85 566 

石川 167 326 177 670 

福井 94 249 159 502 

静岡 257 697 208 1,162 

滋賀 94 312 117 523 

京都 294 498 107 899 

鳥取 129 260 47 436 

島根 195 252 91 538 

愛媛 232 338 134 704 

福岡 269 893 246 1,408 

佐賀 85 228 89 402 

長崎 269 473 87 829 

鹿児島 481 482 155 1,118 

合計 4,794 10,182 3,363 18,339 
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④ 病院の建築面積 

平成 17年度医療施設実態調査（総務省統計局）から抜粋した病院総数の建物の面積の分布を表

4. 10に示す。既往研究（古田・高橋, 2014）の鉄筋コンクリート造の病院モデルを採用する。建物

面積（建築面積）は 1482 m2であり、表 4. 10で示した分布の中で小さめの面積であるが、線量評

価上保守側となるため、本事業では建築面積は変更せず 1482 m2を用いた。 

 

表 4. 10 病院の建物面積の分布

 

 

⑤ 学校の建築面積 

 平成 28年度文部科学統計要覧（文部科学省）から抜粋した平成 27年度の全国の学校建物面

積と学校数を表 4. 11 に示す。表には学校建物面積と学校数から計算した 1 学校当たりの建物面

積も合わせて示す。一方、本事業では、既往研究（古田・高橋, 2014）の鉄筋コンクリート造の学

校モデルを採用する。このモデルの床面積は 3024 m2であり、表 4. 11に示した 1学校当たりの建

物面積よりもやや小さいが線量評価上保守側となるため、本事業では建築面積は変更しない。 

一方、鉄筋コンクリート校舎の標準設計（文部省, 1950）によると、1教室あたりの標準面積は

63 m2であり、本事業で採用したモデルでも 1教室あたりの面積は 63 m2であり同一である。 

 

表 4. 11 平成 27年度 学校建物面積、学校数と１学校当たりの建物面積 

(平成 28年度文部科学統計要覧) 

 

  

1～1999m
2

2000～3999m
2

4000～5999m
2

6000～7999m
2

8000～9999m
2

10000～19999m
2

20000～39999m
2 40000㎡以上 不詳

北海道 620 46 175 130 84 55 84 36 8 2

青森 109 8 24 21 14 10 22 7 3 -

宮城 151 14 38 28 17 12 25 13 4 -

福島 147 7 37 34 14 17 27 7 4 -

茨城 205 46 57 23 25 12 26 12 4 -

新潟 139 4 19 16 20 20 40 18 2 -

富山 115 16 27 35 5 6 17 4 5 -

石川 109 16 23 17 5 11 24 9 4 -

福井 86 19 22 14 9 6 9 3 4 -

静岡 189 7 31 43 32 17 30 19 8 2

滋賀 63 5 6 11 6 9 15 6 5 -

京都 177 29 36 32 19 11 29 11 6 4

鳥取 45 1 6 6 10 5 11 5 1 -

島根 58 9 7 7 7 9 12 5 2 -

愛媛 153 24 43 28 13 11 21 10 3 -

福岡 478 56 119 74 66 46 79 26 9 3

佐賀 111 17 37 17 19 7 9 4 1 -

長崎 168 12 44 36 28 16 21 9 2 -

鹿児島 279 55 87 57 24 21 29 5 1 -

合計 3402 391 838 629 417 301 530 209 76 11

病院総数
建物面積

小学校 中学校 高等学校

学校建物面積(単位：千m
2
) 102,105 63,826 63,717

学校数 20,601 10,484 4,939

学校建物面積及び学校数から推定した１学校

当たりの建物面積(単位：m
2
)

4,956 6,088 12,901
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(11) 体育館の天井高さ、屋根材、外壁材、内壁材、床板 

体育館に関しては、JAEAが島根県から受託した先行研究結果（高原他, 2016）に基づき、古田・

高橋（2014）のモデルをリバイスした多く使用される物質が複数あると認められた場合、平均の

厚さ密度が小さい物質とした。 

 

● 天井高さ 

体育館の天井高さ（床基準）は 14施設に対して調べられており、その算術平均値は 1028 cmで

あった。このことに基づいて、体育館の天井高さを 10 mとした。 

 

● 屋根材 

体育館の屋根材は 12施設に対して調べられている。12施設中 10施設にステンレス鋼が使用さ

れており、このうち 6 施設ではステンレス鋼＋木毛セメント板＋アスファルトルーフィングの 3

層であり、これが 12施設中で最も多い組みあわせである。ただし、アスファルトルーフィングの

厚さは 1 mm、密度は 1.06 g cm−3であることから、外部被ばくに対する遮へい効果に大きな影響

はない。このことに基づいて、屋根材をステンレス鋼＋木毛セメント板の二層構造として、厚さ

をこれらの総和の算術平均値である 3.1 cmとした。 

 

● 外壁材 

 外壁材は 14 施設中 13 施設で普通コンクリートが使用されており、このうち 11 施設ではコン

クリート単層であり、14施設中で最も多い。普通コンクリートの厚さの算術平均値は 15 cmであ

った。このことに基づいて、体育館の外壁材を厚さ 15 cmのコンクリートとした。 

 

● 内壁材 

 内壁材ついて、ラワン合板（0.45 g cm−3）が使用されている施設は 14施設中 5施設、シナ合板

（0.5 g cm−3）が使用されている施設も 14 施設中 5 施設あり、その中でラワン合板とシナ合板の

二層構造となっているものは 5施設中 4施設であった。これらのことから、内壁材の材質は密度

が小さいラワン合板とした。内装材の密度を 0.45 g cm−3、厚さを二層の厚さの平均値である 1.4 

cmとした。 

 

● 床板 

床板は 14施設中 8施設で木材フローリングが使用されており、14施設中で最も多い。木材フロ

ーリングの厚さの算術平均は 1.5 cm、密度は 0.38 g cm−3であった。このことから、床材を厚さ 1.5 

cmの木材フローリングとし、密度を 0.38 g cm−3とした。 
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4.1.2 外部被ばくの低減効果の解析 

(1) パラメータの検討 

① 計算体系 

本事業では、屋内退避による外部被ばくの低減効果を表す尺度として以下の式で定義される線

量率比（以下、被ばく低減係数）を用いた。 

被ばく低減係数 =
家屋内の床上 1 m における空間線量率

家屋外の地表面上 1 m における空間線量率
 

 

解析コードは、先行研究でも用いられたモンテカルロによる輸送計算コード PHITS ver. 3.02

（Sato et al., 2018）を利用した。断面積ライブラリにはLos Alamos国立研究所のライブラリ（White, 

2003）を利用した。 

本事業における解析の精度を検討するため、地表面または大気中にCs-137が単位濃度ある場合

の空間線量率を他の先行研究と比較した（表 4. 12）。本事業の解析では空間線量率2を計算したの

に対して、Beck et al.（1972）では空気カーマ率、EPA（1993）では実効線量率が与えられていた

ので、ICPR Publ 72（ICRP, 1996）の換算係数を用いて空間線量率に統一して掲載した。換算の際

に Cs-137 からのガンマ線エネルギーである 0.662 MeV に対して直接利用可能な値がなかったの

で、0.6 MeVに対する値を代用した3。このようにして換算して比較したところ、本事業での計算

結果は従来の結果と数%以内で一致しており、その妥当性を検証することができた。 

 

外部被ばく低減効果の評価に想定する被ばく経路として、クラウドシャインとグラウンドシャ

インを想定した。クラウドシャインからの被ばくを考慮する際には、PAZ外での屋内退避を想定

するものとし、頭上を通過するプルーム状態では無く、地上近傍にも放射性物質が広がったサブ

マージョンの状態を仮定した。クラウドシャインからの被ばく低減効果を解析する際には、建物

を中心とした半径 1,000 m の半球状の空気領域に線源が一様に分布するものとし、建物の内部に

は線源が存在しないものと仮定した。なお、空気の密度は 1.205 × 10−3 g cm−3とした。 

グラウンドシャインからの被ばく低減効果を解析する際には、クラウドシャインと比較して影

響の範囲が限定されるため、建物を中心とする半径 500 mの円板上の土壌（密度：1.6 g cm−3）の

表面に線源が一様に分布するものとし、建物の下には線源がないと仮定した。 

 

表 4. 12 単位Cs-137当たりの空間線量率（地表 1 m高さ）の比較 

出典 
単位地表面濃度当たりの 

空間線量率（(μSv h−1)/(Bq m−2)） 

単位体積当たりの 

空間線量率（(μSv h−1)/(Bq m−3)） 

本解析 3.11 × 10-6 1.73 × 10-4 

Beck et al.（1972） 3.24 × 10-6 ― 

EPA（1993） 3.14 × 10-6 1.83 × 10-4 

佐藤他（2014） 3.12 × 10-6 ― 

                                                        
2 本報告書では、1F事故後の慣習に倣って、周辺線量当量のことを空間線量と呼ぶことにす

る。 
3 換算に用いた値は、実効線量 Eと空気カーマKaとの間での換算（E/Ka）について、回転ジオ

メトリー（ROT）及び当方ジオメトリー（ISO）に対してそれぞれ 0.814及び 0.684を利用し

た。また、周辺線量当量H*(10)と空気カーマとの間での換算（H*(10)/Ka）には 1.21を利用し

た。 
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② 対象建物 

評価対象とした建物は、戸建住宅（木造、鉄骨造、鉄筋コンクリート造）、木造、鉄骨造集合・

長屋建て住宅、鉄筋コンクリート造集合住宅、学校、病院及び体育館である。これらの建物の概

観と間取りに関しては、外部被ばく低減効果に関する先行研究（古田・高橋, 2014）を基本とした。

建築面積、壁の厚さ・組成は本調査結果を基に設定した。モデルで設定した建築面積、壁・屋根

の材質を表 4. 13に示す。対象とした建屋のモデル概観図を図 4. 5–図 4. 13に示す。各建物の平面

図中に示してある部屋の略号の意味については付録 5に記載した。 

建物による被ばく低減効果を計算する際に必要となる建物の部材や建材に関する情報（元素組

成及び密度）は、付録 5に示した。 

 

表 4. 13 各建物の評価モデルの設定条件の概要 

建物名 階数 建築面積 壁材質 屋根 

木造建屋 1階,2階 93 m2 

4.1.2③参照 

鉄骨造 

建屋 
1階,2階 93 m2 

鉄筋コン

クリート

造建屋 

2階 93 m2 

集合・長屋

建住宅 

(木造、鉄

骨造) 

1階,2階 130m2 

鉄筋コン

クリート

造集合住

宅 

5階 369 m2 
外壁：厚さ 15 cmのコンクリート 

室内隔壁：厚さ 2.5 cmの石膏ボード 
厚さ 20 cmのコンクリート 

教育施設 3階 1008 m2 

外壁：厚さ 15 cmのコンクリート 

室内隔壁：厚さ 15 cm のコンクリー

ト 

厚さ 14 cmのコンクリート 

病院 6階 1482 m2 

外壁：厚さ 15 cmのコンクリート、 

厚さ 1.25 cmの石膏ボード 

室内隔壁：厚さ 15 cm のコンクリー

ト、厚さ 1.25 cmの石膏ボード 

厚さ 15 cmのコンクリ―ト 

体育館 1階 900 m2 

外壁：厚さ 15 cmのコンクリート+ 

厚さ 1.44cmのラワン合板 

室内隔壁：厚さ 2.5 cmの石膏ボード 

厚さ 0.05 cmのステンレス鋼＋ 

厚さ 3 cmの木毛セメント板 
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図 4. 5 木造戸建住宅のモデル概観図（左：2階建て、右：平屋建て） 

  

 

図 4. 6 鉄骨造戸建住宅のモデル概観図（左：2階建て、右：平屋建て） 

  

 

図 4. 7 鉄筋コンクリート造戸建て住宅のモデル概観図 
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図 4. 8 2階建て集合住宅（木造、鉄骨造共通）のモデル概観図 

 

 

 

図 4. 9 平屋建て集合住宅（木造、鉄骨造共通）のモデル概観図 

 

 

 

図 4. 10 鉄筋コンクリート造集合住宅のモデル概観図 
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図 4. 11 学校のモデル概観図 

 

 

図 4. 12 病院のモデル概観図 

 

 
図 4. 13 体育館のモデル概観図 
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③ 住宅の外装材と内装材の組み合わせ 

4.1.1 の調査に基づいて設定したパラメータを整理する。戸建住宅の解析で設定した外装材と

内装材の厚さと密度を表 4. 14 に示す。集合住宅及び長屋建て住宅の解析で設定した外装材と内

装材の厚さと密度を表 4. 15と表 4. 16に示す。 

 

表 4. 14 戸建住宅の解析で設定した外装材・内装材の厚さと密度 

対象建屋 外装材 内装材 

非防火

木造 

防火 

木造 
鉄骨造 

鉄筋 

コンクリ

ート造 

名称 
厚さ 

(cm) 

密度 

(g cm−3) 
名称 

厚さ 

(cm) 

密度 

(g cm−3) 

× ○ ○ × 
窯業系サイディ

ング材 
1.6 1.1 

石膏 

ボード張

り 

0.95 0.7 

× ○ ○ × 
金属サイディン

グ材 
0.03 7.86 

× ○ ○ × モルタル 1.5 1.3 

× ○ × × 軽量気泡コンク

リート 

3.5 
0.5 

× × ○ × 5.0 

× ○ ○ × 
セラミック 

タイル 
0.8 2.1 

× ○ × × 漆喰 2.0 1.0 

× ○ × × 土壁 6.0 1.28 

板張り 1.2 0.38 
○ × × × 

木製サイディン

グ材 
1.8 0.38 

× × × ○ コンクリート 15.0 2.1 － 
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表 4. 15 木造集合・長屋建て住宅の解析で設定した外装材・内装材の厚さと密度 

外装材 内装材 

名称 
厚さ 

(cm) 

密度 

(g cm−3) 
名称 

厚さ 

(cm) 

密度 

(g cm−3) 

窯業系サイディング材 1.6 1.1 

板張り 1.2 0.38 

金属サイディング材 0.03 7.86 

モルタル 1.5 1.3 

軽量気泡コンクリート 3.5 0.5 

セラミックタイル 0.8 2.1 

木製サイディング材 1.8 0.38 

 

 

表 4. 16 鉄骨造集合・長屋建て住宅の解析で設定した外装材・内装材の厚さと密度 

外装材 内装材 

名称 
厚さ 

(cm) 

密度 

(g cm−3) 
名称 

厚さ 

(cm) 

密度 

(g cm−3) 

窯業系サイディング材 1.6 1.1 

石膏 

ボード張り 
0.95 0.7 

金属サイディング材 0.03 7.86 

モルタル 1.5 1.3 

軽量気泡コンクリート 5.0 0.5 

セラミックタイル 0.8 2.1 

 

 

④ 屋根汚染割合と壁汚染割合 

本稿では、特に断らない限り放射性物質が地表面にのみ沈着したことを仮定した評価を実施す

る。しかし実際の事故時においては、家屋の屋根及び外壁に付着した核種からの放射線による影

響も考慮する必要がある。これらの表面への核種の沈着量は、核種の物理的及び化学的性状に依

存する。英国公衆衛生庁（Public Health England: PHE）がチェルノブイリ後の経験をもとにまとめ

た報告書（Jones et al., 2009）によると、チェルノブイリ事故時に放出された放射性物質の粒径は

揮発性に応じて 2つに分類することができる。比較的揮発性の高いセシウム、テルル、ルテニウ

ム及びヨウ素については、吸入被ばくの項も示したように、1 μm程度の粒径が観察され、難溶性

物質であるランタン、バリウム、セリウム、ジルコニウム、モリブデン、アンチモン、ストロン

チウム、ニオブ、プルトニウム及びキュリウムについては、2–5 μm程度の粒径が観察されている。

Jones et al.（2009）による各種表面等への粒径別の沈着量を整理して表 4. 17に示す。 

また、福島第一原子力発電所事故における汚染影響として、吉村他(2017)によって大熊町と富

岡町の市街地における 11件の家屋に対して、屋根 212箇所（傾斜 6–24度：釉薬瓦・金属スレー

ト・樹脂モルタル）、壁 468箇所の事故後４年の時点での汚染調査が実施されている。核種は

Cs-1374である。それによると、屋根汚染に関しては、舗装面に対する相対濃度が 1%から 6%の

                                                        
4 以降、0.66MeVはCs-137相当を示し、Cs-137と記載した場合の γ線エネルギーは 0.66 MeVで

ある。 
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間に分布しており、平均値はおよそ 2%であった。一方、壁の汚染は家屋によらずほぼ 1%であ

り分布幅は非常に小さい。吉村他の測定結果に対して、事故直後の放射能濃度を推定するために

は、日本家屋の屋根材及び壁材にセシウムが付着した際の洗い流し効果について明らかにする必

要がある。この点は今後の課題である。 

Roed and Jacob（1990）、Andersson et al. (2002)は、チェルノブイリ事故後に家屋の屋根や壁の

汚染濃度を調査している。これらの測定に基づくと、事故直後の屋根汚染の草地に対する濃度比

は 12%から 88%の間に分布していた。なお、これは草地に対する比である。これらを比較した

ものを図 4. 14に示す。 

壁汚染に対して、Roed and Jacob（1990）、Andersson et al. (2002)は 1%前後と報告しており、経

過時間に対する汚染割合の大きな変動はみられなかった。吉村他(2017)の福島事故後 4年におけ

る測定は 1％程度でありRoed and Jacob（1990）、Andersson et al. (2002)の測定結果と大きな違い

はみられなかった。本事業ではこれらの沈着表面のうち、家屋内への寄与が特に大きいと考えら

れる屋根及び外壁に放射性物質が沈着した際に、被ばく低減係数がどの程度変化するのかを含め

て計算した。 

 

表 4. 17 各種表面への放射性物質の初期沈着量（土壌・草地を基準点とした場合の相対値） 

 地表面に対する相対沈着量（Jones et al., 2009） 

元素状ヨウ素 AMAD < 2 μm AMAD 2–5 μm 

乾性沈着 舗装面 0.2 0.3 0.7 

屋根 1.5 0.7 4 

外壁 0.14 0.05 0.1 

樹木・低木 0.4 2.5 5 

雑草 0.8 1.5 1.5 

裸地 0.6 0.3 0.3 

土壌・草地 1.0 1.0 1.0 

湿性沈着 舗装面 1.0 1.0 1.0 

屋根 0.85 0.85 0.85 

外壁 0.01 0.01 0.01 

樹木・低木 1.0 1.0 1.0 

雑草 1.0 1.0 1.0 

裸地 1.0 1.0 1.0 

土壌・草地 1.0 1.0 1.0 
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図 4. 14 チェルノブイリ事故及び福島事故後における屋根及び壁汚染の比較 

 

(2) 解析結果 

① 木造戸建住宅 

A. 2階建て 

2 階建て木造住宅の間取り図を図 4. 15 に示す。低減係数の分布図を図 4. 16 に示す。各外装材

と内装材の組み合わせにおけるクラウドシャインとグラウンドシャインに対する視点 1-1 と視点

2-1 上の外部被ばく低減係数を図 4. 17 と図 4. 18 に示す。各階の床全体に対する外部被ばく低減

係数の最小値、最大値、算術平均値、及びフロア中央付近の値を表 4. 18と表 4. 19に示す。 

各階における外部被ばく低減係数の分布は、クラウドシャインの場合、各階ともに被ばく低減

係数の位置による大きな違いは見られなかった。また、1 階と 2 階との外部被ばく低減係数の大

小関係を比較すると、2階の外部被ばく低減係数が大きい傾向であった。2階では屋根と天井の遮

へい効果が 1階と比較して小さいことと、2階より下の部分（1階部の高さ）に存在する放射性物

質からの寄与があるためである。グラウンドシャインの場合、家屋下に放射性物質が存在しない

ときに、部屋の中央付近ほど外部被ばく低減係数が小さくなる。 

クラウドシャインとグラウンドシャインの両方において、最も外部被ばく低減係数の大きい外

装材は木製サイディング材と金属サイディング材であり、1階における算術平均値はCs-137のク

ラウドシャインの場合に 0.80–0.82、Cs-137のグラウンドシャインの場合に 0.58であった。2階に

おける算術平均値はCs-137のクラウドシャインの場合に約 0.90、グラウンドシャインの場合に約

0.55であった。 

窯業系サイディング材、モルタル、軽量気泡コンクリート、セラミックタイル、漆喰に対する

外部被ばく低減係数の差はほとんどなく、1階における算術平均値はCs-137のクラウドシャイン

の場合に 0.74–0.76、Cs-137 のグラウンドシャインの場合に 0.50–0.52 であった。2 階における算

術平均値は Cs-137 のクラウドシャインの場合に約 0.86、Cs-137 のグラウンドシャインの場合に

約 0.50であった。 

最も外部被ばく低減係数が小さいのは土壁のケースであり、１階における算術平均値はCs-137

のクラウドシャインの場合に 0.61、Cs-137のグラウンドシャインの場合に 0.42であった。2階に

おける算術平均値は Cs-137 のクラウドシャインの場合に 0.75、Cs-137 のグラウンドシャインの

場合に 0.39であった。 

1%
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地
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図 4. 15 2階建て木造住宅の間取り図（左：1階、右：2階） 

 

 

図 4. 16 2階建て木造住宅での外部被ばく低減係数の分布図 

Cs-137 窯業系サイディング材 

左上：クラウドシャイン 1階    右上：グラウンドシャイン 1階 

左下：クラウドシャイン 2階    右下：グラウンドシャイン 2階 
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図 4. 17 視点 1-1上におけるCs-137の外部被ばく低減係数 

（左：クラウドシャイン  右：グラウンドシャイン） 

 

 

図 4. 18 視点 2-1上におけるCs-137の被ばく低減係数 

（左：クラウドシャイン  右：グラウンドシャイン） 
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表 4. 18 2階建木造住宅(1階)の被ばく低減係数の算術平均値、最小値、最大値、及びフロアの中

央付近の値 

 

 

 

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV 0.66MeV

最小値 0.75 0.76 0.79 0.82 0.50

フロアの中央付近の値 0.76 0.79 0.81 0.82 0.50

算術平均値 0.80 0.82 0.85 0.87 0.58

最大値 0.85 0.85 0.89 0.91 0.67

最小値 0.72 0.75 0.79 0.81 0.50

フロアの中央付近の値 0.74 0.78 0.80 0.81 0.50

算術平均値 0.77 0.80 0.84 0.87 0.58

最大値 0.81 0.84 0.88 0.91 0.67

最小値 0.68 0.71 0.74 0.79 0.48

フロアの中央付近の値 0.70 0.74 0.77 0.79 0.48

算術平均値 0.72 0.76 0.80 0.83 0.54

最大値 0.77 0.80 0.83 0.87 0.63

最小値 0.68 0.71 0.74 0.78 0.47

フロアの中央付近の値 0.70 0.73 0.77 0.79 0.47

算術平均値 0.72 0.75 0.79 0.82 0.53

最大値 0.77 0.79 0.83 0.87 0.63

最小値 0.68 0.71 0.74 0.79 0.48

フロアの中央付近の値 0.70 0.74 0.78 0.79 0.48

算術平均値 0.72 0.76 0.80 0.83 0.54

最大値 0.77 0.80 0.83 0.88 0.63

最小値 0.68 0.72 0.73 0.79 0.48

フロアの中央付近の値 0.71 0.74 0.77 0.79 0.48

算術平均値 0.73 0.76 0.79 0.83 0.54

最大値 0.77 0.80 0.83 0.88 0.64

最小値 0.66 0.69 0.72 0.78 0.47

フロアの中央付近の値 0.68 0.72 0.76 0.78 0.47

算術平均値 0.70 0.74 0.78 0.82 0.53

最大値 0.75 0.78 0.82 0.86 0.62

最小値 0.51 0.55 0.58 0.64 0.37

フロアの中央付近の値 0.56 0.60 0.65 0.69 0.38

算術平均値 0.57 0.61 0.66 0.70 0.42

最大値 0.65 0.69 0.73 0.76 0.54

土壁

クラウドシャイン

木製サイディング材

金属サイディング材

窯業系サイディング材

モルタル

軽量気泡コンクリート

セラミックタイル

漆喰
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表 4. 19 2階建木造住宅(2階)の被ばく低減係数の算術平均値、最小値、最大値、及びフロアの中

央付近の値 

 

 

 

 

  

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV 0.66MeV

最小値 0.87 0.87 0.89 0.91 0.52

フロアの中央付近の値 0.90 0.90 0.92 0.93 0.52

算術平均値 0.91 0.91 0.93 0.95 0.55

最大値 0.95 0.95 0.97 0.98 0.59

最小値 0.83 0.85 0.88 0.90 0.52

フロアの中央付近の値 0.87 0.88 0.91 0.93 0.52

算術平均値 0.88 0.89 0.92 0.94 0.55

最大値 0.91 0.93 0.96 0.97 0.58

最小値 0.79 0.82 0.85 0.87 0.48

フロアの中央付近の値 0.84 0.86 0.88 0.91 0.48

算術平均値 0.85 0.86 0.89 0.91 0.51

最大値 0.89 0.90 0.93 0.95 0.54

最小値 0.79 0.81 0.84 0.87 0.48

フロアの中央付近の値 0.84 0.86 0.88 0.90 0.48

算術平均値 0.85 0.86 0.89 0.91 0.51

最大値 0.89 0.90 0.93 0.95 0.54

最小値 0.79 0.82 0.85 0.88 0.48

フロアの中央付近の値 0.84 0.86 0.88 0.91 0.48

算術平均値 0.85 0.86 0.89 0.91 0.51

最大値 0.89 0.90 0.93 0.95 0.54

最小値 0.81 0.83 0.84 0.87 0.48

フロアの中央付近の値 0.85 0.86 0.88 0.91 0.49

算術平均値 0.85 0.87 0.89 0.92 0.52

最大値 0.89 0.90 0.93 0.95 0.55

最小値 0.76 0.80 0.83 0.86 0.47

フロアの中央付近の値 0.83 0.85 0.87 0.90 0.48

算術平均値 0.83 0.85 0.88 0.91 0.50

最大値 0.87 0.89 0.92 0.94 0.54

最小値 0.59 0.65 0.68 0.73 0.37

フロアの中央付近の値 0.74 0.77 0.80 0.84 0.37

算術平均値 0.72 0.75 0.79 0.82 0.39

最大値 0.78 0.80 0.84 0.87 0.45

クラウドシャイン

木製サイディング材

金属サイディング材

土壁

窯業系サイディング材

モルタル

軽量気泡コンクリート

セラミックタイル

漆喰
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B. 平屋建て 

間取り図は 2階建て木造住宅の 1階（図 4. 15）と同じである。被ばく低減係数の分布図を図

4. 19に示す。各外装材と内装材の組み合わせにおけるクラウドシャイン、グラウンドシャイン

に対する視点 1-1上の外部被ばく低減係数を図 4. 20に示す。床全体に対する外部被ばく低減係

数の最小値、最大値、算術平均値、及びフロアの中央付近の値を表 4. 20に示す。 

平屋建て木造住宅の外部被ばく低減係数の分布の傾向は、2 階建て住宅における 1 階の解析結

果とほぼ同等である。クラウドシャインの外部被ばく低減係数は天井方向の遮へい効果が小さく

なる分、2 階建て住宅の 1 階の解析結果と比較するとわずかに大きい。一方、グラウンドシャイ

ンに関しては 2階建て住宅とほとんど差が見られなかった。 

クラウドシャインとグラウンドシャインの両方において、最も外部被ばく低減係数の大きい外

装材は木製サイディング材と金属サイディング材であり、1階における算術平均値はCs-137のク

ラウドシャインの場合に 0.83–0.84であり、Cs-137のグラウンドシャインの場合に 0.56–0.57であ

った。 

2 階建木造住宅と同様に、窯業系サイディング材、モルタル、ALC、セラミックタイル、及び

漆喰に対する被ばく低減係数の差はほとんどなく、1階の算術平均値はCs-137のクラウドシャイ

ンの場合に約 0.80、Cs-137のグラウンドシャインの場合に 0.52–0.53であった。 

最も被ばく低減係数が小さいのは土壁であり、1階の算術平均値はCs-137のクラウドシャイン

の場合に 0.71、Cs-137のグラウンドシャインの場合に 0.41であった。 

 

図 4. 19 平屋建て木造住宅での外部被ばく低減係数の分布図 

Cs-137 窯業系サイディング材 

    左：クラウドシャイン 1階  右：グラウンドシャイン 1階 

 

図 4. 20 平屋建て木造住宅 視点 1-1上の外部被ばく低減係数 

（左：クラウドシャイン  右：グラウンドシャイン） 
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表 4. 20 平屋建て木造住宅の被ばく低減係数の算術平均値、最小値、最大値、及びフロアの中央

付近の値 

 

 

C. 屋根及び壁面汚染の影響 

屋根及び外壁への付着割合を変化させ、各条件でグラウンドシャインによる被ばく低減係数を

計算した。2 階建て木造住宅に対する被ばく低減係数のフロア全体の平均値とフロア中央付近の

値を表 4. 21に示す。付着割合はセシウムを想定し、表 4. 17に示されているAMADが 2 μm未満

の屋根への付着割合（70％）、外壁への付着割合（5％）を包含するように、屋根への付着割合の

最大値を 100％、外壁への付着割合の最大値を 10％と設定した。屋根への沈着量が 2倍になると

（表 4. 21の壁の付着割合 10%で屋根の付着割合 50％と 100％と比較すると）、1階及び 2階の被

ばく低減係数はそれぞれ約 10%及び 20%弱大きくなることがわかった。また、外壁への沈着量が

10倍になると（表 4. 21の外壁の付着割合 1％と 10％を比較すると）、屋根の場合と比較して 1階

及び 2 階の被ばく低減係数の変化量は小さく 5％以内であった。いずれの場合においても被ばく

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV 0.66MeV

最小値 0.77 0.79 0.80 0.83 0.48

フロアの中央付近の値 0.79 0.80 0.82 0.84 0.48

算術平均値 0.83 0.84 0.87 0.89 0.56

最大値 0.88 0.88 0.91 0.93 0.67

最小値 0.76 0.78 0.80 0.82 0.48

フロアの中央付近の値 0.78 0.79 0.81 0.83 0.48

算術平均値 0.81 0.83 0.86 0.88 0.57

最大値 0.86 0.86 0.90 0.93 0.67

最小値 0.73 0.75 0.78 0.80 0.46

フロアの中央付近の値 0.76 0.78 0.80 0.82 0.46

算術平均値 0.78 0.80 0.83 0.86 0.53

最大値 0.83 0.84 0.87 0.90 0.63

最小値 0.73 0.75 0.78 0.80 0.45

フロアの中央付近の値 0.76 0.78 0.80 0.82 0.45

算術平均値 0.78 0.80 0.83 0.86 0.52

最大値 0.83 0.84 0.87 0.90 0.62

最小値 0.73 0.75 0.78 0.80 0.46

フロアの中央付近の値 0.76 0.78 0.80 0.82 0.46

算術平均値 0.78 0.80 0.83 0.86 0.53

最大値 0.83 0.84 0.88 0.90 0.63

最小値 0.74 0.76 0.78 0.81 0.46

フロアの中央付近の値 0.77 0.78 0.80 0.82 0.46

算術平均値 0.78 0.81 0.84 0.86 0.53

最大値 0.84 0.84 0.88 0.91 0.63

最小値 0.71 0.74 0.77 0.80 0.45

フロアの中央付近の値 0.75 0.77 0.79 0.82 0.45

算術平均値 0.76 0.79 0.83 0.85 0.52

最大値 0.82 0.83 0.87 0.90 0.62

最小値 0.57 0.62 0.66 0.70 0.36

フロアの中央付近の値 0.70 0.72 0.75 0.78 0.36

算術平均値 0.68 0.71 0.75 0.78 0.41

最大値 0.75 0.77 0.81 0.84 0.53

土壁

窯業系サイディング材

モルタル

軽量気泡コンクリート

セラミックタイル

漆喰

クラウドシャイン

木製サイディング材

金属サイディング材
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低減係数は屋根及び外壁への沈着を考慮しない場合よりも高くなり、最大で、地表面のみの沈着

を考慮した場合と比較して 1階では最大 1.3倍、2階では最大 1.6倍大きくなる。 

 

表 4. 21 2階建て木造住宅 屋根と壁の汚染を考慮した場合のグラウンドシャイン想定時の被ば

く低減係数の算術平均値とフロア中央付近の値(Cs-137想定) 

  

  

  

屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度） 

汚染なし 
屋根：50% 

壁  ：10% 

屋根：100% 

壁   ：1% 

屋根：100% 

壁  ：10% 

1階 

金属サイディング材 
フロア中央 0.50  0.59  0.64  0.66  

算術平均値 0.58  0.68  0.72  0.75  

窯業系サイディング材 
フロア中央 0.48  0.56  0.61  0.63  

算術平均値 0.54  0.63  0.68  0.70  

モルタル 
フロア中央 0.47  0.56  0.61  0.63  

算術平均値 0.53  0.63  0.67  0.70  

軽量気泡コンクリート 
フロア中央 0.48  0.56  0.61  0.63  

算術平均値 0.54  0.63  0.68  0.70  

セラミックタイル 
フロア中央 0.48  0.57  0.62  0.63  

算術平均値 0.54  0.64  0.68  0.71  

漆喰塗り 
フロア中央 0.47  0.56  0.61  0.62  

算術平均値 0.53  0.63  0.67  0.69  

土壁塗り 
フロア中央 0.38  0.45  0.50  0.52  

算術平均値 0.42  0.50  0.54  0.56  

木製サイディング材 
フロア中央 0.50  0.59  0.65  0.66  

算術平均値 0.58  0.68  0.72  0.74  

2階 

  

金属サイディング材 
フロア中央 0.52  0.66  0.74  0.77  

算術平均値 0.55  0.70  0.78  0.81  

窯業系サイディング材 
フロア中央 0.48  0.62  0.71  0.73  

算術平均値 0.51  0.66  0.74  0.77  

モルタル 
フロア中央 0.48  0.61  0.70  0.72  

算術平均値 0.51  0.65  0.74  0.76  

軽量気泡コンクリート 
フロア中央 0.48  0.62  0.71  0.73  

算術平均値 0.51  0.66  0.74  0.77  

セラミックタイル 
フロア中央 0.49  0.62  0.71  0.73  

算術平均値 0.52  0.66  0.74  0.77  

漆喰塗り 
フロア中央 0.48  0.61  0.70  0.72  

算術平均値 0.50  0.65  0.73  0.76  

土壁塗り 
フロア中央 0.37  0.50  0.58  0.60  

算術平均値 0.39  0.52  0.60  0.62  

木製サイディング材 
フロア中央 0.52  0.65  0.74  0.76  

算術平均値 0.55  0.70  0.78  0.81  
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D. 建築面積の影響 

 木造住宅に対して、建築面積の違いによる被ばく低減係数の変化を調べるため、ベースケース

（建築面積 93 m2）に対して、建築面積が狭い場合（45 m2）と広い場合（150 m2）での被ばく低

減係数を算出した。外壁材は窯業系サイディング材とした。2 章で示した調査結果によると原子

力関連施設の立地都道府県、又は周辺の都道府県において原子力防災関連の地域防災計画を作成

している自治体においては、約 90%の住宅がこの範囲に含まれる。建築面積を 45 m2及び 150 m2

の条件で被ばく低減係数を評価して、93 m2と比較した結果を表 4. 22に示す。 

 その結果、クラウドシャインに対しては建築面積の違いの影響はほとんどなかった。一方、グ

ラウンドシャインに対しては、建築面積が大きくなると被ばく低減係数が小さくなる傾向があり、

45m2と 93m2の違いに対して 1階の被ばく低減係数の平均値は 0.91倍、93 m2と 150 m2の違いに

対して被ばく低減係数は 0.93倍であった。2階に対しては 45 m2と 93 m2、93 m2と 150 m2ともに

0.93倍であった。 

 

表 4. 22 2階建て木造住宅 窯業系サイディング材とした場合の建築面積の違いによる被ばく低

減係数の影響 

  建築面積 最小値 フロア中央 算術平均値 最大値 

クラウド 

シャイン 

0.4 MeV 

1階 

45 m2 0.68  0.71  0.73  0.77  

93 m2 0.68  0.70  0.72  0.77  

150 m2 0.68  0.70  0.72  0.77  

2階 

45 m2 0.81  0.83  0.85  0.88  

93 m2 0.79  0.84  0.85  0.89  

150 m2 0.79  0.84  0.84  0.88  

0.66 MeV 

1階 

45 m2 0.70  0.74  0.76  0.80  

93 m2 0.71  0.74  0.76  0.80  

150 m2 0.71  0.73  0.75  0.80  

2階 

45 m2 0.82  0.86  0.86  0.90  

93 m2 0.82  0.86  0.86  0.90  

150 m2 0.81  0.86  0.86  0.89  

1.0 MeV 

1階 

45 m2 0.74  0.76  0.80  0.84  

93 m2 0.74  0.77  0.80  0.83  

150 m2 0.75  0.75  0.79  0.83  

2階 

45 m2 0.84  0.89  0.89  0.92  

93 m2 0.85  0.88  0.89  0.93  

150 m2 0.83  0.88  0.89  0.93  

1.5 MeV 

1階 

45 m2 0.79  0.80  0.83  0.87  

93 m2 0.79  0.79  0.83  0.87  

150 m2 0.77  0.78  0.82  0.86  

2階 

45 m2 0.87  0.91  0.91  0.94  

93 m2 0.87  0.91  0.91  0.95  

150 m2 0.87  0.91  0.91  0.94  

グラウンド

シャイン 
0.66 MeV 

1階 

45 m2 0.54  0.54  0.59  0.67  

93 m2 0.48  0.48  0.54  0.63  

150 m2 0.43  0.43  0.50  0.61  

2階 

45 m2 0.53  0.54  0.55  0.59  

93 m2 0.48  0.48  0.51  0.54  

150 m2 0.44  0.44  0.48  0.53  
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E. 積雪の影響 

1F事故後の福島県内でも観察されたように（福島県災害対策本部, 2012）、積雪によって地表面

が覆われることでグラウンドシャインからの空間線量率は低下することが知られている。地殻に

含まれるガンマ線源からの放射線の減衰については過去に複数の研究成果が報告されてきた

（Sievert and Hultqvist, 1951; 藤元, 1986; 長岡他, 1988, 1992）。しかしながら、事故時の放射性セシ

ウム等に対する低減係数についてはこれまでに報告されていない。そこでここでは、木造家屋へ

の屋内退避時に周囲への積雪を想定した場合の家屋内での被ばく低減係数を計算した。木造家屋

の建屋モデル及び家屋周辺の線源体系についてはこれまでと同様に 4.1.2 で示した体系として、

Cs-137 からのグラウンドシャインに対する被ばく低減係数5を評価した。この際に積雪は地表面

のみとし、家屋の屋根及び壁への積雪は考慮していない。雪の密度は先行研究（Sievert and Hultqvist, 

1951）を参考に 0.10 g cm−3及び 0.40 g cm−3とした。積雪深度は 5 cm及び 10 cmとして計算した。 

これらの評価に先立って、計算の妥当性を検証するため、藤元（1986）の結果を再現できるか、

同様の条件での計算を行った6。再現計算では、藤元（1986）と同様に地殻中ガンマ線源であるK-

40を対象として、放射線エネルギーを 1.46 MeVの線源が地中 50 cmまで一様に分布するものと

した。雪の密度を 0.40 g cm−3として、積雪深度を 10 cmとした。この結果、地表面から 1 m高さ

における空間線量率は積雪の無い状態に比べて 0.70倍となった。これは藤元（1986）による同様

の条件に対する 0.68倍と比べて数%以内での違いとなっており、本事業での計算は先行研究と整

合性のある結果となることを確認した。 

 2 階建て木造住宅で、外装材を窯業系サイディング材とした場合の積雪による被ばく低減係数

（グラウンドシャイン）の評価結果として、積雪深度、雪密度に対する算術平均値、フロア中央

付近の値、最小値、及び最大値の値を図 4. 21と表 4. 23に示す。ここで積雪水量（g cm−2）とは、

雪密度と積雪深度の積であり、積雪量を水の厚さの等価量として示した値である。この結果から、

第一に言えることは地表面に積雪があると被ばく低減係数は低くなることである。これは直観的

にも明らかなように、地表面上の放射性物質に対して雪が覆いかぶさることで放射線が遮蔽され

ることによるものである。 

第二に特徴的なのは、木造家屋 1階と 2階の被ばく低減係数の大小関係が積雪の有無によって

逆転し、2 階の方が 1 階よりも被ばく低減係数が高くなる傾向がみられることである。これは、

垂直方向から角度を持った方向にガンマ線が放出されると、空気に比べて遮へい効果の高い積雪

層を通過する距離が長くなるためである。地表に線源が分布する場合と地中に線源が分布する場

合においても、同様の原因によって 1階と 2階の線量低減係数の傾向が逆転することは古田・高

橋（2014）においても指摘されている。 

 

 

  

                                                        
5 被ばく低減係数の定義はこれまでと同様に、積雪のない場合における地表面から 1 mの高さに

おける空間線量率に対する比とした。 
6 藤元（1986）が指摘しているように Sievert and Hultqvist（1951）の計算は散乱線の寄与を過小

評価しており、積雪時の線量が実際よりも低く評価されている。このため、本事業では妥当性の

検証に藤元（1986）の結果を参照した。 
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表 4. 23 2階建木造住宅 窯業系サイディング材とした場合の積雪深度の違いによる被ばく低減

係数（グラウンドシャイン）の影響 

積雪深度 

(cm) 

雪密度 

(g cm−3) 
  最小値 

フロアの 

中央付近の値 

算術 

平均値 
最大値 

0 0.0 
1階 0.48  0.48  0.54  0.63  

2階 0.48  0.48  0.51  0.54  

5 

0.1 

1階 0.29  0.29  0.34  0.43  

2階 0.39  0.39  0.42  0.46  

10 
1階 0.21  0.21  0.26  0.34  

2階 0.32  0.32  0.35  0.38  

5 

0.4 

1階 0.15  0.15  0.19  0.26  

2階 0.24  0.25  0.27  0.30  

10 
1階 0.09  0.09  0.12  0.18  

2階 0.17  0.17  0.19  0.22  

 

 

 

図 4. 21 積雪水量に対する木造家屋の階数別の被ばく低減係数（グラウンドシャイン） 
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F. 防火木造住宅の壁材について 

防火木造住宅と鉄骨造住宅の壁材を、外装材の分布（表 4. 1に示した平成 27年度のデータと表

4. 3 に示した昭和 62 年のデータ）を用いて検討した。なお、表 4. 1 と表 4. 3 で「その他」、「な

し」、及び「不明」に分類されている外装材を「セラミックタイル」とした。表 4. 3で「サイディ

ング張り」に分類されている壁材を窯業系サイディング材と金属サイディング材の混合とした。

その混合割合は平成 27年度の「窯業系サイディング材：金属サイディング材＝78.8 : 8.8」とした。 

以下の被ばく低減係数は、上記の前提に基づいて重み付け平均したものである。 

 

・2階建て防火木造住宅、Cs-137、クラウドシャインの場合 

  平成 27年度のデータ使用時：1階 → 0.76、2階 → 0.87 

    昭和 62年度のデータ使用時：1階 → 0.75、2階 → 0.86 

 

・2階建て防火木造住宅、Cs-137、グラウンドシャインの場合 

  平成 27年度のデータ使用時：1階 → 0.54、2階 → 0.51 

    昭和 62年度のデータ使用時：1階 → 0.53、2階 → 0.50 

 

この結果、平成 27年度のデータと昭和 62年のデータのどちらを用いても、窯業系サイディン

グ材単独のデータとほとんど変わらない結果であった。また、平成 18年の JIS A 5422「窯業系サ

イディング」の改正以前では、現在では生産がされていない 12 mm厚の窯業系サイディング材も

使用されていた(日本窯業外装材協会(2007))が、付録 6に示すように 12 mm厚の結果も 16 mm厚

の結果と殆ど違いは見られない結果となっている。 

さらに、後述するように、鉄骨造住宅の被ばく低減係数は防火木造住宅と同様に外装材間で大

きな違いは見られない。以上のことから、防火木造住宅と鉄骨造住宅に関する壁材は、「窯業系サ

イディング材」とした。 
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② 鉄骨造戸建住宅 

A. 2階建て鉄骨造住宅 

2 階建て鉄骨造住宅の間取り図を図 4. 22 に示す。被ばく低減係数の分布図を図 4. 23 に示す。

各外装材と内装材の組み合わせにおけるクラウドシャインとグラウンドシャインに対する視点1-

1 上と視点 2-1 上の外部被ばく低減係数を図 4. 24 と図 4. 25 に示す。各階の床全体に対する外部

被ばく低減係数の最小値、最大値、算術平均値、フロアの中央付近の値を表 4. 24と表 4. 25に示

す。 

各階における外部被ばく低減係数の分布は、木造住宅と同じ傾向であった。クラウドシャイン

の場合、各階ともに中央付近では僅かに低減係数が小さい傾向であり、窓付近で僅かに上昇する。

1 階と 2 階の外部被ばく低減係数の大小関係を比較すると、木造住宅と同様に 2 階の外部被ばく

低減係数が大きい。グラウンドシャインの場合、木造住宅と同様に部屋の中央付近ほど外部被ば

く低減係数が小さい傾向である。 

クラウドシャインとグラウンドシャインの両方において、最も外部被ばく低減係数の大きい外

装材は金属サイディング材であり、1階でCs-137のクラウドシャインの場合に算術平均値は0.74、

フロア中央付近で 0.69、Cs-137のグラウンドシャインの場合に算術平均値は 0.55、フロア中央付

近で 0.47であった。2階でCs-137のクラウドシャインの場合に算術平均値は 0.85、フロア中央付

近で 0.80、Cs-137のグラウンドシャインの場合に算出平均値は 0.54、フロア中央付近で 0.51であ

った。 

窯業系サイディング材、モルタル、セラミックタイル、及びALCに対する外部被ばく低減係数

の差はほとんどなく、1階でCs-137のクラウドシャインの場合に算術平均値は約 0.69、フロア中

央付近で約 0.66、Cs-137のグラウンドシャインの場合に算術平均値は約 0.51、フロア中央付近で

0.45であった。2階でCs-137のクラウドシャインの場合に算術平均値は約 0.82、フロア中央付近

で約 0.78、Cs-137のグラウンドシャインの場合に算術平均値は約 0.50、フロア中央付近で約 0.47

であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4. 22 2階建て鉄骨造住宅の間取り図（左：1階、右：2階） 
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図 4. 23 2階建て鉄骨造住宅での外部被ばく低減係数の分布図 

Cs-137 窯業系サイディング材 

左上：クラウドシャイン 1階  右上：グラウンドシャイン 1階 

左下：クラウドシャイン 2階    右下：グラウンドシャイン 2階 

 

 

 図 4. 24 2階建て鉄骨造住宅 視点 1-1上におけるCs-137の被ばく低減係数 

（左：クラウドシャイン  右：グラウンドシャイン） 
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図 4. 25 2階建て鉄骨造住宅 視点 2-1上におけるCs-137の被ばく低減係数 

（左図：クラウドシャイン  右図：グラウンドシャイン） 

 

 

表 4. 24 2階建て鉄骨造住宅(1階)の被ばく低減係数の算術平均値、最小値、最大値、フロアの

中央付近の値 

 

 

 

  

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV 0.66MeV

最小値 0.62 0.67 0.72 0.76 0.47

フロアの中央付近の値 0.64 0.69 0.73 0.77 0.47

算術平均値 0.70 0.74 0.78 0.82 0.55

最大値 0.77 0.80 0.85 0.88 0.67

最小値 0.58 0.63 0.68 0.73 0.44

フロアの中央付近の値 0.60 0.66 0.71 0.74 0.45

算術平均値 0.65 0.69 0.74 0.78 0.51

最大値 0.72 0.76 0.80 0.84 0.63

最小値 0.57 0.63 0.68 0.73 0.44

フロアの中央付近の値 0.60 0.66 0.70 0.73 0.45

算術平均値 0.64 0.69 0.74 0.78 0.51

最大値 0.72 0.75 0.79 0.83 0.63

最小値 0.58 0.64 0.69 0.73 0.44

フロアの中央付近の値 0.61 0.66 0.71 0.74 0.45

算術平均値 0.65 0.70 0.75 0.78 0.52

最大値 0.73 0.76 0.80 0.84 0.64

最小値 0.56 0.61 0.66 0.71 0.43

フロアの中央付近の値 0.58 0.64 0.69 0.72 0.43

算術平均値 0.62 0.67 0.72 0.76 0.50

最大値 0.70 0.74 0.77 0.82 0.61

軽量気泡コンクリート

クラウドシャイン

金属サイディング材

窯業系サイディング材

モルタル

セラミックタイル
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表 4. 25 2階建て鉄骨造住宅(2階)の被ばく低減係数の算術平均値、最小値、最大値、フロアの

中央付近の値 

 

 

B. 平屋建て鉄骨造住宅 

間取り図は 2階建て鉄骨造住宅の 1階（図 4. 22）と同じである。被ばく低減係数の分布図を

図 4. 27に示す。各外装材と内装材の組み合わせにおけるクラウドシャイン、グラウンドシャイ

ンに対する視点 1-1上の外部被ばく低減係を図 4. 26に示す。各外装材に対する床全体の被ばく

低減係数の最小値、算術平均値、最大値、フロアの中央付近の値を表 4. 26に示す。 

平屋建て鉄骨造住宅の外部被ばく低減係数の分布の傾向は、2 階建て鉄骨造住宅における 1 階

の解析結果とほぼ同等である。クラウドシャインの外部被ばく低減係数は天井方向の遮へい効果

が小さくなる分、2 階建て住宅の 1 階の解析結果と比較するとわずかに大きい。一方、グラウン

ドシャインに関しては 2階建て住宅とほとんど差が見られなかった。 

クラウドシャインとグラウンドシャインの両方において、最も外部被ばく低減係数の大きい外

装材は金属サイディング材であり、Cs-137のクラウドシャインの場合に算術平均値は 0.77、フロ

ア中央付近で 0.75であり、Cs-137のグラウンドシャインの場合に算術平均値は 0.53、フロア中央

付近で 0.47であった。 

窯業系サイディング材、モルタル、セラミックタイル、ALCに対する被ばく低減係数の違いは

ほとんどなく、Cs-137 のクラウドシャインの場合に算術平均値は約 0.74、フロア中央付近で約

0.74、Cs-137のグラウンドシャインの場合に約 0.49、フロア中央付近で約 0.44であった。 

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV 0.66MeV

最小値 0.73 0.78 0.81 0.84 0.50

フロアの中央付近の値 0.76 0.80 0.84 0.86 0.51

算術平均値 0.82 0.85 0.88 0.91 0.54

最大値 0.88 0.89 0.93 0.96 0.59

最小値 0.72 0.76 0.80 0.82 0.46

フロアの中央付近の値 0.74 0.78 0.82 0.85 0.47

算術平均値 0.79 0.82 0.86 0.89 0.51

最大値 0.85 0.87 0.89 0.92 0.55

最小値 0.71 0.76 0.80 0.82 0.46

フロアの中央付近の値 0.74 0.78 0.82 0.85 0.47

算術平均値 0.79 0.82 0.86 0.88 0.50

最大値 0.85 0.86 0.89 0.92 0.55

最小値 0.72 0.76 0.80 0.83 0.47

フロアの中央付近の値 0.75 0.79 0.82 0.85 0.48

算術平均値 0.80 0.83 0.86 0.89 0.51

最大値 0.86 0.87 0.90 0.93 0.56

最小値 0.70 0.74 0.79 0.82 0.45

フロアの中央付近の値 0.73 0.77 0.81 0.84 0.46

算術平均値 0.77 0.80 0.84 0.87 0.49

最大値 0.83 0.85 0.88 0.91 0.53

軽量気泡コンクリート

クラウドシャイン

金属サイディング材

窯業系サイディング材

モルタル

セラミックタイル
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図 4. 26 平屋建て鉄骨造住宅 視点 1-1上におけるCs-137の被ばく低減係数 

（左：クラウドシャイン  右：グラウンドシャイン） 

 

 

図 4. 27 平屋建て鉄骨造住宅での外部被ばく低減係数の分布図 

Cs-137 窯業系サイディング材 

左：クラウドシャイン 1階  右：グラウンドシャイン 1階 
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表 4. 26 平屋建て鉄骨造住宅の被ばく低減係数の算術平均値、最小値、最大値、フロアの中央付

近の値 

 

 

C. 壁面汚染の影響 

 屋根と壁面汚染の影響を、木造住宅と同様に a. 屋根 100％、壁 10％、b. 屋根 100％、壁 1％、

c. 屋根 50％、壁 10％の汚染を想定した場合の解析を実施した。表 4. 27に、汚染を想定しない場

合と上記の汚染を想定した場合の床全体に対する被ばく低減係数の算術平均値を示す。 

 最も影響が大きいケースは a. 屋根 100％、壁 10％であり、屋根の影響を受けにくい鉄骨造住宅

2 階の 1 階部分では、汚染を想定しない場合と比較して約 18%程度の低減係数の増加であった。

2階部分では 30%以上の増加を示した。 

 2 階建て住宅の 1 階と 2 階の比較では、傾向は木造住宅と同じであり、汚染を想定しない場合

に被ばく低減係数は 1階のほうがわずかに大きいが、このような汚染を想定した場合には特に屋

根汚染の影響を受けるため、2階の低減係数のほうが大きくなる結果となった。 

 

  

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV 0.66MeV

最小値 0.67 0.71 0.75 0.79 0.46

部屋の中央付近の値 0.72 0.75 0.80 0.82 0.47

算術平均値 0.73 0.77 0.81 0.84 0.53

最大値 0.80 0.82 0.87 0.89 0.66

最小値 0.64 0.69 0.73 0.77 0.43

部屋の中央付近の値 0.70 0.74 0.78 0.81 0.44

算術平均値 0.70 0.74 0.78 0.82 0.50

最大値 0.76 0.79 0.84 0.86 0.62

最小値 0.65 0.70 0.73 0.77 0.43

部屋の中央付近の値 0.70 0.74 0.78 0.81 0.44

算術平均値 0.70 0.74 0.78 0.82 0.49

最大値 0.76 0.79 0.84 0.86 0.62

最小値 0.65 0.70 0.74 0.78 0.43

部屋の中央付近の値 0.70 0.74 0.78 0.81 0.45

算術平均値 0.71 0.75 0.79 0.82 0.50

最大値 0.77 0.80 0.84 0.86 0.63

最小値 0.64 0.69 0.73 0.77 0.41

部屋の中央付近の値 0.69 0.73 0.77 0.80 0.43

算術平均値 0.69 0.73 0.77 0.81 0.48

最大値 0.74 0.78 0.83 0.85 0.61

クラウドシャイン

金属サイディング材

窯業系サイディング材

モルタル

セラミックタイル

軽量気泡コンクリート
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表 4. 27 2階建て鉄骨造住宅 屋根と壁の汚染を考慮した場合のグラウンドシャイン想定時の被

ばく低減係数の算術平均値とフロア中央付近の値（Cs-137想定） 

 

 

  

屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度） 

汚染なし 
屋根：50% 

壁  ：10% 

屋根：100% 

壁  ：1% 

屋根：100% 

壁   ：10% 

1階 

金属サイディング材 
フロア中央 0.47 0.53 0.55 0.57 

算術平均値 0.55  0.61  0.62  0.64  

窯業系サイディング材 
フロア中央 0.45 0.50 0.52 0.54 

算術平均値 0.51  0.57  0.58  0.60  

モルタル 
フロア中央 0.45 0.50 0.52 0.54 

算術平均値 0.51  0.57  0.58  0.60  

セラミックタイル 
フロア中央 0.45 0.51 0.53 0.54 

算術平均値 0.52  0.58  0.58  0.61  

軽量気泡コンクリート 
フロア中央 0.43 0.49 0.51 0.53 

算術平均値 0.50  0.55  0.56  0.59  

  

2階 

金属サイディング材 
フロア中央 0.51 0.61 0.68 0.70 

算術平均値 0.54  0.65  0.70  0.73  

窯業系サイディング材 
フロア中央 0.47 0.58 0.64 0.66 

算術平均値 0.51  0.61  0.66  0.69  

モルタル 
フロア中央 0.47 0.57 0.64 0.66 

算術平均値 0.50  0.61  0.66  0.69  

セラミックタイル 
フロア中央 0.48 0.58 0.65 0.66 

算術平均値 0.51  0.61  0.67  0.69  

軽量気泡コンクリート 
フロア中央 0.46 0.56 0.63 0.64 

算術平均値 0.49  0.59  0.65  0.67  
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③ 鉄筋コンクリート造戸建住宅 

A. 2階建て 

2階建て鉄筋コンクリート造戸建住宅の間取り図を図 4. 28に示す。被ばく低減係数の分布図を

図 4. 29に示す。視点 1-1と視点 2-1上における鉄筋コンクリート住宅の外部被ばく低減係数を図

4. 30に示す。床全体の被ばく低減係数の最小値、算術平均値、最大値、及びフロアの中央付近の

値を表 4. 28に示す。木造住宅や鉄骨造住宅と比較して厚さ密度が大きいため、各階の外部被ばく

による低減係数は小さい。クラウドシャインとグラウンドシャインを比較すると、視点 1-1 上で

は、鉄筋コンクリート住宅では外壁に加えて天井の遮へい効果も大きいため、木造と鉄骨造住宅

で見られたような被ばく低減係数の差はあまり見られなかった。1階でCs-137のクラウドシャイ

ン場合に算術平均値は 0.12、フロア中央付近の値は 0.10、Cs-137のグラウンドシャインの場合に

算術平均値は 0.15、フロア中央付近の値は 0.13であった。2階でCs-137のクラウドシャインの場

合に算術平均値は 0.23、フロア中央付近の値は 0.21、Cs-137のグラウンドシャインの場合に算術

平均値は 0.10、フロア中央付近の値は 0.08であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

図 4. 28 2階建て鉄筋コンクリート住宅の間取り図（左：1階、右：2階） 
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図 4. 29 2階建て鉄筋コンクリート造住宅での外部被ばく低減係数の分布図(Cs-137) 

左上：クラウドシャイン 1階  右上：グラウンドシャイン 1階 

左下：クラウドシャイン 2階    右下：グラウンドシャイン 2階 

 

 

 

 図 4. 30 2階建て鉄筋コンクリート住宅 Cs-137の被ばく低減係数（左：1階  右：2階） 
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表 4. 28 鉄筋コンクリート造住宅の被ばく低減係数の算術平均値、最小値、最大値、及びフロア

の中央付近の値 

 

 

B. 屋根及び壁面汚染の影響 

屋根と壁面汚染の影響を、木造住宅と鉄骨造住宅と同様にa. 屋根100％、壁10％、b. 屋根100％、

壁 1％、c. 屋根 50％、壁 10％の汚染を想定した場合の解析を実施した。表 4. 29に汚染を想定し

ない場合と上記の汚染を想定した場合の床全体の被ばく低減係数の算術平均値を示す。鉄筋コン

クリート造住宅の場合、木造住宅や鉄骨住宅とは異なり、コンクリート壁の遮蔽効果により木造

や鉄骨造と比較して汚染の影響を受けにくく、被ばく低減係数の増加は数％程度であった。 

 

表 4. 29 鉄筋コンクリート造住宅 屋根と壁の汚染を考慮した場合のグラウンドシャイン想定

時の被ばく低減係数の算術平均値とフロア中央付近の値（Cs-137想定） 

  屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度） 

    汚染なし 
屋根：50% 

壁  ：10% 

屋根：100% 

壁  ：1% 

屋根：100% 

壁 ：10% 

1階 
フロア中央 0.13  0.14 0.14 0.14 

算術平均値 0.15  0.16  0.16  0.17  

2階 
フロア中央 0.08 0.11 0.14 0.15 

算術平均値 0.10  0.13  0.15  0.16  

 

  

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV 0.66MeV

最小値 0.05 0.08 0.12 0.16 0.11

フロアの中央付近の値 0.06 0.10 0.14 0.18 0.13

算術平均値 0.09 0.12 0.16 0.20 0.15

最大値 0.26 0.27 0.30 0.33 0.34

最小値 0.12 0.17 0.21 0.27 0.07

フロアの中央付近の値 0.18 0.21 0.27 0.33 0.08

算術平均値 0.17 0.23 0.28 0.34 0.10

最大値 0.30 0.35 0.39 0.44 0.18

クラウドシャイン

1階

2階
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④ 木造集合住宅及び長屋建て住宅 

A. 2階建て 

2階建て木造集合住宅及び長屋建て住宅の間取り図を図 4. 31に示す。被ばく低減係数の分布図

を図 4. 32 に示す。各外装材と内装材の組み合わせにおけるクラウドシャインとグラウンドシャ

インに対する視点1-1上と視点2-1上の床全体の外部被ばく低減係数を図4. 33と図4. 34に示す。

床全体に対する外部被ばく低減係数の最小値、最大値、算術平均値、部屋中央付近の値7を表 4. 30

と表 4. 31に示す。外部被ばく低減係数の分布は木造戸建住宅と同様の傾向であり、低減係数の絶

対値も大きな違いはなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4. 31 2階建て木造集合住宅の間取り図（上：1階、下：2階） 

  

                                                        
7 集合住宅、学校、病院のように複数部屋がある場合、角部屋の中央付近の値を示す。 
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図 4. 32 2階建て木造集合住宅での外部被ばく低減係数の分布図 

Cs-137 窯業系サイディング材 

左上：クラウドシャイン 1階  右上：グラウンドシャイン 1階 

左下：クラウドシャイン 2階    右下：グラウンドシャイン 2階 

 

図 4. 33 2階建て木造集合住宅 視点 1-1上におけるCs-137の被ばく低減係数 

（左：クラウドシャイン  右：グラウンドシャイン） 

 

 

図 4. 34 2階建て木造集合住宅 視点 2-1上におけるCs-137の被ばく低減係数 

（左：クラウドシャイン  右：グラウンドシャイン） 
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表 4. 30 2 階建て木造集合住宅（1 階）の被ばく低減係数の算術平均値、最小値、最大値、及び

部屋の中央付近の値 

 

  

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV 0.66MeV

最小値 0.69 0.72 0.76 0.80 0.49

部屋の中央付近の値 0.74 0.77 0.81 0.84 0.57

算術平均値 0.75 0.78 0.82 0.84 0.56

最大値 0.81 0.83 0.87 0.90 0.67

最小値 0.66 0.69 0.72 0.76 0.46

部屋の中央付近の値 0.70 0.73 0.77 0.80 0.53

算術平均値 0.70 0.73 0.77 0.81 0.52

最大値 0.76 0.78 0.83 0.85 0.64

最小値 0.66 0.69 0.72 0.76 0.46

部屋の中央付近の値 0.69 0.73 0.76 0.80 0.53

算術平均値 0.70 0.73 0.77 0.80 0.52

最大値 0.76 0.78 0.83 0.85 0.64

最小値 0.66 0.70 0.73 0.76 0.46

部屋の中央付近の値 0.69 0.73 0.77 0.80 0.53

算術平均値 0.71 0.74 0.78 0.81 0.53

最大値 0.77 0.79 0.83 0.86 0.64

最小値 0.66 0.69 0.72 0.76 0.46

部屋の中央付近の値 0.70 0.73 0.77 0.81 0.54

算術平均値 0.70 0.73 0.77 0.81 0.52

最大値 0.76 0.78 0.83 0.85 0.64

最小値 0.71 0.73 0.75 0.79 0.49

部屋の中央付近の値 0.75 0.77 0.81 0.83 0.56

算術平均値 0.76 0.78 0.81 0.84 0.55

最大値 0.82 0.84 0.87 0.89 0.66

軽量気泡コンクリート

木製サイディング材

クラウドシャイン

金属サイディング材

窯業系サイディング材

モルタル

セラミックタイル
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表 4. 31 2 階建て木造集合住宅（2 階）の被ばく低減係数の算術平均値、最小値、最大値、及び

部屋の中央付近の値 

 

 

B. 平屋建て 

間取り図は 2階建て木造集合住宅の 1階部分（図 4. 31）と同じである。被ばく低減係数の分

布図を図 4. 36に示す。各外装材と内装材の組み合わせにおけるクラウドシャイン、グラウンド

シャインに対する視点 1-1上の外部被ばく低減係数を図 4. 35に示す。床全体の外部被ばく低減

係数の最小値、最大値、算術平均値、部屋の中央付近の値を表 4.32に示す。外部被ばく低減係

数の分布は木造戸建住宅と同様の傾向であり、低減係数の絶対値も大きな違いはなかった。 

  

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV 0.66MeV

最小値 0.79 0.81 0.84 0.87 0.49

部屋の中央付近の値 0.83 0.85 0.87 0.91 0.55

算術平均値 0.84 0.86 0.89 0.91 0.54

最大値 0.87 0.90 0.93 0.96 0.60

最小値 0.77 0.79 0.82 0.85 0.46

部屋の中央付近の値 0.80 0.83 0.86 0.89 0.51

算術平均値 0.81 0.83 0.87 0.89 0.50

最大値 0.85 0.87 0.90 0.93 0.57

最小値 0.77 0.79 0.82 0.85 0.46

部屋の中央付近の値 0.80 0.83 0.86 0.89 0.51

算術平均値 0.81 0.83 0.86 0.89 0.50

最大値 0.85 0.87 0.90 0.93 0.57

最小値 0.78 0.80 0.83 0.86 0.46

部屋の中央付近の値 0.80 0.83 0.86 0.89 0.51

算術平均値 0.82 0.84 0.87 0.89 0.51

最大値 0.86 0.88 0.91 0.93 0.57

最小値 0.77 0.79 0.82 0.85 0.46

部屋の中央付近の値 0.81 0.83 0.86 0.89 0.52

算術平均値 0.81 0.83 0.87 0.89 0.50

最大値 0.85 0.87 0.90 0.93 0.57

最小値 0.81 0.82 0.84 0.87 0.48

部屋の中央付近の値 0.84 0.86 0.88 0.91 0.54

算術平均値 0.86 0.87 0.89 0.91 0.53

最大値 0.90 0.91 0.94 0.96 0.60

モルタル

セラミックタイル

軽量気泡コンクリート

木製サイディング材

クラウドシャイン

金属サイディング材

窯業系サイディング材
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図 4. 35 平屋建て木造集合住宅 視点 1-1上におけるCs-137の被ばく低減係数 

（左：クラウドシャイン  右：グラウンドシャイン） 

 

 

図 4. 36 平屋建て木造集合住宅での外部被ばく低減係数の分布図 

(Cs-137、窯業系サイディング材) 

左：クラウドシャイン  右：グラウンドシャイン 
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表 4. 32 平屋建て木造集合住宅の被ばく低減係数の算術平均値、最小値、最大値、及び部屋の中

央付近の値 

 

 

C. 屋根及び壁面汚染の影響 

戸建住宅と同様に、屋根と壁面汚染の影響を、a. 屋根 100％、壁 10％、b. 屋根 100％、壁 1％、

c. 屋根 50％、壁 10％の汚染を想定した場合の解析を実施した。表 4. 33に、汚染を想定しない場

合と上記の汚染を想定した場合の床全体の被ばく低減係数の算術平均値と部屋の中央付近の値を

示す。 

最も影響が大きいケースは a. 屋根 100％、壁 10％のケースであり、屋根の影響を受けにくい木

造住宅 2階の 1階部分では汚染を想定しない場合と比較して 3割弱程度の低減係数の増加であっ

た。2階部分と平屋建て住宅の 1階の部分では 4割以上の増加を示した。 

2 階建て住宅の 1 階と 2 階の比較では、汚染を想定しない場合では被ばく低減係数は 1 階でわ

ずかに大きいが、このような汚染を想定した場合には屋根汚染の影響を受けるため、2 階の低減

係数のほうが大きい結果となった。これは他の木造戸建住宅、鉄骨造戸建住宅と同様である。 

  

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV 0.66MeV

最小値 0.72 0.76 0.78 0.82 0.48

部屋の中央付近の値 0.76 0.79 0.83 0.85 0.57

算術平均値 0.77 0.80 0.84 0.87 0.55

最大値 0.82 0.85 0.89 0.91 0.67

最小値 0.70 0.74 0.77 0.80 0.45

部屋の中央付近の値 0.74 0.77 0.81 0.83 0.53

算術平均値 0.75 0.78 0.82 0.85 0.51

最大値 0.78 0.82 0.86 0.88 0.63

最小値 0.70 0.74 0.77 0.80 0.45

部屋の中央付近の値 0.74 0.77 0.81 0.83 0.52

算術平均値 0.74 0.78 0.81 0.84 0.51

最大値 0.78 0.81 0.86 0.88 0.63

最小値 0.71 0.74 0.77 0.81 0.45

部屋の中央付近の値 0.74 0.77 0.81 0.83 0.53

算術平均値 0.75 0.78 0.82 0.85 0.52

最大値 0.79 0.82 0.87 0.88 0.64

最小値 0.70 0.74 0.77 0.80 0.45

部屋の中央付近の値 0.74 0.77 0.81 0.84 0.53

算術平均値 0.75 0.78 0.82 0.85 0.51

最大値 0.79 0.82 0.86 0.88 0.63

最小値 0.73 0.76 0.78 0.82 0.48

部屋の中央付近の値 0.77 0.79 0.83 0.85 0.56

算術平均値 0.78 0.81 0.84 0.87 0.54

最大値 0.83 0.86 0.89 0.91 0.66

軽量気泡コンクリート

木製サイディング材

クラウドシャイン

金属サイディング材

窯業系サイディング材

モルタル

セラミックタイル
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表 4. 33 2階建て木造集合住宅 屋根と壁の汚染を考慮した場合のグラウンドシャイン想定時の

被ばく低減係数の算術平均値と部屋の中央付近の値（Cs-137相当） 

  

  

  

屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度） 

汚染なし 
屋根：50% 

壁  ：10% 

屋根：100% 

壁  ：1% 

屋根：100% 

壁  ：10% 

1階 

木製サイディング材 
部屋中央 0.56 0.63 0.64 0.66 

算術平均値 0.55  0.62  0.64  0.66  

金属サイディング材 
部屋中央 0.57 0.64 0.65 0.67 

算術平均値 0.56  0.63  0.64  0.67  

窯業系サイディング材 
部屋中央 0.53 0.60 0.61 0.63 

算術平均値 0.52  0.59  0.61  0.63  

モルタル 
部屋中央 0.53 0.59 0.61 0.63 

算術平均値 0.52  0.59  0.60  0.63  

セラミックタイル 
部屋中央 0.54 0.60 0.62 0.64 

算術平均値 0.53  0.59  0.61  0.64  

軽量気泡コンクリート 
部屋中央 0.53 0.60 0.61 0.63 

算術平均値 0.52  0.59  0.61  0.63  

  

2階 

木製サイディング材 
部屋中央 0.54 0.65 0.72 0.74 

算術平均値 0.53  0.65  0.72  0.75  

金属サイディング材 
部屋中央 0.55 0.66 0.73 0.75 

算術平均値 0.54  0.66  0.73  0.75  

窯業系サイディング材 
部屋中央 0.51 0.62 0.69 0.71 

算術平均値 0.50  0.62  0.69  0.72  

モルタル 
部屋中央 0.51 0.62 0.69 0.71 

算術平均値 0.50  0.62  0.69  0.71  

セラミックタイル 
部屋中央 0.52 0.63 0.70 0.72 

算術平均値 0.51  0.63  0.70  0.72  

軽量気泡コンクリート 
部屋中央 0.51 0.62 0.69 0.71 

算術平均値 0.50  0.62  0.69  0.72  
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⑤ 鉄骨造集合・長屋建て住宅 

A. 2階建て 

2階建て鉄骨造集合・長屋建て住宅の間取り図を図 4. 37に示す。被ばく低減係数の分布図を図

4. 38に示す。各外装材と内装材の組み合わせにおけるクラウドシャインとグラウンドシャインに

対する視点 1-1 と視点 2-1 上の外部被ばく低減係数を図 4. 39 と図 4. 40 に示す。また、床全体に

対する外部被ばく低減係数の最小値、算術平均値、最大値、部屋中央付近の値を表 4. 34と表 4.35

に示す。外部被ばく低減係数の分布は鉄骨造戸建住宅と同様の傾向であり、低減係数の絶対値も

大きな違いはなかった。 

 

図 4. 37 2階建て鉄骨造集合住宅の間取り図（上：1階、下：2階） 
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図 4. 38 2階建て鉄骨造集合住宅での外部被ばく低減係数の分布図 

Cs-137 窯業系サイディング材 

左上：クラウドシャイン 1階  右上：グラウンドシャイン 1階 

左下：クラウドシャイン 2階    右下：グラウンドシャイン 2階 

 

図 4. 39 2階建て鉄骨造集合住宅 視点 1-1上におけるCs-137の被ばく低減係数 

（左：クラウドシャイン  右：グラウンドシャイン） 

 

  

図 4. 40 2階建て鉄骨造集合住宅 視点 2-1上におけるCs-137の被ばく低減係数 

（左：クラウドシャイン  右：グラウンドシャイン）  
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表 4. 34 2階建て鉄骨造集合住宅(1階)の被ばく低減係数の算術平均値、最小値、最大値、及び

部屋の中央付近の値 

 

 

表 4. 35 2階建て鉄骨造集合住宅(2階)の被ばく低減係数の算術平均値、最小値、最大値、及び部

屋の中央付近の値 

 

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV 0.66MeV

最小値 0.62 0.66 0.71 0.75 0.47

部屋の中央付近の値 0.69 0.73 0.76 0.80 0.56

算術平均値 0.69 0.73 0.77 0.80 0.54

最大値 0.77 0.80 0.84 0.87 0.66

最小値 0.58 0.63 0.67 0.72 0.44

部屋の中央付近の値 0.64 0.68 0.72 0.76 0.52

算術平均値 0.63 0.68 0.73 0.77 0.50

最大値 0.72 0.75 0.79 0.83 0.63

最小値 0.58 0.63 0.67 0.72 0.44

部屋の中央付近の値 0.64 0.69 0.72 0.76 0.52

算術平均値 0.64 0.68 0.73 0.76 0.50

最大値 0.72 0.75 0.79 0.83 0.62

最小値 0.59 0.63 0.68 0.72 0.44

部屋の中央付近の値 0.65 0.69 0.73 0.77 0.53

算術平均値 0.65 0.69 0.73 0.77 0.51

最大値 0.73 0.76 0.80 0.83 0.63

最小値 0.56 0.61 0.66 0.70 0.43

部屋の中央付近の値 0.62 0.67 0.71 0.75 0.50

算術平均値 0.62 0.66 0.71 0.75 0.49

最大値 0.70 0.72 0.77 0.81 0.61

軽量気泡コンクリート

クラウドシャイン

金属サイディング材

窯業系サイディング材

モルタル

セラミックタイル

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV 0.66MeV

最小値 0.74 0.77 0.81 0.83 0.46

部屋の中央付近の値 0.80 0.82 0.85 0.89 0.53

算術平均値 0.80 0.82 0.86 0.89 0.52

最大値 0.85 0.88 0.91 0.94 0.59

最小値 0.71 0.74 0.79 0.82 0.43

部屋の中央付近の値 0.76 0.79 0.82 0.87 0.49

算術平均値 0.76 0.79 0.83 0.86 0.48

最大値 0.81 0.84 0.88 0.91 0.56

最小値 0.72 0.75 0.79 0.82 0.43

部屋の中央付近の値 0.77 0.80 0.82 0.87 0.49

算術平均値 0.77 0.80 0.83 0.86 0.48

最大値 0.82 0.85 0.88 0.91 0.56

最小値 0.72 0.76 0.79 0.82 0.44

部屋の中央付近の値 0.78 0.80 0.83 0.87 0.50

算術平均値 0.77 0.80 0.84 0.87 0.49

最大値 0.83 0.85 0.89 0.92 0.56

最小値 0.71 0.74 0.78 0.81 0.42

部屋の中央付近の値 0.75 0.78 0.82 0.86 0.48

算術平均値 0.75 0.78 0.82 0.85 0.47

最大値 0.80 0.83 0.87 0.89 0.54

モルタル

セラミックタイル

軽量気泡コンクリート

クラウドシャイン

金属サイディング材

窯業系サイディング材



4-55 

 

 

B. 平屋建て 

間取り図は 2階建て集合・長屋建て住宅の 1階部分（図 4. 37）と同じである。被ばく低減係数

の分布図を図 4. 42に示す。各外装材と内装材の組み合わせにおけるクラウドシャイン、グラウン

ドシャインに対する視点 1-1上の外部被ばく低減係数を図 4. 41に示す。床全体の外部被ばく低減

係数の最小値、最大値、算術平均値、及び部屋中央付近の値を表 4.36に示す。外部被ばく低減係

数の分布は鉄骨造戸建住宅と同様の傾向であり、低減係数の絶対値も大きな違いはなかった。 

 

 

図 4. 41 平屋建て鉄骨造集合住宅 視点 1-1上におけるCs-137の被ばく低減係数 

（左：クラウドシャイン  右：グラウンドシャイン） 

 

 

図 4. 42 平屋建て鉄骨造集合住宅での外部被ばく低減係数の分布図 

Cs-137 窯業系サイディング材 

左：クラウドシャイン  右：グラウンドシャイン 
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表 4. 36 平屋建て鉄骨造集合住宅の被ばく低減係数の算術平均値、最小値、最大値、及び部屋の

中央付近の値 

 

 

C. 屋根及び壁面汚染の影響 

戸建住宅と同様に、屋根と壁面汚染の影響を、a. 屋根 100％、壁 10％、b. 屋根 100％、壁 1％、

c. 屋根 50％、壁 10％の汚染を想定した場合の解析を実施した。表 4. 37に汚染を想定しない場合

と上記の汚染を想定した場合の床面全体の被ばく低減係数の算術平均値と部屋の中央付近の値を

示す。 

 最も影響が大きいケースは a. 屋根 100％、壁 10％のケースであり、屋根の影響を受けにくい鉄

骨造住宅 2階の 1階部分では汚染を想定しない場合と比較して 20%程度の低減係数の増加であっ

た。2階部分では 40%以上の増加を示した。 

 2 階建て住宅の 1 階と 2 階の比較では、汚染を想定しない場合では被ばく低減係数は 1 階でわ

ずかに大きいが、このような汚染を想定した場合には屋根汚染の影響を受けるため、2 階の低減

係数のほうが大きい結果となった。これは他の木造戸建住宅、鉄骨造戸建住宅と同様である。  

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV 0.66MeV

最小値 0.67 0.71 0.75 0.79 0.46

部屋の中央付近の値 0.73 0.76 0.80 0.83 0.55

算術平均値 0.73 0.77 0.81 0.84 0.53

最大値 0.80 0.82 0.87 0.89 0.66

最小値 0.64 0.69 0.73 0.77 0.43

部屋の中央付近の値 0.70 0.74 0.78 0.81 0.51

算術平均値 0.70 0.74 0.78 0.82 0.50

最大値 0.76 0.79 0.84 0.86 0.62

最小値 0.65 0.70 0.73 0.77 0.43

部屋の中央付近の値 0.70 0.74 0.78 0.81 0.51

算術平均値 0.70 0.74 0.78 0.82 0.49

最大値 0.76 0.79 0.84 0.86 0.62

最小値 0.65 0.70 0.74 0.78 0.43

部屋の中央付近の値 0.71 0.75 0.79 0.82 0.52

算術平均値 0.71 0.75 0.79 0.82 0.50

最大値 0.77 0.80 0.84 0.86 0.63

最小値 0.64 0.69 0.73 0.77 0.41

部屋の中央付近の値 0.69 0.73 0.77 0.81 0.49

算術平均値 0.69 0.73 0.77 0.81 0.48

最大値 0.74 0.78 0.83 0.85 0.61

モルタル

セラミックタイル

軽量気泡コンクリート

クラウドシャイン

金属サイディング材

窯業系サイディング材
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表 4. 37  2 階建鉄骨造集合・長屋建て住宅 屋根と壁の汚染を考慮した場合の床面全体のグラ

ウンドシャイン想定時の被ばく低減係数の算術平均値と部屋の中央付近の値（Cs-137想定） 

  

  

  

屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度） 

汚染なし 
屋根：50% 

壁  ：10% 

屋根：100% 

壁  ：1% 

屋根：100% 

壁  ：10% 

1階 

金属サイディング材 
部屋中央 0.56 0.62 0.64 0.66 

算術平均値 0.54  0.61  0.62  0.65  

窯業系サイディング材 
部屋中央 0.52 0.58 0.60 0.62 

算術平均値 0.50  0.57  0.59  0.61  

モルタル 
部屋中央 0.52 0.58 0.59 0.61 

算術平均値 0.50  0.57  0.58  0.61  

セラミックタイル 
部屋中央 0.53 0.56 0.58 0.60 

算術平均値 0.51  0.57  0.59  0.61  

軽量気泡コンクリート 
部屋中央 0.50 0.59 0.60 0.62 

算術平均値 0.49  0.55  0.57  0.59  

  

2階 

金属サイディング材 
部屋中央 0.53 0.64 0.71 0.73 

算術平均値 0.52  0.64  0.70  0.73  

窯業系サイディング材 
部屋中央 0.49 0.60 0.67 0.69 

算術平均値 0.48  0.60  0.66  0.69  

モルタル 
部屋中央 0.49 0.60 0.67 0.69 

算術平均値 0.48  0.60  0.66  0.69  

セラミックタイル 
部屋中央 0.50 0.59 0.65 0.68 

算術平均値 0.49  0.60  0.67  0.69  

軽量気泡コンクリート 
部屋中央 0.48 0.61 0.67 0.70 

算術平均値 0.47  0.58  0.65  0.67  
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⑥ 鉄筋コンクリート造集合住宅 

 鉄筋コンクリート造集合住宅に関しては、ガンマ線エネルギーを 0.4 MeV、1 MeV、1.5 MeV及

び Cs-137 とした場合のクラウドシャインと Cs-137 を想定したグラウンドシャインの 5 ケースに

ついて被ばく低減係数を計算した。 

 鉄筋コンクリート造集合住宅の間取り図を図 4. 43に示す。また、集合住宅 1階に対するクラウ

ドシャイン（Cs-137）及びグラウンドシャインの被ばく低減係数の分布図を図 4. 44に示す。また、

1階の視点 1-1及び視点 1-2における被ばく低減係数を図 4. 45に示す。まず、窓からの距離に対

する被ばく低減係数の変化をみてみると、視点 1-2 に示すように、クラウドシャインに対する被

ばく低減係数は窓に近い位置で 0.3 程度、窓から離れた建物内中央近辺で 0.1 未満であった。ま

た、グラウンドシャインに対する被ばく低減係数は、窓に近い位置で 0.4 程度、離れた建物内中

央近辺で 0.1 未満であった。次に建物内の中央位置（y 軸で 560 cm）での被ばく低減係数の変化

をみてみると、視点 1-1 に示すように、クラウドシャイン及びグラウンドシャインに対する被ば

く低減係数はいずれの場所においても 0.1未満であった。 

 鉄筋コンクリート造集合住宅の各階における被ばく低減係数の変化を表 4. 38に示す。なお、各

階の被ばく低減係数は、部屋別の被ばく低減係数を全室にわたって算術平均した値と部屋中央付

近の値である。また、図 4. 46に、鉄筋コンクリート造集合住宅における階数別の被ばく低減係数

のプロットを示す。ここで、誤差棒は各階の最大値と最小値を示している。クラウドシャインに

対する被ばく低減係数は、1.5 MeV の方が 0.4 MeV よりも高いが、1 階から 4 階までは大きな変

化は見られない（1.5 MeV の算術平均値は約 0.08、部屋の中央付近の値は約 0.06、0.4 MeV の算

術平均値は約 0.05、部屋の中央付近の値は約 0.03）。一方、最上階となる 5 階では 1.5 MeV 及び

0.4 MeV のいずれに対しても被ばく低減係数は低層階よりも大きくなり、1.5 MeV の算術平均値

は 0.14、部屋の中央付近の値は 0.12、0.4 MeV の算術平均値は 0.07、部屋の中央付近の値は 0.05

であった。グラウンドシャインに対する被ばく低減係数は 1階が最も高く、階数とともに低くな

っていくことが分かった。最上階となる 5階での被ばく低減係数の算術平均値は 0.03、部屋の中

央付近の値は 0.02であり、1階の被ばく低減係数の 4分の 1程度であった。 

壁面及び屋根汚染の影響に関して、戸建住宅と同様に屋根と壁面汚染の影響を、a. 屋根 100％、

壁 10％、b. 屋根 100％、壁 1％、c. 屋根 50％、壁 10％の汚染を想定した場合の解析を実施した。

表 4. 39 に、汚染を想定しない場合と上記の汚染を想定した場合の床全体の被ばく低減係数の算

術平均値と部屋の中央付近の値を示す。 

最も影響が大きいケースは 5階の a. 屋根 100％、壁 10％のケースであるが、鉄筋コンクリート

壁の遮蔽効果が大きいため、顕著な影響は見られない。 
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図 4. 43 5階建て鉄筋コンクリート造集合住宅の間取り図（上：1階、下：2～5階） 

  



4-60 

 

 

 

 

 

図 4. 44 コンクリート造集合住宅での外部被ばく低減係数の分布図 

Cs-137 1階 

上：クラウドシャイン  下：グラウンドシャイン 
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図 4. 45 鉄筋コンクリート造集合住宅 1階、視点 1-1,1-2上の被ばく低減係数 

 

 

図 4. 46 鉄筋コンクリート造集合住宅における階数別の被ばく低減係数 
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表 4. 38 鉄筋コンクリート造集合住宅の被ばく低減係数の算術平均値、最小値、最大値、及び部

屋の中央付近の値 

 

 

 

表 4. 39  鉄筋コンクリート造集合住宅 屋根と壁の汚染を考慮した場合の床面全体のグラウン

ドシャイン想定時の被ばく低減係数の算術平均値と部屋の中央付近の値（Cs-137想定） 

  

  

屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度） 

汚染なし 
屋根：50% 

壁  ：10% 

屋根：100% 

壁  ：1% 

屋根：100% 

壁  ：10% 

1階 
部屋中央 0.08 0.08 0.08 0.08 

算術平均値 0.12  0.12  0.12  0.12  

2階 
部屋中央 0.04 0.04 0.04 0.04 

算術平均値 0.05  0.05  0.05  0.05  

3階 
部屋中央 0.03 0.03 0.03 0.03 

算術平均値 0.04  0.04  0.04  0.04  

4階 
部屋中央 0.03 0.03 0.03 0.03 

算術平均値 0.03  0.03  0.03  0.03  

5階 
部屋中央 0.02 0.03 0.03 0.03 

算術平均値 0.03  0.03  0.04  0.04  

 

  

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV 0.66MeV

最小値 0.01 0.02 0.02 0.02 0.04

部屋の中央付近の値 0.03 0.04 0.04 0.06 0.08

算術平均値 0.05 0.06 0.07 0.08 0.12

最大値 0.20 0.21 0.22 0.23 0.35

最小値 0.01 0.02 0.02 0.03 0.02

部屋の中央付近の値 0.03 0.04 0.05 0.06 0.04

算術平均値 0.05 0.06 0.07 0.08 0.05

最大値 0.20 0.21 0.22 0.24 0.14

最小値 0.02 0.02 0.02 0.03 0.01

部屋の中央付近の値 0.03 0.04 0.05 0.07 0.03

算術平均値 0.05 0.06 0.07 0.08 0.04

最大値 0.21 0.21 0.23 0.24 0.11

最小値 0.02 0.02 0.02 0.03 0.01

部屋の中央付近の値 0.04 0.04 0.06 0.07 0.03

算術平均値 0.06 0.06 0.08 0.09 0.03

最大値 0.21 0.22 0.24 0.25 0.10

最小値 0.02 0.03 0.05 0.06 0.01

部屋の中央付近の値 0.05 0.07 0.09 0.12 0.02

算術平均値 0.07 0.09 0.11 0.14 0.03

最大値 0.23 0.26 0.28 0.31 0.08

5階

クラウドシャイン

1階

2階

3階

4階
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⑦ 病院 

 病院に関しては、ガンマ線エネルギーを 0.4 MeV、1 MeV、1.5 MeV及びCs-137とした場合の

クラウドシャインと Cs-137 を想定したグラウンドシャインの 5 ケースについて被ばく低減係数

を計算した。 

病院の間取り図を図 4. 47–図 4. 49に示す。病院 2階、3階及び 4階、5階、6階はいずれも同じ

構造となっているので、被ばく低減係数の分布図及び視点上の被ばく低減係数の変化は、1階、2

階及び 4階の結果を示す。被ばく低減係数の分布図を図 4. 50–図 4. 52に示す。1階、2階、4階の

各視点における被ばく低減係数を図 4. 53、図 4. 54及び図 4. 55にそれぞれ示す。 

病院 1階に対して、クラウドシャインに対する被ばく低減係数は 0.4 MeV及び 1.5 MeVに対し

て、算術平均値はそれぞれ 0.03 及び 0.07、部屋の中央付近でそれぞれ 0.07 及び 0.13 であった。

グラウンドシャインに対する被ばく低減係数の算術平均値は 0.05、部屋の中央付近の値は 0.08で

あった。ただし、視点 1-1 と視点 1-2 にも見られるように、窓の近くでは低減係数が 0.3 から 0.4

程度まで高くなる。 

 病院の 2 階に対して、被ばく低減係数は壁から離れるほど低くなり、クラウドシャインの 1.5 

MeVと 0.4 MeV及びグラウンドシャインのいずれに対しても、室内中央部の被ばく低減係数は壁

際の 0.4–0.5倍程度であった。2階に対して、クラウドシャインに対する被ばく低減係数は 0.4 MeV

及び 1.5 MeVに対して、算術平均値はそれぞれ 0.02及び 0.06、部屋の中央付近でそれぞれ 0.03及

び 0.09であった。グラウンドシャインに対する被ばく低減係数の算術平均値は 0.02、部屋の中央

付近の値は 0.04であった。3階に対して、クラウドシャイン対する被ばく低減係数は 0.4 MeV及

び 1.5 MeV に対して、算術平均値はそれぞれ 0.02 及び 0.07、部屋の中央付近でそれぞれ 0.03 及

び 0.10であった。グラウンドシャインに対する被ばく低減係数の算術平均値は 0.02、部屋の中央

付近の値は 0.03であった。 

 図 4. 55 には 4 階の被ばく低減係数を示す。この階には病室と個室が複数存在することから複

雑な構造となっており、被ばく低減係数も場所によって変動する。ただし、壁から離れると被ば

く低減係数が低くなるという基本的な傾向は一貫している。階層の中央に位置するホールには窓

が設置されているので、同箇所での低減係数が他の室内位置よりも高くなる傾向であった。4 階

における被ばく低減係数は、エネルギーの高低に関わらずクラウドシャイン及びグラウンドシャ

インいずれの経路に対しても 0.1よりも低い値であった。 

 病院の各階の被ばく低減係数の最小値、算術平均値、最大値、病室の中央付近の値8を表 4. 40に

示す。また、算術平均値に対する病院の各階における被ばく低減係数の変化を図 4. 56に示す。な

お、各階の被ばく低減係数は、部屋別の被ばく低減係数を全室にわたって算術平均した値である。

また、誤差棒は各階の最大値と最小値を示している。クラウドシャインに対する被ばく低減係数

は、1.5 MeVの方が 0.4 MeVよりも高く、集合住宅や学校での階数依存性と同様に、1階から 6階

にかけて階数とともに高くなる傾向であった。ただし、2 階及び 3 階は他の階と異なり隔壁のな

い構造となっており窓もないことから、平均値及び最大値ともに 1階よりも低くなっていた。最

上階となる 6階では 1.5 MeV 及び 0.4 MeVのいずれに対しても被ばく低減係数は最大となり、1.5 

MeV に対する算術平均値が 0.15、病室の中央付近の値が 0.22、0.4 MeV に対する算術平均値が

0.07、病室の中央付近の値が 0.11 であった。グラウンドシャインに対する被ばく低減係数は 1 階

が最も高く、階数とともに低くなっていくことが分かった。最上階となる 6階での被ばく低減係

数は算術平均値で 0.01、病室の中央付近の値で 0.02であり、1階の半分未満であった。 

                                                        
8 4階以上の部屋は PA9の中央付近の値を用いた。1階から 3階までは病室はないが、4階と同

じ座標の値を用いた。 
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屋根及び壁汚染の影響に関して、これまでと同様に屋根と壁面汚染の影響を、a. 屋根 100％、

壁 10％、b. 屋根 100％、壁 1％、c. 屋根 50％、壁 10％の汚染を想定した場合の解析を実施した。

表 4. 41 に、汚染を想定しない場合と上記の汚染を想定した場合の床全体の被ばく低減係数の算

術平均値と病室の中央付近の値を示す。 

最も影響が大きいケースは、6階に対数する a. 屋根 100％、壁 10％のケースであるが、鉄筋コ

ンクリート壁の遮蔽効果が大きいため、木造や鉄骨造住宅と比較して顕著な影響は見られない。 

 

 

図 4. 47  病院の間取り図（1階） 

 

図 4. 48  病院の間取り図（2階–3階） 
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図 4. 49  病院の間取り図（4階–6階） 

 

 

  

図 4. 50 病院での外部被ばく低減係数の分布図  

Cs-137 1階 

上：クラウドシャイン  下：グラウンドシャイン  
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図 4. 51 病院での外部被ばく低減係数の分布図 

Cs-137 2階 

上：クラウドシャイン  下：グラウンドシャイン 
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図 4. 52 病院での外部被ばく低減係数の分布図 

Cs-137 4階 

上：クラウドシャイン  下：グラウンドシャイン 
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図 4. 53 病院 1階の視点 1-1、視点 1-2上における被ばく低減係数 
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図 4. 54 病院 2階の視点 2-1,視点 2-2上における被ばく低減係数 
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図 4. 55 病院 4階の視点 4-1,視点 4-2上における被ばく低減係数 

 

 

図 4. 56 病院における階数別の被ばく低減係数 

 

  

0.0

0.2

0.4

0.6

0.8

1.0

1 2 3 4 5 6

被
ば
く
低
減
係
数

階数

0.4 MeV

1.5 MeV

クラウドシャイン

グラウンドシャイン

Cs-137

病院の各階における被ばく低減係数の
変化



4-71 

 

 

表 4. 40 病院の各階の被ばく低減係数の最小値、算術平均値、最大値、及び病室の中央付近の値 

 

  

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV 0.66MeV

最小値 0.002 0.004 0.007 0.01 0.008

4階病室(PA9)中央と同座標の値 0.07 0.09 0.10 0.13 0.08

算術平均値 0.03 0.04 0.05 0.07 0.05

最大値 0.33 0.34 0.36 0.38 0.37

最小値 0.008 0.02 0.02 0.04 0.01

4階病室(PA9)中央と同座標の値 0.03 0.04 0.07 0.09 0.04

算術平均値 0.02 0.03 0.04 0.06 0.02

最大値 0.04 0.06 0.09 0.12 0.05

最小値 0.009 0.02 0.03 0.04 0.009

4階病室(PA9)中央と同座標の値 0.03 0.05 0.07 0.10 0.03

算術平均値 0.02 0.03 0.05 0.07 0.02

最大値 0.04 0.07 0.09 0.13 0.04

最小値 0.002 0.003 0.005 0.01 0.0008

病室(PA9)の中央付近の値 0.08 0.09 0.11 0.14 0.03

算術平均値 0.04 0.05 0.06 0.07 0.01

最大値 0.30 0.32 0.34 0.37 0.08

最小値 0.002 0.004 0.01 0.01 0.0009

病室(PA9)の中央付近の値 0.08 0.10 0.12 0.15 0.03

算術平均値 0.04 0.05 0.06 0.08 0.01

最大値 0.31 0.33 0.35 0.38 0.07

最小値 0.01 0.02 0.03 0.04 0.001

病室(PA9)の中央付近の値 0.11 0.14 0.18 0.22 0.02

算術平均値 0.07 0.09 0.12 0.15 0.01

最大値 0.33 0.36 0.40 0.44 0.07

3階

4階

5階

6階

クラウドシャイン

1階

2階
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表 4. 41 病院 屋根と壁の汚染を考慮した場合の床面全体のグラウンドシャイン想定時の被ば

く低減係数の算術平均値と病室の中央付近の値（Cs-137想定） 

  屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度） 

    汚染なし 
屋根：50% 

壁  ：10% 

屋根：100% 

壁  ：1% 

屋根：100% 

壁  ：10% 

1階 
4階病室(PA9)中央と同座標の値 0.08 0.09 0.08 0.09 

算術平均値 0.05  0.06  0.05  0.06  

2階 
4階病室(PA9)中央と同座標の値 0.04 0.04 0.04 0.04 

算術平均値 0.02  0.02  0.02  0.02  

3階 
4階病室(PA9)中央と同座標の値 0.03 0.03 0.03 0.03 

算術平均値 0.02  0.02  0.02  0.02  

4階 
4階病室(PA9)中央と同座標の値 0.03 0.03 0.03 0.03 

算術平均値 0.01  0.02  0.01  0.02  

5階 
4階病室(PA9)中央と同座標の値 0.03 0.03 0.03 0.03 

算術平均値 0.01  0.02  0.01  0.02  

6階 
4階病室(PA9)中央と同座標の値 0.02 0.04 0.04 0.05 

算術平均値 0.01  0.02  0.03  0.03  
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⑧ 学校 

学校に関しては、ガンマ線エネルギーを 0.4 MeV、1 MeV、1.5 MeV及びCs-137とした場合の

クラウドシャインと Cs-137 を想定したグラウンドシャインの 5 ケースについて被ばく低減係数

を評価した。 

学校の間取り図を図 4. 57に示す。被ばく低減係数の分布図を図 4. 58に示す。学校 1階の視点

1-1 及び視点 1-2 における被ばく低減係数を図 4. 59 に示す。視点 1-1 は各教室の中央付近を貫通

する方向に沿って被ばく低減係数を示している。各部屋には窓が設置されているので、被ばく低

減係数はクラウドシャインとグラウンドシャインのいずれについても周期的な変動を示した。ク

ラウドシャインに対する被ばく低減係数は、0.4 MeV 及び 1.5 MeV に対してそれぞれ 0.1 未満及

び 0.15 未満程度の範囲であった。被ばく低減係数は校舎の両端に位置する教室（CR1 とCR12）

で高くなる傾向があり、これらの教室において被ばく低減係数は最大となる。グラウンドシャイ

ンに対する被ばく低減係数はほぼ 0.1未満の範囲であったが、両端に位置するCR1及びCR12の

廊下では、0.1を若干上回る値であった。 

 視点 1-2は、両端に位置する教室のうちCR1の中央における被ばく低減係数を y軸方向に沿っ

て示した値である。被ばく低減係数は教室の窓近辺でもっと高い。窓近辺での被ばく低減係数は、

クラウドシャインの 0.4 MeV 及び 1.5 MeVに対してそれぞれ 0.38及び 0.43、グラウンドシャイン

に対して 0.31であった。これらの値は教室の中央へ向かうほど小さくなり、最も低い位置ではク

ラウドシャインの 0.4 MeV 及び 1.5 MeVに対してそれぞれ 0.082及び 0.13、グラウンドシャイン

に対して 0.086であった。 

学校の各階における被ばく低減係数の最小値、算術平均値、最大値、及び教室の中央付近の値

を表 4. 42に、CR6に対する算術平均値の変化を図 4. 60に示す。誤差棒は各階の最大値と最小値

を示している。被ばく低減係数の階数に対する変化は他のコンクリート建物（集合住宅に関する

図 4. 46と病院に関する図 4. 56を参照）と同様に、クラウドシャインに対する被ばく低減係数は

最上階を除く各階でほぼ同程度となり最上階で高く、グラウンドシャインに対する被ばく低減係

数は階数とともに低くなる傾向であった。最上階となる 3階ではクラウドシャインの 0.4 MeV及

び 1.5 MeVに対してそれぞれ 0.14及び 0.23、グラウンドシャインに対して 0.04であった。 

 

屋根及び壁汚染の影響に関して、これまでと同様に屋根と壁面汚染の影響を、a. 屋根 100％、

壁 10％、b. 屋根 100％、壁 1％、c. 屋根 50％、壁 10％の汚染を想定した場合の解析を実施した。

表 4. 43 に、汚染を想定しない場合と上記の汚染を想定した場合の床全体の被ばく低減係数の算

術平均値と教室の中央付近の値を示す。 

最も影響が大きいケースは 3階の a. 屋根 100％、壁 10％のケースであるが、鉄筋コンクリート

壁の遮蔽効果が大きいため、木造や鉄骨造住宅と比較して顕著な影響は見られなかった。 
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図 4. 57  学校の間取り図（1階–3階） 

 

 

 

 

図 4. 58 学校での外部被ばく低減係数の分布図 

Cs-137 1階 

上：クラウドシャイン  下：グラウンドシャイン 
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図 4. 59 学校 1階の視点 1-1,視点 1-2上におけるにおける被ばく低減係数   

 

 

図 4. 60 学校における階数別の被ばく低減係数 
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表 4. 42 学校の各階の被ばく低減係数の最小値、算術平均値、最大値、及び教室の中央付近の値 

 

 

表 4. 43  学校 屋根と壁の汚染を考慮した場合の床面全体のグラウンドシャイン想定時の被ば

く低減係数の算術平均値と教室の中央付近の値（Cs-137想定） 

  屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度） 

    汚染なし 
屋根：50% 

壁  ：10% 

屋根：100% 

壁  ：1% 

屋根：100% 

壁  ：10% 

1階 
教室の中央付近の値 0.10 0.11 0.10 0.11 

算術平均値 0.09  0.10  0.09  0.10  

2階 
教室の中央付近の値 0.06 0.07 0.07 0.07 

算術平均値 0.06  0.06  0.06  0.06  

3階 
教室の中央付近の値 0.05 0.06 0.07 0.07 

算術平均値 0.04  0.06  0.06  0.07  

 

  

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV 0.66MeV

最小値 0.02 0.03 0.03 0.04 0.03

教室の中央付近の値 0.10 0.12 0.13 0.16 0.10

算術平均値 0.11 0.12 0.13 0.15 0.09

最大値 0.30 0.31 0.34 0.36 0.24

最小値 0.02 0.03 0.04 0.04 0.02

教室の中央付近の値 0.11 0.12 0.14 0.16 0.06

算術平均値 0.11 0.12 0.14 0.16 0.06

最大値 0.30 0.33 0.35 0.38 0.16

最小値 0.03 0.05 0.06 0.08 0.01

教室の中央付近の値 0.14 0.17 0.21 0.26 0.05

算術平均値 0.14 0.16 0.19 0.23 0.04

最大値 0.33 0.36 0.40 0.44 0.12

クラウドシャイン

1階

2階

3階
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⑨ 体育館 

 体育館の間取り図を図 4. 61に示す。低減効果の分布図を図 4. 62に示す。視点 1-1上における

クラウドシャイン(0.4 MeV 及び 1.5 MeV)、グラウンドシャインの外部被ばく低減係数を図 4. 63

に示す。床全体の被ばく低減係数の最小値、算術平均値、最大値、及びフロア中央付近の値を表

4. 44に示す。 

クラウドシャインの場合、入り口（ENTER）付近の被ばく低減係数は 0.4–0.5 程度であったも

のの、運動場（Floor）に達すると 0.40 程度と僅かに低下する傾向である。被ばく低減係数は 0.4 

MeVのケースで算術平均値は 0.30、フロア中央付近の値は 0.36、1.5 MeVのケースで算術平均値

は 0.43、フロア中央付近の値は 0.50であった。Cs-137のグラウンドシャインの場合、算術平均値

とフロア中央付近の値はともに 0.08であった。 

 

次に、屋根と壁面汚染の影響を、a. 屋根 100％、壁 10％、b. 屋根 100％、壁 1％、c. 屋根 50％、

壁 10％の汚染を想定した場合の解析を実施した。表 4. 45 に、汚染を想定しない場合と上記の汚

染を想定した場合の被ばく低減係数の算術平均値とフロア中央付近の値を示す。 

 最も影響が大きいケースはこれまで見てきた住宅、公共施設と同様に a. 屋根 100％、壁 10％の

ケースであり、汚染を想定しない場合と比較して 2 倍程度の低減係数の増加であった。b.の場合

も同程度の増加であった。c.の場合は 5 割程度の増加であった。これは、体育館は住宅と比較し

て建築面積が大きいこと、壁厚がコンクリート 15 cmと厚いこと、さらに屋根が壁よりも薄いこ

とから、屋根汚染の影響を大きく受けることに起因している。 
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図 4. 61 体育館の間取り図 

 

 

図 4. 62 体育館での外部被ばく低減係数の分布図（Cs-137） 

左：クラウドシャイン  右：グラウンドシャイン 

 

 

図 4. 63 体育館視点 1-1上における被ばく低減係数 
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表 4. 44 体育館の被ばく低減係数の算術平均値、最小値、最大値、及びフロア中央付近の値 

 

 

 

表 4. 45 体育館 屋根と壁の汚染を考慮した場合のグラウンドシャイン想定時の被ばく低減係

数の算術平均値とフロア中央付近の値（Cs-137想定） 

  屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度） 

    汚染なし 
屋根：50% 

壁  ：10% 

屋根：100% 

壁  ：1% 

屋根：100% 

壁  ：10% 

体育館 
運動場の中央付近 0.08  0.15  0.21  0.22  

算術平均 0.08  0.14  0.19  0.19  

 

  

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV 0.66MeV

最小値 0.15 0.20 0.24 0.28 0.07

フロアの中央付近の値 0.36 0.41 0.45 0.50 0.08

算術平均値 0.30 0.34 0.38 0.43 0.08

最大値 0.45 0.49 0.54 0.58 0.28

クラウドシャイン
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4.2 車による外部被ばく低減効果の検討 

 自家用車やバスなどに乗車している場合、車体の遮へい等による被ばく低減効果を期待するこ

とができる。このような車による外部被ばく低減効果は、車両の大きさ、車両の鋼板の厚さ、窓

の位置・面積等に依存する。本事業では、車の外部被ばく低減効果を評価するために被ばく低減

係数に関する検討を行う。このために車両の大きさ・厚さ、窓の位置・面積を調査して、車両を

模擬した車両モデルを作成した。本モデルの妥当性を検討するため、福島県で車両外と車両内の

線量率を実測して被ばく低減効果を評価し、車両モデルでの計算値とを比較した。車両モデルの

妥当性を確認した後、原子力緊急事態発生時の条件で解析を行って車の外部被ばく低減係数を評

価した。 

 車避難時の外部被ばく低減係数は家屋と同様に車両内外の空間線量率の比として定義する。こ

こで、車両外の空間線量率は家屋と同様に屋外における地表面 1 m 高さでの空間線量率である。

車両内の空間線量率はシートから 15 cm 上方にあたる部分の空間線量率とした。シートから 15 

cm の位置は、着席時に、組織加重係数の大きな組織が多く集まっている位置として先行研究

（Lauridsen and Jensen, 1982）でも測定に利用された位置である。 

 

4.2.1 車両モデルの開発 

(1)  車両モデル 

車両に対する外部被ばく低減効果の解析は、MCNPコード（X-5 Monte Carlo Team, 2008）を用

いた。MCNPコードは PHITSコードと同等の結果を与えるコードである。車両による被ばく低減

効果の評価は住宅モデルと異なり、点に対する線量評価を実施するため、計算時間の観点から有

利であるMCNPコードを用いることとした。 

大きさ、重量の異なる軽自動車、コンパクトカー、ミニバン、大型ミニバン9を対象として、車

両のモデル化を行った。モデル化においては、（i）車両の幾何形状に加えて、（ii）車両の材質と

厚さが必要となる。車両の幾何形状については、各車両の車検証等から幾何形状等の情報を収集

した。これらの情報を表 4. 46に示す。なお、幾何形状に関わる名称は図 4. 64に示した通りであ

る。図 4. 64に示したように、車両モデルは単純に直方体とした。窓面積は前面・後面及び側面へ

の正射影の面積を利用し、窓は天井面から下方に 10 cm離した位置に設置した。モデルの下面は

地表面から最低地上高の分だけ離れるようにした。 

車両の材質は鉄鋼板（密度 7.8 g cm−3）と仮定した。車両上面の厚さは 0.08 cmで固定した10。

上面を除く他の面については、全重量から上面の重量を差し引いた残りの重量がこれらの面に均

一に分布するものとして厚さを決めた。その際には、図 4. 64に示した幾何形状に加えて、以下の

点を考慮した。①車両の平面図（図 4. 65）において、全幅及び全長から成る長方形と実際の車両

では四隅に空隙ができること、②側面図（図 4. 66）において車両前方及び後方において空隙がで

きること、③前面図及び後方図（図 4. 67）において上部 2隅の空隙ができることである。 

統計調査に基づく全長、全高、全幅から求められる各面の面積から、これらの空隙及び窓面積

を差し引いて車両厚さを計算するための面積（以下、実効面積）とした。各車種について、実効

                                                        
9 現地調査とあわせるため、軽自動車をミラ、コンパクトカーをヴィッツ、ミニバンをウィッシ

ュ、大型ミニバンをアルファードモデルと呼ぶ。 
10 小型車であるフィットについて生産元のメーカー（HONDA）に問い合わせたところ、ルーフ

パネルについては 0.06 cmであるとの情報提供を受けた（本田技研工業株式会社, 2015）。車両の

上面にはこのほか、ルーフレール、ルーフアーチ、フロントルーフなどが設置されているので、

これら部品の寄与も考慮して 0.08 cmとした。 
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面積の算出に用いた各面積及び空隙等を整理してそれぞれ表 4. 47から表 4. 50に示す。天井面以

外の面の厚さは、車両重量から天井面に相当する重量を差し引いて、天井面を除く実効面積で割

って厚さを算出した。この結果、各車両の厚さは、ミラモデルで 0.70 cm、ヴィッツモデルで 0.78 

cm、ウィッシュモデルで 0.86 cm、アルファードで 0.93 cmとなった。 

 

表 4. 46 評価モデルの開発に用いた車種とその幾何形状 
 ミラ ヴィッツ(1) ウィッシュ アルファード 

車両重量(kg) 800 1080 1440 1930 

全長(mm) 3390 3885 4590 4870 

全幅(mm) 1470 1695 1720 1830 

全高(mm) 1530 1530 1600 1900 

最低地上高 (mm) 160 140 150 160 

室内長(mm) 2000 1920 2660 3210 

前後窓幅(mm) 1270 1298 1520 1630 

平均窓高(mm) 404 418 421 440 

窓面面積割合 

前面 0.25 0.21 0.26 0.23 

側面 0.17 0.14 0.17 0.17 

後面 0.28 0.21 0.26 0.23 

(1) 双葉町での実測したヴィッツのタイプ（1.3 L 4WD）に該当 

 

 

表 4. 47 ミラモデルの実効面積と車両厚さ 

面 項目 値 

天井面・床面 平面面積（cm2）(1) 4.98 × 104 

空隙(2) 
平面四隅（%） 3.8 

平面窓（%） 27.6 

実効面積（cm2）(2) 
天井面 3.42 × 104 

床下面 4.79 × 104 

側面面積（片面） 側面面積（cm2）(1) 4.64 × 104 

空隙 
側面前後隅 15.3 

側面窓 14.2 

実効面積（cm2）(2) 3.27 × 104 

前面・後面 前後面積（cm2）(1) 2.01 × 104 

空隙 
前面窓 20.2 

後面窓 20.2 

実効面積（cm2）(2) 1.43 × 104 

実効面積の合計（天井面除く） 1.42 × 105 

厚さ（天井面除く）（cm） 0.703 
(1) 各面の空隙を差し引く前の面積は、全長、全幅、全高、室内長、最低地上高から計算される値である。 
(2) ミラの平面図等が入手できなかったのでヴィッツモデルの値を利用した。 
(3) 各面の面積から空隙を差し引いた面積 
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表 4. 48 ヴィッツモデルの実効面積と車両厚さ 

面 項目 値 

天井面・床面 平面面積（cm2）(1) 6.59 × 104 

空隙 
平面四隅（%） 3.8 

平面窓（%） 27.6 

実効面積（cm2）(2) 
天井面 4.52 × 104 

床下面 6.33 × 104 

側面面積（片面） 側面面積（cm2）(1) 5.40 × 104 

空隙 
側面前後隅 15.3 

側面窓 14.2 

実効面積（cm2）(2) 3.81 × 104 

前面・後面 前後面積（cm2）(1) 2.36 × 104 

空隙 
前面窓 20.2 

後面窓 20.2 

実効面積（cm2）(2) 1.67 × 104 

実効面積の合計（天井面除く） 1.73 × 105 

厚さ（天井面除く）（cm） 0.780 
(1) 各面の空隙を差し引く前の面積は、全長、全幅、全高、室内長、最低地上高から計算される値である。 
(2) 各面の面積から空隙を差し引いた面積 

 

 

表 4. 49 ウィッシュモデルの実効面積と車両厚さ 

面 項目 値 

天井面・床面 平面面積（cm2）(1) 7.89 × 104 

空隙 
平面四隅（%） 2.0 

平面窓（%） 29.2 

実効面積（cm2）(2) 
天井面 5.43 × 104 

床下面 7.74 × 104 

側面面積（片面） 側面面積（cm2）(1) 6.66 × 104 

空隙 
側面前後隅 12.0 

側面窓 14.8 

実効面積（cm2）(2) 4.87 × 104 

前面・後面 前後面積（cm2）(1) 2.49 × 104 

空隙 
前面窓 19.2 

後面窓 19.2 

実効面積（cm2）(2) 1.79 × 104 

実効面積の合計（天井面除く） 2.11 × 105 

厚さ（天井面除く）（cm） 0.856 
(1) 各面の空隙を差し引く前の面積は、全長、全幅、全高、室内長、最低地上高から計算される値である。 
(2) 各面の面積から空隙を差し引いた面積 
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表 4. 50 アルファードモデルの実効面積と車両厚さ 

面 項目 値 

天井面・床面 平面面積（cm2）(1) 8.91 × 104 

空隙 
平面四隅（%） 2.0 

平面窓（%） 29.2 

実効面積（cm2）(2) 
天井面 6.13 × 104 

床下面 8.73 × 104 

側面面積（片面） 側面面積（cm2）(1) 8.47 × 104 

空隙 
側面前後隅 10.1 

側面窓 14.4 

実効面積（cm2）(2) 6.40 × 104 

前面・後面 前後面積（cm2）(1) 3.18 × 104 

空隙 
前面窓 19.2 

後面窓 19.2 

実効面積（cm2）(2) 2.29 × 104 

実効面積の合計（天井面除く） 2.61 × 105 

厚さ（天井面除く）（cm） 0.929 

(1) 各面の空隙を差し引く前の面積は、全長、全幅、全高、室内長、最低地上高から計算される値である。 

(2) 各面の面積から空隙を差し引いた面積 

 

 

 

図 4. 64 自動車及びバスの幾何形状 
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図 4. 65 車両の平面概要図 

 

 

 

 
図 4. 66 車両の側面概要図 

 

 

 

 

図 4. 67 車両の正面概要図 
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(2)  車による外部被ばく低減係数の計算 

車による外部被ばく低減係数を導出するための計算体系は建屋の計算時と同様で、空気層、土

壌層、車両モデルから成る。クラウドシャインからの被ばくを考慮する際には、地上近傍にも放

射性物質が広がったサブマージョンの状態を仮定した。クラウドシャインからの被ばく低減効果

を解析する際には、車両を中心とした半径 1,000 m の半球状の空気領域に線源が一様に分布する

ものとし、車両の内部には線源が存在しないものと仮定した。なお、空気の密度は 1.205 × 10−3 g 

cm−3とした。グラウンドシャインからの被ばく低減効果を解析する際には、車両を中心とする半

径 500 mの円板上の土壌（厚さ：1 m、密度：1.6 g cm−3）の表面に線源が一様に分布するものと

した。建屋の計算とは異なり、車両の下にも線源が存在するとした。 

 

4.2.2車両モデルの妥当性確認 

(1)  現地調査の概要 

自動車の被ばく低減効果を計算するに当たって作成した車両モデルの妥当性をするため、本調

査では、以下の 8車種について、車両内部の空間線量率実測値と計算結果とを比較した。測定に

はNaI(Tl)シンチレーションサーベイメータ（Hitachi Aloka Medical Ltd, TCS-171B）を利用した。

2015年 10月から 11月にかけて、福島県双葉町で測定した。測定に用いた車種を表 4. 51に示す。

測定には、ダイハツ・ミラ、トヨタ・ヴィッツ、トヨタ・ポルテ、トヨタ・プリウス、トヨタ・

サクシード、トヨタ・ウィッシュ、トヨタ・アルファード、トヨタ・ヴェルファイアの 8車種を

用いた。 

これらの車両を福島県双葉町内のグラウンドに運び、車両内外で空間線量率の測定を行った。

測定地点の見取り図を図4. 68に示す。この場所は1F事故以前に野球場として利用されていたグラ

ウンドである。この場所の線量率分布を図4. 69に示す。原点から方向1の方向に進むと、線量率が

増加する。これは、約40 m地点にはスギ林が存在するためである。また、方向2及び方向4に進ん

でも線量率が増加する傾向にある。これはそれぞれ隣接する領域の線量率が高いためである（方

向2の延長上には畑、方向4の延長上は駐車場である）。 

車両内部における空間線量率の測定位置は、運転席のシート15 cm上方（先行研究に基づく、骨

髄想定）とした。 

 

(2)  現地調査の結果 

 現地調査の結果を表 4. 52に示す。被ばく低減係数は車内の位置によって 0.54–0.84の範囲で変

動した。被ばく低減係数が大きくなったのは室内中央である。これは窓による影響であると考え

られる。一方、運転席のシート 15 cm上方は、窓から見込まれる位置ではなくドア等による遮へ

いがあることから低減係数は小さな値であった。その値は全重量に対して単調に減少する傾向が

見られ、重量の重い車両の方が被ばく低減効果は高くなる傾向であった。 

 

(3)  妥当性確認 

車両モデルの妥当性モデルを確認するため、放射能濃度の深度分布を実測値と同様にする必要

がある。放射能濃度の深度分布を再現するため、地表面（0 cm）に加えて地中深さ 0.3 cm、0.6 cm、

1.3 cm、1.9 cm、3.1 cm、4.7 cm及び 6.3 cmに円板線源が分布した場合の低減係数を計算した。空

間線量には Cs-134 と Cs-137 が寄与するものとした。沈着発生時にこれらの核種が同量存在する

ことを仮定し（UNSCEAR, 2013）、この値に対して放射性壊変による減衰補正を施し、双葉町で

の現地調査時（2015 年 10 月から 11 月）の Cs-134 とCs-137 の存在を 0.23：1 とした。被ばく低

減係数の評価位置を整理して図 4. 70及び図 4. 71に示す。車内の評価点として、人の骨髄に近似
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な場所として、シートから 15 cm上方に当たる場所（床面 50 cm、車両中心点から 20 cm下方）

を利用した。また、低減係数の変動を確認するため、上下、左右、前後に一定の距離（上下：20 

cm、左右：40 cm、前後：50 cm）についても計算した。 

双葉町において実測した被ばく低減係数を再現するためには、①土壌中における放射性セシウ

ムの深度分布、②核種組成を考慮する必要がある。これらを考慮した場合の地表面等における空

間線量率 𝐻𝑒𝑓𝑓 の評価式を以下に示す。 

 

ここで、 

 𝐶𝑗 ：深さ区分 jに存在する放射能量 

 𝐻𝐶𝑠134,𝑗 ：深さ区分 jに存在するCs-134からの線量率 

 𝐻𝐶𝑠137,𝑗 ：深さ区分 jに存在するCs-137からの線量率 

である。 

 

この場所では 2013 年 12 月から 2014 年 1 月にかけて天地返しを用いた除染が実施されていた

（環境省, 2014）。また、松田・斎藤（2016）によると、除染された場所では、実効的な重量緩衝

深度11（βeff）10 g cm-2 を上回る深さで分布していることが報告されている。本研究ではこれらの

知見をもとに、Cs-134 及びCs-137 が地表面に分布した場合に加えて βeff =10 g cm-2でも解析を行

った。 

「車両内部における評価点での空間線量率」及び「屋外における地表面 1 m高さでの空間線量

率」の両方について Cs-134 及び Cs-137 の深度分布を考慮して被ばく低減係数を計算した。その

結果を図 4. 72に示す。図 4. 72にはCs-134及びCs-137が地表面に分布した場合に加えて、深さ

6.3 cm（βeff = 10 g cm−2）のみに線源が存在する場合の評価結果も併せて示した。なお、この図に

示されている誤差範囲は、実測に基づく評価値について 5回の実測による測定誤差である。モデ

ルによる評価値については評価点を上下に±20 cm、前後に±50 cm 及び左右に±40 cm だけ動かし

て得られた変動性を誤差範囲として示した。 

この結果、モデルによる評価値（βeff = 10 g cm−2）と実測値に基づく評価結果とを比較してみる

と、評価値は実測された範囲内にほぼ収まっており、被ばく低減効果を評価するための車両モデ

ルを開発することができた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                        
11 地表での空間線量率を再現できるように、土壌中の放射性セシウムを指数関数で分布させた

場合に得られる緩衝深度のこと。 

𝐻𝑒𝑓𝑓 =
∑ {𝐶𝑗 ∙ (0.23 ∙ 𝐻𝐶𝑠134,𝑗 + 𝐻𝐶𝑠137,𝑗)}𝑗

∑ 𝐶𝑗𝑗
 （4.1） 
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表 4. 51 測定に用いた車種 

No. メーカー 車種 車両分類 

１ トヨタ ウィッシュ ミニバン 

２ トヨタ サクシード ライトバン 

３ トヨタ アルファード 大型ミニバン 

４ トヨタ ヴィッツ 普通小型 

５ トヨタ プリウス 普通 

６ トヨタ ポルテ 普通小型 

７ ダイハツ ミラ 軽自動車 

８ トヨタ ヴェルファイア 大型ミニバン 

 

 

表 4. 52 各車種の全重量と被ばく低減係数（双葉町での実測に基づく） 

車種名 全重量(1) 
被ばく低減係数 

運転席 15 cm 

ウィッシュ 1440 0.59±0.01 

サクシード 1090 0.63±0.01 

アルファード 1930 0.57±0.01 

ヴィッツ 1080 0.62±0.005 

プリウス 1350 0.58±0.01 

ポルテ 1140 0.62±0.01 

ミラ 800 0.65±0.003 

ヴェルファイア 1930 0.54±0.01 
(1) 実測車両の全重量は車検証から記載した。 
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表 4. 53 地表沈着核種からのグラウンドシャインに対する車両モデルの被ばく低減係数計算値 

車両モデル 線源深さ（cm） 運転席 

運転席からのずれ 

上下 前後 左右 

+20 cm -20 cm +50 cm -50 cm +40 cm -40 cm 

ミラ 0 0.74 0.72 0.77 0.74 0.76 0.73 0.73 

3 0.72 0.72 0.70 0.70 0.71 0.68 0.68 

5 0.69 0.71 0.69 0.69 0.70 0.67 0.67 

10 0.68 0.69 0.66 0.67 0.68 0.65 0.64 

ヴィッツ 0 0.71 0.70 0.73 0.72 0.72 0.79 0.79 

3 0.68 0.69 0.66 0.67 0.68 0.74 0.73 

5 0.66 0.68 0.66 0.66 0.67 0.73 0.73 

10 0.64 0.65 0.63 0.65 0.65 0.72 0.71 

ウィッシュ 0 0.68 0.66 0.69 0.68 0.68 0.67 0.67 

3 0.65 0.66 0.63 0.65 0.65 0.63 0.63 

5 0.64 0.66 0.63 0.64 0.64 0.62 0.62 

10 0.62 0.63 0.61 0.63 0.63 0.61 0.60 

アルファード 0 0.65 0.64 0.66 0.66 0.66 0.65 0.65 

3 0.62 0.63 0.60 0.62 0.62 0.60 0.60 

5 0.60 0.62 0.59 0.61 0.61 0.60 0.59 

10 0.59 0.60 0.57 0.59 0.60 0.57 0.57 
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図 4. 68 平坦地を想定した照射体系の見取り図 

 

 

図 4. 69 平坦地を想定した照射体系の線量率分布 
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図 4. 70 ヴィッツモデルの側面図（図中の★は評価点を示す） 

 

 

 

 

図 4. 71 ヴィッツモデルの正面・後面図（図中の★は評価点を示す） 
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図 4. 72 地表面沈着核種からのグラウンドシャインに対する車両の被ばく低減係数の実測値と

計算値の比較 
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4.2.3 クラウドシャイン及びグラウンドシャインに対する車両の低減効果の検討 

(1) 車種及びその幾何形状に関する統計調査 

4.2.2では、車両モデルの妥当性確認のため 4種類の車種に対する被ばく低減効果の計算値を求

めた。 

日本自動車工業会の自動車統計月報（日本自動車工業会, 2015）によると我が国における乗用車

の保有台数は、2015 年 4 月時点において、普通車：17,714,884 台、小型車：21,729,330 台、軽自

動車：21,106,858台である。この保有台数に基づいて、本研究では、小型車（コンパクトカー）を

評価することにした。 

小型車及びバスのそれぞれについて、各メーカーの代表的な車種の車両重量、全長、全幅、全

高、最低地上高、室内長などを調査した。調査した各寸法の概要は図 4. 64の通りである。調査に

は、諸元表及び外観寸法図を用いた。寸法図に値が表示されていない場合には、寸法図を実測し

て縮尺を考慮して値を算出した。統計調査の対象としたメーカー及び車種を表 4. 54に示す。小型

車については、9メーカーから 34車種の 76タイプを調査した。バスについては、3メーカーから

3車種 27タイプを調査した。なお、2015年 1月から 9月までの全出荷台数に対して、調査対象メ

ーカーにおける出荷台数の割合は、小型車で 98.1%、バスで 57.5%である。 

小型車及びバスに対する統計調査の結果をそれぞれ表 4. 55及び表 4. 56に示す。統計調査の結

果はメーカー別に算術平均を求めて整理した12。また、この値をメーカー別の売り上げ台数で重

み付けて最終的な値を算出した（以下、重み付け車両モデル）。メーカー別売り上げ台数には、日

本自動車販売協会連合会の登録車新車販売台数概況 2015年 1月から 9月の値を利用した。 

なお、幾何形状及び重量に関する統計値を使ってモデルを作成する際には、4.2.1に示した方法

を利用した。この際に必要な平面図・側面図・前後面図に関する空隙面積は、ヴィッツモデルの

値を利用した。小型自動車の重み付け車両モデルに関して実効面積と車両厚さを表 4. 57に示す。

小型自動車の重み付け車両モデルは、重量及び実効面積がそれぞれ 1125 kg及び 1.80 × 105 cm2で

あり、車両の厚さは 0.783 cmとなった。 

バスの重み付け車両モデルに関して実効面積と車両厚さを表 4. 58に示す。バスの重み付けモ

デルは、表 4. 56に示した統計値をもとにモデルを作成する際には、基本的に、4.2.1に示した方

法を利用した。バスの場合、幾何形状は直方体に近似できるものと考えて窓を除く空隙の面積は

ゼロと仮定した。また、小型車とは違って車体の下面は客室の床面を共有することができないの

で、車体の下面とは別に同様の客室床面が存在すると仮定した。客室床面は、車体の下面と同じ

面積であるとして、これを加えて実効面積を算出した。バスの重み付け車両モデルは、重量及び

実効面積がそれぞれ 12,248 kg及び 1.20 × 106 cm2であり、車両の厚さは 1.27 cm、天井が 0.08cm

となった。 

  

                                                        
12 車種別の売り上げ統計がないので、メーカー別に整理した。 
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表 4. 54 本調査で対象としたメーカー・車種・タイプ数 

 メーカー 車種 タイプ数 

小型普通乗用車 ダイハツ ブーン 1 

ホンダ フィット 2 

シャトル 2 

フリードスパイク 3 

マツダ デミオ 2 

三菱 ミラージュ 1 

日産 ジューク 3 

マーチ 6 

ノート 10 

キューブ 6 

スバル トレージア 2 

スズキ スイフト 2 

ソリオ 2 

デリカ 1 

トヨタ ヴィッツ 11 

ラクティス 3 

イスト 2 

ポルテ 2 

bB 2 

アクア 2 

iQ 2 

カローラルミオン 3 

パッソ 2 

スペイド 2 

オーリス 2 

合計 76 

 

 メーカー 車種 タイプ数 

バス いすず ガーラ 13 

三菱ふそう エアロエース等 11 

日野 セレガ 3 

合計 27 
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表 4. 55 小型車の統計分析結果 

 重み付け平均 算術平均 最小値 最大値 

車両重量(kg) 1125 1111 873 1403 

全長(mm) 3974 3959 2985 4400 

全幅(mm) 1689 1689 1480 1765 

全高(mm) 1581 1576 1455 1765 

最低地上高 (mm) 142 144 115 170 

室内長(mm) 1907 1914 1560 2515 

前後窓幅(mm) 1391 1402 1298 1663 

平均窓高(mm) 428 424 321 547 

窓面面積割合 

前面 0.22 0.22 0.18 0.28 

側面 0.14 0.14 0.10 0.21 

後面 0.22 0.22 0.15 0.28 

 

表 4. 56 バスの統計分析結果 

 重み付け平均 算術平均 最小値 最大値 

車両重量(kg) 12248 12270 9870 13180 

全長(mm) 11780 11731 8990 11990 

全幅(mm) 2490 2490 2490 2490 

全高(mm) 3322 3306 3050 3550 

最低地上高 (mm) 200 201 185 210 

標準室内 

寸法 

全長(mm) 10704 10647 7740 10940 

全幅(mm) 2314 2313 2310 2315 

全高(mm) 1931 1925 1840 1970 

側面窓幅(mm) 11185 11270 8990 11990 

側面窓高(mm) 1033 1028 920 1100 

前窓幅(mm) 2480 2482 2460 2490 

後窓幅(mm) 2246 2240 1720 2490 

前窓高(mm) 1602 1596 1510 1770 

後窓高(mm) 767 779 392 1010 

平均窓高(mm) 1109 1108 1053 1200 

窓面面積割合 

前面 0.48 0.48 0.45 0.53 

側面 0.31 0.31 0.25 0.33 

後面 0.22 0.21 0.09 0.28 
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表 4. 57 小型車の重み付けモデルに関する実効面積と車両厚さ 

面 項目 値 

天井面・床面 平面面積（cm2）(1) 6.71 × 104 

空隙 
平面四隅（%） 3.8 

平面窓（%） 27.6 

実効面積（cm2）(2) 
天井面 4.60 × 104 

床下面 6.46 × 104 

側面面積（片面） 側面面積（cm2）(1) 5.72 × 104 

空隙 
側面前後隅 15.3 

側面窓 14.2 

実効面積（cm2）(2) 4.03 × 104 

前面・後面 前後面積（cm2）(1) 2.43 × 104 

空隙 
前面窓 20.2 

後面窓 20.2 

実効面積（cm2）(2) 1.72 × 104 

実効面積の合計（天井面除く）（cm2） 1.80 × 105 

厚さ（天井面除く）（cm） 0.783 
(1) 各面の空隙を差し引く前の面積は、全長、全幅、全高、室内長、最低地上高から計算される値である。 
(2) 各面の面積から空隙を差し引いた面積 

 

表 4. 58 バスの重み付けモデルに関する実効面積と車両厚さ 

面 項目 値 

天井面・床面 平面面積（cm2）(1) 2.93 × 105 

空隙 
平面四隅（%） 0 

平面窓（%） 0 

実効面積（cm2）(2) 
天井面 2.93 × 105 

床下面 2.93 × 105 

側面面積（片面） 側面面積（cm2）(1) 3.68 × 105 

空隙 
側面前後隅 0 

側面窓 31 

実効面積（cm2）(2) 2.55 × 105 

前面・後面 前後面積（cm2）(1) 8.27 × 104 

空隙 
前面窓 48 

後面窓 22 

実効面積（cm2）(2) 1.08 × 105 

実効面積の合計（天井面除く）（cm2） 1.20 × 106 

厚さ（天井面除く）（cm） 1.27 
(1) 各面の空隙を差し引く前の面積は、全長、全幅、全高、室内長、最低地上高から計算される値である。 
(2) 各面の面積から空隙を差し引いた面積 
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(2) クラウドシャイン及びグラウンドシャインに対する被ばく低減係数 

(i)  評価モデルと線源体系 

前述したように、重みづけモデルの重量及び実効面積がそれぞれ 1125 kg及び 1.80 × 105 cm2で

あり、車両の厚さは 0.783 cmとなった。これは、4.2.1に示したヴィッツモデル(表 4. 48)の重量は

1080 kg、実効面積の合計値 1.73×105 cm2、天井を除く厚さが 0.78 cmと殆ど変らない結果となっ

た。このことから、車両モデルとして、4.2.1に示したヴィッツモデルを用いた。なお、車両モデ

ルの名称に関しては、表 4. 53 ではモデル妥当性の検討に使用した具体的な車名を記載したが、

4.2.3では対応する一般的な呼称を用いることとし、軽自動車、コンパクトカー、ミニバン、大型

ミニバンと呼ぶことにする。 

ここでは、4.2.1、4.2.2に示した 4車種に対するクラウドシャイン、グラウンドシャインの被ば

く低減係数を計算した。なお、バスの被ばく低減係数は、4.2.5に記述する。 

この被ばく低減係数の計算では、原子炉事故直後の自動車による避難を想定して、建物モデル

と同様にクラウドシャイン時には 0.4 MeV、Cs-137、1 MeV及び 1.5 MeVに対する被ばく低減係

数を算出した。評価体系も建物モデルと同様にサブマージョン状態を仮定して、車両を中心とし

た半径 500 mの半球状の空気領域に線源が一様に分布するものと仮定した。車両の内部には線源

がないと仮定した。また、グラウンドシャインについては事故直後に地中方向への移行は生じな

いと仮定して、地表面上にCs-137が存在しているものとして被ばく低減係数を算出した。車両を

中心とする半径 500 mの円盤状の土壌に線源が一様に分布するものとした。車両の下にも線源は

存在するものと仮定した。クラウドシャイン及びグラウンドシャインのいずれについても、被ば

く低減係数の評価位置は 4.2.2の評価位置（図 4. 70及び図 4. 71参照）と同様とした。 

 

(ii)  計算結果 

 4車種に対する被ばく低減係数の計算結果を表 4. 59に示す。 

  コンパクトカーでは、クラウドシャイン(Cs-137)の被ばく低減係数が 0.79、グラウンドシャイン

の被ばく低減係数が 0.70であった。 

車種の違いによる被ばく低減係数の違いをみると、軽自動車で被ばく低減係数が最も大きく、

クラウドシャイン(Cs-137)の運転席に対する値が 0.80、グラウンドシャインに対する値が 0.73 で

あった。一方、大型ミニバンに対する被ばく低減係数が最も小さく、クラウドシャイン（Cs-137）

の運転席に対する値が 0.73、グラウンドシャインに対する値が 0.64であった。これは、車重が大

きくなるに従って、車両の厚みが厚くなり、被ばく低減効果が大きくなるためである。 

 評価位置の違いによる被ばく低減係数の違いをみると、クラウドシャインを想定した場合、中

央から 20 cm上部の天井方向が最も大きく、20 cm下部床方向が最も小さい結果であった。Cs-137

を想定した場合には 10%程度の差が生じた。一方、グラウンドシャインを想定した場合、顕著な

違いは見られないが、概ね床方向が最も大きく、天井方向がもっと小さく 5%程度の差が生じる。 
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表 4. 59 クラウドシャイン及びグラウンドシャインに対する車両の被ばく低減係数の計算値 

車両モデル 線源 

評価位置 

運転席 
上下 前後 左右 

+20 cm -20 cm +50 cm -50 cm +40 cm -40 cm 

軽自動車 

クラウドシャイン       

0.4 MeV 0.73 0.78 0.69 0.72 0.73 0.70 0.72 

Cs-137 0.80 0.84 0.76 0.81 0.80 0.77 0.77 

1.0 MeV 0.85 0.88 0.81 0.84 0.87 0.81 0.82 

1.5 MeV 0.88 0.91 0.85 0.88 0.87 0.85 0.86 

グラウンドシャイン       

Cs-137 0.73 0.71 0.75 0.73 0.76 0.72 0.72 

コンパクトカ

ー 

クラウドシャイン       

0.4 MeV 0.72 0.76 0.67 0.71 0.72 0.70 0.70 

Cs-137 0.79 0.83 0.75 0.79 0.81 0.76 0.77 

1.0 MeV 0.84 0.88 0.80 0.84 0.83 0.82 0.82 

1.5 MeV 0.87 0.89 0.84 0.86 0.87 0.85 0.85 

グラウンドシャイン       

Cs-137 0.70 0.68 0.72 0.70 0.71 0.70 0.69 

ミニバン 

クラウドシャイン       

0.4 MeV 0.71 0.75 0.66 0.71 0.70 0.68 0.69 

Cs-137 0.78 0.82 0.73 0.78 0.78 0.75 0.77 

1.0 MeV 0.83 0.86 0.79 0.82 0.83 0.80 0.80 

1.5 MeV 0.86 0.89 0.83 0.86 0.86 0.84 0.84 

グラウンドシャイン       

Cs-137 0.66 0.65 0.68 0.67 0.67 0.66 0.66 

大型ミニバン 

クラウドシャイン       

0.4 MeV 0.66 0.69 0.61 0.65 0.68 0.62 0.62 

Cs-137 0.73 0.76 0.69 0.74 0.72 0.69 0.70 

1.0 MeV 0.78 0.82 0.75 0.78 0.80 0.75 0.76 

1.5 MeV 0.82 0.85 0.79 0.82 0.82 0.80 0.80 

グラウンドシャイン       

Cs-137 0.64 0.63 0.65 0.64 0.64 0.63 0.63 
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4.2.4 バスによる外部被ばくの低減効果を評価するためのパラメータ 

バスモデルには、4.2.2 (1)で実施した調査に基づいて開発した重みづけバスモデルを用いた。表

4. 60に解析で使用したパラメータを示す。また、バスの概要図と評価位置を図 4. 73と図 4. 74に

示す。なお、運転席と客席のシートのモデル化は行っていない。バスのシートは調査したカタロ

グに基づき大型観光バスに相当する 4×11列シートを想定した。評価点は運転手席とバス前方、

中央、後方に座る乗客の 4パターン（13ケース）を想定した。なお、客席の評価点は、国土交通

省の資料（国土交通省, 2007）に基づいて床からの座面高さを 41.5 cm、座面からの評価点位置は、

着座状態において重要臓器が多く集まっている箇所を想定した座面中央から 15 cm上（床上から

56.5 cm）の位置とした。 

 

表 4. 60  バスによる外部被ばく低減効果の解析で使用したパラメータ 

項目 値 

車重 (kg) 12248 

全長 (mm) 11780 

全幅 (mm) 2490 

全高 (mm) 3322 

最低地上高 (mm) 200 

標準室内寸法 

全長 (mm) 10704 

全幅 (mm) 2314 

全高 (mm) 1930 

側面窓幅 (mm) 11185 

側面窓高 (mm) 103 

前窓幅 (mm) 2480 

後窓幅 (mm) 2246 

前窓高 (mm) 1602 

後窓高 (mm) 767 

客室の床面高さ(地上基準) (mm) 1391.2 

車体厚さ (mm) 
天井 0.8 

天井以外 12.7 

床からの座面高さ (mm) 415 

座面中央からの評価点位置 (mm) 150 
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図 4. 73 バスの側面概要図と評価位置（×：評価点） 

 

 

図 4. 74 バスの上面概要図と評価位置（×：評価点） 
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4.2.5 バスによる外部被ばくの低減効果の解析 

 クラウドシャインとグラウンドシャインに対するバスの被ばく低減係数の解析結果を表 4. 61

に示す。また、図 4. 75に運転席と各客席の 2列目での被ばく低減係数のプロット図を示す。 

 クラウドシャインを想定した場合、運転席の被ばく低減係数は 0.52–0.72、客席の被ばく低減係

数は 0.70–0.88であった。運転席の被ばく低減係数は客席よりも小さい傾向である。これは、運転

席のほうが客席と比較して地上高さが約 120 cm 低く、下からの放射線の寄与が小さいことに起

因している。グラウンドシャインを想定した場合、被ばく低減係数は 0.45–0.53であり、客席と運

転席で大きな差は生じなかった。 

 前述した自動車モデルの被ばく低減効果とバスの客席の被ばく低減効果を比較する。グラウン

ドシャインの場合、車両中央の被ばく低減係数は 0.64–0.73であったのに対して、バスの客席中央

部の被ばく低減係数は 0.47程度であった。グラウンドシャインの被ばく低減効果が自動車と異な

るのは、バスは側面及び床部分の厚さが 1.27 cmであり、コンパクトカーの車両厚さ 0.78 cmより

も厚く、遮へい効果が大きいためであると考えられる。 

また、クラウドシャイン（Cs-137）の場合、自動車モデルの車両中央の被ばく低減係数は 0.73–

0.80であったのに対して、バスの客席の被ばく低減係数は客席中央部で 0.79程度であり、自動車

モデルとほとんど変わらなかった。これはバスの客席の評価点は自動車よりも高い位置にあるが、

バスの側面窓よりも低い位置にあるため、評価点位置の高低差の影響が、バスの側面壁の遮へい

効果で相殺され、クラウドシャインの被ばく低減係数に差が生じなかったと考えられる。 

 

表 4. 61 クラウドシャインとグラウンドシャインに対するバスの被ばく低減係数 

  

運

転

席 

前方客席 中央客席 後方客席 

1 2 3 4 1 2 3 4 1 2 3 4 

クラウドシ

ャイン 

0.4 MeV 0.52  0.69  0.73  0.73  0.70  0.69  0.72  0.72  0.67  0.67  0.70  0.71  0.67  

Cs-137 0.62  0.78  0.81  0.80  0.77  0.75  0.79  0.79  0.75  0.74  0.77  0.77  0.74  

1 MeV 0.67  0.81  0.84  0.84  0.81  0.80  0.84  0.84  0.81  0.79  0.82  0.83  0.79  

1.5 MeV 0.72  0.85  0.88  0.88  0.85  0.84  0.86  0.87  0.84  0.82  0.85  0.86  0.83  

グラウンド

シャイン 
Cs-137 0.53  0.49  0.51  0.51  0.49  0.45  0.46  0.47  0.46  0.46  0.47  0.47  0.46  
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図 4. 75 クラウドシャイン（左）とグラウンドシャイン（右）に対するバスの被ばく低減係数(運

転席と各客席の 2列目) 
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4.3 外部被ばく低減効果に係るパラメータと低減効果のまとめと課題 

 第 1章に示したように、規制庁からの依頼された仕様書中の要求事項として、「本年度の事業ま

でに得られた成果を基に、吸入被ばく、外部被ばくの低減効果の定量的な評価結果について、代

表値と主な変動要因・変動幅等を中心に概要版として整理する。」との旨が記載されている。しか

し、防護効果は種々のパラメータに大きく依存し、それらのパラメータは事故のシナリオ等に大

きく依存するものであり、さらに各パラメータは単独で防護効果に影響を及ぼすものではなく、

相互に関連を持つものであるため、代表的な被ばく低減係数を得るために各パラメータを一定の

値に定めることは不可能であることが明らかとなった。したがって、本報告書においては代表的

な被ばく低減係数を求めずに、各パラメータに対する防護効果の変動を示す。 

屋内退避による外部被ばく低減係数に係るパラメータの評価値、取りうる範囲、変動要因を表

4. 62に、各建屋に対して屋内退避による外部被ばく低減係数の各エネルギー、各階に対する変動

幅を表 4. 63に、避難に車を用いたときの外部被ばく低減係数に係るパラメータの評価値、取りう

る範囲、変動要因を表 4. 64に、避難に車を用いたときの外部被ばく低減係数の各エネルギーに対

する変動幅を表 4. 65 に示す。屋内退避による外部被ばく低減効果に係るパラメータはエネルギ

ー、壁の厚さ密度、床面積、階数、評価点である。避難に車を用いたときの外部被ばく低減効果

に係るパラメータはエネルギー、自動車の壁の厚さ密度、評価点である。付録 7に各建屋に対し

て壁・屋根に汚染した場合の被ばく低減係数の変動幅をまとめている。 

γ 線エネルギーは事故シナリオと原子炉停止後からの時間によって異なる。シャットダウン後

の平均エネルギーの推移を見るとクラウドシャインを想定した場合には0.4–1.5 MeVの値をとり、

グラウンドシャインを想定した場合には概ね 0.66 MeV の値をとる。壁の厚さ密度は使用される

壁材によって異なる。木造住宅に使用される壁材は窯業系サイディング材、木製サイディング材、

モルタル、土壁などがあり、壁の厚さ密度は 0.9–8.1 g cm−2の値をとる。木造住宅に使用される壁

材の半数以上が窯業系サイディング材であるため、木造住宅の被ばく低減係数を算出するために

窯業系サイディング材を採用し、その厚さ密度は平均値である 2.4 g cm−2 とした。コンクリート

造の建屋では壁の厚さに関する統計データがないが、国土交通省告示第 1026 号により最低厚さ

が決定されている。そこで、最低厚さ密度（31.5 g cm−2）をコンクリート戸建住宅及び集合住宅、

学校、病院の被ばく低減係数の変動幅算出に採用した。原子力発電所立地県での住宅家屋の床面

積は概ね 45–150 m2の範囲内である。原子力立地県での 1住宅あたりの床面積の平均値である 93 

m2を床面積の評価値とした。 

上記条件で求めた被ばく低減係数は壁の厚さ、評価点の位置の違いによって異なる。被ばく低

減係数は主に壁の厚さ密度に依存しており、厚さ密度の小さい木造・鉄骨造では被ばく低減係数

が大きく、厚さ密度の大きいコンクリート造では被ばく低減係数が小さい。木造・鉄骨造のよう

に壁の厚さ密度が小さい建屋では評価点の位置による違いは 0.1 程度と小さく、コンクリート造

の建屋では窓付近とその他の位置での被ばく低減係数の差異は大きい。どの建屋対してもエネル

ギーの違いによる被ばく低減係数の差異は 0.1 程度であった。また、クラウドシャインの場合、

階数が高くなるほど被ばく低減係数が大きくなり、グラウンドシャインの場合、階数が低くなる

ほど被ばく低減係数が大きくなった。 

 

避難に車を用いたときの時のエネルギーは屋内退避と同様にクラウドシャイン時に 0.4–1.5 

MeV、グラウンドシャイン時に 0.66 MeV の値をとる。自動車の壁の厚さ密度は車種によって異

なり、5.5–7.3 g cm−2の値をとる。バスに関しては、車両の統計調査の結果から壁の厚さ密度を 9.9 

g cm−2とした。評価点は避難中を想定し、着席時に組織加重係数の大きな組織が多く集まってい

る位置として、シートから上方に 15 cmの位置を評価値とした。 
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上記条件で求めた被ばく低減係数は車種、評価点の違いにより値が異なった。被ばく低減係数

は車種が大きいほど壁の厚さが厚くなるため小さい。どの車種に対してもエネルギーの違いによ

る被ばく低減係数の差異は 0.2程度であった。 

 

課題点として、今回評価した値の信頼性向上のために、各パラメータの精緻化が必要である。

例えば、本研究で壁面・屋根面への汚染割合が日本と欧米で異なっていたことを示した。壁面・

屋根面に汚染がある場合の外部被ばく低減係数を評価するためには、地表面に対する壁面・屋根

面への汚染割合について調査する必要がある。また、本研究では主として運転中の原子力発電所

での重大事故に対する防護措置として屋内退避及び車での避難を実施したときの被ばく低減係数

を評価した。原子力発電所でもその他の形態の事故の場合や、原子力発電所以外の原子力施設の

事故に対しては放出される核種組成や事故進展等を考慮して、外部・内部被ばくによる甲状腺等

価線量と実効線量を求め、どのような防護措置を講じた場合に防護効果が最も高くなるかの評価

が必要である。 
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表 4. 62 屋内退避による外部被ばく低減係数にかかるパラメータの評価値と変動幅。（）内の数

字は変動幅を示す。 

パラメータ 
評価値 

（変動値） 
条件 変動要因、備考 

エネルギー 

0.66 MeV 

(0.4–1.5 MeV) 
クラウドシャイン 事故シナリオの核種の放出割合

の時間変化 
0.66 MeV グラウンドシャイン 

壁面等の厚さ

密度 

2.4 g cm−2 

(0.9–8.1 g cm−2) 

木造、鉄骨造 

戸建住宅 

壁材 
31.5 g cm−2 

鉄筋コンクリート造 

戸建住宅 

31.5 g cm−2 
鉄筋コンクリート造 

集合住宅 

31.5 g cm−2 学校、病院、体育館 

建築面積 

93 m2 

(45–150 m2) 

木造、鉄骨造、 

鉄筋コンクリート造 

戸建住宅 

- 

130 m2 
木造、鉄骨造 

集合住宅 

370 m2 
鉄筋コンクリート造 

集合住宅 

3024 m2 学校 

1482 m2 病院 

900 m2 体育館 
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表 4. 63 各建屋の被ばく低減係数の変動幅。各フロアの最小値と最大値を示す。 

  
  クラウドシャイン 

グラウンドシャイン 

(屋根、壁汚染なし) 

  0.4MeV 0.66MeV 1.5MeV 0.66MeV 

木造戸建住宅 

(窯業系サイディング材) 

1F 0.68～0.77 0.71～0.80 0.79～0.87 0.48～0.63 

2F 0.79～0.89 0.82～0.90 0.87～0.95 0.48～0.54 

鉄骨造戸建住宅 

(窯業系サイディング材) 

1F 0.58～0.72 0.63～0.76 0.73～0.84 0.44～0.63 

2F 0.72～0.85 0.76～0.87 0.82～0.92 0.46～0.55 

鉄筋コンクリート造 

戸建住宅 

1F 0.05～0.26 0.08～0.27 0.16～0.33 0.11～0.34 

2F 0.12～0.30 0.17～0.35 0.27～0.44 0.07～0.18 

木造集合住宅 

(窯業系サイディング材) 

1F 0.66～0.76 0.69～0.78 0.76～0.85 0.46～0.64 

2F 0.77～0.85 0.79～0.87 0.85～0.93 0.46～0.57 

鉄骨造集合住宅 

(窯業系サイディング材) 

1F 0.58～0.72 0.63～0.75 0.72～0.83 0.44～0.63 

2F 0.71～0.81 0.74～0.84 0.82～0.91 0.43～0.56 

鉄筋コンクリート造 

集合住宅 

1F 0.01～0.20 0.02～0.21 0.02～0.23 0.04～0.35 

5F 0.02～0.23 0.03～0.26 0.06～0.31 0.01～0.08 

病院 
1F 0.002～0.33 0.004～0.34 0.01～0.38 0.01～0.37 

6F 0.01～0.33 0.02～0.36 0.04～0.44 0.001～0.07 

学校 
1F 0.02～0.30 0.03～0.31 0.04～0.36 0.03～0.24 

3F 0.03～0.33 0.05～0.36 0.08～0.44 0.01～0.12 

体育館  0.15～0.45 0.20～0.49 0.28～0.58 0.07～0.28 
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表 4. 64 避難に車を用いたときの外部被ばく低減係数にかかるパラメータの評価値と変動幅。（）

内の数字は変動幅を示す。 

パラメータ 
評価値 

（変動幅） 
条件 変動要因、備考 

エネルギー 

0.66 MeV 

(0.4–1.5 MeV) 
クラウドシャイン 事故シナリオの核種の放出割合の

時間変化 
0.66 MeV グラウンドシャイン 

自動車壁の 

厚さ密度 

 (5.5–7.3 g cm−2) 自動車 車両重量、窓面積 

9.9 g cm−2 バス - 

評価点  座席より 15cm 重要臓器の平均的な位置を想定 

 

 

表 4. 65 避難に車を用いたときの外部被ばく低減係数の変動幅。評価点を変えた場合の最小値と

最大値を示す。 

 
クラウドシャイン 

グラウンド 

シャイン 

400 keV Cs-137 1500 keV Cs-137 

軽自動車 0.69～0.78 0.76～0.84 0.85～0.91 0.71～0.76 

コンパクトカー 0.67～0.76 0.75～0.83 0.84～0.89 0.68～0.72 

ミニバン 0.66～0.75 0.73～0.82 0.83～0.89 0.65～0.68 

大型ミニバン 0.61～0.69 0.69～0.76 0.79～0.85 0.63～0.65 

バス 0.52～0.73 0.62～0.81 0.72～0.88 0.45～0.53 
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付録 1 ヒヤリング調査、海外調査 

 

（1） 訪問先 欧州委員会 

面談者 欧州委員会エネルギー総局 放射線防護ユニット:Michael KUSKE (Deputy Head 

of Unit), Vesa TANNER (Head of Sector), Michel HERZEELE (Head of Sector), Kevin 

JACKSON (Scientific Tehcnnical Officer), Bharat PATEL 

調査項目 欧州の原子力緊急時計画における屋内退避位置付け及びその効果の評価 

 

同部署は、オフサイトでの緊急事態時対応に関して EU内での近況を把握しているので、EU内

での緊急事態時対応における屋内退避の位置づけに関する聞き取りを行った。EU 加盟国内にお

いて屋内退避は緊急事態時に行われる確実で実効的な防護措置として位置づけられている。ただ

し、対策の考え方、家の建築タイプ及び建築年数等に応じて屋内退避の適用範囲が加盟国ごとに

異なっている。例えば、イギリスの適用範囲は EU国内で最も狭い 3.5 kmであり、一方でブルガ

リア、ハンガリーの適用範囲は最も広い 30 km である（EU 内での屋内退避の範囲やその根拠等

についてレビューした文献について紹介を受けた ENER/D1/2012-474）。また、EU 内ではチェル

ノブイリ事故後に開発されたモニタリングデータ収集システム EURDEP(European Radiological 

Data Exchange Platform)に加えて、放射線又は原子力緊急事態の通報システム ECURIE(European 

Community Urgent Radiological Information Exchange)が備わっており、その説明を受けた。 

 

 

（2） 訪問先 デンマーク工科大学 リゾ国立研究所 

面談者 Kasper G. ANDERSSON (Professor) 

調査項目 屋内退避による吸入・外部被ばくの低減効果に影響する要因の調査低減効果評

価に関する実験の調査 

 

 リゾ研究所はチェルノブイリ事故の経験を踏まえて、屋内退避による被ばく低減効果に関して

様々な実験及び評価が行われており、それらに関する文献が多数報告されている。それ故、ラボ

実験について説明し、意見交換を行った。主な聴取内容及び提供していただいた報告書（Andersson 

et al., 2004）から実験に有用な内容は以下のとおりである。 

 

 グラウンドシャインからの外部被ばくを評価する場合、地面に沈着している放射性物質だ

けでなく、屋根への沈着、家屋周辺の樹木への沈着を考慮したほうが良い。この点につい

ては PHEでも同じ指摘を受けており、PHEの報告書（Jones et al., 2009）に取りまとめられ

た知見を本事業でも活用したところである（4.1.2（1）④の屋根汚染割合と壁汚染割合を参

照）。なお、具体的な内容の例は以下の通り： 

➢ 沈着条件に応じて樹木に放射性物質が沈着した場合、放射性物質の鉛直分布がグラウ

ンドシャインの評価に重要である。 

➢ チェルノブイリ事故後の経験によると、乾性沈着では、木、葉、屋根への沈着が主で

あり、湿性沈着は地面への沈着が主である。 

 室内環境に関する浸透・沈着において、本事業では事故時の放射性物質の粒径を過去の原

発事故時（例えば、チェルノブイリ、福島）に測定されたものを代表値として用いている

が、他の事故シナリオでは必ずしもそのような粒径ではない可能性がある。 

 放射性物質の浸透・沈着実験で、粒子状セシウムの発生手法が実験結果に影響しうる。 
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 本事業の吸入被ばく線量評価モデルでは、床・壁面への沈着しか考慮していない。しかし

リゾで行われた実験結果によると、人及び室内に沈着した線源は室外に沈着した線源と同

程度の被ばくをもたらすため、人の皮膚、髪、及び衣類への沈着も考慮したほうが良い。 

 これらの線源からの寄与は部屋のサイズに依存しない。 

 放射性物質の家屋内外の挙動に関して、家屋による放射性物質のフィルタリング効果はあ

まり重要ではなく（浸透率がほぼ 1）、放射性物質の沈着が一番重要である。 

 この知見は汚染物の粒径に依存するため、原子力事故後に生じうる粒径を見定めたうえで、

実験に反映すべきである。 

 

沈着率の変動要因に関する知見 

 粒径が 1 μm未満の粒子では、表面の電荷が大きいほど沈着率が大きく、1 μm以上の粒子

では、表面の電荷に沈着率は依存しない。 

 人の皮膚への沈着率は皮膚の湿気に依存し、湿っているほど付着効率が高まるため沈着率

が大きい。 

 

元素状ヨウ素を用いた沈着実験に関する知見 

 リゾでは、ラットの皮膚、衣類、水面、フィルターペーパーへの元素状ヨウ素の付着実験

が行われた。30 cm×20 cm×30 cmのガラス製のチャンバー内にラット、衣類の切れ端、水、

フィルターペーパー、及びヨウ素結晶が置かれた。衣類の切れ端とフィルターペーパーは

天井、床、側面の全ての面に置かれた。ヨウ素結晶の昇華によって、チャンバー内のヨウ

素濃度は即座に上昇し、ある一定期間後一定濃度になる。 

 

実験時の再浮遊による影響に関する知見 

 リゾで行われた沈着、再浮遊実験は 2つの放射性物質（Dyと In）がトレーサーとして使わ

れた。Dyは粒径 2.5 μmの粒子、Inは粒径 0.7 μmの粒子のトレーサーとして使われた。 

 沈着する前の粒径分布と再浮遊した粒子の粒径分布は異なっており、再浮遊した場合に粒

径分布が大粒径側にシフトする傾向がある。これは小粒径ほど表面への保持力が強いこと

を示している。 

 木、プラスチック、ウール面で再浮遊実験を行った結果、プラスチック面で粒径分布がよ

り大粒径側にシフトすることから、小粒径粒子はプラスチック面にくっつきやすいことが

示唆されている。 

 ウール面では他の面よりも再浮遊しにくく、家の中をうろつく程度では粒子はほとんど再

浮遊しないことが示唆された。 

 

 2017 年 9 月にドイツのベルリンで開催された 4th International Conference on Radioecology and 

Environmental Radioactivity, ICRER4にてAnderssonが放射性物質の屋根・壁に対する保持力の評価

について報告した。①屋根ではCsの除去は初期の降水に大きく依存すること、②ガラス、金属、

木製上では、セシウムのウェザリング効果が早いこと、③ストロンチウムなどの他の核種では、

屋根にあまり保持されないこと、④壁と道路上では、物質の違いはあまり見られなかったことが

報告された。 

屋内退避による外部被ばくの低減効果を評価するうえで、初期沈着量の比の設定が課題となっ

ている。今後、保持力及び初期沈着の物質による違いに関する実験を行う予定であり、Andersson

と実験について議論した。議論の中で、①欧米で使われる物質に対しては英国公衆衛生庁（PHE）
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で実験が行われているものの、日本特有の物質に対しては行われていないため、日本特有物質（例

えば瓦）に対する実験は重要であること、②初期のウェザリング評価では降水強度が重要であり、

同時に降水量を測定することが望ましいことが述べられた。今回 Andersson が発表した内容は論

文として公表されておらず、論文としてまとめられた時にその論文を提供していただける、今後

も情報交換しても良いとのことであった。 

 

 

（3） 訪問先 英国公衆衛生庁（PHE） 

面談者 Stephanie HAYWOOD, Tom CHARNOCK, Joanne BROWN, 他 2名 

調査項目 屋内退避による外部・吸入被ばくの低減効果に影響する要因の調査低減効果評

価に関する実験の調査 

 

同庁には緊急時計画等に関する専門家が所属すると同時に、チェルノブイリ事故後の経験等を

通じて、居住地域における線量評価モデル（ERMINモデル）を開発している。以下、外部被ばく

及び吸入被ばくの低減効果の評価に関する項目をそれぞれ記載する。 

 

（i）外部被ばくの評価関連 

 外部被ばくの評価に関して、PHEはチェルノブイリ事故後の経験をもとに、さまざまな沈

着表面(屋根、壁、地表など)からの寄与を考慮して住民の被ばく線量を評価するモデル

（ERMINモデル）を開発している。 

 屋内退避による外部被ばく低減効果の評価においては、地表面だけでなく屋根や壁等から

の寄与も考慮すべきであり、今後、これらの沈着表面からの寄与を考慮する際に有用なウ

ェザリング等の知見を得ることができた。ただし、イギリスでは日本と異なり、ブロック、

コンクリート造が主であるので、両者の違いを反映して評価を進めるべきである（日本は

木造が主）。 

 

（ii）吸入被ばくの評価関連 

 家屋の換気率について、英国建築研究院（BRE）が都市部の化学物質によるハザードを対

象とする研究を行い、風洞を用いて外部風速と温度の換気率への影響が検討されている。 

 都市部では建物が密集して外部風速が小さくなるという報告がされている。 

 これらの結果から、実験において、外部風速と温度の測定をすべきである。風速を測定す

る地点も重要であり、一つの案としてどのような周辺環境でも同じような風速が得られる

建物の上部で測定することが提示された。 

 物質の沈着、浸透は物質の物理・化学形状、壁の材質、ファンの有無、部屋の大きさ（体

積/表面積比）に依存するため、実験ではこれらの因子と沈着または浸透の依存性を調査す

べきである。 

 本事業で行ったコンパートメントモデルの解析では、単発放出を仮定していた。しかし実

際の事故は複数回の放出がある。 

 換気率は先に示したように、外部風速と温度によって変化するため、本事業で仮定した「換

気率は常に一定である」ことはなく、換気率は時間によって変化する。 
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（4） 訪問先 建築を専門とした大学教員 

調査項目 自然換気率及び壁材に関する調査 

 

訪問した研究室では、自然換気に関して様々な実験及びシミュレーションを行っており、それ

らに関する文献が多数報告されている。それ故、自然換気率の実験方法、自然換気に係るパラメ

ータについて意見交換を行った。また、外部被ばくを計算する上で壁材などの情報を提供してい

ただいた。有用な内容は以下のとおりである。 

 

自然換気に関する知見 

 平成 27 年の報告書で使用した吉野他 (1984)の関係図は古いので、新しいものを使用した

ほうが良い（赤林他, 1994）。この文献では、風洞実験を基にグラフを作成したものであり、

関数の一つとして建蔽率が備わっている。この関係図を使用する上での注意点は、一戸建

て住宅にしか適用できなく、マンションなどの集合住宅には適用できない。また、風速は

高度 10 m の値である。なお、赤林の関係図では温度差を考慮していないため、温度差を

考慮する場合は吉野の関係図を用いても良い。 

 グロス建蔽率を求める際、対象家屋の高さの 3倍程度の範囲を考えればよい。また、建蔽

率が 40％以上になると、それ以上建蔽率が増加しても風圧が変わらないため、建蔽率を

40％と見なしても良い。 

 住宅の隙間はいたるところにある。例えば、天井と壁面の継ぎ目、壁面同士のつなぎ目な

どである。赤林研究室で行っているシミュレーション計算の場合、隙間を等間隔に配置し

て計算を行うことが多い。 

 自然換気に関する調査はシミュレーションでほとんど計算できるため、現在あまり行われ

ていない。 

 最近の家屋では 24 時間換気を実装することが義務化されている。しかし、常時運転して

いる家は 3割程度。実装しても、騒音、寒さなどが原因で運転していない家庭が多い。ま

た、運転させていなくても法令上違反になることはないので、運転するか否かの判断は住

民に依存している。 

 外気を取り込む型のエアコンはダイキンが販売しているが、コストが他のエアコンと比べ

て高い等の理由によりほとんど売れていない。 

 実家屋試験では、対象家屋の屋上で風速を測定し、その風速と付近で周りの影響を受けな

い場所（例えば JAEA）で測定した風速と比較し、風速の相関関係を調査し、もし相関が

あれば、周りの影響を受けない場所の風速を用いたほうが風速の精度としては良い。室内

のCO2濃度は均一にすべきであり、そのためにCO2放出点を増やす、扇風機を駆使するな

どをしたほうが良い。CO2測定は各階で家の中心付近で行ったほうが良い。簡易風速計を

ベランダで測定してもほとんど 0となり、データとしては意味がない。温度測定は日向で

行うべきではない。エアコンによる換気率の違いは出るかもしれないが、それは部屋の空

気循環が異なるだけで、エアコンから外部空気が侵入することはほとんど考えられない。 

 

外部被ばくに関する知見 

 石膏ボードは入れるべき。石膏ボードが発明されてからどの家屋でも使われている。窓ガ

ラスは 3mmが普通。最近のペアガラスは窓（3 mm）+空気（6 mm）＋窓（3 mm）である。 

厚さ等は木造住宅工事仕様書を参考にすると良い。これは地域ごとに厚さの仕様がまとめ

てある。 
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 外装材、内装材はメーカーにどの厚さが一番売れているかを聞けばよいのではないか。 

 建築学会標準住宅があるので、それを建屋モデルに使ってはどうか。集合住宅はアイベッ

クが標準の集合住宅を提案している。 

 

その他 

 古い家は改修している可能性がある。ただし改修によって建築基準法を満たす家になった

かは分からない。またそういったエビデンスを得ることは難しい。 

 

 

（5） 訪問先 建築関連法人１ 

調査項目 住宅の壁厚等に関する調査 

 

訪問した法人では、各メーカーの住宅の検定のために、見取り図を持っていると伺い、外部被

ばくを計算する上で必要な壁材に関する情報を提供していただいた。有用な内容は以下のとおり

である。 

 

 本法人において対象としているのは基準法の 4号建築物であるため、建築確認が不要な住

宅（1–3号建築物）に関する情報は把握していない。 

 木造住宅の柱の断面寸法は 12 cm×12 cmが標準。木造住宅工事仕様書に記載がある。壁厚

はそのプラス αである 13.5–15 cm（石膏ボード＋断熱材＋耐力壁＋外壁）程度が普通であ

る。 

 木造住宅の外壁に関する政府統計はない。メーカーのカタログを当たってみるとよい。（→

社団法人 日本サッシ協会刊行の「住宅用建材使用状況調査」に住宅外壁に関する統計デ

ータあり） 

 窓面積が大きすぎると壁の地震に対する耐力が失われてしまう。一方、居室の採光という

観点からも建築基準法に規定があり、住宅に関しては床面積の 1/7以上という規定がある。

また「採光補正係数」という考え方がある。 

 既製品の窓の大きさは 1 m×2 m（大体畳の大きさ）が基準になるが、詳細はサッシメーカ

ーのカタログをあたってみるとよい。 

 軽量鉄骨（プレハブ）住宅の壁に関する情報は、「プレハブ建築協会」がもしかしたら情報

を持っているかもしれない。 

 鉄筋コンクリートに対しては壁厚に規定があるが、大体の場合は規定よりも厚く施工され

る。 

 家の土台はほとんどが鉄筋コンクリートで出来ており、その厚さの最低基準は 120 mmで

あるが、ほとんどが 150 mm程度となっている。 

 木造、鉄骨造の場合、柱が等間隔（大体 1 m）存在しており、ところどころで筋かい（斜

めの柱）がされている。 

 隙間相当面積を測定したデータは最近ほとんど見ない。 

 

 

（6） 訪問先 建築メーカー１ 

調査項目 建屋モデルに関する調査 
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訪問した建築メーカーでは、建築のモデル化を行った実績があり、外部被ばくを計算するため

の建築モデルについて情報を提供していただいた。有用な内容は以下のとおりである。 

 

 グラウンドシャインの線源半径を 500 mの無限平板としているが、200 m程度以内からの

寄与がほとんどではないか。 

 無限線源中に建物が 1 軒建っている場合を想定しているが、実際には壁表面（木造住宅、

コンクリート建物共に）への汚染があった場合、隣接する建屋がある場合、平板ではなく

斜面があった場合、線源が埋まっている場合には 1階よりも 2階のほうが高くなる等の問

題がある。 

 上記の観点で、単純なモデルで感度解析を実施すべきである。モデルが複雑すぎるし何を

見ているかがよく分からない。 

 

 

（7） 訪問先 建築メーカー２ 

調査項目 建屋モデルに関する調査 

 

訪問した建築メーカーでは、建築のモデル化を行った実績（JAEA-Research 2014-003 の建屋モ

デル検討に携わった）があり、外部被ばくを計算するための建築モデルについて情報を提供して

いただいた。有用な内容は以下のとおりである。 

 

 体育館の一例として、丸昇彦坂建設HPから取得したカタログを頂いた。 

 設計に関する参考資料として、新建築設計ノート「学校」、「住宅」（彰国社）を紹介頂いた。

だたし、一般的なものではなく特殊な建造物に偏っている。 

 コンクリート建造物については、厚さは大体決まっているが、体育館の壁、天井の構造材

の材質、厚さに関する一般的な公開資料はない。建屋主が持っている設計図面を当たって

みるしかない。体育館に用いられている建材の材質は、設計者、発注者の好みによる所が

大きく幅広いため、一般化のためにはある程度エイヤで決めなければならない箇所もある

だろう。 

 国土交通省のHPには、教育施設の建築に関する制約事項が載っている。 

 木材、石膏ボード等、建材に使われる材料の密度も大きな幅がある。代表的なものを採用

するしかない。 

 

 

（8） 訪問先 建築メーカー３ 

調査項目 建屋モデルに関する調査 

 

訪問した建築メーカーでは、実際の建設業者の一つとして、外部被ばくを計算するために必要

な情報を提供していただいた。有用な内容は以下のとおりである。 

 

 ドアの大きさは 90 cm×180 cmなど、建造物のサイズの単位は大体決まっている。 

 体育館の材質、厚さはまちまちである。設計図面を所有者に問い合わせてみるしかない。

建設会社、設計事務所から図面を開示することは無い（コンプライアンス上の問題） 
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（9） 訪問先 建築関連法人２ 

調査項目 建屋モデルに関する調査 

 

訪問した法人では、プレハブ建築に関する調査研究、広報等の業務を行っており、建屋モデル

関する有用な情報を提供していただいた。有用な内容は以下のとおりである。 

 

 プレハブ住宅の壁構造は、木造住宅の構造と一緒で、石膏ボード＋断熱材＋外壁材が基本構

造。ただし、外壁材に使用される材料としてALC（軽量気泡コンクリート製）もある。ALC

製プレハブは旭化成建材。 

 石膏ボード厚さは 12.5 mmが標準。 

 外壁材としては、窯業サイディング材がもっとも多く使われている。その厚さは大体 16 mm

ぐらい。外壁材のメーカーは、ニチハ株式会社、KMEU（ケイミュー）の二社。これらのカ

タログを当たってみるとよい。 

 断熱材の材質はグラスウールが普通であるが、発泡スチロール製のものもある。地域によっ

て厚さは異なる。 

 密度は JIS規格で規定されているものが多いので要確認。 

 壁材は決まった大きさ（面積）で加工され、その組み合わせで建築される。建築面積に応じ

て柱の数も変化するが、柱の間隔は壁材の大きさに応じて決まる。 

 筋交いで地震に対する耐力を持たせるので、壁自身に耐力を持たせることはない。 

 住宅展示場に足を運んでみるとよい。調査目的での訪問でも対応してくれるのではないか？  
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付録 2 原発立地付近の風速、温度調査の詳細 

 原発立地付近の季節ごとの風速（付録図 2. 1）と温度（付録図 2. 2）を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

付録図 2. 1 原発立地付近の季節ごとの風速の頻度分布（1/7） 
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付録図 2. 1 原発立地付近の季節ごとの風速の頻度分布（2/7） 



A-10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

付録図 2. 1 原発立地付近の季節ごとの風速の頻度分布（3/7） 
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付録図 2. 1 原発立地付近の季節ごとの風速の頻度分布（4/7） 
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付録図 2. 1 原発立地付近の季節ごとの風速の頻度分布（5/7） 
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付録図 2. 1 原発立地付近の季節ごとの風速の頻度分布（6/7） 
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付録図 2. 1 原発立地付近の季節ごとの風速の頻度分布（7/7） 



A-15 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

付録図 2. 2 原発立地付近の季節ごとの温度の頻度分布（1/7） 
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付録図 2. 2 原発立地付近の季節ごとの温度の頻度分布（2/7） 
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付録図 2. 2 原発立地付近の季節ごとの温度の頻度分布（3/7） 
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付録図 2. 2 原発立地付近の季節ごとの温度の頻度分布（4/7） 
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付録図 2. 2 原発立地付近の季節ごとの温度の頻度分布（5/7） 
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付録図 2. 2 原発立地付近の季節ごとの温度の頻度分布（6/7） 
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付録図 2. 2 原発立地付近の季節ごとの温度の頻度分布（7/7） 
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付録 3 実家屋実験の詳細 

 実家屋実験家屋の間取り図と測定機器の配置を示す。温湿度計は T&D 社製のおんどとり TR-

76Ui（以下、おんどとり）、CO2濃度測定器はおんどとりとヴァイサラ社製のGM70ハンディタイ

プCO2計測器（以下、VISALLA）、ベランダに設置した風速計はマザーツール社製のデジタル風

速計AM-4207SD（以下、簡易風速計）、実験家屋から少し離れた場所に設置した風向風速計はフ

ィールドプロ社製の風向風速ロガーFieldLog-Wind C（以下、風向風速計）を用いた。 

 

実験対象家屋の間取り図と測定機器の配置（集合A） 
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実験対象家屋と風向風速計の位置関係（集合A） 
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実験対象家屋の間取り図と測定機器の配置（集合B） 
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実験対象家屋と風向風速計の位置関係（集合B） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※集合Bの風向風速計位置は集合Aと同じ。 
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実験対象家屋の間取り図と測定機器の配置（集合C） 
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実験対象家屋と風向風速計の位置関係（集合C） 
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実験対象家屋の間取り図と測定機器の配置（集合D） 
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実験対象家屋と風向風速計の位置関係（集合D） 
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実験対象家屋の間取り図と測定機器の配置（集合 E） 
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実験対象家屋と風向風速計の位置関係（集合E） 

 

 



A-32 

 

実験対象家屋の間取り図と測定機器の配置（常陸太田 1） 
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実験対象家屋と風向風速計の位置関係（常陸太田 1） 
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実験対象家屋の間取り図と測定機器の配置（福島 1） 
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実験対象家屋と風向風速計の位置関係（福島 1） 
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実験対象家屋の間取り図と測定機器の配置（福島 2） 
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実験対象家屋と風向風速計の位置関係（福島 2） 
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実験対象家屋の間取り図と測定機器の配置（福島 3） 
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実験対象家屋と風向風速計の位置関係（福島 3） 
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付録 4 吸入被ばく低減係数の解析の詳細 

 本文ではヨウ素のみを対象に解析を行った。実際の原子力事故時には表 2.8 に示されるようにセシウムなども放出される。ここでは例とし

て表 2.8 記載の 1F 事故時の 1 号機の核種組成を使用し、I2:CH3I:粒子状=1:1:1 としたときの被ばく低減係数を付録表 4. 1 に示す。 

 

付録表 4. 1 表 2.8 記載の 1F 事故時の 1 号機の核種組成を使用し、プルーム通過継続時間を 30 分、I2:CH3I:粒子状=1:1:1、甲状腺等価線量を

考慮したときの、プルーム通過からの経過時間ごとの被ばく低減係数 

建蔽率 (%) 屋内外温度差 (℃) 
風速 

(m s−1) 

プルーム通過からの経過時間 (h) 

1 3 6 12 24   1 3 6 12 24   1 3 6 12 24 

1980 年以前の木造家屋   1981–1992 年の家屋   1993 年以降の家屋 

0 

0 

1 0.17  0.41  0.52  0.54  0.55    0.03  0.09  0.17  0.25  0.32    0.02  0.07  0.13  0.20  0.28  

2 0.50  0.84  0.88  0.88  0.88    0.11  0.30  0.42  0.47  0.48    0.04  0.14  0.23  0.32  0.37  

4 0.77  0.94  0.94  0.94  0.94    0.34  0.65  0.71  0.71  0.71    0.11  0.30  0.42  0.47  0.48  

20 

1 0.55  0.87  0.89  0.89  0.89    0.15  0.37  0.48  0.52  0.52    0.06  0.18  0.28  0.37  0.41  

2 0.66  0.91  0.92  0.92  0.92    0.24  0.51  0.59  0.61  0.61    0.09  0.24  0.36  0.43  0.45  

4 0.87  0.96  0.96  0.96  0.96    0.50  0.84  0.88  0.88  0.88    0.20  0.45  0.55  0.57  0.57  

20 

0 

1 0.08  0.23  0.34  0.42  0.44    0.02  0.06  0.11  0.18  0.25    0.02  0.06  0.11  0.18  0.25  

2 0.16  0.39  0.50  0.53  0.53    0.04  0.14  0.23  0.32  0.37    0.02  0.07  0.13  0.20  0.28  

4 0.42  0.75  0.79  0.80  0.80    0.11  0.30  0.42  0.47  0.48    0.04  0.12  0.20  0.29  0.35  

20 

1 0.54  0.86  0.89  0.89  0.89    0.16  0.39  0.50  0.53  0.53    0.06  0.17  0.27  0.36  0.40  

2 0.56  0.87  0.89  0.89  0.89    0.16  0.39  0.50  0.53  0.53    0.06  0.18  0.28  0.37  0.41  

4 0.62  0.90  0.91  0.91  0.91    0.20  0.45  0.55  0.57  0.57    0.08  0.23  0.35  0.42  0.45  

40 

0 

1 0.02  0.07  0.13  0.20  0.28    0.02  0.06  0.11  0.18  0.25    0.02  0.06  0.11  0.18  0.25  

2 0.06  0.18  0.28  0.37  0.41    0.03  0.09  0.17  0.25  0.32    0.02  0.06  0.11  0.18  0.25  

4 0.15  0.37  0.48  0.52  0.52    0.05  0.15  0.24  0.33  0.38    0.02  0.07  0.13  0.20  0.28  

20 

1 0.50  0.84  0.88  0.88  0.88    0.16  0.38  0.49  0.53  0.53    0.06  0.17  0.27  0.36  0.40  

2 0.50  0.84  0.88  0.88  0.88    0.16  0.38  0.49  0.53  0.53    0.06  0.17  0.27  0.36  0.40  

4 0.50  0.84  0.88  0.88  0.88    0.17  0.40  0.50  0.53  0.54    0.06  0.19  0.29  0.38  0.42  
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付録 5 外部被ばく低減効果の解析に関する補足資料 

 各建物の平面図中に示してある部屋の略号の意味を付録表 5. 1に、建物による被ばく低減効果

を計算する際に必要となる建物の部材や建材に関する情報（元素組成及び密度）を付録表 5. 2に

示す。 

 

付録表 5. 1 各建物の平面図中に示している部屋の略号の意味 

建屋名 部屋略号 意味 

木造住宅 

鉄骨造住宅 

BR 浴室 

TL, WC(部屋番号) トイレ 

PR(部屋番号) 居室 

ER 玄関 

LDK リビングダイニングキッチン 

L リビング 

DK ダイニングキッチン 

CL 押入れ 

鉄筋コンクリート造

集合住宅 

LD（部屋番号) リビングダイニング 

PR（大部屋番号)-(小部屋番号) 居室 

ALC（大部屋番号)-(小部屋番号) アルコブ 

PS（部屋番号） 通路 

BR（部屋番号） 浴室 

Balcony, BALC(部屋番号) ベランダ 

Corridor 廊下 

病院 

TR（部屋番号） 治療室 

OF 事務室 

PR（部屋番号） 居室(1階)、個室(4～6階) 

Hall ホール 

Floor フロア 

PA（部屋番号） 病室 

NS ナースステーション 

Corridor（番号） 通路 

学校 CR(部屋番号) 教室 

体育館 

Floor 運動場 

ST(部屋番号) 倉庫 

ENTER 入り口 
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付録表 5. 2 被ばく低減効果の評価に使用した材料や物質の組成1 

 
 

 

  

                                                        
1 Eckerman K.F. and Ryman J.C. (1993) : EFDERAL GUIDANCE REPORT NO. 12 EXTERNAL EXPOSURE 

TO RADIONUCLIDES IN AIR WATER AND SOIL. U.S. ENVIRONMENTAL PROTECTION 

AGENCY . EPA-402-R-93-081. 

Hubbel J.H. and Seltzer S.M. (1995): Tables of X-Ray Mass Attenuation Coefficients and Mass Energy-Absorption 

Coefficients 1 keV to 20 MeV for Elements Z=1 to 92 and 48 Additional Substances of Dosimetric 

Interest, U.S. DEPARTMENT OF COMMERCE Technology Administration National Institute of 

Standards and Technology Physics Laboratory Ionizing Radiation Divition, NISTIR 5632. 

McConn. R.J. Jr., Gesh C.J., Pagh R.T., Rucker R.A. and Williams R.G. Ⅲ (2011): Compendium of Material 

Composition Data for Radiation Transport Modeling Revision 1, Pacific Northwest NATIONAL 

LABORATORY, PIET-43741-TM-963 PNNL-15870 Rev. 1. 

小山謹二他 (1977) : 遮蔽材料の群定数 －中性子 100群・ガンマ線 20群・P5近似－, 日本原子力研究

所, JAERI-M 6928. 

寺村敏史 (2008) : セラミックスアーカイブス ALC（軽量気泡コンクリート)(1963 年～現在) ,セラミ

ックス,43, pp. 126–129. 

独立行政法人住宅金融支援機構（2015）: 【フラット 35】対応 木造住宅工事仕様書 平成 27年度版. 

古田琢哉、高橋史明 (2014): 環境に沈着した事故由来の放射性セシウムからのガンマ線に対する建物

内の遮蔽効果及び線量低減効果の解析、JAEA-Research 2014-003. 

H C N O Na Mg Al Si P S Ar K Ca Ti Mn Fe

空気 0.012 - 76.0 23.0 - - - - - - 1.3 - - - - - J.H.Hubbel. and S. M. Seltzer(1995)

木製サイディング材 6.0 50.0 0.5 43.0 - - - - - - - - - - - - RJ McConn Jr et al.(2011)

窯業系サイディング材及び
スレート板

2.6 20.0 0.1 40.0 0.1 0.8 1.5 5.8 0.1 0.6 - 0.3 27.0 0.1 - 1.1 古田・高橋(2014)

コンクリート及びモルタル 0.4 - - 51.0 - 0.1 0.5 39.0 - 0.1 - - 6.9 - - 2.7 小山他(1977)

軽量気泡コンクリート 1.4 - - 48.0 - - - 23.0 - - - - 27.0 - - -

ALC固相の主成分であるトバモ

ライト Ca5(Si6O18H2)*4H2Oを設

定  (寺村(2008))

セラミックタイル - - - 48.0 0.8 1.1 12.0 29.0 0.0 - - 2.0 1.9 0.5 6.4E-03 3.7 RJ McConn Jr et al.(2011)

漆喰 2.7 - - 43.0 - - - - - - - - 54.0 - - -

漆喰の主成分である消石灰

（Ca(OH)2)を設定(住宅金融支援

機構(2015))

土壁及び土壌 0.1 0.9 - 44.0 - - 6.4 36.0 - - - 2.4 7.8 - - 2.9 EPA(1993)

石膏ボード 2.3 - - 56.0 - - - - - 19.0 - - 23.0 - - - RJ McConn Jr et al.(2011)

窓ガラス - - 46.0 9.6 - - 34.0 - - - - 11.0 - - - RJ McConn Jr et al.(2011)

使用した材料、物質
主要元素組成(単位：wt%）

設定根拠、参考文献
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付録 6 木造住宅の被ばく低減係数の補足（12 mm厚 窯業系サイディング材の結果） 

 

本事業では、木造、鉄骨造戸建て住宅の代表な壁材である窯業系サイディング材の厚さは、カ

タログ調査等に基づいて 16 mmと設定した。 

しかしながら、平成 18年の JIS A 5422「窯業系サイディング」の改正以前では、現在では生産

がされていない 12 mm厚の窯業系サイディング材も使用されていた(日本窯業外装材協会(2007)2)。

このため、代表値の設定に影響がないか否かの確認のため、2 階建木造住宅に対して、窯業系サ

イディング材を 12 mm とした場合の被ばく低減係数の解析結果と、本文で示した 16 mmの結果

とを比較した結果表を付録表 6. 1に示す。なお、エネルギーは 0.4 MeV、0.66 MeV (Cs-137)、1.5 

Mevで、その他の計算条件は本文で実施した条件と同一である。 

付録表 6. 1に示すとおり、12 mmの結果と 16 mmの被ばく低減係数に殆ど違いは見られない結

果となった。 

 

付録表 6. 1 木造住宅 2階 窯業系サイディング材の壁厚を 12 mmとした場合と 16 mmとした場

合の被ばく低減係数の比較 

 

 

  

                                                        
2 日本窯業外装材協会(2007) : JIS規格改正のしおり, 住宅外装 長寿命化をめざして。 

グラウンド
シャイン

グラウンド
シャイン

グラウンド
シャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.5MeV 0.66MeV 0.4MeV 0.66MeV 1.5MeV 0.66MeV 0.4MeV 0.66MeV 1.5MeV 0.66MeV

12mm-1階 0.69 0.73 0.79 0.48 0.74 0.77 0.84 0.55 0.78 0.81 0.88 0.64

16mm-1階 0.68 0.71 0.79 0.48 0.72 0.76 0.83 0.54 0.77 0.80 0.87 0.63

12mm-2階 0.82 0.83 0.88 0.49 0.86 0.87 0.92 0.52 0.90 0.91 0.95 0.55

16mm-2階 0.79 0.82 0.87 0.48 0.85 0.86 0.91 0.51 0.89 0.90 0.95 0.54

最小値 算術平均値 最大値

クラウドシャイン クラウドシャイン クラウドシャイン
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付録 7 代表的なケースに対する被ばく低減係数の分布 

 

 

クラウドシャイン (0.4 MeV)                クラウドシャイン (0.66 MeV) 

 

 

クラウドシャイン (1.0 MeV)                クラウドシャイン (1.5 MeV) 

 

 

グラウンドシャイン (0.66 MeV) 

 

付録図 7. 1  木造 2階建て住宅 1階の被ばく低減係数の分布（窯業系サイディング材） 
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クラウドシャイン (0. 4MeV)                クラウドシャイン (0.66 MeV) 

 

クラウドシャイン (1.0 MeV)                クラウドシャイン (1.5 MeV) 

 

 

グラウンドシャイン (0.66 MeV) 

 

付録図 7. 2 木造 2階建て住宅 2階の被ばく低減係数の分布（窯業系サイディング材） 
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クラウドシャイン (0.4 MeV)                クラウドシャイン (0.66 MeV) 

 

クラウドシャイン (1.0 MeV)                クラウドシャイン (1.5 MeV) 

 

グラウンドシャイン (0.66 MeV) 

 

付録図 7. 3 鉄骨造 2階建て住宅 1階の被ばく低減係数の分布（窯業系サイディング材） 
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クラウドシャイン (0.4 MeV)                クラウドシャイン (0.66 MeV) 

 

 

クラウドシャイン (1.0 MeV)                クラウドシャイン (1.5 MeV) 

 

 

グラウンドシャイン (0.66 MeV) 

 

付録図 7. 4 鉄骨造 2階建て住宅 2階の被ばく低減係数の分布（窯業系サイディング材） 
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クラウドシャイン (0.4 MeV)                クラウドシャイン (0.66 MeV) 

 

クラウドシャイン (1.0 MeV)                クラウドシャイン (1.5 MeV) 

 

グラウンドシャイン (0.66 MeV) 

 

付録図 7. 5 鉄筋コンクリート造 2階建て住宅 1階の被ばく低減係数の分布 
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クラウドシャイン (0.4 MeV)                クラウドシャイン (0.66 MeV) 

 

クラウドシャイン (1.0 MeV)                クラウドシャイン (1.5 MeV) 

 

グラウンドシャイン (0.66 MeV) 

 

付録図 7. 6 鉄筋コンクリート造 2階建て住宅 2階の被ばく低減係数の分布 

 

 

  



A-50 

 

 

 

クラウドシャイン (0.4 MeV)                クラウドシャイン (0.66 MeV) 

 

 

クラウドシャイン (1.0 MeV)                クラウドシャイン (1.5 MeV) 

 

 

グラウンドシャイン (0.66 MeV) 

 

付録図 7. 7 木造集合・長屋建て住宅 1階の被ばく低減係数の分布（窯業系サイディング材） 
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クラウドシャイン (0.4 MeV)                クラウドシャイン (0.66 MeV) 

 

  

クラウドシャイン (1.0 MeV)                クラウドシャイン (1.5 MeV) 

 

 

グラウンドシャイン (0.66 MeV) 

 

付録図 7. 8 木造集合・長屋建て住宅 2階の被ばく低減係数の分布（窯業系サイディング材） 
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クラウドシャイン (0.4 MeV)                クラウドシャイン (0.66 MeV) 

 

  

 

クラウドシャイン (1.0 MeV)                クラウドシャイン (1.5 MeV) 

 

 

グラウンドシャイン (0.66 MeV) 

 

付録図 7. 9 鉄骨造集合・長屋建て住宅 1階の被ばく低減係数の分布（窯業系サイディング

材） 
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 クラウドシャイン (0.4 MeV)                クラウドシャイン (0.66 MeV) 

 

  

クラウドシャイン (1.0 MeV)                クラウドシャイン (1.5 MeV) 

 

 

グラウンドシャイン (0.66 MeV) 

 

付録図 7. 10 鉄骨造集合・長屋建て住宅 2階の被ばく低減係数の分布 

（窯業系サイディング材） 
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クラウドシャイン (0.4 MeV)                クラウドシャイン (0.66 MeV) 

 

 

クラウドシャイン (1.0 MeV)                クラウドシャイン (1.5 MeV) 

 

 

グラウンドシャイン (0.66 MeV) 

 

付録図 7. 11 体育館 被ばく低減係数の分布 
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木造住宅                 鉄骨住宅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉄筋コンクリート住宅 

 

付録図 7. 12 住宅の壁から 0.5 m、1 m離れた領域における平均値、最小値、及び最大値の例 
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付録表 7. 1 2 階建て木造住宅に対する被ばく低減係数のフロア中央付近の値。（）内は最小値～最大値を表す。 

 

0.70 0.74 0.77 0.79

0.70 0.73 0.77 0.79

0.70 0.74 0.78 0.79

0.71 0.74 0.77 0.79

0.68 0.72 0.76 0.78

0.56 0.60 0.65 0.69

0.76 0.79 0.81 0.82

0.87 0.88 0.91 0.93 0.52 0.66 0.74 0.77

0.84 0.86 0.88 0.91 0.48 0.62 0.71 0.73

0.84 0.86 0.88 0.90 0.48 0.61 0.70 0.72

0.84 0.86 0.88 0.91 0.48 0.62 0.71 0.73

0.85 0.86 0.88 0.91 0.49 0.62 0.71 0.73

0.83 0.85 0.87 0.90 0.48 0.61 0.70 0.72

0.74 0.77 0.80 0.84 0.37 0.50 0.58 0.60

0.90 0.90 0.92 0.93 0.52 0.65 0.74 0.76

(0.74～0.86) (0.76～0.90)(0.87～0.95) (0.87～0.95) (0.89～0.97) (0.91～0.98) (0.52～0.59) (0.65～0.76)
非防火木造住宅 木製サイディング材

(0.59～0.78) (0.65～0.80) (0.68～0.84) (0.73～0.87) (0.37～0.45) (0.49～0.58) (0.56～0.65) (0.58～0.67)

(0.69～0.79) (0.71～0.83)

土壁塗り

(0.76～0.87) (0.80～0.89) (0.83～0.92) (0.86～0.94) (0.47～0.54) (0.60～0.69)

(0.72～0.84)

漆喰塗り

(0.81～0.89) (0.83～0.90) (0.84～0.93) (0.87～0.95) (0.48～0.55) (0.62～0.70) (0.70～0.80)
セラミックタイル

(0.79～0.89) (0.82～0.90) (0.85～0.93) (0.88～0.95) (0.48～0.54) (0.61～0.70) (0.70～0.80) (0.72～0.84)

(0.61～0.70) (0.70～0.80) (0.72～0.84)

軽量気泡コンクリート

(0.79～0.89) (0.81～0.90) (0.84～0.93) (0.87～0.95) (0.48～0.54)

(0.79～0.89) (0.82～0.90) (0.85～0.93) (0.87～0.95) (0.48～0.54) (0.61～0.70) (0.70～0.80) (0.72～0.84)

(0.65～0.76) (0.74～0.86) (0.76～0.91)

窯業系サイディング材

(0.83～0.91) (0.85～0.93) (0.88～0.96) (0.90～0.97) (0.52～0.58)

2階
防火木造住宅

金属サイディング材

モルタル

0.65 0.66

(0.75～0.85) (0.76～0.85) (0.79～0.89) (0.82～0.91) (0.50～0.67) (0.59～0.79) (0.65～0.81) (0.66～0.85)

(0.49～0.67) (0.51～0.70)

非防火木造住宅 木製サイディング材
0.50 0.59

(0.51～0.65) (0.55～0.69) (0.58～0.73) (0.64～0.76) (0.37～0.54) (0.45～0.63)

(0.62～0.80)

土壁塗り
0.38 0.45 0.50 0.52

0.56 0.61 0.62

(0.66～0.75) (0.69～0.78) (0.72～0.82) (0.78～0.86) (0.47～0.62) (0.56～0.73) (0.60～0.76)
漆喰塗り

0.47

0.63

(0.68～0.77) (0.72～0.80) (0.73～0.83) (0.79～0.88) (0.48～0.64) (0.57～0.75) (0.62～0.77) (0.63～0.81)

(0.61～0.77) (0.63～0.81)

セラミックタイル
0.48 0.57 0.62

(0.68～0.77) (0.71～0.80) (0.74～0.83) (0.79～0.88) (0.48～0.63) (0.56～0.74)

(0.63～0.80)

軽量気泡コンクリート
0.48 0.56 0.61 0.63

0.56 0.61 0.63

(0.68～0.77) (0.71～0.79) (0.74～0.83) (0.78～0.87) (0.47～0.63) (0.56～0.73) (0.61～0.77)
モルタル

0.47

0.63

(0.68～0.77) (0.71～0.80) (0.74～0.83) (0.79～0.87) (0.48～0.63) (0.56～0.74) (0.61～0.77) (0.63～0.81)

(0.64～0.81) (0.66～0.85)

窯業系サイディング材
0.48 0.56 0.61

0.50 0.59 0.64 0.66

(0.72～0.81) (0.75～0.84) (0.79～0.88) (0.81～0.91) (0.50～0.67) (0.59～0.79)

屋根：50%

壁：10%

屋根：100%

壁：1%

屋根：100%

壁：10%

1階
防火木造住宅

金属サイディング材
0.74 0.78 0.80 0.81

クラウドシャイン グラウンドシャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV

0.66MeV

屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度）

汚染なし
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付録表 7. 2 平屋建て木造住宅に対する被ばく低減係数のフロア中央付近の値。（）内は最小値～最大値を表す。 

 

  

0.79 0.80 0.82 0.84 0.48 0.59 0.66 0.67

0.78 0.79 0.81 0.83 0.48 0.59 0.66 0.68

0.76 0.78 0.80 0.82 0.46 0.56 0.64 0.65

0.76 0.78 0.80 0.82 0.45 0.55 0.63 0.64

0.76 0.78 0.80 0.82 0.46 0.56 0.64 0.65

0.77 0.78 0.80 0.82 0.46 0.56 0.64 0.65

0.75 0.77 0.79 0.82 0.45 0.55 0.63 0.64

0.70 0.72 0.75 0.78 0.36 0.46 0.54 0.55

(0.67～0.85)(0.77～0.88) (0.79～0.88) (0.80～0.91) (0.83～0.93) (0.48～0.67) (0.59～0.78) (0.66～0.81)
木製サイディング材

(0.57～0.75) (0.62～0.77) (0.66～0.81) (0.70～0.84) (0.36～0.53) (0.46～0.63) (0.53～0.68) (0.55～0.70)

(0.62～0.80) (0.63～0.83)

土壁塗り

(0.71～0.82) (0.74～0.83) (0.77～0.87) (0.80～0.90) (0.45～0.62) (0.55～0.74)

(0.65～0.81)

漆喰塗り

(0.74～0.84) (0.76～0.84) (0.78～0.88) (0.81～0.91) (0.46～0.63) (0.56～0.74) (0.64～0.77)
セラミックタイル

(0.73～0.83) (0.75～0.84) (0.78～0.88) (0.80～0.90) (0.46～0.63) (0.56～0.74) (0.64～0.77) (0.65～0.80)

(0.63～0.77) (0.64～0.80)

軽量気泡コンクリート

(0.73～0.83) (0.75～0.84) (0.78～0.87) (0.80～0.90) (0.45～0.62) (0.55～0.73)

(0.65～0.80)

モルタル

(0.73～0.83) (0.75～0.84) (0.78～0.87) (0.80～0.90) (0.46～0.63) (0.56～0.74) (0.64～0.77)
窯業系サイディング材

(0.76～0.86) (0.78～0.86) (0.80～0.90) (0.82～0.93) (0.48～0.67) (0.59～0.79) (0.66～0.81) (0.68～0.85)

屋根：100%

壁：1%

屋根：100%

壁：10%

1階

金属サイディング材

クラウドシャイン グラウンドシャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV
0.66MeV

屋根、壁汚染汚染
なし

屋根：50%

壁：10%
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付録表 7. 3 2 階建て木造集合住宅に対する被ばく低減係数の部屋の中央付近の値。（）内は最小値～最大値を表す。 

  

0.74 0.77 0.81 0.84 0.56 0.63 0.64 0.66

0.70 0.73 0.77 0.80 0.57 0.64 0.65 0.67

0.69 0.73 0.76 0.80 0.53 0.60 0.61 0.63

0.70 0.73 0.77 0.81 0.53 0.59 0.61 0.63

0.69 0.73 0.77 0.80 0.54 0.60 0.62 0.64

0.75 0.77 0.81 0.83 0.53 0.60 0.61 0.63

0.83 0.85 0.87 0.91 0.54 0.65 0.72 0.74

0.80 0.83 0.86 0.89 0.55 0.66 0.73 0.75

0.80 0.83 0.86 0.89 0.51 0.62 0.69 0.71

0.81 0.83 0.86 0.89 0.51 0.62 0.69 0.71

0.80 0.83 0.86 0.89 0.52 0.63 0.70 0.72

0.84 0.86 0.88 0.91 0.51 0.62 0.69 0.71

(0.69～0.74) (0.71～0.78)(0.81～0.90) (0.82～0.91) (0.84～0.94) (0.87～0.96) (0.48～0.60) (0.61～0.71)

(0.68～0.75)

木製サイディング材

(0.77～0.85) (0.79～0.87) (0.82～0.90) (0.85～0.93) (0.46～0.57) (0.58～0.68) (0.66～0.71)
軽量気泡コンクリート

(0.78～0.86) (0.80～0.88) (0.83～0.91) (0.86～0.93) (0.46～0.57) (0.59～0.68) (0.67～0.72) (0.69～0.75)

(0.58～0.68) (0.66～0.71) (0.68～0.74)

セラミックタイル

(0.77～0.85) (0.79～0.87) (0.82～0.90) (0.85～0.93) (0.46～0.57)

(0.77～0.85) (0.79～0.87) (0.82～0.90) (0.85～0.93) (0.46～0.57) (0.58～0.68) (0.66～0.71) (0.68～0.75)

(0.70～0.75) (0.72～0.78)

窯業系サイディング材

(0.79～0.87) (0.81～0.90) (0.84～0.93) (0.87～0.96) (0.49～0.60) (0.61～0.72)

2階

金属サイディング材

モルタル

(0.71～0.82) (0.73～0.84) (0.75～0.87) (0.79～0.89) (0.49～0.66) (0.55～0.74) (0.58～0.73) (0.60～0.77)

(0.56～0.70) (0.57～0.74)

木製サイディング材

(0.66～0.76) (0.69～0.78) (0.72～0.83) (0.76～0.85) (0.46～0.64) (0.53～0.71)

(0.58～0.74)

軽量気泡コンクリート

(0.66～0.77) (0.70～0.79) (0.73～0.83) (0.76～0.86) (0.46～0.64) (0.53～0.71) (0.56～0.71)
セラミックタイル

(0.66～0.76) (0.69～0.78) (0.72～0.83) (0.76～0.85) (0.46～0.64) (0.52～0.71) (0.55～0.70) (0.57～0.74)

(0.56～0.70) (0.57～0.74)

モルタル

(0.66～0.76) (0.69～0.78) (0.72～0.83) (0.76～0.85) (0.46～0.64) (0.53～0.71)

(0.61～0.78)

窯業系サイディング材

(0.69～0.81) (0.72～0.83) (0.76～0.87) (0.80～0.90) (0.49～0.67) (0.56～0.75) (0.59～0.74)

屋根：50%

壁：10%

屋根：100%

壁：1%

屋根：100%

壁：10%

1階

金属サイディング材

クラウドシャイン グラウンドシャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV

0.66MeV

屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度）

汚染なし
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付録表 7. 4 平屋建て木造集合住宅に対する被ばく低減係数の部屋の中央付近の値。（）内は最小値～最大値を表す。 

 

  

0.76 0.79 0.83 0.85 0.57 0.68 0.76 0.77

0.74 0.77 0.81 0.83 0.53 0.64 0.72 0.73

0.74 0.77 0.81 0.83 0.52 0.63 0.71 0.73

0.74 0.77 0.81 0.84 0.53 0.64 0.72 0.74

0.74 0.77 0.81 0.83 0.53 0.64 0.72 0.73

0.77 0.79 0.83 0.85 0.56 0.67 0.75 0.76

(0.73～0.83) (0.76～0.86) (0.78～0.89) (0.82～0.91) (0.48～0.66) (0.60～0.77) (0.70～0.81) (0.71～0.84)

(0.67～0.78) (0.68～0.81)

木製サイディング材

(0.70～0.79) (0.74～0.82) (0.77～0.86) (0.80～0.88) (0.45～0.63) (0.57～0.74)

(0.69～0.81)

軽量気泡コンクリート

(0.71～0.79) (0.74～0.82) (0.77～0.87) (0.81～0.88) (0.45～0.64) (0.58～0.74) (0.68～0.78)
セラミックタイル

(0.70～0.78) (0.74～0.81) (0.77～0.86) (0.80～0.88) (0.45～0.63) (0.57～0.74) (0.67～0.78) (0.68～0.81)

(0.67～0.78) (0.68～0.81)

モルタル

(0.70～0.78) (0.74～0.82) (0.77～0.86) (0.80～0.88) (0.45～0.63) (0.57～0.74)

(0.72～0.85)

窯業系サイディング材

(0.72～0.82) (0.76～0.85) (0.78～0.89) (0.82～0.91) (0.48～0.67) (0.61～0.78) (0.71～0.82)

屋根：50%

壁：10%

屋根：100%

壁：1%

屋根：100%

壁：10%

1階

金属サイディング材

クラウドシャイン グラウンドシャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV

0.66MeV

屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度）

汚染なし
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付録表 7. 5 2 階建て鉄骨造住宅に対する被ばく低減係数のフロア中央付近の値。（）内は最小値～最大値を表す。 

 

  

0.64 0.69 0.73 0.77 0.47 0.53 0.55 0.57

0.60 0.66 0.71 0.74 0.45 0.50 0.52 0.54

0.60 0.66 0.70 0.73 0.45 0.50 0.52 0.54

0.61 0.66 0.71 0.74 0.45 0.51 0.53 0.54

0.58 0.64 0.69 0.72 0.43 0.49 0.51 0.53

0.76 0.80 0.84 0.86 0.51 0.61 0.68 0.70

0.74 0.78 0.82 0.85 0.47 0.58 0.64 0.66

0.74 0.78 0.82 0.85 0.47 0.57 0.64 0.66

0.75 0.79 0.82 0.85 0.48 0.58 0.65 0.66

0.73 0.77 0.81 0.84 0.46 0.56 0.63 0.64

(0.63～0.71)(0.70～0.83) (0.74～0.85) (0.79～0.88) (0.82～0.91) (0.45～0.53) (0.55～0.63) (0.61～0.68)
軽量気泡コンクリート

(0.72～0.86) (0.76～0.87) (0.80～0.90) (0.83～0.93) (0.47～0.56) (0.57～0.66) (0.63～0.70) (0.65～0.73)

(0.62～0.69) (0.64～0.72)

セラミックタイル

(0.71～0.85) (0.76～0.86) (0.80～0.89) (0.82～0.92) (0.46～0.55) (0.56～0.65)

(0.65～0.73)

モルタル

(0.72～0.85) (0.76～0.87) (0.80～0.89) (0.82～0.92) (0.46～0.55) (0.56～0.65) (0.63～0.69)
窯業系サイディング材

(0.73～0.88) (0.78～0.89) (0.81～0.93) (0.84～0.96) (0.50～0.59) (0.60～0.70) (0.67～0.73) (0.68～0.76)

(0.50～0.66) (0.52～0.70)

2階

金属サイディング材

(0.56～0.70) (0.61～0.74) (0.66～0.77) (0.71～0.82) (0.43～0.61) (0.48～0.67)

(0.53～0.73)

軽量気泡コンクリート

(0.58～0.73) (0.64～0.76) (0.69～0.80) (0.73～0.84) (0.44～0.64) (0.50～0.70) (0.52～0.69)
セラミックタイル

(0.57～0.72) (0.63～0.75) (0.68～0.79) (0.73～0.83) (0.44～0.63) (0.49～0.69) (0.51～0.68) (0.53～0.72)

(0.51～0.68) (0.53～0.72)

モルタル

(0.58～0.72) (0.63～0.76) (0.68～0.80) (0.73～0.84) (0.44～0.63) (0.50～0.69)

(0.56～0.77)

窯業系サイディング材

(0.62～0.77) (0.67～0.80) (0.72～0.85) (0.76～0.88) (0.47～0.67) (0.52～0.74) (0.54～0.73)

屋根：50%

壁：10%

屋根：100%

壁：1%

屋根：100%

壁：10%

1階

金属サイディング材

クラウドシャイン グラウンドシャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV

0.66MeV

屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度）

汚染なし



A-61 

 

 

付録表 7. 6 平屋建て鉄骨造住宅に対する被ばく低減係数のフロア中央付近の値。（）内は最小値～最大値を顕す。 

 

  

0.72 0.75 0.80 0.82 0.47 0.56 0.63 0.64

0.70 0.74 0.78 0.81 0.44 0.53 0.61 0.62

0.70 0.74 0.78 0.81 0.44 0.53 0.60 0.61

0.70 0.74 0.78 0.81 0.45 0.54 0.61 0.62

0.69 0.73 0.77 0.80 0.43 0.52 0.59 0.60

(0.58～0.73) (0.59～0.76)(0.64～0.76) (0.69～0.80) (0.73～0.83) (0.77～0.87) (0.42～0.61) (0.51～0.69)

(0.61～0.78)

軽量気泡コンクリート

(0.66～0.79) (0.71～0.82) (0.74～0.85) (0.79～0.89) (0.44～0.63) (0.53～0.72) (0.60～0.75)
セラミックタイル

(0.65～0.78) (0.70～0.82) (0.74～0.85) (0.78～0.88) (0.43～0.62) (0.52～0.71) (0.59～0.74) (0.60～0.77)

(0.60～0.75) (0.61～0.77)

モルタル

(0.65～0.78) (0.70～0.82) (0.74～0.85) (0.78～0.88) (0.44～0.63) (0.53～0.72)

(0.64～0.82)

窯業系サイディング材

(0.68～0.81) (0.72～0.84) (0.77～0.88) (0.80～0.91) (0.47～0.67) (0.56～0.76) (0.63～0.79)

屋根：50%

壁：10%

屋根：100%

壁：1%

屋根：100%

壁：10%

1階

金属サイディング材

クラウドシャイン グラウンドシャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV

0.66MeV

屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度）

汚染なし



A-62 

 

 

付録表 7. 7 2 階建て鉄骨造集合住宅に対する被ばく低減係数の部屋の中央付近の値。（）内は最小値～最大値を表す。 

 

  

0.69 0.73 0.76 0.80 0.56 0.62 0.64 0.66

0.64 0.68 0.72 0.76 0.52 0.58 0.60 0.62

0.64 0.69 0.72 0.76 0.52 0.58 0.59 0.61

0.65 0.69 0.73 0.77 0.53 0.56 0.58 0.60

0.62 0.67 0.71 0.75 0.50 0.59 0.60 0.62

0.80 0.82 0.85 0.89 0.53 0.64 0.71 0.73

0.76 0.79 0.82 0.87 0.49 0.60 0.67 0.69

0.77 0.80 0.82 0.87 0.49 0.60 0.67 0.69

0.78 0.80 0.83 0.87 0.50 0.59 0.65 0.68

0.75 0.78 0.82 0.86 0.48 0.61 0.67 0.70

(0.64～0.71)(0.71～0.80) (0.74～0.83) (0.78～0.87) (0.81～0.89) (0.42～0.54) (0.54～0.65) (0.61～0.68)
軽量気泡コンクリート

(0.72～0.83) (0.76～0.85) (0.79～0.89) (0.82～0.92) (0.44～0.56) (0.56～0.67) (0.64～0.70) (0.66～0.73)

(0.63～0.69) (0.65～0.73)

セラミックタイル

(0.72～0.82) (0.75～0.85) (0.79～0.88) (0.82～0.91) (0.43～0.56) (0.55～0.66)

(0.65～0.73)

モルタル

(0.71～0.81) (0.74～0.84) (0.79～0.88) (0.82～0.91) (0.43～0.56) (0.55～0.66) (0.63～0.69)
窯業系サイディング材

(0.74～0.85) (0.77～0.88) (0.81～0.91) (0.83～0.94) (0.46～0.59) (0.58～0.70) (0.67～0.73) (0.68～0.77)

(0.52～0.67) (0.53～0.71)

2階

金属サイディング材

(0.56～0.70) (0.61～0.72) (0.66～0.77) (0.70～0.81) (0.43～0.61) (0.49～0.68)

(0.55～0.73)

軽量気泡コンクリート

(0.59～0.73) (0.63～0.76) (0.68～0.80) (0.72～0.83) (0.44～0.63) (0.51～0.70) (0.53～0.69)
セラミックタイル

(0.58～0.72) (0.63～0.75) (0.67～0.79) (0.72～0.83) (0.44～0.62) (0.50～0.69) (0.53～0.69) (0.54～0.72)

(0.53～0.69) (0.55～0.72)

モルタル

(0.58～0.72) (0.63～0.75) (0.67～0.79) (0.72～0.83) (0.44～0.63) (0.50～0.69)

(0.58～0.76)

窯業系サイディング材

(0.62～0.77) (0.66～0.80) (0.71～0.84) (0.75～0.87) (0.47～0.66) (0.54～0.73) (0.56～0.72)

屋根：50%

壁：10%

屋根：100%

壁：1%

屋根：100%

壁：10%

1階

金属サイディング材

クラウドシャイン グラウンドシャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV

0.66MeV

屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度）

汚染なし



A-63 

 

 

付録表 7. 8 平屋建て鉄骨造集合住宅に対する被ばく低減係数の部屋の中央付近の値。（）内は最小値～最大値を表す。 

 

 

  

0.73 0.76 0.80 0.83 0.55 0.66 0.74 0.75

0.70 0.74 0.78 0.81 0.51 0.62 0.70 0.71

0.70 0.74 0.78 0.81 0.51 0.62 0.70 0.71

0.69 0.73 0.77 0.81 0.49 0.63 0.70 0.72

0.71 0.75 0.79 0.82 0.52 0.60 0.68 0.69

(0.63～0.75) (0.64～0.78)(0.64～0.74) (0.69～0.78) (0.73～0.83) (0.77～0.85) (0.41～0.61) (0.53～0.71)

(0.66～0.80)

軽量気泡コンクリート

(0.65～0.77) (0.70～0.80) (0.74～0.84) (0.78～0.86) (0.43～0.63) (0.55～0.73) (0.65～0.77)
セラミックタイル

(0.65～0.76) (0.70～0.79) (0.73～0.84) (0.77～0.86) (0.43～0.62) (0.54～0.72) (0.64～0.76) (0.65～0.79)

(0.64～0.76) (0.65～0.79)

モルタル

(0.64～0.76) (0.69～0.79) (0.73～0.84) (0.77～0.86) (0.43～0.62) (0.55～0.72)

(0.69～0.83)

窯業系サイディング材

(0.67～0.80) (0.71～0.82) (0.75～0.87) (0.79～0.89) (0.46～0.66) (0.58～0.76) (0.68～0.80)

屋根：50%

壁：10%

屋根：100%

壁：1%

屋根：100%

壁：10%

1階

金属サイディング材

クラウドシャイン グラウンドシャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV

0.66MeV

屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度）

汚染なし



A-64 

 

 

付録表 7. 9 2 階建て鉄筋コンクリート造住宅に対する被ばく低減係数のフロア中央付近の値。（）内は最小値～最大値を表す。 

 

  

0.06 0.10 0.14 0.18 0.13 0.14 0.14 0.14

0.18 0.21 0.27 0.33 0.08 0.11 0.14 0.15

(0.12～0.24)(0.12～0.30) (0.17～0.35) (0.21～0.39) (0.27～0.44) (0.07～0.18) (0.10～0.22) (0.12～0.23)
2階

(0.05～0.26) (0.08～0.27) (0.12～0.30) (0.16～0.33) (0.11～0.34) (0.12～0.36) (0.12～0.35) (0.12～0.37)

屋根：50%

壁：10%

屋根：100%

壁：1%

屋根：100%

壁：10%

1階

クラウドシャイン グラウンドシャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV

0.66MeV

屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度）

屋根、壁汚染
汚染なし



A-65 

 

 

付録表 7. 10 鉄筋コンクリート造集合住宅の被ばく低減係数の部屋の中央付近の値。（）内は最小値～最大値を表す。 

 

  

0.03 0.04 0.04 0.06 0.08 0.08 0.08 0.08

0.03 0.04 0.05 0.06 0.04 0.04 0.04 0.04

0.03 0.04 0.05 0.07 0.03 0.03 0.03 0.03

0.04 0.04 0.06 0.07 0.03 0.03 0.03 0.03

0.05 0.07 0.09 0.12 0.02 0.03 0.03 0.03

(0.01～0.10)(0.02～0.23) (0.03～0.26) (0.05～0.28) (0.06～0.31) (0.01～0.08) (0.01～0.10) (0.01～0.09)
5階

(0.02～0.21) (0.02～0.22) (0.02～0.24) (0.03～0.25) (0.01～0.10) (0.01～0.11) (0.01～0.10) (0.01～0.11)

(0.01～0.11) (0.01～0.12)

4階

(0.02～0.21) (0.02～0.21) (0.02～0.23) (0.03～0.24) (0.01～0.11) (0.01～0.12)

(0.02～0.15)

3階

(0.01～0.20) (0.02～0.21) (0.02～0.22) (0.03～0.24) (0.02～0.14) (0.02～0.15) (0.02～0.15)
2階

(0.01～0.20) (0.02～0.21) (0.02～0.22) (0.02～0.23) (0.04～0.35) (0.04～0.36) (0.04～0.35) (0.04～0.36)

屋根：50%

壁：10%

屋根：100%

壁：1%

屋根：100%

壁：10%

1階

クラウドシャイン グラウンドシャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV

0.66MeV

屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度）

汚染なし



A-66 

 

 

付録表 7. 11 公共施設に対する被ばく低減係数の病室、教室、運動場の中央付近の値。（）内は最小値～最大値を表す。 

 

0.07 0.09 0.10 0.13 0.08 0.09 0.08 0.09

0.03 0.04 0.07 0.09 0.04 0.04 0.04 0.04

0.03 0.05 0.07 0.10 0.03 0.03 0.03 0.03

0.08 0.09 0.11 0.14 0.03 0.03 0.03 0.03

0.08 0.10 0.12 0.15 0.03 0.03 0.03 0.03

0.11 0.14 0.18 0.22 0.02 0.04 0.04 0.05

0.10 0.12 0.13 0.16 0.10 0.11 0.10 0.11

0.11 0.12 0.14 0.16 0.06 0.07 0.07 0.07

0.14 0.17 0.21 0.26 0.05 0.06 0.07 0.07

0.36 0.41 0.45 0.50 0.08 0.15 0.21 0.22

(0.001～0.09)

(0.01～0.08) (0.01～0.09)(0.01～0.33) (0.02～0.36) (0.03～0.40) (0.04～0.44) (0.001～0.07) (0.01～0.09)

(0.001～0.07)

6階

5階
(0.002～0.31) (0.004～0.33) (0.01～0.35) (0.01～0.38) (0.001～0.07) (0.001～0.09)

4階
(0.002～0.30) (0.003～0.32) (0.005～0.34) (0.01～0.37) (0.001～0.08) (0.001～0.09) (0.001～0.08) (0.001～0.09)

2階

(0.01～0.04) (0.01～0.05)

(0.01～0.04) (0.02～0.06) (0.02～0.09) (0.04～0.12) (0.01～0.05)

(0.01～0.39)

(0.01～0.06) (0.01～0.05)

(0.01～0.36) (0.01～0.38) (0.01～0.37) (0.01～0.39) (0.01～0.37)

(0.01～0.06)

屋根：100%

壁：1%

屋根：100%

壁：10%

1階

クラウドシャイン グラウンドシャイン

0.4MeV 0.66MeV 1.0MeV 1.5MeV

0.66MeV

汚染なし
屋根：50%

壁：10%

屋根及び壁汚染濃度比（対地表面濃度）

(0.002～0.33) (0.004～0.34)

病院

1階

学校

(0.01～0.04) (0.02～0.07) (0.03～0.09) (0.04～0.13) (0.01～0.04) (0.01～0.05)
3階

2階

(0.02～0.30) (0.03～0.31) (0.03～0.34) (0.04～0.36) (0.03～0.24) (0.03～0.26) (0.03～0.24) (0.03～0.26)

(0.02～0.30) (0.03～0.33) (0.04～0.35) (0.04～0.38) (0.02～0.16) (0.02～0.17) (0.02～0.16) (0.02～0.17)

(0.03～0.33) (0.05～0.36) (0.06～0.40) (0.08～0.44) (0.01～0.12) (0.02～0.14) (0.02～0.14) (0.02～0.15)

(0.15～0.37)
体育館

3階

(0.15～0.45) (0.20～0.49) (0.24～0.54) (0.28～0.58) (0.07～0.28) (0.11～0.34) (0.14～0.36)


